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Ⅰ 機構及び職員 

 

 １ 位置 

      本 場  〒753-0231 山口市大内氷上一丁目1番1号 

    （ 美 祢 市 駐 在 ）   〒754-0211 美祢市美東町大田5735-1 

   柑きつ振興センター    〒742-2805 大島郡周防大島町東安下庄1209-1 

      花 き 振 興 セ ン タ ー    〒742-0033  柳井市新庄500-1 

 

 

 ２ 機構組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業担い手支援部 

畜 産 技 術 部 

林 業 技 術 部 

土地利用作物研究室 作物栽培グループ 普通作物に係る育種開発・栽培技術等の研究 

原種生産グループ 水稲・麦類・大豆の原原種、原種の生産配付 

園 芸 作 物 研 究 室 野菜栽培グループ 野菜に係る育種開発・栽培技術等の研究 

果樹栽培グループ 落葉果樹に係る栽培技術等の研究 

資 源 循 環 研 究 室 土壌環境グループ 循環型農業技術、土壌・肥料に関する研究 

病害虫管理グループ 農薬、病害虫等に関する研究 

発生予察グループ 病害虫発生予察、農薬安全使用対策 

（病害虫防除所） 

柑きつ振興センター 柑きつに関する試験研究 

花き振興センター 花きに関する試験研究、実証展示、研修、育成品種の原種生産 

農 業 技 術 部 

総 務 課 総務・服務、施設・財産管理、予算総括、経理等 

企 画 情 報 室 研究の企画調整、予算調整、知的財産活用、研究評価等 

経営高度化研究室 担い手の育成・経営高度化支援、新技術・加工部門導入の経営評価、鳥獣

被害対策の研究、県産農林産物の品質評価・保存流通・加工技術の研究 

本 部 

所 長 

次 長 
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３ 現員 
 

 職    名 現  員 
 

 
事  務  吏  員 

技  術  吏  員 

26 

65 
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４ 現在職員（2018. 4. 1現在） 

所  長  (技)  桑原 恵利 

次  長  (事)  金子  満 

総 務 課 課  長 (事)  坂本 哲雄 

 主  査 (事) (美祢市駐在) 林  宏昭 

 主  任 (事)  矢野 篤彦 

 主  任 (事)  木村 嘉彦 

 主  任 (事)  大塚  尚 

 主  任 (事) (防府市駐在) 宮﨑 明人 

 主  任 (事)  内海  洋 

 主  任 (事) (美祢市駐在) 中谷 寧夫 

 主  任 (事) (防府市駐在) 上村 義雄 

 主  任 (事)  宮崎 理子 

 主任主事 (事) (美祢市駐在) 吉岡 博文 

 主任主事 (事)  井原 典子 

 主任主事 (事)  吉村 恵子 

 主任主事 (事)  綿谷 伸枝 

企画情報室 室  長 (技)  徳永 哲夫 

 専門研究員 (技)  石津 宜孝 

 専門研究員 (技)  末長 伸一 

 専門研究員 (技)  末冨 貴子 

経営高度化研究室 室  長 (技)  西村 美和 

 専門研究員 (技)  岡﨑  亮 

 専門研究員 (技)  平田 達哉 

 専門研究員 (技)  田戸 裕之 

 専門研究員 (技)  高橋 一興 

 専門研究員 (技)  中村  聡 

 専門研究員 (技)  尾崎  篤 

 主  査 (技) (農村整備課兼務) 同前 浩司 

 主  査 (技) (農村整備課兼務) 橋本  誠 

農業技術部 部  長 (技)  田村 尚志 

土地利用作物研究室 室  長 (技)  金子 和彦 

（作物栽培グループ） 専門研究員 (技)  前岡 庸介 

 専門研究員 (技)  来島 永治 

 専門研究員 (技)  渡辺 大輔 

 専門研究員 (技)  村田 資治 

 専門研究員 (技)  岡崎 大祐 

 主任主事 (事)  小池 信宏 

 主任主事 (事)  山根 哲宏 

 主任主事 (事)  村岡千恵美 

 技  師 (技)  陣内 暉久 

     

(原種生産グループ) 調 整 監 (技) (美祢市駐在) 片山 正之 

 専門研究員 (技) (美祢市駐在) 田村 貢一 

 主任主事 (事) (美祢市駐在) 井上 広司 

園芸作物研究室 室  長 (技)  日高 輝雄 

(野菜栽培グループ) 専門研究員 (技)  重藤 祐司 

 専門研究員 (技)  宇佐川 惠 

 専門研究員 (技)  藤井 宏栄 

 専門研究員 (技)  鶴山 浄真 

 専門研究員 (技)  西田美沙子 

 主任主事 (事)  住吉 境子 

 主任主事 (事)  茗荷谷紀文 

(果樹栽培グループ) 専門研究員 (技)  村上 哲一 

 専門研究員 (技)  安永  真 

 専門研究員 (技)  岡崎  仁 

 主任主事 (事)  沖濱 宏幸 

資源循環研究室 室  長 (技)  溝部 信二 

 主任主事 (事)  藤原真由美 

 主任主事 (事)  岡本 博明 

(病害虫管理グループ) 専門研究員 (技)  本田 善之 

 専門研究員 (技)  西見 勝臣 

 専門研究員 (技)  岩本 哲弥 

 専門研究員 (技)  吉岡 陸人 

 専門研究員 (技)  角田 佳則 

(発生予察グループ) 専門研究員 (技)  畑中  猛 

 専門研究員 (技)  河村 俊和 

 専門研究員 (技)  唐津 達彦 

 専門研究員 (技)  東浦 祥光 

 専門研究員 (技)  谷﨑  司 

 研 究 員 (技)  小田 裕太 

(土壌環境グループ) 専門研究員 (技)  渡辺 卓弘 

 専門研究員 (技)  河野 竜雄 

 専門研究員 (技)  有吉真知子 

 専門研究員 (技)  原田 夏子 

 専門研究員 (技)  平田 俊昭 

柑きつ振興センター 所  長 (技)  河村 康夫 

 専門研究員 (技)  岡崎 芳夫 

 専門研究員 (技)  中島 勘太 

 専門研究員 (技)  西岡 真理 

 主任主事 (事)  田村 彰士 

 主任主事 (事)  大久保吉和 

 研 究 員 (技)  中村 友香 

花き振興センター 所  長 (技)  明田 郁夫 

 専門研究員 (技)  河村 佳枝 

 専門研究員 (技)  末田 慎一 

 専門研究員 (技)  尾関 仁志 

 専門研究員 (技)  斉藤さつき 

 専門研究員 (技)  岡田 知子 

 専門研究員 (技)  福光 優子 

 専門研究員 (技)  石光 照彦 

 専門研究員 (技)  岡田 浩二 

 研 究 員 (技)  川野 祐輔  
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Ⅲ 主な行事 

１ 試験研究に関する展示会への出展 

1) 施設園芸・植物工場展 2018 

場所 東京都（東京国際展示場） 

期日 2018年 7月 11日(水)～13日(金) 

内容 ワサビ超促成実証コンソーシアムの取組紹介 

 

 2) やまぐち産業維新展 

場所 山口市（山口きらら博記念公園 多目的ドーム

（山口ゆめ花博会場）） 

期日 2018年 9月 17日(月)・18日(火) 

内容 ・ため池遠隔監視・自動排水システムの紹介 

・ワサビ超促成実証コンソーシアムの取組紹介 

・夏播き小ネギ品種の育成 

・簡易栽培ユニット「ゆめ果菜恵」 

・薬草作物の実証栽培 

 

3) 6次産業化・農商工連携推進大会 

場所 山口市（カリエンテ山口） 

期日 2018年 11月 1日（木） 

内容 ワサビ超促成実証コンソーシアムの取組紹介 

 

２ 試験研究に関する検討会等 

1) 経営高度化研究室 

(1) 山口大学農学部・共同獣医学部・山口県農林総合

技術センター連携推進会議農山村部会食品流通分

科会「山口食２プロジェクト」交流会 

場所 山口市（山口グランドホテル） 

期日 2018年 11月 12日（月） 

内容 6次産業化関する取組みについて関係機関、

企業等と情報交換 

 

2) 土地利用作物研究室 

(1) 「売れる麦を核とする中山間水田輪作体系における

収益力強化と省力化の実証」現地検討会 

場所 美祢市（(農)カルストの里 他） 

期日 2018年 4月 26日(木)・27日(金) 

 

(2) 「日本酒の生産拡大と集落営農法人の収益向上を

目指した ICT活用による酒米生産支援システムの

確立」試験設計検討会 

場所 山口市（農林総合技術センター） 

期日 2018年 5月 16日(水) 

 

(3) 農林水産業イノベーション研究事業に係るロボット

トラクタ実演会 

場所 山口市・阿武町（(農)二島西 他） 

期日 2018年 5月 23日(水)・24日(木) 

 

(4) 農林水産業イノベーション研究事業に係る収量コン

バイン実演会 

場所 山口市（(農)二島西 他） 

期日 2018年 11月 6日(火) 

 

3) 園芸作物研究室 

(1) はなっこりー生産出荷協議会 

場所 山口市（JAビル） 

期日 2018年 5月 22日(火) 

内容 はなっこりー栽培技術について 

 

(2) クリ同志会研修会 

場所 山口市（果樹栽培試験ほ場） 

期日 2018年 6月 26日(火) 

内容 クリの生育状況と生産対策について 

 

(3) 巨峰会研修会 

場所 山陽小野田市・宇部市（生産者ほ場） 

期日 2018年 7月 6日（金） 

内容 平成 30年度 巨峰会県内視察 

 

(4) ナシ生産者同志会夏季研修会 

場所 美祢市（嘉万公民館） 

期日 2018年 7月 19日（木） 

内容 なしジョイント改良むかで整枝について 

 

(5) ワサビ生産者団体連絡協議会総会・研修会 

場所 山口市（農林総合技術センター） 

期日 2018年 7月 23日(月) 

内容 ワサビ栽培技術について 

 

(6) 第 1回山口県薬用作物生産出荷協議会 

場所 萩市（むつみ総合事務所） 

期日 2018年 7月 25日(水) 

内容 活動計画について 

 

(7) 薬用作物現地検討会 

場所 阿武町（(農)うもれ木の郷） 

期日 2018年 7月 25日(水) 

内容 トウキ等の栽培について 

 

(8) 種子繁殖型イチゴ品種「よつぼし」の全国展開に

向けた省力栽培体系と ICTによる生産者ネットワ

ークの確立 平成 30年度第 1回推進会議 

場所 山口市（YIC Studio） 

期日 2018年 8月 9日(木) 

内容 「よつぼし」研究計画等について 

 

(9) スマート施設園芸に関する情報交換会 

場所 山口市（農林総合技術センター） 
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期日 2018年 8月 29日(水) 

内容 スマート園芸に関する講演など 

 

(10) 山口県果樹技術者協議会研修会 

場所 山口市（果樹栽培試験ほ場） 

期日 2018年 9月 8日（土） 

内容 ナシ、クリ、ブドウの新品種について 

 

(11) 全国わさび生産者協議会品評会及び総会 

場所 東京都（大田市場） 

期日 2018年 10月 18日(木) 

内容 ワサビ研究の取り組み紹介 

 

(12) はなっこりー生産出荷協議会 

場所 山口市（JAビル） 

期日 2018年 10月 19日(金) 

内容 はなっこりー栽培技術について 

 

(13) 薬用作物シャクヤク収穫検討会 

場所 阿武町（(農)うもれ木の郷） 

期日 2018年 11月 2日(金) 

内容 シャクヤクの収穫について 

 

(14) ナシ生産者同志会若手研研修会 

場所 萩市（田万川農村婦人の家） 

期日  2018年 11月 16日(金) 

内容 ナシ改良むかで整枝栽培について 

 

(15) ナシ生産者同志会せん定研修会 

場所 山口市（果樹栽培試験ほ場） 

期日 2018年 11月 30日(金) 

内容 ｢二十世紀｣のせん定について 

 

(16) 巨峰会研修会 

場所 山口市（防長苑） 

期日 2018年 12月 14日（金） 

内容 平成 30年産ブドウについて 

 

(17) 山口県果樹技術者協議会研修会 

場所 山口市（農林総合技術センター） 

期日 2019年 2月 2日（土） 

内容 クリのせん定について 

 

(18) 山口県果樹技術者協議会視察研修会 

場所 福岡県（みやま市 他） 

期日 2019年 2月 9日（土） 

内容 小規模基盤整備等について 

 

(19) ワサビコンソーシアム推進会議 

場所 山口市（農林総合技術センター） 

期日 2019年 2月 12日(火) 

内容 ワサビ研究成果とりまとめ 

 

(20) ワサビ生産者団体連絡協議会・研修会 

場所 周南市（鹿野総合支所） 

期日 2019年 2月 12日(火) 

内容 ワサビ栽培技術について 

 

(21) ナシ同志会研修会 

場所  山口市（翠山荘） 

期日 2019年 2月 13日（水） 

内容 平成 30年産なしの生育状況と平成 31年産

への取組 

 

(22) 巨峰会研修会 

場所 山口市（セミナーパーク） 

期日 2019年 2月 19日（火） 

内容 ブドウ栽培における基本技術について 

 

(23) イチゴ共同育種成績検討会 

場所 山口市（農林総合技術センター） 

期日 2019年 3月 13日(水)・14日（木） 

内容 有望系統の選定など 

 

(24) ナシの樹体ジョイント仕立てにかかる接ぎ木研修会 

場所 山口市（果樹栽培試験ほ場） 

期日 2019年 3月 25日（月） 

内容 ジョイント接ぎ木について 

 

4) 資源循環研究室 

(1) 第 1回植物防疫担当者会議 

場所 山口市（セミナーパーク） 

期日 2018年 4月 24日（火） 

 

(2) 第 2回植物防疫担当者会議 

場所 山口市（セミナーパーク） 

期日 2018年 7月 18日（水） 

 

(3) 高濃度炭酸ガス処理によるイチゴ苗のハダニ類防除

の現地試験に係る研修会 

場所 山口市（ベリーろーど） 

期日 2018年 9月 3日（月） 

内容 高濃度炭酸ガス処理によるイチゴ苗のハダ

ニ類防除 

 

(4) 山口大学農学部・共同獣医学部・山口県農林総合技

術センター連携推進会議病害虫部会、病害虫研究会 

場所 山口市（山口大学農学部） 

期日 2018年 11月 22日（木） 

内容 連携課題の取り組み状況について 
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(5) 第 3回植物防疫担当者会議 

場所 山口市（セミナーパーク） 

期日 2018年 12月 18日（火） 

 

5) 柑きつ振興センター 

(1) 「ゆめほっぺ」栽培講座（第１回） 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2018年年 5月 24日(木) 

内容 ・平成 29年産の反省 

・摘果方法、病害虫防除 等 

 

(2) 第 40回防府市柑橘部会通常総会 

場所 防府市（JA防府とくぢ本所） 

期日 2018年 5月 28日(月) 

講演 柑橘の土づくりと省力化について 

 

(3) 周防大島みかんいきいき営農塾 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2018年 6月 5日(火) 

講演 柑橘の病害虫防除・農薬の適正使用 

 

(4) 久賀柑橘研究同志会通常総会 

場所 周防大島町（JA山口大島久賀支所） 

期日 2018年 6月 5日(火) 

講演 平成 30年産カンキツの生産対策について 

 

(5) 安下庄地区生産組合通常総会 

場所 周防大島町（JA山口大島安下庄支所） 

期日 2018年 6月 18日(金) 

講演 平成 30年産カンキツの生産対策について 

 

(6) 中間母本農６号研究会 

場所 柑きつ振興センター研修室 

期日 2018年 7月 6日(金)  

話題提供 30年産生産対策について 

 

(7) 東和地区柑橘研究同志会定期総会 

場所 周防大島町（JA山口大島東和支所） 

期日 2018年 7月 9日(月) 

講演 平成 30年産カンキツの生産対策について 

 

(8) 日良居地区生産組合かんきつ振興大会 

場所 日良居公民館 

期日 2018年 8月 31日(金) 

講演 異常気象に対応する柑橘の栽培技術 

 

(9) 柑橘同志会大島部会研修会 

場所 周防大島町（JA山口大島久賀支所） 

期日 2018年 9月 7日(金) 

講演 10年後の大島みかんに期待すること 

(10) 安下庄地区生産組合生産者大会 

場所 周防大島町（JA山口大島橘支所） 

期日 2018年 9月 10日(月) 

講演 平成 30年産カンキツの生産対策について 

 

(11) 周防大島みかんいきいき営農塾 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2018年 10月 2日(火) 

内容 柑きつ振興センターほ場見学 

 

(12) 柑きつ振興センター創立 70周年記念式並びに 

試験ほ場公開デー 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2018年 10月 19日 

内容 70周年記念式 

   パネル展示、ほ場公開 

 

(13) 周防大島みかんいきいき営農塾 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2018年 11月 6日(火) 

内容 温州みかんの品種系統について 

 

(14) 「ゆめほっぺ」栽培講座（第２回） 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2018年 11月 8日(木) 

講習 防寒、防鳥対策、袋掛け等 

 

(15) 周防大島みかんいきいき営農塾 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2019年 1月 8日(火) 

講習 最近の試験研究の動向 

 

(16) 「ゆめほっぺ」栽培講座（第３回） 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2019年 1月 11日(金) 

講習 収穫、貯蔵管理等 

 

(17) 中間母本農６研究会 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2019年 1月 23日(水) 

内容 29年産分析結果報告（センター報告） 

収穫時期等今後の対応について 

 

(18) 周防大島みかんいきいき営農塾 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2019年 2月 5日(火) 

講習 中晩柑（中晩生柑橘類）の品種系統について 

 

(19) 柑きつ振興センター試験成績検討会 

場所 周防大島町（県大島防災センター） 
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期日 2019年 2月 27日(水) 

内容 研究成果の紹介 

・カンキツにおける果皮障害対策 

・最近問題となっている病害虫とその対策 

話題提供 

・柑きつにおけるスマート農業研究の動向

産地への提言 

・創立 70周年の歩みと今後の産地に期待す

ること 

 

(20) 「ゆめほっぺ」栽培講座（第 4回） 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2019年 3月 4日(月) 

講習・実演 貯蔵管理・せん定等 

 

(21) 中間母本農６研究会 

場所 周防大島町（柑きつ振興センター） 

期日 2019年 3月 6日(水) 

内容 出荷方法等について 

 

(22) みかん研究所春季公開セミナー 

場所 愛媛県宇和島市（玉津小学校体育館） 

期日 2019年 3月 6日（水） 

講演 産地継承のための園地基盤整備 

 

6) 花き振興センター 

(1) 田布施農工高等学校研修 

場所 柳井市（花き振興センター） 

期日 2018年 5月 22日（火） 

内容 ユリのコンテナ栽培、ポット栽培について 

 

(2) 山口県リンドウ生産振興大会 

場所 防府市（農業大学校） 

期日 2018年 5月 25日（金） 

内容 次期新品種候補紹介、今後の試験研究の概要 

 

(3) 山口セレクションパンジー・ビオラ検討会 

場所 周南市（徳山花市場） 

期日 2018年 6月 8日（金） 

内容 現地試験について、品種選定について 

 

(4) やまぐちオリジナルユリ振興協議会総会 

場所 美祢市（美祢社会復帰促進センター） 

期日 2018年 7月 23日（月） 

内容 新品種候補育成状況について 

 

(5) 花卉連キク部会研修会 

場所 柳井市（花き振興センター） 

期日 2018年 7月 20日（金） 

内容 小菊の仕立て本数等の影響について 

LED電球の生育開花への影響について 

 

(6) やまぐちオリジナルユリ新規栽培者説明会 

場所 下関市（下関合同花市場） 

期日 2018年 10月 22日（月） 

内容 品種紹介、栽培作型説明 

 

(7) 山口セレクションパンジー・ビオラ検討会 

場所 山口市（山口県中央花市場） 

期日 2018年 10月 26日（金） 

内容 品種比較試験概況について 

 

(8) 花卉連リンドウ部会研修会 

場所 山口市（農林総合技術センター） 

期日 2018年 12月 7日（金） 

内容 栽培試験結果状況報告、有望系統紹介 

 

(9) 花卉連バラ部会研修会 

場所 長門市 

期日 2018年 12月 7日（金） 

内容 品種比較試験の取組状況について 

病害虫防除について 

 

(10) 山口セレクションパンジー・ビオラ反省会 

場所 周南市（徳山花市場） 

期日 2019年 1月 11日（金） 

内容 品種比較試験の結果について 

 

３ 農林総合技術センター成果発表会 

(1) 場所及び期日 

山口市農林総合技術センター） 

2019年 3月 11日（月） 

 

(2) 発表課題 

ア 全体会 

山口県におけるスマート農林業研究の今後の方向 

農業技術部長 田村 尚志 

畜産技術部長 藤田  亨 

林業技術部長 島谷 雅治 

イ 土地利用作物分科会 

(ｱ) 水稲新品種「恋の予感」の安定栽培技術 

土地利用作物研究室 来島 永治 

(ｲ) 酒米「山田錦」の特性を発揮する安定栽培技術

の確立 

土地利用作物研究室 前岡 庸介 

(ｳ) レーザー式生育センサ等を活用した「山田錦」

の穂肥量予測技術の確立 

資源循環研究室 有吉 真知子 

(ｴ) 水稲の密播疎植による省力・低コスト栽培 

土地利用作物研究室 陣内 暉久 
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(ｵ) カドミウム低吸収性イネ品種の育成 

土地利用作物研究室 渡辺 大輔 

(ｶ) 最近の水稲箱施用殺虫剤の動向 

～新剤の登録を中心に～ 

資源循環研究室 本田 善之 

ウ 園芸作物分科会 

(ｱ) 冬春トマトの少量培地耕による高糖度安定生

産技術の確立 

園芸作物研究室 重藤 祐司 

(ｲ) 種子繁殖型イチゴ「よつぼし」の特性を活かし

た栽培体系 

園芸作物研究室 西田 美沙子 

(ｳ) 種子繁殖型イチゴ品種「よつぼし」の安定生産

技術開発 

園芸作物研究室 鶴山 浄真 

(ｴ) 低コストで耐候性に優れるパイプハウス仕様

の提案 

園芸作物研究室 茗荷谷 紀文 

(ｵ) 果実袋が日本ナシ「甘太」の果実品質に与える

影響について 

園芸作物研究室 岡崎 仁 

(ｶ) 晩生カンキツ「せとみ」の出荷期間延長に向け

た長期貯蔵技術の実証 

柑きつ振興センター 西岡 真理 

(ｷ) やまぐちオリジナルユリ夏秋期におけるポッ

ト栽培技術 

花き振興センター 福光 優子 

(ｸ) 簡易隔離床を利用したリンドウの栽培技術 

花き振興センター 川野 祐輔 

エ 経営高度化分科会 

(ｱ) 農業法人で働く若手就業者の育成・定着に向けて 

経営高度化研究室 高橋 一興 

(ｲ) 「体験型教育旅行」の実態と集落営農法人への

導入可能性 

経営高度化研究室 高橋 一興 

(ｳ) 小規模未改修ため池の管理省力化技術 

～ため池遠隔監視、自動排水システム～ 

経営高度化研究室 同前 浩司 

(ｴ) 新たな補助孔疎水材の適用性 

経営高度化研究室 橋本 誠 

(ｵ) サル追い払い技術向上試験 

～リアルタイム GPS発信機によるサル群の追跡～ 

経営高度化研究室 田戸 裕之 

(ｶ) 鳥獣被害対策へのドローン活用実証試験 

経営高度化研究室 田戸 裕之 

オ 畜産分科会 

(ｱ) 酪農家に対する現地支援活動とその成果-第2報- 

家畜改良研究室 水間 なつみ 

(ｲ) 黒毛和種繁殖雌牛の改良に関する研究-第 1報

- 

家畜改良研究室 吉村 謙一 

(ｳ) 肥育豚における効率的な暑熱対策技術の開発 

放牧環境研究室 佐藤 正道 

(ｴ) 県産プレミアム地鶏の雄系種鶏の特性-第 3報

- 

～「やまぐち黒鶏」の後継系統の造成～ 

家畜改良研究室 伊藤 直弥 

(ｵ) 県産プレミアム地鶏の美味しさに関する研究 

～「長州黒かしわ」の内臓（筋胃、肝臓等）の

品質特性～ 

経営高度化研究室 岡崎 亮 

(ｶ) バヒアグラス草地を基盤とした飼料作物の省

力的二毛作技術の開発 

放牧環境研究室 佐藤 正道 

カ 林業 

(ｱ) OWLによる地上レーザ波を活用した森林資源調査

の精度・効率・効果 

林業研究室 村上 勝 

(ｲ) コンテナ苗の低コスト生産技術の開発 

林業研究室 井上 祐一 

(ｳ) 粘着被覆資材によるナラ枯れ防除法の抑制効果と

実用化に向けた経費削減の検討 

林業研究室 小野谷 邦江 

(ｴ) 逸出抑制法の防除効果を高める気象条件について 

林業研究室 千葉のぞみ 

(ｵ) シカ生息地におけるシカ低嗜好樹種の検証 

林業研究室 渡邉 雅治 

(ｶ) マスダクロホシタマムシによるヒノキ集団枯損の

要因と対策 

林業研究室 渡邉 雅治 

 

４ 試験研究に関する評価 

1) 課題化の適否評価・推進計画の評価 

(1) 時期 

2018年 7月～2019年 3月 

(2) 実施概要 

新規研究課題の課題化について、専門部会で評価を行っ

た。その結果、次の 8 課題について推進計画を作成し、平

成 31年度新規研究課題として取り組むことが決定した。 

ア 山口県における新規就農者（自営就農者）の就農

実態、課題の解明 

イ イチゴ・トマト栽培における UECS「農の匠」モデ

ルのパッケージ化 

ウ ドローンによる病害虫の早期発見技術及び防除技

術の確立（レンコン腐敗病対策） 

エ 農薬散布用ドローンを活用した効率・省力的防除

技術体系の確立 

オ ICT を活用した山口県オリジナル品種の出荷予測

技術の開発 

カ 情報通信技術（ICT）を活用した林業経営の効率化 
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キ 主伐に対応した新たな低コスト作業システムの確立 

ク 新たな品種等の導入による低コスト造林技術の確立 

 

2) 中間評価 

(1) 実施時期 

2018年 11～12月 

(2) 概要 

実施中の単県評価対象 17課題（本部：4課題、農業：

6課題、畜産：4課題、林業：3課題）について、各専門

部会で中間評価を行った。評価の結果「見島ウシの体内

受精卵採取に関する研究」については供試牛の変更等の

理由により、2 年間の研究機関の延長が承認された。そ

の他の課題については大きな方針変更はなく、試験を継

続することとなった。 

 

3) 完了評価 

(1) 実施時期 

2018年 8～9月、11～12月 

(2) 概要 

平成 30 年度に研究期間が終了した単県課題 13 課題

（本部 4課題、農業 6課題、畜産 2課題、林業 1課題）

について各専門部会で完了評価を行い、いずれも十分な

結果が出たと評価した。 

ア 集落営農法人における企業的経営の実践と継承を

支える人材育成手法の解明 

イ 集落営農法人への体験交流事業導入の可能性と事

業の継続要因の解明 

ウ 地下水位制御システムにおける補助孔機能の確保

による営農の安定化技術の確立 

エ 小規模未改修ため池の管理省力化技術の確立 

オ より良い日本酒づくりのための ICTを活用した酒

米の栽培支援システムの確立 

カ 高温耐性水稲品種系統の安定栽培体系の確立 

キ 水稲のカドミウム吸収抑制遺伝子を有する品種の

選定と育成 

ク 山口県育成アブラナ科野菜の改良 

ケ 夏季の高温に起因するカンキツの果皮障害軽減技

術の確立 

コ 気象変動に対応した「せとみ」及び高糖系ウンシ

ュウミカンの連年安定生産技術の開発 

サ バヒアグラス草地を基盤とした飼料作物の省力的

二毛作技術の開発 

シ 肥育豚における効率的な暑熱対策技術の開発（低

コスト暑熱対策技術の開発） 

ス シカ生息地における植栽技術の確立 

 

4) 外部有識者への意見聴取 

(1) 実施時期 

2019年 1～3月 

(2) 対象研究課題及び評価概要 

平成 30年度完了課題 13課題の研究成果を公表するに

あたり、現場での活用性、新規性、フォローアップや確

認試験の必要性について、幅広い視点や専門的な観点か

ら意見を聴くため、外部有識者意見聴取を実施した。 

評価の結果いずれも一定以上の成果が得られたと評価

された。評価結果及び寄せられた意見に対する回答は評

価者に返却するとともに、ホームページ上で公表した。 

 

5) 普及状況評価 

(1) 実施時期 

2018年 10月～12月 

(2) 実施概要 

「新たに普及に移しうる試験研究等の成果（No.40、平

成 26年度公表）」の掲載課題のうち 10課題（公表後、

2 カ年経過した課題）について、普及状況評価を実施し

た。 

評価者は課題の要望者（要望機関）、技術実証の実施

者及び開発技術の利用者等から、県農林事務所長等の推

薦をもとに各課題複数名を選定し、アンケート形式で評

価を依頼した。 

(3) 評価対象課題 

ア 地下水位制御システムの維持管理方法の確立 

イ 飼料用米の省力・低コスト・多収栽培技術 

ウ 着色期のカンキツ果実を加害するアザミウマ類の

防除対策 

エ 早生ウンシュウに発生する小黒点症状の防除対策 

オ 「南津海シードレス」の育成と品種特性 

カ 「南津海」におけるさび果病の防除対策 

キ シクラメンの底面給水栽培による高品質生産技術

の確立 

ク コンテナ栽培による「プチシリーズ」の効率的な

球根生産技術の開発 

ケ コンテナ栽培による「プチシリーズ」の効率的な

切り花生産技術の開発 

コ 県内の食品循環資源を活用した肉豚肥育技術 

 

(4) 評価結果 

対象 10 課題のうち現地で活用されていると評価され

た 9課題については、フォローアップ指導を行うととも

に、寄せられた意見・要望を今後の研究課題に反映させ

ることとした。 

一方、利活用が少ないと評価された 1課題については

フォローアップ指導を行うとともに、活用していない理

由を明確にして、研究管理に反映させることとした。 

 

５ 参観者 

  本部農業技術部  1,779人 

  農業技術部分場  3,646人 

      計       5,425人 



- 9 - 

１ 経営高度化研究室 

1) 集落営農法人における企業的経営の実践と継承を

支える人材育成手法の解明 

H28-30 

経営高度化研究室 

高橋一興 

目的 

集落営農法人等（以下「法人」）における若手就業

者（以下「就業者」）の就業実態や就業者に対する人

的管理施策の実施状況等を調査・分析し、就業者育成、

定着上の課題および対策を明らかにする。 

方法 

「農業法人における雇用状況等に関するアンケート調

査（農技セ H28、就業者 82 名・代表者 46 名・H28 年度）」

に回答した就業者のうち、長期就業を希望する就業 3 年

目以上の就業者 10 名と、当該就業者の属する法人の代表

者にヒアリング調査を行い、就業者育成、定着に向けた

人的資源管理のポイントを明らかにする。 

結果 

上記ヒアリングより、人的資源管理のポイントを以

下のとおり抽出した。 

(1) 就業前（募集・採用） 

ア 無理のない採用計画を策定する（特に財務計画

との整合）。 

イ 法人で実際どのように働くかを採用までにでき

る限り理解してもらう。 

(ｱ) 「インターン」は就業者、法人相互に採用の

不安を低下させる（就業者の不安は、土地利用

型農業や大型機械の知識不足、休日・労働時間

等就業条件の遵守、年齢ギャップや対人関係、

同年代の仲間がいない等多岐にわたる）。 

(ｲ) 法人、就業者が互いのキャリア目標等を確認

しておく（してほしいこと、したいこと）。 

(ｳ) いいところだけでなく、つらい部分もあらか

じめ示す（労働の季節性、給与水準 等）。 

(ｴ) 同年代の複数採用は、複数年で段階的に 

（“よき先輩”のもと就業円滑化）。 

(2) 就業後 

ア 職務の配置、遂行 

(ｱ) できるだけ多様な部門・職務に従事する機会

を与える（スキルアップ、マンネリ防止）。 

(ｲ) 指示命令が明確で働きやすい職場環境を整備

する。 

(ｳ) 仕事は就業者に任せきりにせず、共に考える

スタンスで（見守る）。 

(ｴ) 労働時間や休日の遵守を心掛ける。 

イ 意思決定への参画 

(ｱ) 総会、理事会、ミーティング等、経営への参

画機会を積極的につくる。 

(ｲ) 就業者が意見を言える雰囲気づくりに努め、

意見を引き出し、業務に活かす。 

(ｳ) 法人の経営目的や業績等の情報をできる限り

共有する。 

ウ 能力開発 

(ｱ) 専任のトレーナーを中心に計画的に能力養成

できる仕組みを整備する。 

(ｲ) 法人、就業者双方が中長期のキャリア目標・計

画を共有・実行する（何年後に管理者になる 等） 

(ｳ) 最初は就業者の不安の 1 つである機械操作の

習得に重点を置き自信につなげる。 

(ｴ) 支援機関等の専門家の指導でスタンダードな

技術を習得すれば応用も効く。 

(ｵ) 技術習得が一定程度進んだら、作業計画や実践

について就業者の意見を聞くことに重点を移す。 

(ｶ) 意見が異なっても十分説明し、納得して働いて

もらえるよう配慮することで信頼関係を築く。 

(ｷ) 3 年目頃からは、作業の指示や計画づくり等、

職務の充実や拡大を通じた権限移譲を進める

（業務的意思決定から管理的意思決定へ）。 

(ｸ) 学習は作業記録等を使って振返りと共有を常

に行い、効果的な定着を図る。 

エ 報酬管理 

(ｱ) 昇給等で就業者のライフステージに応じられ

る給与体系を構築する（長期就業の安心）。 

(ｲ) 賞与等で働きを評価できれば就業者のモチベ

ーションも上がる。 

オ 地域への溶け込み支援（生活基盤の確立）。 

(ｱ) 住居、住居手当等の確保支援（特に地域外の

就業者） 

(ｲ) 負担にならない範囲で各種の地域コミュニテ

ィや同業者サークルへの参画を支援（同世代の

仲間づくり等）。 

以上の成果は県農業振興課の主催する重点項目推進

会議（法人就業者確保・育成）にフィードバックし、

「就業者確保・定着のためのチェックリスト（H30 年

度）」として法人、関係機関に提供した。 

 

2) 集落営農法人への体験交流事業導入の可能性と事

業の継続要因の解明 

H28-30 

経営高度化研究室 

高橋一興・尾崎篤史 

目的 

近年、県内でも受入数が増加傾向にある「体験型教

育旅行（以下「教育旅行」）について、集落営農法人

（以下「法人」）の新たな経済事業としての導入可能

性を明らかにする。 

方法 

Ⅳ 試験研究経過並びに成績概要に関する報告（主担当研究室別） 
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これまでの成果から、法人が教育旅行を導入する 1

つの方法として、法人と構成員が分担・協働して受入

を行う「協働受入モデル」が有効であると考えた。 

そこで、通常の 2 泊 3 日の受入行程のうち、2 日目

の行程を法人や地域が集団体験として引き受ける 3 つ

の事例を調査し、効果や課題を分析した（萩 2 か所 長

門 1 か所、いずれも県外中学生）。 

結果 

(1) 法人と受入家庭による協働受入の効果 

協働受入については、体験内容や受入人数の適正化を

図ることにより、法人、受入家庭相互に一定の収益が見

込めることがわかった。2 日目の集団体験引受（2 コマ＋

昼食）で受入対応者 1 人が得た所得は 2,500～10,346 円、

受入家庭が得た所得は 18,684～28,500 円であった。 

また、取組んだ受入家庭からは「受入負担軽減にな

る」、集団引受を行った法人、地域からは「この取組

は地域コミュニティの活性化に役立っている」といっ

た効果も聞かれた。 

(2) 法人で協働受入する場合の課題 

モデル実証組織に対するヒアリングより、法人が協

働受入する場合の課題は以下のとおり。 

ア 構成員の理解・協力の醸成（家族の協力） 

イ 農作業（本業）の支障にならない受入計画 

ウ 余裕のある日程調整（主に協議会事務局、農繁

期でも対応しやすく、兼業農家も参画しやすい） 

エ 経済性の確保（普段の農作業が十分メニューに

なる、受入規模の適正化） 

オ 公民館等の施設確保（共同調理や雨天時の活動

場所として） 

(3) 法人における協働受入モデルの導入可能性 

（法人アンケート 91 法人） 

法人における体験交流事業の取組実態等を調査し、

協働受入モデル導入可能性を検討した。その結果、調

査 91 法人中 34.4％で何らかの「体験交流活動」が実

施されており、このうち 67.7％は「農作業体験」であ

った。また、今後、何らかの「体験交流活動」をやっ

てみたい法人（条件が合えば含む）が 55.2％存在した。 

以上のことから、上記協働受入モデルを導入できる

法人も少なくないと考えられた。 

なお、法人へのモデル導入においては「構成員・地

域の理解・協力」、「労力確保」、「ノウハウ獲得」

等の課題解決が重要であり、これは上記事例調査結果

とも一致している。 

以上の成果は、県中山間地域づくり推進課が所管す

る「やまぐち元気！ 村まち交流推進会議 体験教育旅

行推進部会」を通じ関係者にフィードバックした。 

 

3) 集落営農法人の収益向上に寄与する「地域農業の

6 次産業化」の事業拡大要因の解明とモデル実証 

H30 

経営高度化研究室 

尾崎篤史・平田達哉・高橋一興・西村美和 

目的 

集落営農法人（以下「法人」）が収益向上を目的とし

て「地域農業の 6 次産業化」（複数の経営体が連携して

地域資源を活用し、地域として取組む 6 次産業化）に取

組む方法を検討するため、県内外の事例を調査・分析し、

活動上の課題を明らかにする。また、モデル事例を調査

・分析して、事業導入のポイントを整理する。 

※ここでの 6 次産業化とは、加工・販売を行うことで生

産物の付加価値を向上させる取組みを対象とする。 

方法 

農林水産事務所等の関係機関に対し、県内の法人に

よる 6 次産業化の取組状況についてヒアリング調査を

行い、取組形態を分類する。 

モデル実証法人（以下、「モデル法人」）が取組む

「地域農業の 6 次産業化」に対して支援を行うことで、

事業導入上の課題を抽出する。 

結果 

(1) 取組形態の分類 

上記ヒアリングにより、取組形態を以下の通り分類

した。ただし、本分類は相対的なものであり、複数の

特徴をもつ事例も多く存在する。 

ア 事業の方向性 

「ビジネス重視型」と「生きがい・交流重視型」に

分類できる。後者は、収益性の確保よりメンバー間の

交流や自己実現を重視している。 

イ サービスの提供先 

「地域外の一般消費者を対象とした取組」と、「地域

内住民を対象とした取組」に分類できる。前者は販路開

拓や商品の差別化が課題となるのに対し、後者は収益確

保のための地域ニーズの掘り起こしが課題となる。 

ウ サービスの供給方法 

「自社完結型」と「連携型」に分類できる。前者は

法人の生産物を自分達で加工・販売する取組みであり、

後者は農商工連携的取組や法人加工部同士の連携等多

様である。 

(2) モデル実証 

モデル法人の商品開発支援を通して明らかとなっ

た、法人の 6 次産業化導入上のポイントは以下の通り。 

ア 事業導入 

・6 次産業化に取組む目的を明確にし、直接携わ

らない者も含め法人内で共有する。 

・6 次産業化は、生産事業と比べて多くの部門が

関係するため、関係者間で情報共有に努める。

情報格差の発生を防ぐためには、関係部門すべ

てを見渡せる調整役の働きが重要となる。 

・6 次産業化に携わる者の関心事に関係すること

に取組むことが、意欲醸成につながる。 

イ 他の経営体との連携 
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・当初は、互いの資源・技術等の情報を共有する

ことが重要。その先に事業展開がある。 

・連携先と密接に連絡を取り合い、問合せ等には

迅速に対応する。 

・連携先との対応窓口、意思決定プロセス、判断

基準を明確にする。判断に必要な情報は整理し

ておく（製造原価、限界費用、希望販売価格、

類似品の価格等）。 

・交渉時は、まず前提条件を整理し、次に価格交

渉を行う。価格以外の要素にも着目し、両者が

合意できる点を見出すよう努める（製造工程の

簡略化、一回あたり製造量の増減等）。 

・関係者が事業を通じて達成したいことを見極め、

それを実現できるように事業設計を行うことで、

思いの共有を図る。 

・一般的でない素材を扱う際には、専門知識・販路

を持つパートナーを連携先として選定する（例：

薬草を使った商品開発に医師と連携して取組む）。 

ウ 商品開発 

・資材に関する知識不足（どのような資材がある

か、入手先、相談先）が商品開発の障壁となる。 

・客層、販路、流通方法、商品形態、容量、包装、

賞味(消費)期限、価格等は互いに密接に関係し、

商品開発の方向性に大きく影響を与える。専門

知識を持った支援者の助言が必要 

・品質のばらつきを避け、衛生面の安全を守るため

に、製造技術・製造機械を統一する必要がある。 

・市街地から遠い地域で製造し、市街地の店舗等で

販売する場合、物流が課題となる。既存の物流網

や市街地へ通う便を活用する等の対策が有効 

 

4）小規模未改修ため池の管理省力化技術の確立 

H28-30 

経営高度化研究室 

同前浩司・橋本誠・西村美和・尾崎篤史 

(1) 遠隔監視手法の確立（遠隔監視手法の確立） 

目的 

県内 2 箇所の現地ため池に設置した実証用の遠隔監

視機器について動作検証を行い、問題点・改善点を把

握し、機器利用について提案する。 

方法 

水位遠隔監視機器の動作確認及び検証として、実証

用機器の観測水位と現地ため池に設置した自記式水位

計の測定水位との比較し検証する。 

ため池管理者等による監視アプリケーション試用に

より、監視システムを利用する上での問題点等聞き取

り調査を行い、利用への課題を整理する。 

結果 

実証用機器の観測水位と現地設置の水位計による測

定水位の差は認められなかった。 

遠隔監視機器の設置や維持管理費用等に課題はある

が、ため池水位の情報共有等、地域防災活動に活用で

きる。 

 

(2) 自動排水手法の確立(現地に耐えうる試作品の開発) 

目的 

現地ため池に設置した実証用の自動排水機器の動作

確認及び機器利用の効果について検証する。 

方法 

自動排水機器のため池管理者等の試用により、遠隔

操作による動作及び操作性の確認を行い、利用する上

での問題点、改善点等の聞き取り調査を行い、実用へ

の課題を整理する。 

結果 

自動排水機器の遠隔操作による排水動作は有効に機

能した。 

自動排水機器は、設置及び維持管理費用に課題はあ

るが、ため池水位の情報共有や大雨時の遠隔操作によ

る放流等の地域防災活動に活用できる。 

 

5) 地下水位制御システムにおける補助孔機能の確保

による営農の安定化技術の確立 

H28-30 

経営高度化研究室 

橋本誠・同前浩司・尾崎篤史 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

来島永治 

資源循環研究室土壌環境グループ 

平田俊昭・原田夏子 

(1) すき床層対策の検証 

目的 

FOEAS 補助孔機能の維持・再施工方法を確立するた

め、代かき移植水稲作直後にチゼルプラウによるすき

床層対策を行い、施工間隔が土壌水分および生育・収

量に与える影響について検証する。 

方法 

代かき移植水稲作直後の仁保場外ほ場の FOEAS 施工

ほ場において、幹支線パイプと平行方向にすき床層対

策を行い、裸麦「トヨノカゼ」作付期間中の土壌水分

（pF 値）と生育・収量を調査する。すき床層対策は①

チゼルプラウ（深さ 20 cm、間隔 2 m）、②チゼルプラ

ウ（深さ 20 cm、間隔 1 m）の 2 水準・2 反復とする。 

結果 

はだか麦作付期間中の土壌水分について、チゼルプ

ラウ施工（深さ 20 cm、間隔 1 m と 2 m、幹支線に平行

方向）の間隔の違いや施工なしとの有意差は認められ

なかった。 

はだか麦栽培の生育・収量について、チゼルプラウ

施工（深さ 20 cm、間隔 1 m 及び 2 m、幹支線に平行方

向）は、施工なしと比べ増収傾向が示唆された。 
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(2) モミガラ再施工方法の検証 

目的 

FOEAS 補助孔機能の維持・再施工方法を確立するた

め、代かき移植水稲作直後にモミガラ充填機による再

施工を行い、施工深さが土壌水分および生育・収量に

与える影響について検証する。 

方法 

代かき移植水稲作直後の仁保場外ほ場の FOEAS 施工ほ

場において、幹支線パイプと直角方向に再施工を行い、

裸麦「トヨノカゼ」作付期間中の土壌水分（pF 値）と生

育・収量を調査する。再施工は①モミガラ充填（深さ 40

 cm、施工間隔 2 m）、②モミガラ充填（深さ 30 cm、間

隔 2 m）、③チゼルプラウ（深さ 30 cm、間隔 1 m）、④

施工なしの 4 水準・3 反復とする。 

結果 

はだか麦作付期間中の土壌水分について、施工 1 年後

におけるチゼルプラウ施工（深さ 30 cm、間隔 1 m、幹支

線に直交方向）は施工なしと比べ、排水性の効果は認め

られなかった 

モミガラ暗渠埋設機による補助孔再施工（間隔 2 m、

幹支線に直交方向）について、深さ 30 cm は施工なしと

比べ、排水性の効果は認められなかったが、深さ 40 cm

は排水性の効果が示唆された。 

はだか麦栽培の生育・収量について、施工 1 年後にお

ける補助孔再施工（チゼルプラウ及びモミガラ暗渠埋設

機）は施工なしと比べ増収傾向が示唆された。 

 

6) 施設野菜における獣類被害防止方法の確立 

H29-31 

経営高度化研究室 

田戸裕之 

目的 

施設栽培における獣類被害の特徴を明らかにし、周

辺環境を含んだ生息地環境管理方法を明らかにする。 

施設における獣類の行動を明らかにし、獣種別の効

果的な捕獲方法・施設への侵入防止方法を開発する。 

方法 

施設栽培における収穫量と被害量を計測し、獣類に

よる被害率を明らかにする。 

捕獲位置を調査し、獣類の侵入経路を推定する。 

動物の運動能力を明らかにし、それに応じた防止策

を試験する。 

結果 

施設栽培における獣類による被害率を把握できた。

捕獲位置調査から、獣類は主に入り口から侵入してい

ると推定できた。運動能力試験も合わせて、施設入り

口に高さ 30 cm のフィルムを張った結果、獣類被害が

抑制できた。 

 

7) ドローン活用による鳥獣被害対策技術の開発と実

証（カモ類によるレンコン被害の軽減技術） 

H28-31 

経営高度化研究室 

中村聡・田戸裕之 

目的 

本県のレンコン栽培地域（岩国市）のカモの生息状

況（分布・密度・移動地域）、生息環境を調査し、カ

モによるレンコン被害の発生環境を明らかにする。 

方法 

10月から 4月までのレンコン田での作業工程を 5工

程に区分し、各月の被害状況及びカモ類の昼夜の生息

場所の変化を GIS 数値データ化し、作業工程別の被害

状況を明らかにする。 

カモ類の状況を 1 か月ごとに観察し、ほ場内（夜間、

昼間）、ほ場外（昼間）における位置情報を地図上に記

録し、生息状況を明らかにする。 

捕獲したカモ類に GPS 発信機を装着し、どの様な場

所に多く飛来しているかを明らかにするとともに、飛

来時間帯を明らかにする。 

結果 

各月の被害状況及びカモ類の昼夜の生息場所の変化

を GIS データ化し、作業工程別の被害状況を整理した。

また、カモ類の生息場所をほ場内（夜間、昼間）、ほ場

外（昼間）を地図上に落として、どのような場所に多

くいるか明らかにした。 

カモの捕獲を行い、カルガモ及びマガモに発信器の

装着を行って飛来場所を GIS データ化して多く飛来し

ている場所の傾向を確認するとともに、レンコンほ場

に飛来している時間帯を明らかにした。 

 

8) 鳥獣被害対策へのドローン活用実証試験 

H29- 

経営高度化研究室 

中村聡・田戸裕之 

目的 

先進的技術等を活用した効果的な防護技術の開発に

向け、近年急成長しているドローン技術を中山間の農

林業鳥獣被害対策に活かすために、ドローン及び付属

品の能力の基礎的な知見を得る。 

方法 

(1) シカ防護柵の破損確認試験 

新植造林地に設置されたシカ被害防護柵の維持管理

作業の負担軽減を目的として、ドローンによる破損個

所の確認の可能性を検討する。 

(2) 防護・捕獲対策への応用確認調査 

ドローン接近時の鳥獣（シカ、トリ）の反応を調査

し、ドローンによる追い払いの可能性を検討する。ド

ローンに搭載した赤外線カメラ等を活用して獣種判別

や位置把握の可能性について調査する。 
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結果 

(1) シカ防護柵の破損確認試験 

見廻り作業に要する時間は、踏査に比べて定点で撮

影する方法で 3 割程度に短縮され、自動航行による方

法では 2 割程度まで短縮できた。 

しかしながら、踏査で破損が確認できたもののうち

ドローンでの撮影では確認できないものが多かった。 

(2) 防護・捕獲対策への応用確認調査 

夜間に耕地に出没するシカ群の活動状況がドローン

により観察できたが、ドローンのみではもちろんドロ

ーンから光や音を発しても嫌がって歩いて遠ざかる行

動は見られたが、脅威を感じて林へ走って逃げるとい

うような反応は見られなかった。 

ヒヨドリはドローンやそこから発する音により逃げ

る個体もあったが、樹冠内に逃げる個体もあった。一

旦樹冠内に入るとそこに留まり、ドローンから水を噴

射してもそこに留まってなかなか逃げなかった。また、

ヒヨドリの場合は逃げた個体もドローンの飛行を止め

るとすぐに元の圃場に戻り始めた。 

 

9) 大型囲いわなによるサル大量捕獲技術導入におけ

る群れ分裂回避方法の効果確認試験 

H29-30 

経営高度化研究室 

田戸裕之・中村聡 

目的 

サルの群れは母系社会を形成し、優位なメスが群の

キーとなって群が保たれている。群れの中で優位なメ

スを失った場合、群れは分裂する可能性があり、複数

の群れに分裂すると地域住民による追い払い活動は困

難になることが懸念される。 

大型捕獲柵設置によりサルの大量捕獲技術が普及し

ているが、優位なメスが捕獲される可能性があるため、

優位なメス放獣による群れ分裂回避方法の効果を確認

する。 

方法 

捕獲柵で複数捕獲されたサルの群れの中から優位な

メスザル（複数）に GPS 発信機を装着して行動を追跡

する。 

結果 

放獣の了解を得ていた地域住民の連絡により、2 回

大量捕獲のサルで試験を行った。1 回目は優位な大人

メス 1 頭に、2 回目はメス 3 頭に GPS 発信機を装着し

て放獣した。 

受信できた期間は、36 日間、2 日間、44 日間、7 日

間であった。今回初めて基地局の必要のない携帯電話

網を活用した GPS 発信機を利用したが、携帯電話のサ

ービスエリア内のサル位置の把握状況は良好であるも

のの、受信期間が短い結果となった。 

 

10) クマ餌量調査（生息調査事業） 

H24- 

経営高度化研究室 

田戸裕之・中村聡 

目的 

西中国山地のツキノワグマの主要な餌と考えられる

堅果類の結実状況等を把握し，大量出没を予測するた

めの基礎的情報を得る。 

方法 

クリ、コナラ等の単位面積当たりの落下量を調べる

ために、シードトラップ調査を行う。 

広い範囲で堅果等の豊凶を明らかにするために、目

視調査を行う。 

結果 

2017 年から 2018 年を比較すると、クリのシードト

ラップ調査で僅かに増加していた以外は目視調査を含

めてすべて減少していた。特にシードトラップのシイ

は減少が激しかった。 

 

11) 新規薬剤登録 獣害防除薬剤試験 

H30- 

経営高度化研究室 

田戸裕之・中村聡 

目的 

造林地においては、シカによる苗木の食害が問題と

なっているため、忌避剤による食害防止効果を確認す

る（農薬メーカーからの受託試験）。 

方法 

秋に苗木を植え付けて薬剤を散布し、シカによる食

害の程度を調査する。 

結果 

調査の結果、忌避剤による食害防止効果が確認され

た。調査結果は委託業者に報告した。 

 

12) はなっこりーの品種改良等に対応した鮮度保持

フィルムの開発 

H30-31 

経営高度化研究室 

平田達哉 

目的 

はなっこりーの品種改良による出荷期間の長期化や

出荷形態（葉付き）等の変化に対応した鮮度保持用の

包装フィルムの最適化に向け、品種や葉付きの量によ

る生理的違いに基づき、常温での安定出荷を実施でき

る鮮度保持フィルム条件を明らかにする。 

方法 

(1) 温度による呼吸量(CO2）の変化 

はなっこりー250 g を内容積 10 L のアクリル樹脂製

チャンバーに入れ、蓋をせずに各温度帯貯蔵庫（0℃、

2℃、5℃、10℃、20℃）内に置き、2 時間かけて品温
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を安定させた後に蓋を閉め、さらに 2 時間後にガスの

取り出し口から呼吸ガスをシリンジで抜き取り、ガス

クロマトグラフに供し、CO2濃度を測定する。 

(2) 各フィルムの比較試験 

7 種のフィルム（P-プラス（標準）、P-プラス（透過性

小）、ベジフレッシュ、ベジフレッシュ P、東洋紡 GF-D、

東洋紡 GF-E、レンゴー（標準）、レンゴー（透過性小）、

0.25 ポリエチレン）に 170 g のはなっこりーを入れて、2

0℃の恒温器に貯蔵し、4 または 5 日目と 7 日目にフィル

ム中の空気をシリンジで抜き取り、(1)と同様に CO2濃度

を測定する。また、外観についても、CO2濃度測定後、蕾

の変化、茎の変化、軟腐、萎れ、花の開花、カビ、臭気

について 5 段階で評価する。 

結果 

ガス組成と包装内はなっこりーの外観経時的変化の

両面から考察して、包装資材は①P-プラス（透過性小）、

東洋紡（GF-D）②P-プラス(標準)の順で適性があると

考えられる。 

一方、ベジフレッシュ、ベジフレッシュ P は、安定

性に欠けており、レンゴー、GF-E はガス透過性が高い

傾向にあることからはなっこりー包装資材への適性は

低いと考えられる。 

 

13) 「茶葉」の保存、周年供給技術の確立 

H30-32 

経営高度化研究室 

平田達哉 

目的 

宇部市茶振興会議では、次世代生産者確保に向けた

イメージアップを図るため、これまでにないお茶の利

用方法として野菜のように食べられる「生茶葉」を周

年供給しようとしている。周年供給のためには、茶葉

をブランチングして冷凍保存する必要があるが、その

条件は明らかでない。そこで、生茶葉に適するブラン

チング冷凍条件、冷凍貯蔵時の品質保持期間及び解凍

後の品質を明らかにする。 

方法 

ブランチング冷凍処理の条件として、処理温度（60℃、

80℃）、処理時間（5 秒、15秒）、食塩濃度（0％、1％）、

凍結温度（-20℃、-50℃）について検討する。これらの

条件について2水準の要因解析表に従って16区の組み合

わせでブランチングし、処理後はただちに冷水で急冷し、

厚めのポリプロピレン袋にバラの状態で入れて脱気せず

封をし、各温度の冷凍庫で凍結する。これを「冷凍茶葉」

とし、色調、物性、機能性（抗酸化性及びヒアルロニダ

ーゼ阻害活性）、一般栄養成分（アミノ酸を含む）を定

法に従って実施する。 

結果 

「冷凍茶葉」の品質の指標として最も重要な項目は、

色（緑色）と物性（硬さ）であった。この 2 点を考慮す

ると、処理温度 80℃、処理時間 5 秒が適することが分か

った。一般栄養成分等を考慮しても、処理温度 80℃の方

がよかった。 

食塩濃度、貯蔵温度の違いによる各成分等へ影響は

ほとんどなかった。作業面から考慮すると食塩の添加

は不要と考えられた。また、貯蔵温度は通常の冷凍庫

（-20℃）で十分と考えられた。 

以上の結果、茶葉のブランチング条件は次のとおりで

あった。 

①ブランチング処理後の品質に影響する要因 

処理温度、処理時間 

②最適ブランチング条件 

処理温度 80℃（高温） 

処理時間 5 秒（短時間） 

食塩濃度 0％（任意） 

貯蔵温度 -20℃（任意） 

 

14) 県産プレミアム地鶏の美味しさに関する研究 

H29-32 

経営高度化研究室 

岡﨑亮 

家畜改良研究室 

伊藤直弥 

(1) 味覚センサーを用いた｢長州黒かしわ｣の肉質特性

の把握 

目的 

本県特産のブランド地鶏である｢長州黒かしわ｣の肉

（特にモモ肉）は、こくがある、風味がよいなどの高

評価が得られているものの、その美味しさに関与する

成分については明らかでない。そこで、味覚センサー

（味認識装置）を用いて「長州黒かしわ」の美味しさ

と評価するとともに、それに関与する成分を明らかに

し、美味しさを具体的に評価できる指標を作成する。 

方法 

「長州黒かしわ」の肉を味覚センサー（味認識装置）

で測定し味の客観的データを得る。同一サンプルにつ

いて化学分析を行い、味覚センサーのデータとの関係

を検討する。また、肥育期間と味覚センサー測定値の

関係を明らかにする。あわせて、肉中の脂肪酸（アラ

キドン酸）含量を測定する。 

結果 

「長州黒かしわ」の胸肉は、ブロイラーに比べて旨

味、塩味、旨味コクの値が小さく、苦味雑味、渋味刺

激の値が大きかった。モモ肉では、と殺 1 日目の肉で

は塩味、旨味の値が強く、渋味刺激の値が弱かったが、

4 日目、7 日目の肉では旨味、塩味、旨味コクの値が

小さく、苦味雑味、渋味刺激の値が大きかった。2 度

の測定で同様の傾向であったことから、長州黒かしわ

の胸肉の特徴は、苦味雑味、渋味刺激の値が大きく、

旨味、塩味の値が低い、また、モモ肉は、苦味雑味の
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値が大きく、旨味、塩味の値がやや小さいと考えられ

た。同一試料についてアミノ酸、ペプチド、核酸含量

等を測定した。前述の味覚センサー値との比較、検討

を行う。 

雄のモモ肉、および雌の胸肉とモモ肉中のアラキドン

酸含量は、ブロイラーに比べて多いことが分かった。 

 

(2) 後継系統の肉質特性の把握 

目的 

種鶏である「やまぐち黒鶏」の近交度上昇による能

力低下の懸念から後継系統の造成に取り組んでいるが、

それを用いて生産した「長州黒かしわ」の肉質特性を

確認し、現在の「長州黒かしわ」と同等以上であるこ

とを確認する。 

方法 

「やまぐち黒鶏」の現系統（423 系）と後継系統（427

系）および「長州黒かしわ」の現系統と後継系統の肉

（胸肉、モモ肉）の品質（肉色、剪断力価、イノシン

酸、イミダペプチド含量等）を調査し比較する。 

結果 

前年度の試験では、「長州黒かしわ」の肉中のアン

セリンとカルノシン含量が、現系統（423 系）に比べ

て後継系統（427 系）で少ない傾向が見られたが、本

年度の試験では逆に後継系統（427 系）の方が多かっ

た。雌では差は見られなかった。色調と専断力価は、

両年とも差は認められなかった。イノシン酸含量につ

いて調査継続中である。 

 

(3) 副産物（肝臓、筋胃等）の品質特性解明 

目的 

鶏肉の生産に伴い肝臓や筋胃等の内臓が副産物とし

て得られるが、それらはブロイラーと区別せずに販売

されている。「長州黒かしわ」のブランドで販売する

ために副産物（肝臓、筋胃等）の品質特性を明らかに

し、ブロイラーとの違いや優位性を明らかにする。 

方法 

前年に引き続き「長州黒かしわ」の副産物（肝臓、

筋胃）の形状調査や理化学分析を行いブロイラーと比

較する。また、肝臓のグリコーゲン含量増加をねらい

とし、と殺前に糖液を飲水給与した鶏の肝臓を分析す

る。さらに、肝臓中ビタミン A 含量低下をねらいとし、

ビタミン A 含有飼料添加物の添加量を減らして肥育し

た鶏の肝臓を分析する。 

結果 

「長州黒かしわ」の筋胃は、ブロイラーに比べて大

きいこと、肝臓中の鉄含量が多いことが分かった。肝

臓の化学成分については、分析を継続中である。 

 

15) 検定牛等の脂肪酸分析 

H21- 

経営高度化研究室 

岡崎亮 

目的 

やまぐちの牛づくり総合対策事業の一環として検定

牛、県和牛共進会出品牛、やまぐち和牛品評会出品牛

および地域共進会等への出品牛の脂肪酸分析を行う。 

方法 

枝肉から筋間脂肪を採取しガスクロマトグラフで脂

肪酸分析を行う。 

結果 

検定牛 6 頭および和牛共進会前期出品牛 36 頭、同後

期出品牛 35 頭、和牛品評会出品牛 19 頭、その他 92

頭の全 192 頭の筋間脂肪について、脂肪酸組成分析を

行い、畜産技術部および畜産振興課へ報告した。 

 

２ 土地利用作物研究室 

16) より良い日本酒づくりのための ICTを活用した酒

米の栽培支援システムの確立／山田錦レベルの

優れた適性を有する酒米新品種と革新的栽培・醸

造技術の活用による日本酒輸出倍増戦略 

H28-H30 

土地利用作物研究室作物栽培グル－プ 

前岡庸介・金子和彦・陣内暉久・村田資治 

資源循環研究室土壌環境グループ 

有吉真知子・原田夏子 

(1) 気象およびレーザーセンサ等を活用した生育診断

・予測技術の確立（山田錦） 

目的 

県産日本酒への需要増に伴う酒米の需要拡大に対応

するため、品種特性に基づいた良質安定栽培技術を確

立する。肥沃度の異なるほ場における基肥窒素施肥量、

穂肥窒素施肥量による「山田錦」の生育、収量の変動

を確認し、レーザーセンサによる生育診断技術確立に

資する。 

方法 

「山田錦」を供試し、地力の影響を調べるため、地

力が高い場内 11-1号田と地力が中庸な 53号田へ 2018

年 6 月 8 日に移植した。移植時期の影響を調査するた

め、地力が高い 11-2 号田へ 6 月 22 日に移植し、11-1

号田と比較した。基肥及び穂肥の施肥量を変えた 6 水

準（3 反復）、53 号田は、基肥、中間追肥、穂肥の施

用量を変えた 13 水準（2 反復、一部反復なし)、11-2

号田、11-1 号田は基肥と穂肥の施用量を変えた 4 水準

（3 反復）とした。 

各区について、生育調査、収量及び品質調査、レー

ザーセンサによるセンシング調査を行った。 

結果 

ア 基肥の窒素施肥量 

ほ場地力が高いほ場では、基肥窒素 2 kg 区が 0 kg

区よりも分げつ期の生育が良好であったが、地力中庸
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ほ場では違いは見られなかった、いずれのほ場でも、

穂数増への効果はなく、収量は同等となり、基肥窒素

の影響は見られなかった。 

イ 穂肥窒素施肥量 

生育のばらつきが大きかったため、穂肥の施用法に

よる収量構成要素への影響は検出できなかったもの

の、穂肥窒素施用量を多くすると、穂数、一穂籾数が

増加する傾向があり、粒厚 2.0 mm 以上の収量は有意に

増加した。穂肥 1 回目と 2 回目の施用の効果は、ほ場

間で傾向が異なった。 

玄米タンパク質含有率は、穂肥量は多いほど、施用

時期は遅いほど明らかに増加した。晩植は基肥窒素無

施用の区でも移植直後から分げつの発生は旺盛で、葉

色は濃く推移した。最高茎数は穂肥を施用しなかった

場合でも 470 本／m2となり、安定生産のための目安の

340～370 本／m2を大きく上回った。SPAD 値は普通期と

比べて幼穂形成期には高かったが、減数分裂期には低

くなった。また、普通期よりも穂数は多くなったが、

他の収量構成要素が劣ったため、収量は少なく、粒厚

が大きい粒が多くなかったため、2.1 mm の収量は著し

く少なくなった。外観品質はやや良かった。 

ウ 晩植における窒素施肥 

標準とした基肥及び穂肥 2 回施用区の穂数、一穂籾

数が多くなり、最も多収であった。外観品質には基肥

や穂肥による影響は認められなかった。 

玄米タンパク含有率は穂肥の施用に関係なく 7％を超

えたが、基肥の影響はなく、穂肥Ⅱの施用でより高ま

る傾向であった。 

エ レーザーセンサを活用した穂肥量予測技術の確立 

レーザー式生育センサから得られる S1 値は、その時

の窒素吸収量と高い正の相関が認められた。一方で、

穂肥施肥量の判断指標については、3 か年の年次間差

が小さく、登熟期の気象等の変動を受けにくい籾数と

S1 値の相関を用いることとした。 

目標指標は、籾数が 19,000～21,000 粒／m2であり、

かつ玄米タンパク質含有率が 7％以下（高タンパク年

でも 7.5 以下）となる穂揃期の目標 S1 値を求めたとこ

ろ、31～35 であった。この目標 S1 値と、穂肥が S1 値

に与える変化量を考慮した予測式により、幼穂形成期

及び減数分裂期における適正穂肥量算出の推定式を作

成した。 

 

17）県内水田農業の担い手に適応したスマート農業の

導入 

(1) スマート農機導入効果の検証 

H30-32 

土地利用作物研究室作物栽培グル－プ 

前岡庸介・来島永治・陣内暉久 

目的 

各種スマート農業技術導入の効果を経営的、質的に

評価し、本県水田農業に適したスマート農業の導入ス

タイルを明らかにする。 

方法 

各種スマート農機について、現地実証を行い、導入に

適した条件を明らかにする。2018 年度は、ロボットトラ

クター、自動給水栓、直進田植機、収量・食味コンバイ

ンの実証を行い、作業能率等の機能性を評価した。 

2018年 5 月 23日及び 24日にロボットトラクターの

実演を平坦部と中山間部の集落営農法人において行

い、生産者等関係者への周知を図るとともに、農機の

機能評価を行った。加えて 2019 年 3 月 6 日に平坦部の

法人で同様の調査を行った。 

自動給水システムを 9月から 11月まで平坦部の集落

営農法人のほ場に取り付け、水管理に係る省力化を評

価するため、労働時間を記録した。 

農業大学校が実施した直進田植機の操作実習におい

て、経験の浅い操縦者に及ぼす効果について調査した。 

山口市平坦部において収量・食味コンバインの実演

と機能調査を実施した。 

結果 

ロボットトラクターは、耕うん時の高い直進性と正

確なオーバーラップが有人作業よりも優れることが確

認された。旋回時には有人よりも時間を要した。 

自動給水システムでは水管理時間は慣行の 50％と

なり省力性が認められた。 

直進田植機では、植付時に作業イメージやその達成

のための操縦をする必要がなくなることから、田植え

経験が浅い者でも旋回・条合わせ行程のみに意識を集

中できるメリットがあった。植付時のストレスや疲労

度もかなり緩和された。 

収量・食味コンバインについては、米のタンパク含

有率をコンバイン測定値と収穫物の一部をサンプリン

グし、近赤外線分光光度計で測定した値を比較したが、

コンバイン測定値の方が低かった。 

 

18) 高温耐性水稲品種系統の安定栽培技術の確立 

H28-H30 

土地利用作物研究室作物栽培グル－プ 

来島永治、岡﨑大祐、有吉真知子、山根哲宏 

(1) 「恋の予感」の安定栽培法の確立①（普通期） 

目的 

「恋の予感」の普通期栽培における栽植密度と施肥

方法が収量及び品質に及ぼす影響を確認し、安定栽培

技術に資する。 

方法 

「恋の予感」の稚苗を 2018 年 6 月 12 日に機械移植

した。栽植密度試験は 2 水準（標準 18.2 株／m2、極疎

植 11.2 株／m2）、施肥試験は 2 水準(窒素施肥量 N kg

／a 1.0、1.2 セラコート R024 使用）で実施した。 

結果 



- 17 - 

ア 栽植密度試験 

極疎植（11.2 株／m2）は慣行植と比較して m2当たりの

最高茎数及び穂数はやや少なかったが、一穂籾数が多く、

登熟歩合が同等であり同水準の収量が得られた。外観品

質は 1 等相当で玄米タンパク含有率は同等であった。 

イ 施肥試験 

施肥量増加に伴い最高茎数、穂数及び m2籾数が増加

し、登熟歩合は同等であったことから増収した。 

外観品質は 1 等相当で玄米タンパク含有率は同等で

あった。 

 

(2) 「恋の予感」の安定栽培法の確立②-1（晩植） 

目的 

「恋の予感」の晩植栽培における栽植密度が収量およ

び品質に及ぼす影響を確認し、安定多収栽培の資とする。 

方法 

「恋の予感」の稚苗を 2018 年 6 月 27 日に機械移植

した。栽植密度試験は 3 水準（密植 21.2 株／m2、標準

18.2 株／m2、疎植 14.2 株／m2）とし、分施体系(総窒

素施肥量 0.7 kg／a)で実施した。 

結果 

栽植密度が多いほど茎数は多く推移し、最高茎数も

同様であった。しかし、穂数については栽植密度が高

いほど有効茎歩合が低下したため、いずれの区も同等

となった。 

一穂籾数は栽植密度が高いほど減少傾向であった

が、m2当たり籾数並びに収量は同等であった。 

玄米タンパク含有率は栽植密度による差は認められ

ず、外観品質は栽植密度が高いほど優れる傾向であった

が、いずれの栽植密度でも1等相当で問題はなかった。 

 

(3) 「恋の予感」の安定栽培法の確立②-2（中間追肥-

晩植） 

目的 

晩植における栽植密度と施肥方法が収量及び品質に

およぼす影響を確認し、安定栽培技術の資とする。 

方法 

「恋の予感」の稚苗を 2018 年 6 月 27 日に機械移植

した。施肥区は総窒素施肥量 0.7 kg／a で以下の 2 区

を設置した。 

① 慣行区（基肥 0.3、穂肥Ⅰ0.2、穂肥Ⅱ0.2） 

② 中間追肥+35 区(基肥 0.15 - 中間追肥+35 0.15 

- 穂肥Ⅰ0.2 - 穂肥Ⅱ0.2) 

栽植密度は 3 水準（密植 21.2 株／m2、標準 18.2

株／m2、疎植 14.2 株／m2）設けた。 

結果 

分施慣行と比較して、中間追肥を行った区では最高

茎数は少ないが、有効茎歩合が高まり、穂数が増える

傾向であった。 

中間追肥を施用した区はいずれも一穂籾数も増加し、

m2籾数が多くなり分施慣行よりも多収傾向であった。 

中間追肥を施用した区は、いずれも玄米タンパク含

有率が分施慣行よりも高い傾向が確認されたが、7％を

下回る水準であり問題はなかった。外観品質は同等で

あった。 

 

(4) 「恋の予感」の安定栽培法の確立③-1（緩効性肥料） 

目的 

恋の予感」の普通期植えにおける緩効性肥料体系（基

肥全量施用）において、溶出パターンが異なる緩効性

肥料が収量および品質に及ぼす影響を確認し、安定栽

培技術に資する。 

方法 

「恋の予感」の稚苗を 2018 年 6 月 5 日に栽植密度

18.2 株／m2で機械移植した。施肥は試験区を「セラコ

ート R004 早生」、対照区を「セラコート R024」とし、

窒素施用量 N = 0.8 kg／a で実施した。 

結果 

速効性窒素成分が少ない試験肥料「セラコート R004

早生」は対照肥料「セラコート R024」に比べて、移植

後～30 日の窒素溶出量は少なく、移植後 31 日以降の

窒素溶出量が多かった。 

移植後 31 日以降の窒素溶出量が多い「セラコート R004

早生」では「セラコート R024」と比較し、穂数、一穂籾

数及び m2籾数が多くなり、登熟歩合及び千粒重は同等で

あったことから収量が多くなる傾向であった。 

玄米タンパク含有率や外観品質は同等であった。 

 

(5) 「恋の予感」の安定栽培法の確立③-2（緩効性肥

料-晩植） 

目的 

「恋の予感」の緩効性肥料体系（基肥一発型）にお

いて、施肥法および試験肥料が収量および品質に及ぼ

す影響を確認し、安定栽培技術に資する。 

方法 

「恋の予感」の稚苗を 2018 年 6 月 27 日に栽植密度

18.2 株／m2で機械移植した。施肥は試験区「セラコー

ト R004 早生」、対照区「セラコート R024」、窒素施

用量を 0.7 kg／a で実施した。 

結果 

速効性窒素成分が少ない試験肥料「セラコート R004

早生」は対照肥料「セラコート R024」に比べて、移植

後～30 日の窒素溶出量は少なく、移植後 31 日以降の

窒素溶出量が多かった。 

6 月上中旬植では「セラコート R004 早生」が、「セラ

コート R024」よりも多収であったが、本田生育期間が短

い晩植栽培では緩効性肥料の種類による収量差は小さ

く、玄米タンパク含有率や外観品質は同等であった。 

 

(6) 「恋の予感」の安定栽培法の確立（現地実証） 
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目的 

センター内で得られた栽培法の知見を基に現地実証

を行い、年次変動及び現地適応性を確認する。 

方法 

平生町堅ケ浜(前作水稲)で「恋の予感」の中苗を 2018

年 6 月 9 日に機械移植した。 

2 種類の肥料を供試し、試験を実施した。 

① 試験区 セラコート R004 早生 

② 対照区 セラコート R004 中晩生 

（窒素施用量 = 0.8 kg／10a） 

結果 

「セラコートR004早生」「セラコートR004中晩生」

では移植後31～60日の窒素溶出量は「セラコートR004

早生」がやや多く、61日以降の窒素溶出量は「セラコ

ートR004中晩生」がやや多くなった。 

2018年度は夏期が高温、多日照で窒素の溶出が早ま

りやすい条件であったため、「セラコートR004早生」

に比べ61日以降窒素溶出量が多い「セラコートR004中

晩生」が1穂籾数及びm2籾数が多く、登熟歩合が高くな

り多収であった。しかし、収量に有意差はなく同水準

であったことや、外観品質は「セラコートR004早生」

の方が優れたことなどから年次変動等の確認が必要で

あった。 

 

(7) 早生熟期の有望品種・系統の安定栽培技術の確立 

H29- 

土地利用作物研究室作物栽培グル－プ 

岡﨑大祐、来島永治、山根哲宏 

目的 

早生熟期の高温耐性有望品種系統として選定した

「関東 257 号」について、移植期、栽植密度、窒素施

肥量が収量、品質に及ぼす影響を評価し安定栽培技術

確立の資とする。 

方法 

「関東 257 号」の稚苗を早植では 2018 年 5 月 22 日

に、普通期植では 6 月 8 日に機械移植を行った。施肥

はいずれの移植期とも慣行区（窒素施用量 N = 0.8 kg

／a 基肥-穂肥Ⅰ-穂肥Ⅱ= 0.4 - 0.2 - 0.2（kg／a））、

中間重視区（窒素施用量 N = 0.8 kg／a 基肥 - 中間

追肥-穂肥Ⅰ-穂肥Ⅱ= 0.2 - 0.2 - 0.2 - 0.2（kg／a））、

多肥区（窒素施用量 N = 1.0 kg／a 基肥-中間追肥-穂

肥Ⅰ-穂肥Ⅱ= 0.4 - 0.2 - 0.2 - 0.2（kg／a））を 1

区 36 m2で 3 反復設置し、調査を実施した。 

結果 

移植期に関しては、早植によって品質はやや劣り、

また栽植密度、窒素施肥法のいずれの比較においても

早植では減収傾向となった。 

栽植密度と施肥については、疎植では中間追肥の施

用や多肥により多収傾向となった。特に疎植・普通期

植えでの多肥栽培で収量が最も高くなった。 

 

19) 水稲のカドミウム吸収抑制遺伝子を有する品種の

選定と育成／カドミウム低吸収性イネシリーズの

開発 

H26-30 

土地利用作物研究室作物栽培グル－プ 

渡辺大輔・金子和彦・山根哲広・村岡千恵美 

 (1) カドミ吸収抑制系統の育成 

目的 

県育成の「晴るる」および「山口 10 号」にカドミウ

ム低吸収性遺伝子を導入した品種を育成するため、戻

し交配を実施して得られた系統の生産力検定を実施

し、諸特性を把握する。 

方法 

前年度までに選抜した「晴るる」3 系統、「山口 10

号」11 系統を供試し、2018 年 6 月 5 日に播種、6 月 22

日に栽植密度 22.2株／m2の 1株 3本手植えで移植して

生産力検定を実施し、生育や出穂期、収量および品質

について原品種との差異を確認した。 

結果 

前年度までに選抜した系統のうち、「晴るる」1 系

統、「山口 10 号」2 系統で原品種と同質性が高かった

ことから、それぞれ「山育 46 号」、「山育 47 号」お

よび「山育 48 号」の地方系統番号を付与した。 

 

20) 新たな飼料用米として利用できる主食用品種の選

定と省力・低コスト・多収栽培技術の確立 

H30-32 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

渡辺大輔・岡崎大祐・小池信宏・村岡千恵美 

(1) 多収で病害抵抗性を持った品種・系統の選定 

目的 

いもち病に強く、飼料用米として活用できる主食用

多収品種を選定する。 

方法 

｢関東 268 号｣、｢関東 283 号｣、｢あきだわら｣(対照)

を供試し、播種期は 2018 年 5 月 18 日、移植期は 6 月

11 日とした。栽植密度 22.2 株／m2、1 株 3 本手植えで

移植し、品種比較試験を実施した。施肥は緩効性肥料

（LPSS522）の全量基肥施用で、窒素成分は 0.6kg／a

とした。 

また、葉いもちほ場抵抗性検定を奨励品種決定調査

に準じて実施した。 

結果 

供試した 2 系統とも、収量性が「あきだわら」と同

等であり、葉いもちほ場抵抗性を持つことから、いず

れも「あきだわら」に替わる飼料用米系統として有望

であった。 

 

(2) 多収のための適性施肥量の確認と病害防除回数
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（薬剤）の低減 

目的 

「あきだわら」に替わる有望系統について、省力・

低コスト・多収栽培のための適正施肥量を確認する。 

方法 

｢関東 268号｣、｢関東 283号｣、｢あきだわら｣(対照)を供

試し、施肥量 3水準（窒素成分量 0.8、1.2、1.5 kg／a、

緩効性肥料）で試験を行った。稚苗機械移植とし、播種期

は 5月 18日、移植期を 6月 6日、栽植密度は 18.7 株／m2

とした。 

結果 

両系統とも、窒素成分で 1.2 kg／a 以上施用するこ

とで 75 kg／a 以上の収量が確保できた。 

 

(3) 疎植適応性の評価 

目的 

「あきだわら」に替わる有望系統について、省力・

低コスト・多収栽培のための疎植適応性を確認する。 

方法 

｢関東 268 号｣、｢関東 283 号｣、｢あきだわら｣（対照）

を供試し、栽植密度 2 水準（18.7 株／m2（標準植え）、

11.1 株／m2（疎植）)で試験を行った。稚苗機械移植

とし、播種期は 5 月 18 日、移植期を 6 月 6 日、施肥量

は窒素成分量 1.2 kg／a（緩効性肥料）とした。 

結果 

「関東 283 号」の収量性は標準植えと疎植で差がな

く、疎植への適応性があると判断された。「関東 268

号」は、疎植により 8％程度減収するが、70 kg／a 以

上の収量が確保されており、疎植栽培が可能であると

考えられた。 

 

21) 売れる麦を核とする中山間水田輪作体系における

収益力強化と省力化の実証 

H28-31 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

村田資治・陣内暉久・渡辺大輔・前岡庸介 

資源循環研究室土壌環境グループ 

原田夏子 

経営高度化研究室 

尾崎篤史・高橋一興・平田達哉 

目的 

山口県中山間地の水田において 2 年 3 作体系（水稲-

麦-大豆）を導入し、収益力強化を図るとともに省力化

を達成する。 

(1) 中国中山間地の水田営農における麦類の多収・高

品質栽培技術の実証 

方法 

ア 緩効性肥料を用いた後期重点型施肥技術による

裸麦の多収栽培技術の実証 

美祢市の現地実証ほにおいて、20 日タイプのシグモ

イド型被覆尿素肥料を全量基肥施肥する試験区を設置

した。対照区は現地慣行の分施体系とした。品種は「ト

ヨノカゼ」を供試し、2017 年 11 月 24 日に播種した。

緩効性肥料の埋設試験を行い、窒素成分の溶出量を調

査した。成熟期に収量構成要素および全刈り収量を調

査した。 

イ 中山間地での病害防除および湿害対策による麦

類の多収栽培技術の実証 

美祢市の現地実証ほにおいて、裸麦播種前にチゼル

プラウを施工した。2017 年 11 月 24 日に「トヨノカゼ」

を播種した。チゼルプラウを施工しない慣行栽培を対

照とした。成熟期に収量構成要素および全刈り収量を

調査した。 

結果 

ア 緩効性肥料を用いた後期重点型施肥技術による

裸麦の多収栽培技術の実証 

被覆尿素肥料を全量基肥施用すると生育後半に窒素

が供給されて、穂数および全刈り収量は慣行栽培より

高まった。しかし、遅れ穂の発生が多く、硝子率も高

くなり、品質は低下した。これらは播種が 11 月下旬と

遅れたことが原因と考えられた。中山間地において被

覆尿素肥料の全量基肥施用を行う場合は 11 月上旬播

種が望ましいと考えられた。 

イ 中山間地での病害防除および湿害対策による麦

類の多収栽培技術の実証 

昨年度と同様に、チゼルプラウを施工することによ

り、土壌の水分条件および物理性が改善され、穂数が

増加することが明らかとなった。しかし穂数が多くな

る一方で一穂粒数が減少するため、粒数確保が可能と

なるような施肥体系と組み合わせることが重要と考え

られた。 

 

(2) 中国中山間地における水稲、大豆の高付加価値・

省力栽培体系の実証 

方法 

ア 水稲密播疎植栽培における特別栽培米向けおよ

び標高別品種別安定生産技術の実証 

美祢市の現地実証ほにおいて、「あきだわら」の密

播疎植栽培を行い、生育収量および病害虫発生状況、

労働時間および生産コストを慣行栽培と比較した。移

植は 2018 年 6 月 1 日に行い、密播疎植栽培では殺虫殺

菌剤を箱施用せずに移植時に側条施用した。 

イ 湿害対策と雑草防除に重点をおいた大豆の多収

栽培技術の実証 

山口県美祢市の現地実証ほにおいて、大豆播種前に

チゼルプラウを施工した。6 月 18 日に「サチユタカ」

を播種した。チゼルプラウを施工しない慣行栽培を対

照とした。成熟期に収量構成要素および全刈り収量を

調査した。 

結果 
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ア 水稲密播疎植栽培における特別栽培米向けおよ

び標高別品種別安定生産技術の実証 

密播疎植栽培の収量および品質は慣行栽培と同等だ

った。いもち病の発生は確認されなかった。育苗と田

植え時間は慣行よりも 45％短縮され、経費は 7,647 円

／10a 削減された。 

イ 中山間地での病害防除および湿害対策による麦

類の多収栽培技術の実証 

チゼルプラウ耕の施工によって播種時の砕土率が向

上し作土の水分は低下した。しかし、大豆の苗立ちや

全刈り収量は慣行栽培とほとんど変わらなかった。 

 

(3) 収益力強化・省力化により安定経営を目指す中山

間水田営農モデルの策定 

方法 

美祢市の現地実証ほにおける 2018 年産の水稲密播

疎植栽培および大豆チゼルプラウ耕について経済性を

評価した。 

結果 

密播疎植栽培では品質が向上し、育苗コストが減少

したため利潤が 14,060 円／10a 増加した。チゼルプラ

ウ耕は利潤の増加はほとんどなかった。 

 

22) 品質・収量の高位安定化が可能なビール醸造用大

麦品種の開発 

(1) 縞萎縮病検定試験 

H26-H30 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

村田資治・小池信宏 

目的 

大麦育成系統の大麦縞萎縮病耐病性を検定し、新品

種の育成に資する。 

[2017 年度] 

方法 

場内検定ほ場で、103 品種・系統（指標 2 品種含む）

を供試し、2017 年 10 月 26 日に催芽種子を畦幅 1 m の高

畦に株間 8 cm×8 cmで点播した。窒素施肥量は 0.8 ㎏／a

とした。1 区 1 m2の 2 反復とした。発病指数、被害指数

および黄化指数を求めた。 

結果 

発病指数、被害指数から検定した抵抗性について、

裸麦では 19 品種・系統中 19 品種・系統、二条大麦で

は 82 品種・系統中 47 品種・系統（栃木農試から取り

寄せた 18 品種・系統、九州沖縄農研セの 20 品種・系

統、福岡農総試の 9 品種・系統）を極強と判定した。 

[2018 年度] 

方法 

場内検定ほ場で、107 品種・系統（指標 2 品種含む）

を供試し、2018 年 10 月 25 日に催芽種子を畦幅 1 m の高

畦に株間 8 cm×8 cmで点播した。窒素施肥量は 0.8 ㎏／a

とした。1 区 1 m2の 2 反復とした。ただし、栃木県農業

試験場の供試品種・系統は 1 反復とした。発病指数、被

害指数および黄化指数を求めた。 

結果 

現在調査中 

 

(2) 地域適応性検定試験 

H26-H30 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

村田資治・金子和彦・小池信宏 

目的 

育成中のビール大麦早期世代系統の地域適応性を検

定し、新品種の育成に資する。 

[2017 年度] 

方法 

ビール大麦 10 品種・系統（標準品種含む）を供試し、

簡易定層播（広幅不耕起播）で栽培した。播種期は 2017

年 11 月 21 日、播種量は 0.8 ㎏／a、窒素施肥量は 1.09 

㎏／10a とした。 

結果 

収量性や品質等の結果から、「栃系367」、「栃系369」、
「栃系375」、「栃系377」、「吉系100」、「吉系101」、
「吉系102」を再検討とし、「栃系376」、「吉系103」
を打ち切り、「吉系98」を調査中止とした。 

[2018 年度] 

方法 

ビール大麦 10 品種・系統（標準品種含まない）を供

試し、簡易定層播（広幅不耕起播）で栽培した。播種

期は 2018 年 11 月 15 日、播種量は 0.8 ㎏／a、窒素施

肥量は 1.09 ㎏／10a とした。 

結果 

現在調査中 

 

23) NDVI を利用したパン用小麦の生育量に応じた開

花期追肥技術の開発 

H30 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

村田資治・小池信宏 

目的 

パン用小麦「せときらら」において、追肥基準の策

定を目的として、植生指数 NDVI と子実タンパク確保

に必要な追肥量との関係を明らかにする。 

方法 

2017 年 12 月 21 日に小麦「せときらら」を播種した。

追肥量を変化させる試験（試験①）と異なる遮光率の

シートで被覆する試験（試験②）を行った。試験①で

は分げつ肥 2 水準（窒素成分 0、2 kg／10a）と穂肥 3

水準（同 0、3、6 kg／10a）を組み合わせた 6 処理を

2 反復設置した。試験②では遮光率 4 水準（0、30、50、

70％）を 2 反復設置した。遮光シートは茎立ち期から
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開花期に相当する 2018年 3月上旬から 2018年 4月 20

日まで設置した。いずれの試験区も開花期にドローン

で上空から GNDVI を測定し、成熟期に収量と収量構成

要素、子実タンパクを測定した。 

結果 

試験①では、成熟期の「せときらら」の穂数と収量

は穂肥によって有意に増加し、子実タンパクは穂肥に

よって有意に低下した。開花期の GNDVI と子実タンパ

クとは負の相関関係があった。この関係と既存の知見

から、小麦「せときらら」において必要な開花期追肥

窒素量を算出できることが明らかとなった。しかし試

験②では、「せときらら」の子実タンパクと開花期の

GNDVI との関係は、試験①とは異なり、正の関係だっ

た。したがって試験①で作成した GNDVI による子実タ

ンパクの予測式は、遮光試験には適用できないことが

明らかとなった。 

 

24) ダイズ品質・収量の空間変動を是正し実需者ニー

ズに応える可変量管理の実証 

H29-31 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

村田資治・小池信宏 

目的 

異なる栽植密度が大豆の生育収量および品質に及

ぼす影響を明らかにするとともに、リモートセンシン

グによる大豆の生育収量予測技術を確立する。 

方法 

2018 年 7 月 10 日に大豆「サチユタカ」を栽植密度

2、5、10、15、30 本／m2で播種した。生育期間中にド

ローンを使用して上空から大豆群落の分光反射率を

測定するとともに、地上部乾物重を調査した。成熟期

に収量と収量構成要素を調査した。 

結果 

昨年度の結果から、大豆群落の分光反射率から植生

指数を算出し、日々の日射量と組み合わせることで大

豆の地上部乾物重を予測することが可能であることを

明らかにしているが、これはドローンを用いても可能

であることが明らかとなった。 

 

25) 奨励品種決定調査（水稲） 

S28- 

土地利用作物研究室作物栽培グル－プ 

渡辺大輔・来島永治・山根哲宏・村岡千恵美 

(1) 基本調査および現地調査 

目的 

育成地から取り寄せた品種・系統および本県育成系

統について、その特性、生産力および地域適応性を調

査し、奨励品種選定の資とする。 

方法 

基本調査と現地調査を実施した。 

基本調査のうち、本調査は粳 5 品種・系統、予備調

査は粳 38 品種・系統を供試し 2 反復で行った。播種は

早植を 2018 年 4 月 24 日（本調査および予備調査の極

早生）、普通植を 5 月 18 日（本調査および予備調査の

早生・中生）、晩植を 6 月 12 日（本調査のみ）とした。

移植はそれぞれ 5 月 15 日、6 月 9 日、6 月 29 日に行い、

栽植密度 22.2 株／m2の 1 株 3 本手植えとした。施肥は緩

効性肥料（LPSS522）の全量基肥施用で、窒素成分は標準

区 0.6 kg／a、多肥区（本調査・普通植のみ）0.8 kg／a

とした。 

現地調査は田布施町、周南市鹿野、山口市阿東嘉年、

美祢市秋芳町、長門市油谷の 5 か所で実施した。関係

農林水産事務所農業部と連携して生育、収量、品質な

どを調査し、これを取りまとめた。 

結果 

予備調査では、早生熟期で収量性が良い｢えみだわ

ら」をやや有望とした。 

本調査および現地試験では「とよめき」および「北

陸 265 号」を“再検討”とし、「関東 257 号」は”特性把

握終了”とした。 

 

(2) 葉いもちほ場抵抗性検定 

目的  

本調査供試品種・系統の葉いもち発生程度を調査し、

奨励品種決定の資とする。 

方法 

本調査供試 5 系統（3 反復）、奨励品種 8 品種（3

反復）、判別品種 16 品種（3 反復）を供試した。2018

年 6 月 15 日に播種し、基肥を窒素成分で 0.4 kg／ａ

施用した。また、いもち病の発病を促進するため、ほ

場内の外周と中心部に「コシヒカリ」を播種し、7 月 2

1 日に窒素成分 0.5 kg／ａの追肥を行った。 

結果 

本調査供試系統の葉いもちほ場抵抗性は、「関東 257

号」および「とよめき」が“強”、「北陸 265 号」が“中”

であった。 

 

(3) 穂発芽検定 

目的 

本調査供試品種・系統及の穂発芽性を検定し、奨励

品種決定の資とする。 

方法 

本調査供試 5 系統（3 反復）、奨励品種 8 品種（3

反復）を供試した。成熟期に採取した穂を直ちに流水

中に静置した。処理後 10 日目の穂発芽程度観察し、2

（極難）～8（極易）の 7 段階で判定した。 

結果 

本調査供試系統の穂発芽性は、「関東 257 号」、「と

よめき」および「北陸 265 号」のいずれも”難”であった。 
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(4) 高温耐性検定 

目的 

登熟期の高温条件下における品種・系統の玄米外観

品質を把握し、高温耐性品種の育成と選定に資する。 

方法 

17 品種・系統を供試し、中生品種を 5 月 15 日、早

生品種を 5 月 29 日、極早生品種を 6 月 11 日に稚苗を

1 株 3 本で手植えした。出穂期以降、ビニールトンネ

ルで被覆し、高温処理を行った。成熟期後、1 品種・

系統あたりトンネル内外各 3 株を採取、穀粒判別器で

白未熟粒率を測定し、その発生程度により高温耐性を

判定した。 

結果 

8 月は平均気温が高く推移し、出穂期後 20 日間の平

均気温は 27.2～29.0℃であった。 

本調査供試品種・系統の高温耐性は、「関東 257 号｣

が“やや強”、「北陸 265 号」は“やや弱”、「とよめき」

は“弱”であった。 

 

26) 奨励品種決定調査（麦類） 

S28- 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

村田資治・金子和彦・小池信宏 

目的 

育成地から取り寄せた品種・系統について、その特

性、生産力および地域適応性を明らかにし、奨励品種

決定の可否に資する。 

［2017 年度］ 

方法 

基本調査および現地調査を実施した。 

センター内において基本調査（予備調査および本調

査）を実施した。予備調査には小麦 6、裸麦 4、六条皮

麦 3、ビール大麦 4 品種・系統（比較・標準・参考品

種含まず）を供試し、簡易定層播（広幅不耕起播）で

実施した。各 2 反復とした。本調査には小麦の「ニシ

ハルカ（西海 197 号）」と標準品種「ふくさやか」を

供試し、簡易定層播およびドリル播で実施した。各３

反復とした。播種は 2017 年 11 月 21 日に実施し、播種

量は簡易定層播が 0.8 kg／a、ドリル播は 150 粒／m2、

窒素施肥量は 1.09 kg／a とした。 

現地調査には小麦「ニシハルカ」を供試して下関市菊

川（2 か所）で実施し、調査・とりまとめは下関農林事

務所が農林総合技術センターと連携して実施した。 

結果 

予備調査では、小麦「中国 170 号」をやや有望とし

た。その他の麦種では有望系統はなかった。 

本調査に供試した「ニシハルカ」を標準品種「ふくさ

やか」と比較したところ、「ニシハルカ」は、穂長が長

く、穂数が多く、やや多収で外観品質は同程度だった。 

現地調査では、「ニシハルカ」は「ふくさやか」と比

べて収量が高かった。生産者による評価は、いずれの現

地でも収量性の高さが評価されて「有望」となった。 

［2018 年度］ 

方法 

基本調査、現地調査を実施した。 

予備調査には小麦 6、裸麦 2、六条皮麦 2、ビール大

麦 2 品種・系統、本調査にはビール大麦 1 品種・系統

（比較・標準・参考品種含まず）をそれぞれ供試し、

2018 年 11 月 15 日に播種した。 

現地調査はビール大麦「ニューサチホゴールデン」を供

試して山口市名田島と下関市吉見の 2か所で実施した。 

結果 

現在調査中 

 

27) 奨励品種決定調査（大豆） 

S28- 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

村田資治・陣内暉久・小池信宏 

目的 

育成地から取り寄せた品種・系統について、その特

性、生産力および地域適応性を明らかにし、奨励品種

決定の可否に資する。 

方法 

基本調査および現地調査を実施した。 

センター内において基本調査（予備調査および本調

査）を実施した。予備調査には標準播 4、晩播 2 品種・

系統（比較・標準・参考品種含まず）を供試した。栽

植密度は 11.9 株／m2（1 株 1 本）で平畝栽培した。各 2

反復設置した。本調査には「サチユタカ A1 号｣と標準

品種「サチユタカ」を供試し、各 3 反復設置した。播

種は標準播 2018 年 6 月 15 日、晩播７月 19 日に行った。 

現地調査には「サチユタカ A1 号」を供試して柳井市、

下関市、阿武町の 3 か所で実施した。 

結果 

予備調査では、標準播で「東山 228 号」をやや有望

とした。晩播では有望系統はなかった。本調査では「サ

チユタカ A1 号」の生育と収量は標準品種「サチユタカ」

と同等だった。ただし、開花期がわずかに遅く、子実

の粗タンパク質含有率はやや低かった。 

現地調査では、「サチユタカ A1 号」は「サチユタカ」

と同等の生育収量だった。生産者による評価は「サチ

ユタカ A1 号」の難裂莢性による収穫ロスの少なさが評

価されてすべての地域で「有望」だった。 

 

28) 水稲除草剤試験 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

来島永治・陣内暉久・小池信宏・村岡千恵美 

目的 

(公財)日本植物調節剤研究協会から委託された水稲

関係除草剤について、その適応性の判定と使用法を確



- 23 - 

立し、除草剤使用指導基準の作成に資する。 

方法 

稚苗移植栽培を対象として小規模面積で実施した。移

植栽培は「晴るる」を 2018 年 5 月 31 日に移植し、14 薬

剤を供試した。いずれも、除草効果と薬害程度を調査し、

実用性の判定を行った。 

結果 

除草効果および水稲に対する安全性を検討した結

果、有望であり実用化可能と判定した薬剤は以下のと

おりであった。 

試験区分 A-1（一発剤）では、KYH-1702 ジャンボﾞ、

SL-1601-1 ジャンボ、SL-1601-1kg 粒、SL-1602-1 ジャ

ンボの 4 剤であった。試験区分 A-1S（一発剤問題雑草

コウキヤガラ）では S-9226 ジャンボ、S-9456 ジャン

ボ、S-9456 フロアブル、S-9456-1kg 粒の 4 剤であった。

試験区分 A-4（コウキヤガラ対象）では、HOK-1702 ジ

ャンボ、KUH-162 フロアブル、HOK-1702 ジャンボ、MIH

-164-1 kg 粒、NH-1630 ジャンボの 5 剤であった。 

 

29) 麦類除草剤試験 

S58- 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

来島永治・金子和彦・小池信宏 

・杉田麻衣子（2017 のみ） 

目的 

(財)日本植物調節剤研究協会から委託された麦類関

係除草剤について、その適応性の判定と使用法を確立

し、除草剤使用指導基準の作成に資する。 

［2017 年度］ 

方法 

大麦対象の耕起または播種前処理、大麦生育期の周

縁部処理、大麦生育期の周縁部倍量薬害試験の非選択

性茎葉処理剤 NH-009 液剤と、播種後出芽前処理、非選

択性茎葉処理剤 NC-622 液剤、播種後出芽前処理、大麦

1～3 葉期処理の土壌処理剤 ZH-1402 フロアブル剤、大

麦生育期の選択制茎葉処理剤 JAC-01 を供試した。大麦

は「トヨノカゼ」を供試し､播種は 4 条ドリル播(畦幅

1.9m)で 2017 年 12 月 5 日と 12 月 18 日に行った。 

結果 

有望であり実用化可能と判定した薬剤は以下のとお

りであった。 

・NH-009 液剤(非選択性)、 

耕起前処理、大麦生育期周縁部処理 

・NC-622 液剤(非選択性) 

播種後出芽前処理 

・ZH-1402 フロアブル(イネ科、広葉雑草) 

播種後出芽前処理、大麦 1～3 葉期処理 

・JAC-01（広葉雑草） 

大豆生育期処理 

［2018 年度］ 

方法 

トリフルラリン粒剤の一年生広葉雑草に対する除草

効果および麦に対する安全性を検討した。大麦「トヨ

ノカゼ」を供試し､播種は 4 条ドリル播(畦幅 1.9 m)で

2018 年 11 月 21 日に行った。播種後出芽前にボクサー

乳剤を散布し、大豆生育期の雑草発生前の 12 月 18 日

にトリフルラリン粒剤を散布した。 

結果 

現在調査中 

 

30) 全農委託試験（水稲新品種「恋の予感」の安定多

収を目指した NDVI による簡易診断技術の確立） 

H30- 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

来島永治、金子和彦、山根哲宏 

資源循環研究室土壌環境グループ 

有吉真知子 

目的 

従来の茎数や葉色等による水稲の生育診断では広範

囲にあるほ場の診断が困難であることから、収量の増

加と均質化するための効率的な生育診断技術が求めら

れている。 

そこで、本試験では中生熟期「恋の予感」において、

NDVI による計測を行い、生育・収量データとの相関を

検証し、水稲の簡易診断技術確立の資とする。 

方法 

「恋の予感」の稚苗を 2018 年 6 月 5 日に機械移植し

た。 

施肥方法は全量基肥施用（緩効性肥料：セラコート

R004(20-10-14)）で 3 水準の施肥区（N kg／ａ）：0、

0.8、1.2 を設けた。NDVI 測定は最高分げつ期、幼穂形

成期、減数分裂期、穂揃期に実施した。NDVI 値はいず

れの時期も作物から 70 cm 程度上で（調査日ごとに平

均的な草丈に合わせて測定機器の高さを変更）、連続

する 10 株の真上を通るようにトリガーを引き続けて

得た 3 回の平均値から求めた。 

※NDVI 測定機（(株)ニコン・トリンブル社製、

GreenSeeker Handheid Crop Sensorni） 

結果 

NDVI 値は「無肥料区」で低く推移したが、その他の

区では大きな差が見られなかった。 

・NDVI 値と地上部窒素吸収量の相関 

各ステージにおいて、NDVI 値と地上部窒素吸収量 

（地上部乾物重×稲体窒素濃度）には相関が認められ

た。この関係には、減数分裂期までは乾物重、穂揃期

は窒素濃度が寄与したものと考えられた。 

NDVI 値と窒素吸収量の関係を全ステージで示すと、 

NDVI 値は約 0.8、窒素吸収量では約 6 g／m2程度で頭

打ちとなる。これは、今年の試験では幼穂形成期～減

数分裂期の生育量に該当することから、NDVI 値はこの
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ステージまでで活用可能と考えられた。 

・NDVI 値と収量の相関 

生育各ステージにおいて、全区を対象とした NDVI 

値と収量の相関は認められたが、「無肥料区」を除く

と収量がほぼ同等であったことから相関は低く、全体

的に低収であったため、指標とする NDVI 値を定めるこ

とは困難であった。 

 

31) 全農委託試験（中山間地域におけるはだか麦の省

力安定多収のための肥培管理技術の確立） 

H29-30 

土地利用作物研究室作物栽培グル－プ 

岡﨑大祐・村田資治 

資源循環研究室土壌環境グループ 

原田夏子 

目的 

本県では、はだか麦は主に中山間地域での作付け拡

大が期待されているものの、冬季に低温で推移する中

山間地域に適合した施肥体系は確立されていない。そ

こで、土壌診断を基にした緩効性肥料の施肥方法を検

討し、中山間地域に適した省力的な安定多収栽培技術

を確立する。 

方法 

実施場所は山口市阿東徳佐の(農)片山のほ場で、水 

稲(加工用米：日本晴)の輪作。土壌は粗粒質還元型 

グライ低地土でかなり粘質。供試品種は「トヨノカゼ」 

で、播種当日に稲わら全量をすき込み、畦幅 1.6 m、

１畦 4 条ドリル播き（施肥同時播種）、播種日は 2018

年 11 月 10 日。試験区は 1 区約 40 m2の 3 反復。 

供試した緩効性肥料は、①麦パンチ（速効性＋R20

＋R25）、②後期重点型肥料（速効性＋R20）、③ユー

トップ 12 号（速効性＋UC30＋UC50）、④M コート S20

HS（MS20H）の 4 種類で、総窒素成分量は 1.0kg／a と

した。対照として分施区（基肥 0.6 kg、穂肥 0.4 kg）

を設けた。生育調査、収量調査、品質調査を行った。

被覆肥料の溶出量は、供試肥料を各 1 g ポリエステル

製メッシュ袋に入れ、地面から約 3 cm の深さに埋め込

み、約 1 か月ごとに回収、水洗い後にセミミクロケル

ダール法により残存窒素量を測定した。 

結果 

速効性＋緩効性の期間溶出量は、播種後 0～101 日（1

1 月 10 日～2 月 19 日）に、麦パンチ、後期重点型肥料、

ユートップ 12 号はそれぞれ 5.6 kg、4.9 kg および 5.

5 kg であり、分施の 6.0 kg と同等であった。一方、M

コート S20H は 1.4 kg であった（いずれも 10a 当たり。

以下同様）。播種後 102～160 日（2 月 20 日～4 月 19

日）には、分施が 4.0 kg であるのに対し、麦パンチ 2.

1 kg、後期重点型肥料 2.3 kg、ユートップ 12 号 1.0k

g、M コート S20H 6.2 kg であり、M コート S20H が突出

して高かった。播種後 161～209 日（4 月 20 日～6 月 7

日）は、分施を除いたどの試験区も 2.0～2.6 kg と同

程度であった。成熟期の窒素吸収量は M コート S20H＞

麦パンチ＞分施＞後期重点型肥料＞ユートップ 12 号

の順に高かった。 

各試験区は分施区を標準として比較・解析した。 

生育に及ぼす影響について、播種後の低温や天候不

順で各区とも一様に出芽が極めて悪くなった。その後、

12 月から 2 月中旬の間は平均気温が平年より 1.9℃低

くなるなど、低温気象が続いたため 3 月半ばにおいて

も茎数の増加はほとんど見られなかった。 

成熟期の生育については、M コート S20H は穂長が長

く、ユートップ 12 号は稈長が短いという特徴が見られ

た。穂数を比較すると分施＞M コート S20H＞後期重点

型肥料＞麦パンチ＞ユートップ 12 号、収量は M コート

S20H・分施＞麦パンチ・後期重点型肥料＞ユートップ

12 号の順に多かった。容積重と千粒重は、ほとんど差

がなかった。子実タンパク質含有量は後期重点型肥料

＞ユートップ 12号＞麦パンチ＞Mコート S20H＞分施の

順に高かった。品質については、遅れ穂や出芽・苗立

ちの不良による生育むらの影響で、一部の試験区は充

実不足やヤケ粒が発生した。外観品質が良かったのは

麦パンチと分施であった。 

播種から 2 月にかけての生育前半は例年にない低温

で生育が進まず、窒素溶出量の違いによらず出芽・分

げつが極端に抑えられ茎数の増加はほとんどなかっ

た。生育後半は 3 月以降、温暖傾向に転じ、茎立ちか

ら出穂期の間に窒素溶出が多い Mコート S20Hが分施並

みに収量が高くなった。 

 

32) 全農委託試験（パン用小麦品種「せときらら」に

おける緩効性肥料を用いた後期重点型施肥技術

による中間追肥の省略） 

H30-31 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

陣内暉久・村田資治 

資源循環研究室土壌環境グループ 

原田夏子 

目的 

パン用小麦品種「せときらら」において、後期重点

型の溶出パターンをもつ緩効性肥料を用いた省力栽培

技術の開発を行う。 

方法 

場内ほ場において稲わら全量をすき込み後に小麦「せ

ときらら」を 2018 年 11 月 21 日に 0.6 kg／a 播種した。 

試験①区は麦パンチ（窒素成分比率：速効性 38％、

リニア型 20 日タイプ 31％、リニア型 25 日タイプ 31

％）、試験区②は MS20H（窒素成分比率：シグモイド

型 20 日タイプ 100％）を窒素成分で 1 kg／a 全量基肥

施肥した。対照区では基肥-分げつ肥-穂肥を窒素成分

で 0.4-0.2-0.4 kg／a 施用した。開花期追肥は試験区、
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対照区ともに窒素成分で 0.6 kg／a 施用した。 

各試験区、対照区ともに 1 区 24 m2の 4 反復設置した。 

結果 

現在調査中 

 

33) 農作物生育診断予測（水稲定点調査） 

H2- 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

岡﨑大祐・金子和彦・小池信宏 

目的 

水稲を毎年同一条件で栽培し、気象と生育の関係を時

期別に把握することにより、県の稲作指導上の資とする。 

方法 

「コシヒカリ」、「ひとめぼれ」、「きぬむすめ」

は 2018 年 5 月 28 日、「ヒノヒカリ」は 6 月 18 日に、

稚苗を移植した。栽植様式は条間 30cm、株間 15cm と

し、1 株 3 本の手植えとした。10ａ当たり窒素施用量

は、基肥-穂肥Ⅰ-穂肥Ⅱ＝3.0 - 2.0 - 2.0 ㎏とした。 

結果 

ア 「コシヒカリ」、「ひとめぼれ」 

移植後、6 月中旬までは平年並みに生育が進んだが、

その後の少照天候で分げつ発生は少なくなり最高茎数は

平年を大きく下回った。最高分げつ期は平年より 9 日早

まった。梅雨明け以降の高温多照天候で出穂が平年より

4 日早まるとともに有効茎歩合が高まり、穂数は平年に

比べ「コシヒカリ」はやや少なく、「ひとめぼれ」は少

なくなった。成熟期は平年より 10 日早まった。１穂籾数

は平年よりやや少なく m2当たり籾数も少なくなった。倒

伏程度は小さく登熟歩合が高くなったことから、収量は

「コシヒカリ」は平年より多く、「ひとめぼれ」は平年

並みとなった。外観品質は「コシヒカリ」は平年並み、

「ひとめぼれ」は平年より良かった。 

イ 「きぬむすめ」 

梅雨明けまでの生育の推移は「コシヒカリ」、「ひ

とめぼれ」とほぼ同様で最高茎数は平年を大きく下回

り、最高分げつ期は平年より 9 日早まった。ラグ期を

含めて高温多照天候が続き、草姿は短草で出穂が平年

より 3 日早まり、有効茎歩合は高いものの穂数は平年

より少なくなった。成熟期は平年より 5 日早まり、1

穂籾数は平年よりやや多く、m2 当たり籾数はやや少な

くなった。倒伏はなく登熟歩合は平年をやや上回り、

収量は平年並となった。外観品質は平年より良かった。 

ウ 「ヒノヒカリ」 

移植後、生育初期は順調で、その後の多雨寡日照で

徒長気味になったが、7 月中旬以降は猛暑続きで短草

化し、7 月下旬から葉色淡化が著しく進み有効茎歩合

が低下して穂数は平年より少なくなった。出穂期、成

熟期はほぼ平年並みで倒伏はなかった。1 穂籾数は平

年より少なく m2当たり籾数も少なくなったことから、

登熟歩合は平年をやや上回ったものの、収量は平年よ

り少なく、外観品質も劣った。 

 

34)原原種、原種生産（「西都の雫」、「のんたぐろ」） 

H13- 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

岡﨑大祐・山根哲宏・村岡千恵美 

目的 

「西都の雫」、「のんたぐろ」の原原種、原種を選

抜する。 

(1) 「西都の雫」 

方法 

2015 年に選抜した 35 系統の原原原種を供試した。2

018年 6月 4日に稚苗を栽植密度 22.2株／m2、1株 1本植

えで手植えし、施肥は緩効性肥料で窒素成分 0.8 kg／ａ

を全量基肥施用した。選抜指標は草型、出穂期、穂揃い、

病害虫の多少、穂重、心白粒などの外観品質等とした。 

結果 

品質の向上をめざし、特に心白粒割合の改善に配慮

して 7 系統群 37 系統を選抜した。 

 

(2) 「のんたぐろ」 

方法 

2016 年に選抜した 48 系統の原原原種を供試した。

2018 年 6 月 26 日に条間 75cm 株間 11.2cm（11.9 株／m2）

で 1株 1粒の手播きをし、施肥はリン酸・カリ各 0.5 kg／a

を基肥施用した。選抜指標は開花期、成熟期、草姿、

品質等とした。 

結果 

現在、選抜作業中 

 

35) 原原種・原種生産（水稲、麦、大豆） 

(1) 水稲原原種の生産 

S28- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

水稲奨励品種の、特性を維持した原種生産用種子(原

原種)を生産する。 

方法 

系統選抜法によって、特性の維持を図った。「中生新

千本」は21系統2,520個体を2018年5月31日に移植した。 

結果 

「中生新千本」は12系統から20 kgを採種した。 

 

(2) 麦類原原種の生産 

S28- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

麦類奨励品種の、特性を維持した原種生産用種子（原
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原種）を生産する。 

方法 

系統選抜法によって、特性の維持を図った。 

2018年産原原種として、裸麦「トヨノカゼ」30系統

をビニールハウス内に栽培した。 

また、2019年産原原種として、裸麦「トヨノカゼ」

は27系統3,240個体を露地で2018年11月13日に、小麦

「せときらら」は30系統3,600個体をビニールハウス内

に2019年1月15日に播種した。 

結果 

2018年産原々種として「トヨノカゼ」は30系統から

33 kgを採種した。 

また､2018年産系統保存として「トヨノカゼ」は19

系統32個体を選抜した。 

 

(3) 大豆原原種の生産 

S28- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

大豆奨励品種「サチユタカ」の、特性を維持した原

種生産用種子（原原種）を生産する。 

方法 

系統選抜法によって、特性の維持を図った。2ほ場に

それぞれ同一の31系統を2018年6月１日に畝幅150 cm、

75 cm条間で1株2粒播きし、6月22日及び7月12日に1本

仕立とした。 

結果 

25系統から36 kgを採種した。また、系統保存として

系統56個体を選抜した。 

 

(4) 水稲原種の生産 

S28- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

水稲奨励品種の特性を維持した原種の生産・配付を行う。 

方法 

集団選抜法によって、特性の維持を図った。原種の

生産に用いた原原種種子の年産と栽培面積は次のとお

りとした（合計200.8a）。 

「ひとめぼれ」：2017年産・50.1a 

「コシヒカリ」：2013年産・55.4a 

「中生新千本」：2014年産・9.2a 

「きぬむすめ」：2016年産・25.5a 

「ヒノヒカリ」：2014年産・53.6a 

「ミヤタマモチ」：2014年産・7.1a 

結果 

2018年産原種として、「ひとめぼれ」1,432 kg、「コ

シヒカリ」1,536 kg、「中生新千本」176 kg、「きぬ

むすめ」908 kg、「ヒノヒカリ」1,536 kgを生産した。 

県内指定種子生産ほ場への2019年生産用原種配付量は、

「ひとめぼれ」1,292kg（山口市1,000 kg、萩市292 kg）、

「コシヒカリ」1,044 kg（周南市）、「晴るる」216 kg

（宇部市）、「日本晴」172 kg（宇部市）、「きぬむす

め」440 kg（山口市）、「中生新千本」104 kg（宇部市）、

「ヒノヒカリ」1,208 kg（宇部市656 kg、萩市552 kg）。 

県外種子生産ほ場への原種配付量は、「ミヤタマモ

チ」112 kg（富山県）。 

配付量合計は4,588 kgで、全量を有償配付した。 

 

(5) 麦類原種の生産 

S28- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

麦類奨励品種の特性を維持した原種の生産・配付を行う。 

方法 

集団選抜法によって、特性の維持を図った。原種の

生産に用いた原原種の年産と栽培面積は次のとおり。 

① 2018年産原種（合計194.5a） 

「せときらら」：2016年産・92.8a 

「トヨノカゼ」：2014年産・52.1a 

「サチホゴールデン」：2015年産・49.6a 

② 2019年産原種（合計194.5a） 

「ふくさやか」：2015年産・41.0 

「せときらら」：2016年産及び2017年産・92.8a 

「トヨノカゼ」：2014年産及び2018年産・52.1a 

結果 

2018年産原種として、「せときらら」2,532 kg、「ト

ヨノカゼ」688 kg、「サチホゴールデン」1,188 kgを

生産した。 

県内指定種子生産ほ場への2019年生産用原種配付量は、

「ふくさやか」540 kg、「せときらら」1,580 kg（防府

市1,140 kg、宇部市236 kg、山陽小野田市204 kg）、「ト

ヨノカゼ」512 kg（防府市）、「サチホゴールデン」432 kg(山

口市)で、配付量合計3,064 kgを有償配付した。 

 

(6) 大豆原種の生産 

S33- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

大豆奨励品種の特性を維持した原種の生産・配付を行う。 

方法 

集団選抜法によって、特性の維持を図った。「サチ

ユタカ」は2017年産原原種種子を用い105.6a栽培した。 

結果 

2018年産原種として「サチユタカ」1,504 kgを生産した。 

県内指定種子生産ほ場への2018年生産用原種配付量
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は「サチユタカ」1,168 kg（宇部市 48 kg、山口市964 kg、

周南市156 kg）で、全量を有償配付した。 

 

(7) 原種低温貯蔵 

S49- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

原種の品質保持、供給調整ならびに災害時の緊急対

策用等の目的で種子貯蔵を行う。 

方法 

低温乾燥貯蔵庫の設定は温度13℃、湿度30％とした。 

種子の包装は4 kg入紙袋詰とした。 

結果 

2018年度末の原種貯蔵量は次のとおり。 

① 水稲 

「ひとめぼれ」2，060 kg、「コシヒカリ」2,624 kg、

「晴るる」428 kg、「日本晴」632 kg、「きぬむすめ」

848 kg、「中生新千本」348 kg、「ヒノヒカリ」1,752 kg、

「恋の予感」448 kg、「ミヤタマモチ」4 kg、「西都

の雫」260 kg、合計9,404 kg 

② 麦類 

「ふくさやか」88 kg「せときらら」1,268 kg、「ト

ヨノカゼ」752 kg、「サチホゴールデン」1,360 kg、

合計3,468 kg 

③ 大豆 

「サチユタカ」1,648 kg 

 

(8) 配付水稲原種発芽試験 

S49- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

県内指定種子生産ほ場等に配付する8品種及び県外

種子生産ほ場に配付する１品種について、原種として

の適合性を確認するとともに配付後の指導資料とする。 

方法 

供試した品種と生産年は、次のとおりとした。 

「ひとめぼれ」：2016・2017・2018 

「コシヒカリ」：2016・2017・2018 

「晴るる」：2015・2017 

「日本晴」：2017 

「きぬむすめ」：2016・2018 

「中生新千本」：2016・2017・2018 

「ヒノヒカリ」：2017・2018 

「恋の予感」：2016 

「ミヤタマモチ」：2017 

発芽床は、シャーレに直径110 mmのろ紙を敷き、ベ

ンレ－トT 1,000倍液を適湿に加えた。 

2018年12月5日に25℃に設定したインキュベーター

内に置床した。 

なお、2018年産「ひとめぼれ」、「ヒノヒカリ」は、

それぞれ発芽率88％、62％で、種子審査基準の90％を

下回ったため、再試験を2018年12月14日に実施した。 

調査は、発芽試験マニュアルに準じた。 

結果 

 発芽率は次のとおりであり、すべての品種で種子審

査基準の90％を上回った。 

「ひとめぼれ」：99％（2016）・97％（2017）・95％（2018） 

「コシヒカリ」：99％（2016）・99％（2017）・98％（2018） 

「晴るる」：98％（2015）・99％（2017） 

「日本晴」：100％（2017） 

「きぬむすめ」：98％（2015）・91％（2016） 

「中生新千本」：98％（2015）・96％（2016)・94％（2017） 

「ヒノヒカリ」：97％（2015）・99％（2016）・97％（2017) 

「恋の予感」：100％（2016） 

「ミヤタマモチ」：99％（2017） 

 

(9) 配付麦類原種発芽試験 

S49- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

県内指定種子生産ほ場に配付する小麦2品種、裸麦1

品種、二条大麦1品種について、原種としての適合性を

確認するとともに、配付後の指導資料とする。 

方法 

供試した品種と生産年は次のとおりとした。 

「ふくさやか」：2016 

「せときらら」：2016・2018 

「トヨノカゼ」：2017・2018 

「サチホゴールデン」：2017・2018 

発芽床は、シャーレに直径110 mmのろ紙を5枚敷き、

ベンレ－トT 1,000倍液を適湿に加えた。2018年8月23

日に20℃に設定したインキュベーター内に置床した。

調査は、発芽試験マニュアルに準じた。 

結果 

発芽率は次のとおりであり、すべての品種で種子審

査基準の80％を上回った。 

「ふくさやか」：89％（2016) 

「せときらら」：99％（2016）・88％（2018） 

「トヨノカゼ」：98％（2017）・98％（2018） 

「サチホゴールデン」：97％（2017）・88％（2018） 

 

(10) 配付大豆原種発芽試験 

S52- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

県内指定種子生産ほ場に配付する大豆について原種
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としての適合性を確認するとともに、配付後の指導資

料とする。 

方法 

供試した品種と生産年は「サチユタカ」（2017・2018）

とした。発芽床は、シャーレに直径110 mmのろ紙を4

枚敷き、ベンレ－トT 1,000倍液を適湿に加えた。また、

種子の上側を1枚のろ紙で被覆した。置床日は2019年12

月20日とした。調査は、発芽試験マニュアルに準じた。 

結果 

発芽率は99％（2017）、100％（2018）となり、種子

審査基準の80％を上回った。 

 

(11) 水稲原種後代検定試験 

S49- 

土地利用作物研究室（美祢市駐在） 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

原種が品種特性を維持しているかを検定する。 

方法 

「ひとめぼれ」、「コシヒカリ」、「きぬむすめ」、

「中生新千本」、「ヒノヒカリ」、「ミヤタマモチ」

の6品種について、各品種の2018年産原種生産ほ場の一

部に検定区を設置し、原種生産（原原種移植）と同一

日に稚苗機械移植を行った。なお、「ひとめぼれ」、

「コシヒカリ」、「きぬむすめ」、「中生新千本」、

「ヒノヒカリ」、「ミヤタマモチ」は2017年産原種、

「きぬむすめ」は2016年産原種を用いた。 

調査は、生育期間中に発生する異型株、異品種等の

発生状況を随時確認した。 

結果 

いずれの品種においても異型株、異品種等の発生は

認められず、原々種と同等の生育を示し、品種特性を

維持していることが確認できた。 

 

３ 園芸作物研究室 

36) 冬春トマトの少量培地耕による高糖度安定生産技

術の確立 

H28-30 

園芸作物研究室野菜栽培グル-プ 

重藤祐司・鶴山浄真 

資源循環研究室土壌環境グループ 

平田俊昭 

(1) 培地の水分制御による高糖度安定生産技術確立 

ア 組立実証（１回あたり灌水時間の影響） 

目的 

これまでの研究により、pF2.0～2.4 の範囲で、茎径

などの生育状況によって灌水始点をコントロールする

ことで、高糖度トマトの安定生産が可能であることが

判明した。今回は、1 回あたり灌水時間が、高糖度ト

マトの品質・収量に与える影響を調査する。 

方法 

センター内ハウス（単棟：1a）において、隔離床栽

培システム（（株）サンポリ、商品名「ゆめ果菜恵」）

によりトマト栽培を実施した。穂木「マイロック」と

台木「グリーンセーブ」ともに 2018 年 9 月 21 日播種

し、10 月 12 日接ぎ木、11 月 9 日に定植した。培地は

「隔離槽専用培地」を使用し、土壌水分計測用に圧力

式土壌水分センサーをラック底から 1 cm 上に設置し

た。灌水制御には、西日本農業研究センター試作の

「UECS 用ロジック開発ツール」を使用した。灌水始点

を、圧力式土壌水分センサーで pF2.2 に設定したが、

トマトの茎径（成長点から 15 cm 下）が 7～9 mm に収

まるように、pF2.0～2.4 の範囲内で変化させた。試験

区としては、1 回当たり灌水時間を 2 分、3 分、4 分、

5 分とし、3 分区については、培地連用区（2 作目）も

設けた。1 区 8 株を調査対象株とし、2 週間毎に成長点

から 15 cm 下茎径、成長点から第 1 花開花花房までの

長さ、1 週間毎に収穫果の重量、果房段位、規格、収

穫日を調査した。また、各果房から 1 果抽出して Brix

糖度を調査した。 

また、隔離床栽培システムに「隔離槽専用培地」を

充填した状態（トマト未定植）で、タイマー制御によ

り①1 分×12 回×3 日、②3 分×4 回×3 日、③6 分×2

回×3 日の灌水を実施し、培地への水浸透状態につい

て位置ごとの重量含水率で評価した。 

結果 

5 分区は平均 1 果重および A 品単収が最も高く、尻

腐れ果率が最も低かったが、平均 Brix が 7.7°とやや

低かった。4 分区は平均 Brix が 8.1°と最も高かった。

しかしながら、1 回あたり灌水時間が収量および品質

に与える影響については判然としなかった。培地連用

区は、尻腐れ果率と平均 Brix が高い傾向にあった。 

培地への水浸透状態を評価したところ、最も少量多

回数灌水である①1 分×12 回×3 日が重量含水率が高

く、横方向への水浸透にも優れていた。 

これらの結果から、1 回灌水時間は、広く培地に水

を浸透させるためには短い方が良いと考えられるが、

少量多回数灌水であるほど灌水ムラが大きくなるた

め、普及現場においては、灌水システムの精度によっ

て 1～5 分の範囲で設定すれば良いと考えられた。 

イ 組立実証（現地実証） 

目的 

下関市綾羅木の現地試験ほ場において、隔離床栽培

システムによる安定した灌水管理方法を実証する。Brix

糖度 8％以上の高品質トマト 6 t／10a以上の収量確保

を目標とする。 

方法 

下関市ハウスの一部、約 40 m2において、隔離床栽

培システム（（株）サンポリ、商品名「ゆめ果菜恵」）、 

培地は「隔離槽専用培地」によりトマトを栽培した。
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試験区は①ゆめ果菜恵接ぎ木区、②ゆめ果菜恵自根区、

③土耕（慣行）区とした。①は穂木「マイロック」と

台木「グリーンセーブ」ともに 2018 年 9 月 21 日播種

し、10 月 12 日接ぎ木、11 月 13 日に定植した。②およ

び③は購入苗「マイロック（自根）」を 2018 年 11 月

15 日に定植した。①・②の灌水管理はタイマー制御に

よって実施し、灌水設定は、1 回あたり 2～4 分、1 日

灌水回数は日中 3～10 回とし、トマトの茎径や日照条

件によって設定を変更した。③の灌水管理は生産者慣

行とした。1 区 8 株を対象株とし、2 週間毎に成長点か

ら 15 cm下茎径、成長点から第 1花開花花房までの長さ、

Brix 糖度を 5 果抽出して調査した。また、1 区 50 株を

対象とし、収穫日ごとの収量、商品化重量を調査した。 

結果 

茎径は、①・②のゆめ果菜恵区では生育前半は 6～7 mm

で比較的細く推移し、③の土耕区では 9～10 mmで太く推

移した。5月末時点の平均 Brixは①7.5°、②7.3°、③が

8.5°と③が最も高く、単収についても①7.1 t、②6.5 t、

③10 tと③の土耕区が最も高かった。①・②のゆめ果菜

恵栽培区において、目標単収 6 ｔは超えたものの、平均 Brix

は 8°に至らなかった。③の生育データについては、今後

ベテラン農家による高糖度トマト生育モデルとして活用

する。 

 

37) 和食ブームを支えるワサビの施設化による超促

成・高付加価値生産技術の実証 

H28-30 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

重藤祐司・日高輝雄・藤井宏栄・鶴山浄真 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

岩本哲弥・河村俊和・本田善之 

(1) 保温開始時期が花茎収穫時期や収量等に及ぼす

影響 

目的 

これまでに開発した「花茎も収穫できる畑ワサビの

超促成栽培法」において、定植から保温開始までの間

の、5 ℃以下低温遭遇時間による生育・収量への影響

を調査する。 

方法 

2018 年 6 月 8 日に播種した「奥多摩」実生苗を岩国

市錦町 U 農園（標高 400 m）において、底面給水掛け

流し法により 128 穴セルトレイで育苗した。また、4

月 2 日より馴化処理した「K2」バイオ苗を、周南市長

野山（標高 1000 m）において、底面給水掛け流し法に

より 72 穴セルトレイで育苗した。それらの苗を、セン

ター内ハウス（標高 30 m）及び岩国市錦町 U 農園ハウ

ス（標高 400 m）に定植した。試験区として、保温開

始時期（天井被覆してワサビの生育適温 8～18℃で管

理）の異なるパイプハウスを、センター内では①「定

植時から保温」、「②11 月 26 日から保温」、「③1 月

4 日から保温」の 3 区、岩国市錦町 U 農園ハウスでは

「④11 月 15 日から保温」、「⑤12 月 15 日から保温」

の 2 区を設け、5℃以下の低温遭遇時間と生育および花

茎・葉柄収穫量について調査した。 

結果 

定植から保温開始までの 5℃以下の低温遭遇時間は

①0 時間、②89 時間、③442 時間、④85 時間、⑤360

時間となった。両品種とも、最も低温遭遇時間が長か

った③区で、花茎および加工原料が最も単収が高かっ

た。③区は草丈が 1 月まで最も低く推移し、その後 2

月以降は最も高く推移した。これらの結果は、ワサビ

には休眠現象があり、400 時間程度の 5℃以下低温遭遇

を経て休眠導入～打破され、その後の保温により生育

が旺盛に転じたことを示唆している。 

 

(2) 畑ワサビと夏秋トマトの複合経営モデルの構築 

目的 

花茎も収穫できる畑ワサビ促成栽培と夏秋トマトま

たは夏ホウレンソウの組み合わせで、最も所得率が高

くなる経営モデルを作成する。 

方法 

山口市阿東ほ場における実証結果から、畑ワサビ促

成栽培と夏秋トマト（5 月中旬～11 月下旬）との複合

経営試算を行った。また、阿武町ほ場の夏ホウレンソ

ウ栽培（6 月上旬～9 月上旬）の経営データから、畑ワ

サビ促成栽培との輪作体系経営試算を行った。これら

の経営試算から、最も所得率が高くなる栽培面積組み

合わせについてシミュレーションした。 

結果 

ワサビ 10a+トマト 20a の経営面積で最も所得率が高

く、所得金額としてワサビ（10a）93 万円＋トマト（20a）

193 万円＝286 万円が得られる。また、夏ホウレンソウと

の輪作体系では、10a で最も所得率が高く、所得金額とし

てはワサビ（10a）88万円＋ホウレンソウ（10a）67万円

＝154 万円が得られる。 

 

(3) ワサビの高付加価値生産技術の開発 

ア 施設で顕在化する病害虫に対応した循環型防除

技術の導入 

(ｱ) ワサビクダアザミウマに対する石灰窒素施用

の防除効果の確認 

目的 

石灰窒素施用によるワサビクダアザミウマに対する

防除効果を確認する。 

方法 

試験は梅川農園林間畑 (岩国市錦町、標高約 600 m)

で行い、2017 年 9 月 1 日に石灰窒素を手散布した後、

管理機で耕転、畝立てし、同年 10 月にワサビ苗を移

植した。調査区は、①石灰窒素 50 ㎏／10 a 区、②石

灰窒素 100 ㎏／10 a 区、③クロルピクリン処理区(対



- 30 - 

照)、④無処理区を設けた。調査は 2018 年 6 月 4 日、7

月 27 日、9 月 5 日、11 月 8 日に行い、各区 3 か所の 1

か所あたり 20 株のワサビクダアザミウマ寄生数につ

いて、ヘッドルーペを用いて確認した。 

結果 

6月 4日に石灰窒素 100 ㎏／10a区において成虫が 1

頭確認された以外、ワサビクダアザミウマの発生は見

られなかった。無処理区においても、ワサビクダアザ

ミウマの発生が見られなかったことから、石灰窒素の

防除効果は判然としなかった。原因としては、試験ほ

場におけるワサビクダアザミウマの密度が低かった、

2018 年冬の低温の影響で越冬数が少なくなった、2018

年夏の高温の影響で発生が抑制された等が考えられた。 

(ｲ) 施設栽培ワサビにおけるトレボン粒剤 12 月

上旬散布によるナトビハムシ防除効果 

目的 

施設栽培ワサビにおいて花茎収穫への影響が少ない

トレボン粒剤 12 月上旬散布によるナトビハムシ防除

効果を確認する。 

方法 

試験は、梅川農園超促成ワサビ栽培ハウス 2 棟（岩

国市錦町、標高約 400 m）で行った。2018 年 12 月 4

日に薬剤散布を行い、①トレボン処理区（3 ㎏／10a）、

②無処理区を設けた。調査は 2018 年 12 月 4 日、2019

年 1 月 16 日、2 月 7 日に行い、各区 4 か所の合計 400 株

について、ナトビハムシ成虫数、2 月 7 日はナトビハム

シ幼虫食入葉数及びアブラムシ類寄生株数を調査した。 

結果 

トレボン粒剤処理区では、処理 43 日後（1 月 16 日）、

処理 65 日後（2 月 7 日）ともナトビハムシ成虫の発生

は見られず、無処理区より少なかった。処理 65 日後（2

月 7 日)の調査では、トレボン粒剤処理区のナトビハム

シ幼虫による被害葉数は無処理区より少なく、アブラ

ムシ類の寄生株も見られなかった。以上から、施設ワ

サビにおいて、トレボン粒剤 3 ㎏／10a を 12 月上旬に

処理することで、春期のナトビハムシの発生と同時に

アブラムシ類の発生も抑制できると考えられた。 

 

38) UECS プラットホームで日本型施設園芸が活きる

スマート農業の実証 

(1) UECS 統合環境制御によるイチゴの高効率生産体

系の構築 

H28-30 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

鶴山浄真・重藤祐司・茗荷谷紀文 

資源循環研究室土壌環境グループ 

平田俊昭 

目的 

イチゴの大規模団地経営における低コスト・高収益

型生産を実現する。本年度は、現地ハウス団地（(株)

ベリーろーど）において、UECS 統合環境制御技術と「か

おり野」本ぽ直接定植技術を組み合わせた高効率生産

体系を実証する。 

本年度はこれまでの実証結果をもとにした環境制御

プログラムにより、同社社員による入力作業・システ

ム運用を実証するとともに、情報共有ネットワークづ

くりを進める。 

方法 

団地内の UECS 関連機器を設置した UECS ハウス 2 棟

に、昨年度センターで実証データを基にした環境制御

プログラムを社員と運用し運用を行った。慣行管理ハ

ウス 5 棟に環境モニタリング機器を導入し各種環境デ

ータを(株)ワビット社クラウドサービス（UECS Station 

Cloud）に蓄積した。両ハウスで、品種「かおり野」の

子苗を 8 月下旬に直接定植し、栽培期間中の収量を調

査した。 

社員のうち 1 名を UECS 担当者とし、入力作業やプロ

グラム作りの研修会を行った。センター内で運用する

UECS モデルハウスのプログラムをもとに、ハウス団地

の UECS ハウスの環境制御を実施した。 

社員が環境計測値をはじめとする各種情報を共有する

ための業務アプリケーション（Kintone）を試験運用した。 

結果 

センターおよびハウス団地において、UECS 統合環境

制御によるイチゴの高効率・省力安定生産体系を実証

し、高位収量性（センター：5.5～6 t／10a、ハウス団

地 4.5 t／10a）、増収効果（増収 1 t／10a）、暖房コ

スト低減効果(試験地：最大 6 割)、省力効果（「かお

り野」子苗直接定植技術を実証地に全面的導入、育苗

作業の省略）を達成した。本体系の経済性を評価し、

導入コスト（UECS ハウス 17a に対するハード機器構成

は約 60 万円、クラウド・通信費用合計約 5 万円／年）

に対し、導入初年度より十分に高い採算性を発揮する

と判断した。 

社員の業務アプリ（Kintone）に対する関心は高く、

病害虫やその他のリスク管理に関する情報共有を中心

に、携帯端末（スマートフォン）での利活用が進んだ。

その中で、役割（指示者・作業者・制御担当者）別に

求める情報の優先順位が明らかとなった。スマート施

設園芸に関して、県域の野菜・花き類の施設園芸関係

者を対象とした情報交換会を開催した。 

 

39) 簡易低コスト型栽培システムでの「かおり野」の

高品質・多収生産による高収益体系の確立 

H28-30 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

鶴山浄真・重藤祐司・茗荷谷紀文 

資源循環研究室土壌環境グループ 

平田俊昭 

(1) 簡易低コスト型のイチゴ栽培システムの開発 



- 31 - 

目的 

センターが㈱サンポリと共同開発した隔離床栽培シ

ステム（以下「システム」）を基に、簡易低コスト型

のイチゴ栽培システムを開発する。本システムと組み

合わせて栽培施設全体を低コスト化するための、ハウ

スの低コスト強化策を検討する。 

方法 

農業パイプハウス用（直径：19.1 mm～48.6 mm、鋼

材：慣行管材、高張力管材および建設足場鋼管を全 17

種類入手）として流通する鋼管の曲げ荷重に対する強

さを評価するため、両端支持梁構造（梁長さ 1,500 mm）

における中央部集中荷重試験を実施した。アーチパイ

プと母屋パイプの連結強度を評価するため、異なる十

字連結金具で連結したパイプの一方の引き抜き試験を

実施した。25.4 ㎜径アーチパイプハウスを 50 ㎝ピッ

チで建設する慣行ハウスに対し、コストと強度に優れ

るハウス部材構成を選定するとともに、更なる補強手

法としてのブレース構造の導入を検討した。 

結果 

ハウスの低コスト強化策として提案する基本構造を

選定した。直径 25.4 ㎜の一般鋼管に対し 2 倍以上の

許容応力を示す直径 31.8 ㎜の一般鋼管を、75 ㎝間隔

で設置する構造を採用した。鋼管と鋼管を高い保持力

で直交接続する、鋼管と部品の組み合わせとして、直

径 31.8 ㎜径の一般鋼管と鋼鈑製金具を採用した。こ

れにブレース補強（内張り構造として利用可能）を加

え、直径 31.8 ㎜一般鋼管のパイプハウス（アーチ間

隔 50 ㎝）並の強度を得た。 

本提案ハウスは、直径 25.4 ㎜一般鋼管のパイプハ

ウスと同程度の価格で高強度となった。ブレース補強

仕様は、直径 31.8 ㎜一般鋼管のパイプハウス（アー

チ間隔 50 ㎝、内張り構造）に対し約 2 割コストを削

減可能となった。 

 

(2) 「かおり野」の高品質・多収生産モデルの作成 

目的 

「かおり野」果実の春先 2 月時期の糖度低下が問題

となっている。既往の成果から、株の休眠および覚醒

の動きが果実糖度に影響を及ぼすとの仮説を立て、休

眠制御管理が「かおり野」の果実品質推移に及ぼす影

響を明らかにする。 

方法 

センターの栽培ハウス 2 棟（単棟：1.3a、慣行高設

栽培システム「らくラック」、温風暖房器で最低温度

6℃以上維持）を供試し、１棟で電照処理（草勢に応じ

て 2～4 時間）を行い、もう１棟を電照なしとした。両

ハウスに「かおり野」子苗を 2018 年 8 月中旬に直接定

植した。両ハウスを用いて①電照処理区＋クラウン部

局所加温区、②電照処理区、③ジベレリン処理区（11

月上旬より 2 週間毎に合計 4 回散布）および④無処理

区を設定した。全ての区で、2 芽・果房毎の着果数は

約 15、株当たり葉数 10 枚程度での管理を維持した。

各区 45 株を調査対象とし、3 月末まで開花した果実を

週 2 回無作為抽出し、収穫時の糖度（Brix）を果実毎

に調査した。各区 10 株の破壊生育調査を 7 回実施し、

出葉第 3 葉の葉長、葉面積および体内貯蔵澱粉量（ク

ラウン部と一次根を対象、ヨウ素呈色法）を調査した。

糖度調査および破壊調査結果データは統計処理ソフト

R を用いて求めた時期別平滑化曲線より傾向を見た。

栽培期間中の各処理区の収量を調査した。 

結果 

葉長が 25 ㎝以下となる矮化は、試験区①では見ら

れなかったが、試験区②・③では 3 月～4 月、対照区

④では 2～4 月に見られた。体内貯蔵澱粉量は、①・②

区では 11 月以降高まり 12 月～3 月までピークが維持

される傾向であったが、対照区④では 12 月下旬から 1

月上旬をピークとして急減少する傾向が見られた。果実

糖度は試験区①・②で収穫開始から 4 月まで Brix10°を

維持したが、試験区③および対照区④では 1 月から 2 月

にかけて Brix 7°まで低下した。以上より、電照および

局所加温を用いた休眠制御管理が果実糖度の安定化に有

用であること、ホルモン処理は草勢維持に有用であるが

果実糖度には影響しないことが明らかとなった。 

 

40) 種子繁殖型イチゴ品種「よつぼし」の全国展開に

向けた省力栽培体系と ICT ネットワークの確立 

H28-30 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

鶴山浄真・西田美沙子 

(1) 山口県における省力栽培体系と生産者ネットワー

クの確立 

目的 

種子繁殖型イチゴ「よつぼし」栽培において、本県

開発の多植栽培システム「スライドらくラック」によ

る栽植密度向上（1.8 倍）およびクラウン部局所温度

制御を積極利用した収穫期間延長の相乗効果を発揮

し、高位生産を実証する。 

方法 

センターおよび実証地（(株)瀬戸内ジャムズガーデ

ン）に設置した多植栽培システム「スライドらくラッ

ク」を供試し、「よつぼし」のセル苗本ぽ直接定植を

前提とした長期・多収生産体系の生産性および経済性

を評価した。本体系は、「よつぼし」406 穴セル苗の

本ぽ直接定植、長日処理、クラウン部局所冷却および

低コスト化（本ぽランナー増殖）を組み合わせたもの

である。 

本ぽ直接定植法による 2 作型（①：406 穴セル苗・2

018 年 7 月 27 日定植・クラウン部局所冷却あり・2018

年 8 月 28 日から 9 月 18 日まで長日処理、②:406 穴セ

ル苗・2018 年 8 月 7 日定植・クラウン部局所冷却なし
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・9 月 18 日から 10 月 2 日まで長日処理）とした。 

実証成果を基に、10a 規模多植栽培システムで一貫

した長期・多収生産体系を整理した。これら体系にお

いて、夫婦 2 人の労働、施設補助金なし、収穫物単価

は山口県「かおり野」共販に準じる前提で経営試算を

行い、従前体系と比較した。 

結果 

実証地ではいずれの作型も安定した生育、出蕾およ

びランナー発生が得られた。作型①では 10 月下旬に頂

果房頂花の開花揃期および第 1 次腋花房の出蕾期とな

り、11 月早期から冬期まで連続収穫を得た。作型②は

12 月から収穫開始となり、収穫ピーク分散が可能とな

った。一方、センターの作型①の頂果房頂果の開花が

大きく遅れ、長日処理による花芽誘導効果を得られな

かった。実証 3 年間における長日処理の花成誘導効果

と処理時の温度環境の相関を調べると、株元温度と高

い相関が見られた。本品種の直接定植法で長日処理を

実施し、高い花成誘導効果を得るには、処理期間中の

株元培地温度の平均値が 24℃以下に抑えるよう、実施

時期の選定や、遮光や株元局所冷却といった昇温防止

技術を組みあわせると良いことが明らかとなった。 

本実証で提案する体系は、10a 規模の多植栽培システ

ムを前提に、「よつぼし」の 406 穴セル苗の本ぽ直接

定植法により育苗施設・資材・労力を省略するもので

あり、実証地において順調な栽培経過を得た。提案体

系は実証済の単収 8 t／10a で、従前体系（本県「とよ

のか」基準）に対し約 100 万円の農業所得増となった。 

 

41) 共同育種によるイチゴ次世代新品種の育成 

H28-32 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

西田美沙子・藤井宏栄・重藤祐司 

(1) 次世代新品種の共同育成 

ア 系統選抜（2 年目選抜）  

目的 

共同育種により、優れた新品種を効率的に育成する。 

今年度は、前年度に選抜した実生 114 株を系統とし、

育種目標に合致したものを選抜する。 

方法 

前年度選抜した 114 系統について早生性、連続出蕾

性、果実品質、3 月末までの収量を調査した。各系統 5

株を供試し、対照品種として「かおり野」（ランナー

苗）を供試した。2018 年 9 月 10 日に多植栽培システ

ム「スライドらくラック」に子苗直接定植した。施肥

・潅水は「かおり野」栽培基準に準じ、温湯ボイラー

15℃設定、無電照、CO２無施用で栽培した。選抜基準

は「かおり野」と同等の早生性があり、果実品質が優

れる系統とした。 

結果 

早生性があり、大果性で食味に優れる 1 系統（17CK03

-539）が最も有望と推察されたことから、次年度の 3 年

目選抜系統として他の共同研究機関に親株を配布する。 

イ 系統選抜（3 年目選抜） 

目的 

共同研究機関がそれぞれ選抜した有望系統につい

て、各地域での栽培適応性を確認するとともに、品種

候補となる有望系統を選抜する。 

方法 

3 年目選抜系統は、九沖農研選抜 5 系統、鳥取県選

抜 1 系統、島根県選抜 1 系統、山口県選抜 2 系統の計

9 系統であった。1 系統 10 株×2 反復（九沖農研選抜

系統は親株配布が遅れ、増殖が不十分であったため、

10 株以下）で、2018 年 9 月 10 日に高設栽培システム

「らくラック」に子苗直接定植した。施肥・潅水等は

「かおり野」栽培基準に準じ、暖房機設定 8℃、無電

照、CO２無施用で翌年 4 月末まで栽培した。 

結果 

9 系統のうち、山口県が選抜した 16CK16-37 が最も

有望と評価され、新品種候補系統に決定した。本系統

は、「かおり野」並みの早生性があり、連続出蕾性が

あり、収量性に優れていた。果実は硬く、厳寒期に「か

おり野」や他の系統で観察された痩果周辺の裂皮が見

られなかった。また、果実糖度が比較的高く推移し、

食味に優れていた。次年度、本系統を生産力検定およ

び現地評価試験に供試する。 

 

(2) 特徴のある育種素材の作出 

ア 交配・選抜  

目的 

今後増加が予想される他機関との共同育種研究におい

て、母本として利用可能な特徴のある育種素材を作出する。 

方法 

本県育成系統や、他機関が育成した品種を用いた交

配（自殖含む）・採種を行った。得られた実生から、

以下の方法により、うどんこ病抵抗性、炭疽病抵抗性、

萎黄病抵抗性、早生性、大果性、良食味、果実硬度に

優れる個体を選抜した。 

それぞれの特性を備えた品種や系統間で交配して得

られた種子約 4,600 粒を 2018 年 5～6 月に播種し、苗

を養成した。うどんこ抵抗性と炭疽病抵抗性素材につ

いては、病原菌の接種検定をして幼苗選抜した。萎黄

病抵抗性素材については、栃木県が開発した DNA マー

カーを用いて幼苗選抜した。早生性素材については、

「かおり野」並の早生個体を選抜した。大果性素材に

ついては、「ひのしずく」以上に大果の個体を選抜し

た。良食味・果実硬度に優れる素材については、簡易

な食味評価により選抜した。以上の主要特性を備えた

選抜個体群の中から、より果実品質の高い個体につい

て更に選抜・自殖を行った。 

結果 
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早生性素材 18 個体（自殖 3 世代）、早生性＋うどんこ

病抵抗性素材 10 個体（自殖 3 世代）、大果性素材 3 個体

（自殖 2 世代）、うどんこ病および炭疽病抵抗性素材 17

個体（自殖 2 世代）、炭疽病抵抗性素材 7 個体（自殖 1

世代）、萎黄病抵抗性素材 3 個体（自殖 1 世代）、良食

味素材 17 個体（自殖１世代）、果実硬度に優れる素材 8

個体（自殖 1 世代）の計 83 個体を選抜した。これらにつ

いて、それぞれ自殖し、形質固定を進めた。 

 

42) イチゴウイルスフリー苗の育成・配付 

S58- 

園芸作物研究室野菜栽培グル-プ 

重藤祐司･住吉境子 

目的 

イチゴウイルスフリー優良苗を育成・配布する。 

方法 

生食用品種「かおり野」、「紅ほっぺ」、「さちの

か」及び加工用品種「アメリカ」の基核株について、

イチゴ野生種を用いた小葉接木法によってウイルス検

定を行い、優良苗を増殖した。 

また、全農山口県本部へ苗を配布する前に、炭疽病

の簡易検定を行った。 

結果 

ウイルス検定の結果、罹病した基核株はなかった。 

炭疽病の簡易検定を行い、腐敗及び糸状菌の発生が

認められた株を全て排除した。 

「かおり野」、「紅ほっぺ」、「さちのか」、「ア

メリカ」の優良苗 200 株を全農山口県本部に配布した。 

 

43) 根こぶ病抵抗性品種「CR はなっこりー」の育成 

H30-34 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

藤井宏栄・西田美沙子 

(1) CR 遺伝子の導入 

ア CRb 遺伝子を持つ橋渡し合成ナプスの作出 

(ｱ) 交配 

目的 

はなっこりー（aaCC ゲノム）にハクサイ（AA ゲノム）

が持つ根こぶ病抵抗性遺伝子（CRb）を導入するため、

抵抗性遺伝子の橋渡し役となる合成ナプス（AACC）を

ハクサイ（AA）とブロッコリー（CC）から作出する。 

その後、はなっこりーとの交配によって抵抗性

F1(AaCC)を作出する。 

方法 

抵抗性遺伝子（CRb）を持つハクサイ品種として「黄

愛 65（AA）」と「黄苑 80（Aa）」を種子親に、ブロッ

コリー3 品種「ビックトップ」「早生緑」「グリーン

ドーム 80」を花粉親にして 2018 年 4 月に交配した。

交配 1～2 週間後、胚珠培養によって発芽を促した。9

月に順化を開始し、10 月にハウスへ定植、11 月にコル

ヒチン処理し、倍数化を図った。倍数化した株は自殖

により採種を実施すると同時に、「はなっこりーE2」

との F1 交配を行った。なお、「黄苑 80（Aa）」を用

いた合成ナプスは抵抗性遺伝子を持つ個体を判別する

ため、PCR で確認を行った。 

結果 

ハクサイとブロッコリーの交配は 6 組合せで実施し

た。全部で 800 個程度の胚珠を培養し、140 個体の交

雑幼植物体を得た。「黄愛 65（AA）」を用いた合成ナ

プスは全個体が抵抗性遺伝子を持っていたが、「黄苑

80（Aa）」を用いた合成ナプスでは抵抗性遺伝子を持

つ個体と持たない個体が概ね 1：1 に分離した。最終的

に倍数化し、抵抗性遺伝子を持つ合成ナプスは全部で

20 個体（系統）得られた。 

 

44) 温暖化の進行に適応する品種・育種素材の開発（耐

暑性に優れる濃緑色葉ネギ育種素材の開発） 

H27-31 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

藤井宏栄・西田美沙子・重藤祐司 

(1) 濃緑色葉ネギ育種素材の開発  

目的 

平均気温が現在より 2℃以上上昇した時点における気

象条件下での収量、品質低下の影響を 1／2 以下に抑える

ことのできる暑さに強い濃緑色葉ネギ育種素材を開発す

る。ここでは本県の濃緑色素材や中原採種場の素材から

作出した 3 系統の有望 F1 の特性を検定する。 

方法 

本県の濃緑色素材から育成した F1「山交 01」と「山

交 02」の 2 系統および中原採種場が育成した素材と本

県が育成した素材から育成した F1「中山交 01」の 1

系統について、2018 年 6 月 21 日に播種し、草丈が概

ね 50 cm となった 8 月 31 日収穫調査をした。なお、対

照品種として市販の「みやび姫」と本県オリジナル品

種の「YSG1 号」を供試した。 

結果 

「山交 01」は葉色が最も濃く、単位面積当たり収量

と製品率も高く、葉先枯れの強さは中程度であった。 

「山交 02」の葉色は中程度、単位面積当たり収量と

製品率が高く、葉先枯れの強さは最も強かった。 

「中山交 01」の葉色は一般品種よりは濃いものの、

3 系統の中では最も薄く、単位面積当たり収量と製品

率は高く、葉先枯れの強さはやや強い程度であった。 

3 系統の中では「中山交 01」は 1 本重が圧倒的に重

く、収量性は最も高かったことから、一般の小ネギ品

種栽培に適すると考えられた。 

 

(2) 有望 F1 育成 3 系統の現地評価  

目的 

県内の主要葉ネギ産地において、育成 3 系統の評価
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を実施する。 

方法 

山陽小野田市と下関市の 2 か所で実施した。2018 年

6 月 20 日に播種し、山陽小野田市では 8 月 20 日に、

下関市では 9 月 10 日に収量調査をした。 

結果 

「中山交 01」は収量が多く、品質が優れるという点

から高い評価であった。 

「山交 01」と「山交 02」は品質の評価は高かったが、

「中山交 01」比べて収量性が劣るという評価であった。 

 

45) 温暖化の進行に適応する生産安定技術の開発（葉

色の濃い新品種の特長を活かした、積極的灌水栽

培による葉ネギの高温期減収回避技術） 

H27-31 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

藤井宏栄・西田美沙子・重藤祐司 

資源循環研究室土壌肥料グループ 

渡辺卓弘 

(1) 積極的多灌水栽培の有効性の検証 

目的 

平均気温が現在より 2℃以上上昇した時点における

気象条件下での収量、品質低下の影響を 1／2 以下に抑

えることのできる濃緑色葉ネギの栽培技術を開発す

る。従来の灌水方法との比較から多灌水栽培の有効性

を収量と品質面から検証する。 

方法 

育成中の 3 系統の F1 と市販品種の「かみなり」、「夏

彦」を供試材料とし、多灌水管理は 2 葉期と 4 葉期に

pF1.8-2.0 で、生育後半の灌水制限は pF2.0-2.5 で管理

した。標準灌水は栽培期間を通して pF2.0-2.5 で管理し

た。2018 年 6 月 28 日に播種し、8 月 30 日に収穫した。 

結果 

標準灌水ではいずれの品種・系統ともに、多灌水に

比べて面積当たりの重量、1 本重および製品率が減少

し、更に市販品種では生存株が大幅に減少した。今年

度は猛暑の年であったこともあり、標準灌水では大幅

な減収となったが、多灌水管理ではほとんど減収にな

らなかった。 

 

(2) 糖類処理の効果  

目的 

多灌水栽培においては、生育後半の天候不順による

軟弱徒長が生じ、倒伏が問題となる。その対策として、

糖類処理の効果を検討する。 

方法 

一般 F1 品種「夏彦」を供試材料とし 2018 年 7 月 4 日

に播種した。2 葉期以降、常時多灌水条件で栽培し、徒

長傾向の生育となるように管理した。処理区は無処理区、

2.5％スクロース区そして 5％スクロース区を設け、糖処

理が倒伏に及ぼす効果を検証した。播種 43 日後（4 葉期

伸長期）から糖（無処理は水）を 1 週間毎に 3 回、1 ㎡

当たり 4 L 土壌潅注処理し、9 月 4 日に各処理区の軟弱

徒長による倒伏状況を調査した。また、処理 0 日、3、7、

14、21 日に葉ネギ中の硝酸濃度を分析した。 

結果 

5％スクロースを土壌潅注することにより、有意に徒

長を抑制し、倒伏も抑制できた。また、植物体内の硝

酸態窒素濃度は、5％スクロース処理によって有意に減

少したことから、糖処理によって一時的な窒素飢餓が

誘発された可能性が考えられた。 

 

46) キャベツ安日交 2 号・同 4 号の特性検定・系統適

応性検定 

H30 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

藤井宏栄・重藤祐司 

目的 

根こぶ病抵抗性キャベツ系統「安日交 2 号」、「安

日交 4 号」について、特性検定（根こぶ病）および系

統適応性検定を行う。 

方法 

2018 年 8 月 9 日播種、8 月 30 日定植、12 月 18 日に

収量調査および根こぶ発生調査を 1区 20株の 2反復で

行った。市販の抵抗性品種を標準品種、感受性品種を

対照品種とした。 

結果 

感受性品種は根こぶ病が発生したが、安日交系統や

標準品種は全てで根こぶ病が発生しなかった。安日交

系の中では「安日交 2 号」が肥大性と食味が良好で最

も有望と判定した。 

 

47) 山口ナシを構成する新たな品種の導入 

H29-31 

園芸作物研究室果樹栽培グループ 

村上哲一・岡﨑仁・安永真・沖濱宏幸 

(1) 「早優利」、「はつまる」の果実重向上・単収確

保 

ア 結実管理と植調剤の利用① 

目的 

「愛甘水」の代替候補品種である「早優利」、「は

つまる」の大玉果実生産・単収確保技術を確立するた

めの結実管理方法を明らかにする。 

方法 

「早優利」8 年生樹及び「はつまる」11 年生樹を供

試し、着果量を 5～6 果／m2、8～10 果／m2とする組合

せで果実肥大、果実品質（収穫時期、果実重、果形、

糖度、pH、果肉硬度）、翌年の着花に及ぼす影響を調

査した。摘果は満開後 20 日に実施した。 

結果 
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「早優利」、「はつまる」とも、7 月上旬にカラス

被害（果実の食害、枝の折損）に遭ったため、データ

の比較検討ができなかった。 

イ 結実管理と植調剤の利用② 

目的 

「愛甘水」の代替候補品種である「早優利」の大玉

果実生産・単収確保技術を確立するための植調剤の効

果を明らかにする。 

方法 

「早優利」8 年生樹を供試し、GA 処理時期を満開 20

日後、着果量を 5～6 果／m2、及び 8～10 果／m2とする

組合せで、果実肥大、果実品質（収穫時期、果実重、

果形、糖度、pH、果肉硬度）、収量、生理障害発生程

度を調査した。 

結果 

7 月上旬にカラス被害（果実の食害、枝の折損）に

遭ったため、データの比較検討ができなかった。 

 

(2) 「凛夏」、「ほしあかり」の盆後出荷割合の確保 

ア 結実管理と植調剤の利用① 

目的 

現地から要望のある盆後に出荷できる品種として

「凛夏」、「ほしあかり」を位置づけ、その期間に出

荷のピークを迎える栽培技術を確立するため、結実管

理方法を明らかにする。 

方法 

「凛夏」、「ほしあかり」の 11 年生樹を供試し、花芽

を短果枝、えき花芽、及び着果（番花）位置を低位、中

位、高位とする組合せとし、果実品質（収穫時期、果実

重、果形、糖度、pH、果肉硬度）、収量を調査した。 

結果 

「凛夏」、「ほしあかり」とも、7 月上旬にカラス

被害（果実の食害、枝の折損）に遭ったため、データ

の比較検討ができなかった。 

イ 結実管理と植調剤の利用② 

目的 

現地から要望のある盆後に出荷できる品種として

「凛夏」、「ほしあかり」を位置づけ、その期間に出

荷のピークを迎える栽培技術を確立するため、植調剤

の効果を明らかにする。 

方法 

「凛夏」、「ほしあかり」の 11 年生樹を供試し、 

GA 処理時期を満開 40 日後とし、果実肥大、果実品質

（収穫時期、果実重、果形、糖度、pH、果肉硬度）、

収量、生理障害発生程度を調査した。 

結果 

「凛夏」、「ほしあかり」とも、7 月上旬にカラス

被害（果実の食害、枝の折損）に遭ったため、データ

の比較検討ができなかった。 

 

(3) 晩生品種「甘太」の単収確保、品質管理、外観品

質向上① 

ア 着果量の違いによる果実品質の確認 

目的 

晩生品種「甘太」の安定生産のため、最適な結実管

理法を明らかにする。 

方法 

「甘太」の 10～11 年生樹を供試し、着果量を 2～2.5

花そうに 1 果、3～3.5 花そうに 1 果、及び 4～4.5 花そ

うに 1 果とし、1 果重、糖度、果肉硬度、pH を調査した。 

結果 

着果量による 1 果重、糖度、硬度、pH の平均値に差は

なかったが、着果量が少ない方が、大玉の占める割合が

大きくなる。また、着果量が多いほど単収が増加する。 

イ 袋の違いによる外観品質の向上 

目的 

「甘太」は青ナシに分類されるが、果面にサビ（果

点間コルク）がまだらに発生することで外観品質を著

しく損なう傾向がみられる。そこで、赤ナシ様の外観

として仕上げることで外観品質の向上を目指す。 

方法 

「甘太」の 10～11 年生樹を供試し、遮光性の違う大

袋（晩生赤梨向け二重袋、新聞赤パラフィン合わせ袋、

赤茶パラフィン合わせ袋、赤色パラフィン袋、白色パ

ラフィン一重袋、無袋）を使い 7 月中旬に被覆して、

果点間コルクの発生程度と分布、並びに 1 果重、糖度、

果肉硬度、pH を調査した。 

結果 

遮光性の強い二重袋はサビが少なく赤ナシ様になっ

た。遮光性の弱い白色パラフィン一重袋はサビがまだ

らに発生した。 

 

48) 落葉果樹品種系統適応性試験 

S48- 

園芸作物研究室果樹栽培グループ 

村上哲一・安永真・岡﨑仁・沖濱宏幸 

目的 

クリ、モモ、ナシ、ブドウにおいて、国立研究開発

法人 農業・食品産業技術総合研究機構果樹茶業研究部

門（以後、「農研機構果茶研」という。）が新たに開

発中の品種系統について、本県での栽培適性や有望性

を調査し、今後の産地導入への資とする。 

方法 

(1) クリ 

ア 供試品種系統：第 8 回系適「筑波 44 号」、「筑

波 45 号」、「筑波 46 号」 

対照品種：「ぽろたん｣、｢筑波」 

イ 供試ほ場 果樹栽培試験地 12 号ほ場 

ウ 植付年次 2018 年 2 月 

(2) モモ 
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ア 供試品種系統：第 9 回系適「筑波 131 号」 

対照品種：「日川白鳳」、｢あかつき」、「川中

島白桃」 

イ 供試ほ場 果樹栽培試験地 8 号ほ場 

ウ 植付年次 2012 年 3 月 

(3) ナシ 

ア 供試品種系統 第 9 回系適「筑波 59 号」「筑波

60 号」「筑波 61 号」「筑波 62 号」「筑波 63

号」「筑波 64 号」 

対照品種：｢幸水｣、｢豊水｣  

イ 供試ほ場 果樹栽培試験地１号ほ場 52a  

ウ 植付年次：2015 年 4 月接木、台木はマンシュウ

マメナシ 

(4) ブドウ 

ア 供試品種系統:第 15 回系適｢安芸津 31 号｣、｢安

芸津 32 号｣、｢安芸津 33 号｣、｢安芸津 34 号｣ 

対照品種｢巨峰｣、｢安芸クイーン｣ 

イ 供試ほ場：果樹栽培試験地 5 号ほ場 

ウ 植付年次：2018 年 2 月 

結果 

各樹種の成績を所定の様式に取りまとめ、農研機構

果茶研に報告した。 

成績の詳細は、品種登録後に農研機構果茶研より公

表される。 

 

49) 農作物生育診断予測（果樹） 

H2- 

園芸作物研究室果樹栽培グループ 

村上哲一・安永真・岡﨑仁・沖濱宏幸 

目的 

クリ、ナシ、ブドウについて、当年の生育状況につ

いて調査し、産地指導への資とする。 

方法 

(1) クリ 

ア 供試品種：「筑波」、「岸根」 

イ 供試ほ場：果樹栽培試験地 10 号ほ場 

ウ 植付年次：1974 年 

(2) ナシ 

ア 供試品種：｢幸水｣、「二十世紀」、｢豊水｣ 

イ 供試ほ場：果樹栽培試験地１号ほ場 

ウ 植付年次：「幸水」2008 年 11 月、「二十世紀」

及び「豊水」1976 年 2 月 

(3) ブドウ 

ア 供試品種：「ピオーネ」、「巨峰」 

イ 供試ほ場：果樹栽培試験地 5 号ほ場 

ウ 植付年次：平成 1998 年 

結果 

(1) クリ 

展葉期は平年より 7 日早く、開花時期は平年より 3

～5 日早くなった。収穫開始時期は「筑波」で 6 日、

「岸根」で 4 日早くなった。収量は「筑波」「岸根」

ともに、平年の 6 割程度と少なくなった。1 果平均重

は「筑波」で平年の 7 割程度「岸根」で平年の 9 割程

度と小さくなった。病虫害は、「筑波」「岸根」とも

に病害、虫害の両方が多くなった。 

(2) ナシ 

開花期は平年より 6～8 日程度早くなった。果実重

は、「幸水」で 418 g（平年比 118％）、「豊水」で

631 g（同 131％）と大きくなったが、「二十世紀」は

樹勢低下の影響により 350 g（同 97％）であった。 

糖度(Brix)は、「幸水」14.5（平年比 113％）、「豊

水」14.6（同 111％）、「二十世紀」12.7（同 104％）

と高くなった。 

(3) ブドウ 

発芽期は平年より１週間程度早く、開花盛期は平年

並であった。糖度（Brix）は「ピオーネ」18.4、「巨

峰」20.0 と平年並だった。着色はやや悪かった。問題

となる病害虫の発生はなかった。 

 

50) 薬用作物実証研究 

H30 

園芸作物研究室 

安永真・日高輝雄・重藤祐司 

目的 

本県で産地化可能な薬用作物の栽培技術を導入・実

証し、生産技術の確立、栽培マニュアルの作成、労力

等経営データの把握を行う。併せて、実証法人への技

術移転を進める。 

本年度は、トウキの育苗方法、トウキの抽苔対策、

トウキの内部空洞対策について検討する。 

方法 

(1) トウキ育苗方法 

トウキ栽培では、大きく成長した苗を使用すると、抽苔

し製品にならず、小さい苗を使用すると収穫物も小さくな

ることから、定植に適した大きさの中苗を使用する必要が

ある。そのため、中苗をより多く生産するのに適した播種

密度と播種時期の確認として、A 法人で、2018 年 5 月 14

日と 26日にそれぞれ播種密度 50 mL／m2と 30 mL／m2、B法

人で 5月 12日にそれぞれ播種密度 50 mL／m2と 30 mL／m2

で播種し、苗の大きさとして根頭径を調査した。 

どちらの法人も、発芽率 69％、1,000 粒重 2.66 g、

20 mL 当たりの重量 7.5 g の同一種子を使用し、A 法人

は、無肥料の用土で覆土し、B 法人は肥料分を含んだ

培用土で覆土した。 

(2) トウキの抽苔対策 

トウキは大きい苗を植えると抽苔し、商品とならな

くなることから、中苗を定植している。しかし、中苗

を定植しても、低い割合であるが抽苔が発生するため、

更に抑制する方法として、小苗定植による抽苔抑制効

果を確認するため、A 法人の同一ほ場において、中苗
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定植と小苗定植を行い、抽苔率と仕上げ乾燥後の根重

を調査した。 

(3) トウキの空洞対策 

本県のトウキについては内部に空洞の発生している

ものがあり、このことが品質の低下につながっている

ことから、内部空洞の発生に対する植栽密度と追肥の

影響を確認した。 

植栽密度については、法人ほ場の条間 55 cm、株間 30 cm

で栽培している畝に、条間 20 cmで株間 15 cm、30 cm、45 cm

の区を設定し、空洞の発生率と仕上げ乾燥後の根重を調査

した。 

追肥の影響については、A 法人の同一ほ場において、

通常の追肥量以外に追肥量を半減した区を設定し、空

洞の発生率と仕上げ乾燥後の根重を調査した。 

結果 

(1) トウキ育苗方法 

無肥料の用土で覆土した A法人では、播種密度 50 mL／m2

より 30 mL／m2の方の中苗が多く、播種時期 5 月 26 日よ

り 5月 14日の方の中苗が多かった。 

肥料分を含んだ場用土で覆土した B 法人では、播種

密度 30 mL／m2 より 50 mL／m2 の方の中苗が多くなっ

た。A 法人と結果が異なったことについては、肥料成

分の影響により、密植な状態でも苗の生育が良くなっ

たためと考えられる。 

(2) トウキの抽苔対策 

小苗と中苗の抽苔率に明確な差は見られず、根重に

ついても、平均値は小苗の方が小さいが、明確な差は

なかった。 

(3) トウキの空洞対策 

密植については、株間が近くなるほど、根頭の肥大

が抑制され、空洞の発生も抑制されたが、生育も抑制

され、根重は小さくなった。株間が狭いと面積当たり

の植栽本数の増加により、根重が小さくても、反収は

やや増加するが、根重が小さいことで階級が低下し、

単価が下がり、所得の増加にはつながらないと判断さ

れた。 

追肥の影響については、追肥を削減することで根頭の

生育は抑制されたが、空洞の発生は抑制できなかった。

また、生育が抑制されたことで根重が小さくなった。 

 

51) 薬用作物の国内生産拡大に向けた技術の開発（ト

ウキの生産拡大のための技術開発、ミシマサイコ

の生産拡大のための技術開発） 

H28-32 

園芸作物研究室 

安永真・重藤祐司・日高輝雄 

目的 

実需者から国産品の増産への期待が高いトウキ・ミ

シマサイコを対象に秋田、新潟、富山、長野、山口、

愛媛県等において、同一の種苗を用い、医薬健栄研の

栽培マニュアル等に基づく統一的な方法で栽培する。 

方法 

(1) トウキの生産拡大のための技術開発 

トウキ栽培については、IB 化成 S1 号（10-10-10）

100 kg／10a、炭酸苦土石灰 100 kg／10a を全層施肥し

幅 70 cm の畝を立て、連絡試験用に送付されたペーパ

ーポット苗を、ペーパーポットをはずして、2018 年 4

月 27 日に株間 30 cm で垂直に定植した。また、別に

自家育苗の苗を同じく株間 30 cm で 3 月 15 日、4 月 4

日、4 月 27 日に分け、10 月 31 日に収穫した。4 月 4

日に定植した区については 11 月 29 日にも収穫した。 

(2) ミシマサイコの生産拡大のための技術開発 

ミシマサイコ栽培については、IB 化成 S1 号（10-10

-10）100 kg／10a、炭酸苦土石灰 100 kg／10a を全層

施肥し幅 70 cm の畝を立て、4 月 19 日に株間 10 cm で

連絡試験用に送付されたペーパーポット苗を定植し

た。4 月 4 日に連絡試験用に送付された種子と自家採

種した種子を 1 条で直播きした。 

昨年ペーパーポット苗を定植または種子を直播した

2 年株について、3 月 30 日に IB 化成 S1 号 100 kg／10a

を追肥し、6 月 22 日に 50 ㎝の高さで摘心した。 

すべての区を 10 月 31 日に収穫した。ペーパーポッ

ト苗は 11 月 29 日、12 月 21 日にも収穫した。 

結果 

(1) トウキの生産拡大のための技術開発 

トウキ栽培については、梅雨明け後、連日最高気温

が 35℃を超えるようになった時から、地際部が壊死し

て枯死する株が多発した。 

最高気温が 36℃となった日の地表面の温度は、60℃

に達していたことから、高温によって地際部が壊死し

たとみられる。8 月下旬時点の生育株率は、送付され

たペーパーポット苗 5％、自家育苗 3 月 15 日定植 85％、

4 月 4 日定植 75％、4 月 27 日定植 35％で、ペーパーポ

ット苗は、苗が小さかったために枯死が多くなり、自

家育苗は早期に定植したものほど、生育株率が高くな

った。乾燥根重は、送付されたペーパーポット苗 7 g、

自家育苗 3 月 15 日定植 40 g、4 月 4 日定植 28 g、4 月

27 日定植 16 g で、ペーパーポット苗は、苗が小さか

ったために小さくなり、自家育苗は定植時期が早いも

のほど大きくなり、収穫時期も遅い方が大きくなった。 

(2) ミシマサイコの生産拡大のための技術開発 

乾燥根重は、今年度定植したペーパーポット苗では、

10 月 31 日収穫 1.1 g、11 月 29 日収穫 1.8 g、12 月 21

日収穫 2.6 g であった。連絡試験用種子直播では 0.1 g、

自家採種種子直播では 0.4 g であった。 

昨年度定植したペーパーポット 2 年苗では、10 月 31

日収穫 10.9 g、11 月 29 日収穫 9.1 g、12 月 21 日収穫

7.4 g であった。ペーパーポット苗は、直播より生育

が早いため大きくなった。今年度定植したものは、収

穫日が遅くなるほど生育が進み、乾燥根重が大きくな
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ったが、昨年度定植した 2 年株は、収穫日が遅くなる

ほど腐敗部分が増加し、乾燥根重が小さくなった。 

 

52) 新規殺菌剤・殺虫剤実用化試験(落葉果樹)  

H30- 

園芸作物研究室果樹栽培グループ 

村上哲一・岡崎仁 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

西見勝臣 

目的 

効率的な防除体系確立のため、防除効果の高い新 

規薬剤を探索する。 

方法 

一般社団法人日本植物防疫協会調査基準の試験方 

法に準ずる。 

結果 

ブドウうどんこ病、なし赤星病など本県で重要な病

害に関わる殺菌剤2剤の効果試験を実施した。一般社団

法人日本植物防疫協会の委託試験検討会で適正な試験

結果と評価された。 

 

４ 資源循環研究室 

53) カドミウム低吸収イネの現地実証 

H29-31 

資源循環研究室土壌環境グループ 

原田夏子・平田俊昭 

目的 

本県の礫質灰色化低地水田土において、カドミウム

低吸収性イネ「コシヒカリ環 1 号」のカドミウム吸収

抑制効果と栽培適正を把握する。また、ヒ素対策も考

慮した水管理を実施し、栽培上の課題と対応の検討を

進め、今後の実用化における基礎資料とする。 

方法 

センター内のほ場において、「コシヒカリ環 1 号」と

「コシヒカリ」を 2 段階の水管理（①湛水管理：出穂前

後 3 週間は湛水する水管理、②間断灌漑管理：出穂前後

3 週間は 1 週間に 1 回入水する水管理）で栽培し、品種

と水管理の組み合わせによる稲のヒ素とカドミウムの吸

収および収量・品質に及ぼす影響を調査した。 

結果 

「コシヒカリ環 1 号」の玄米カドミウム濃度は水管

理の違いに関わらず、「コシヒカリ」と比較して低か

った。また、「コシヒカリ環１号」は「コシヒカリ」

と比較して出穂期が 2 日遅く、登熟歩合および精玄米

重が低かった。養分吸収量では、Mn 濃度が低かった。

一方、間断灌漑管理による水管理は、玄米ヒ素濃度は

低減したが、整粒歩合が低下し、等級が下がる傾向に

あった。 

 

54）土壌由来有害化学物質（ヒ素）のリスク管理措置

の検証 

H29-31 

資源循環研究室土壌環境グループ 

河野竜雄・原田夏子 

目的 

県内水田土壌のヒ素濃度の実態を把握し、米におけ

るヒ素吸収抑制対策に資する。 

方法 

今年度は県東部部地域を対象に、水田土壌および玄

米のヒ素濃度を調査した。 

結果 

分析結果は、ヒ素リスク管理のための基礎データと

して蓄積した。 

 

55) 省力的かつ現場で使い易いコメの無機ヒ素低減技

術の開発 

H30-34 

資源循環研究室土壌環境グループ 

原田夏子・平田俊昭 

目的 

本県の礫質灰色化低地水田土において、資材、水

管理の併用によりヒ素とカドミウムを同時に低減で

きる現場実効性の高い栽培管理技術を開発する。 

方法 

センター内のほ場において、「コシヒカリ」を 3 段

階の水管理（①湛水管理：出穂前後 3 週間は湛水する

水管理、②出穂前後 3 回落水管理：出穂前後 3 週間に

3 回、4 日間連続で土壌が乾くように落水を行う管理、

③間断灌漑 3 湛 4 落管理：出穂前後 3 週間は 3 日間湛

水、4 日間落水を繰り返す水管理）で、さらに②3 回

落水管理の区には製鋼スラグ（FM）を 200 kg／10a 連

用する区を設けて栽培し、水稲のヒ素・カドミウム濃

度、収量および品質に及ぼす影響を検証した。また、

平成 28 年に FM を 2 t／10a 施用（水管理は 3 回落水

管理）した区の効果の持続性についても調査した。 

結果 

3 回落水管理は、コメ無機ヒ素低減効果のある 3

湛 4 落管理と同等の効果は認められなかった。また、

FM 200 kg／10a 連用区の施用１年目によるヒ素低減

効果はなかった。FM2 t／10a 施用区では、ヒ素、カ

ドミウムの両元素において低減効果の持続性が確認

された。なお、3 湛 4 落区の整粒粒比は湛水区と比べ

低かったが、水管理や資材施用による収量への影響

はなかった。 

 

56) 土壌有害物質のモニタリング 

S54- 

資源循環研究室土壌環境グループ 

河野竜雄・渡辺卓弘 
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目的 

作物の生育の場である土壌環境について、県内実態

と経年変化を総合的に把握し、適切な土壌管理対策を

明らかにする。 

方法 

県内の水田 47 地点、畑 8 地点、樹園地 11 地点、レ

ンコン１地点の定点（合計 67 地点）を 4 ブロックに分

け、各ブロックを 4 年ごとに土壌断面調査、栽培管理

の聞き取り調査及び土壌、灌漑水、作物体の分析調査

を実施する。本年度は第 1 ブロック（東部ブロック）

の水田 10 地点、樹園地 4 地点、施設 2 地点について実

施した。 

結果 

調査ほ場作土の化学性については、pH(H2O)は 4.5～6.9、

腐植は 1.3～13.1％、可給態 P2O5は 2.5～1,027 mg／100g、

可給態 Nは2.4～22.6 mg／100 g可給態 SiO2(水田のみ調査)

は 5.9～27.0 mg／100 gであった。土壌、灌漑水の重金属等

汚染物質濃度で特に問題となる数値は見られなかった。 

 

57) 客土用土等の分析 

H30 

資源循環研究室土壌環境グループ 

渡辺卓弘 

目的 

土木工事等で排出される残土が、ほ場整備田の基盤

などとして客土利用されている。利用される客土の酸

度や重金属および腐植含量を分析し、適正であるか判

断する。 

方法 

客土に用いる土壌を土壌標準分析・測定法に基づい

て分析を行った。 

結果 

3 か所の土壌について土壌酸度、重金属および腐植

含量の分析を行った結果、2 か所は客土として使用可

能であったが、1 か所はカドミウム濃度が高く、使用

できなかった。 

 

58) 肥料分析 

H30 

資源循環研究室土壌環境グループ 

河野竜雄・渡辺卓弘 

目的 

肥料取締法に基づく肥料の登録申請のため、肥料製

造業者からの依頼により、保証成分量の規格への適合

について確認する。 

方法 

肥料製造業者から供試された 5 肥料（粒状消石灰、

消石灰が各１、副産石灰肥料 3）の保証成分について、

「肥料等試験法(2017)（(独)農林水産消費安全技術セ

ンター著）」に基づいて分析を行った。 

結果 

粒状消石灰、消石灰についてアルカリ分、副産石灰

肥料についてアルカリ分とク溶性苦土の成分分析を行

ったところ、分析値は保証値を上回った。 

 

59) 農地土壌炭素調査 

H25- 

資源循環研究室土壌環境グループ 

河野竜雄・渡辺卓弘 

(1) 定点調査 

目的 

温室効果ガス吸収源としての農地の評価を行うた

め、県内の定点ほ場において土壌炭素量等の基礎資料

を得る。 

方法 

県内の 16 定点ほ場(水田 10、施設 2、樹園地４)につ

いて、地表下 30 cm までの各層の仮比重、全炭素、全

窒素、土壌分類等を調査した。また、各ほ場管理者に

対し、栽培作物、有機物投入や水管理等の土壌管理状

況に関するアンケート調査を実施した。 

結果 

地表下 30 cm までの土壌中炭素量は、施設で高い値

となった。水田では灰色台地土が最も高かった。また、

水稲栽培における中干しは全てのほ場で行われてお

り、稲ワラは 70％のほ場ですき込み還元されていた。

堆肥は 14％のほ場で施用されていた。 

 

(2) 基準点調査 

目的 

温室効果ガス吸収源としての農地の評価を行うた

め、場内の一定条件で長期に管理されたほ場において

有機物の施用が土壌炭素量に及ぼす影響を調査する。 

方法 

昭和 51 年作から稲わら牛ふん堆肥の連用試験を実

施している場内ほ場で、地表下 30 cm までの各層の全

炭素量等を調査した。 

結果 

第 1 層（作土）では堆肥を施用した区が施用しない

区に比べて層の厚さが厚く、仮比重は小さく、炭素含

量は高く、また、堆肥の施用量に応じて炭素含量は高

かった。なお、堆肥を施用した区の地表下 30 cm まで

の土壌中炭素量は 56～84 t／ha 程度であった。 

 

60) 河川モニタリング 

H24- 

資源循環研究室土壌環境グループ

渡辺卓弘・平田俊昭 

目的 

水田地帯を流れる河川水系では、広域で同じ農薬を

同時に使用するため、使用頻度の高い農薬の水中濃度
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が高くなり、水生動植物に影響を及ぼす可能性がある。

そこで、椹野川水系を対象に農薬の濃度調査を実施し、

適正使用対策に資する。 

方法 

5 月下旬から 9 上中旬にかけて計 8 回、椹野川水系

の 5 箇所でサンプリングを行い、10 種類の農薬成分の

濃度を調査した。なお、分析は民間分析機関において

実施した。 

結果 

2018 年 6 月 5 日の調査において、すべての地点でピ

ラクロニルが検出され、ブロモブチドも 2 地点で検出

されたが、基準値よりも大幅に低い濃度であった。 

その他の調査日では、検出された薬剤はなかった。 

 

61) 農薬残留対策総合調査 

（後作物残留に係る調査 環境省委託試験） 

H30 

資源循環研究室土壌環境グループ 

渡辺卓弘・有吉真知子 

目的 

農薬の物性（オクタノール／水分配係数：LogPow）

の異なる農薬を用いて、土壌水分管理と農薬減少の関

係、および後作物残留リスクの違いを調査する。 

方法 

イミダクロプリド、アゾキシストロビン、フルフェ

ノクスロンの 3 農薬を土壌散布し、14 日間、土壌水分

を乾燥状態とｐF2.2 以下で管理し、後作物としてコマ

ツナを 29 日間栽培した。土壌試料は、農薬散布直後、

耕うん前後、播種 15 日後、収穫時、に 0-10 cm、10-20 cm

層の土壌を採取、コマツナは収穫時に採取し、農薬濃

度を分析した。土壌については、抽出方法を溶媒抽出

と水抽出の 2 通りの方法で分析した。 

結果 

薬剤処理から耕耘までの間における土壌残留濃度の

減少割合は、いずれの薬剤も施設区の方が 2 倍以上高

く、水分の有無が農薬の分解に影響を及ぼしているこ

とが考えられた。土壌半減期は、イミダクロプリドの

湿潤区が 73 日、乾燥区が 117 日であったが、アゾキシ

ストロビン、フルフェノクスロンは消長が不明確であ

った。水抽出と溶媒抽出の関係においては、LogPow の

数値が高いほど水抽出の割合は低かった。収穫された

コマツナからは、イミダクロプリドのみが検出された

が、残留基準値以下であった。 

なお、本内容については環境省の取りまとめ又は見

解ではなく、実施機関の責任において取りまとめたも

のである。 

 

62) ホウレンソウを対象としたフルボ酸資材の効果確

認試験 

H29-30 

資源循環研究室土壌環境グループ 

平田俊昭・渡辺卓弘 

目的 

液体フルボ酸資材の資材 A および固体の資材 B（表

示者：A 社）の土壌施用への影響およびホウレンソウ

に対する生育・栄養成分への効果を確認する。 

方法 

資材 A を播種前または発芽後 1 か月に 5 mL／m2また

は 10 mL／m2を散布する 4処理区と資材 Bを播種前に 2 

kg／m2 を施用する区をハウス内に設け、3 反復で実施

した。対照には資材 A 無散布区と豚糞堆肥 2 kg／m2施

用区を設けた。ホウレンソウを 2019 年 1 月 16 日に播

種した。3 月 1 日に生育調査、3 月 15 日に収穫調査を

行い、収穫物の無機成分含量および跡地土壌の化学性

を分析した。 

結果 

資材 A を播種前または発芽後 1 か月の 5 mL／m2と

10 mL／m2 散布は、ホウレンソウの生育および含有成

分量への効果は見られなかった。資材 B の 2 kg／m2施

用に加え、窒素肥料を窒素成分で 4.6 kg／m2施肥した

ホウレンソウは生育後半に窒素の肥効切れを起こし、

豚糞堆肥 2 kg／m2施用に窒素成分で 7.3 kg／m2施肥し

たものより収穫重が劣った。資材 B の全窒素含量は

1.78％、C／N は 13.5 で、豚糞堆肥より窒素肥効率が

高いことが想定されたため、窒素肥料施用量を豚糞堆

肥よりも減じたことが窒素の肥効切れになった。 

 

63) マイナー作物農薬登録拡大支援対策 

H11- 

資源循環研究室土壌環境グループ 

渡辺卓弘・平田俊昭 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

角田佳則・岩本哲哉 

目的 

「まくわうり」を対象に、プロポーズ顆粒水和剤及びモ

スピラン水溶剤の登録拡大に係る基礎データを収集する。 

方法 

プロポーズ顆粒水和剤は、作物残留試験については、

1,000 倍希釈液 300 L／10a を 7 日間隔で 3 回散布し、

最終散布 1 日、3 日、7 日、14 日後に 1 回当たり 5 kg

以上をサンプリングして、残留濃度を調査した。なお、

分析は民間分析機関で実施した。薬効・薬害試験は、

生育期に 1,000 倍希釈液 250 L／10a を 7 日間隔で 3

回散布し、べと病に対する防除効果および薬害調査を

行った。 

モスピラン水溶剤は、生育期間中に 1,000 倍希釈液

200 L／10a を 1 回散布し、アブラムシに対する防除効

果および薬害調査を行った。 

結果 
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プロポーズ顆粒水和剤の調査では、果実の果肉にお

ける残留濃度は、すべて定量限界未満（0.01 ppm 未満）

であったが、果実（果皮を含む）では薬剤が検出され、

日数の経過とともに低下した。薬効・薬害試験では、

べと病に対する防除効果は高く、薬害もなかった。 

モスピラン水溶剤についても、アブラムシに対する

防除効果は高く、薬害もなかった。 

 

64) 水田輪作における収益力向上のための技術開発

（多収阻害要因の診断法及び対策技術の開発） 

H27-31 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

本田善之・河村俊和・岩本哲弥 

(1) アオクサカメムシ・ミナミアオカメムシを効率的

に捕獲する UV＋緑 LED トラップの比較 

目的 

本県では集落営農を主体にダイズ生産が推進されて

いるが、収量が安定しないことが問題となっている。

その重要な要因としてカメムシ類の被害があげられて

いる。そこで、誘引剤や LED トラップを活用し、カメ

ムシ類の発生種や害虫密度と被害粒率や収量との関係

を解析し、被害リスク推定技術を開発する。さらに、

県内における大豆害虫発生状況を明らかにすると共に

防除対策を改善し、ほ場の発生状況に応じた防除判断

が選択できるマニュアルを策定する。本年は、発生確

認が困難なアオクサカメムシとミナミアオカメムのモ

ニタリングをするために、LED トラップの光源を比較

検討する。 

方法 

試験 1（緑色の LED の輝度の互いによる誘引効果の

確認試験）は、センター（山口市大内）内 81 号ほ場（「サ

チユタカ」、2018 年 6 月 14 日播種、無防除）で、7

月 11 日～8 月 7 日に行った。供試したトラップは、①

LED UV84 トラップ、②LED 緑 84 トラップ、③LED 緑

43 トラップ、④LED 緑 21 トラップ、⑤LED 緑 10 トラ

ップである。 

試験 2（輝度の異なる緑色 LED に一定の LED UV21 個

をつけた場合の誘引効果試験）は、赤郷（美祢市美東、

「サチユタカ」、6 月上旬播種）で、8 月 9 日～9 月 6

日に行った。供試したトラップは、①LED UV84 トラッ

プ、②LED 緑 84＋UV21 トラップ、③LED 緑 43＋UV21

トラップ、④LED 緑 21＋UV21 トラップである。試験 1、

2 ともに LED トラップは興南施設管理製を用いた。ほ場

のダイズから 2 m 離れた場所に、3 つのトラップを 20 m

（赤郷は 60 m）離して高さ 1 m の位置に設置した。調

査方法は、各フェロモントラップに捕獲されたアオク

サカメムシとミナミアオカメムシ、チャバネアオカメ

ムシ、ツヤアオカメムシ、クサギカメムシ、ドウガネ

ブイブイ、ヒメコガネ、クロコガネ成虫を１～3 日お

きに計数した。1 ローテーションを 1 データとし、4

ローテーションのデータについて R を用いた GLM 解析

後、Tukey の多重比較で解析した。 

結果 

試験 1 では、アオクサカメムシ、ミナミアオカメム

シ、チャバネアオカメムシ、クサギカメムシ、ドウガ

ネブイブイ、ヒメコガネはどれも緑色 LED には誘引さ

れず、①LED UV84 トラップでのみ確認された。ツヤア

オカメムシは①LED UV84トラップと②LED緑 84トラッ

プで各 1 頭確認された。クロコガネは、③LED 緑 43 ト

ラップ、④LED 緑 21 トラップ、LED 緑 10 トラップで多

く確認され、緑色に誘引されると考えられた。 

試験 2では、カメムシごとに誘引性が大きく異なった。

アオクサカメムシとミナミアオカメムシでは、①LED UV84

トラップの誘引数は少なく、緑 LED の輝度が高いほど

誘引数が増加した。クサギカメムシとツヤアオカメム

シではどの光源にも差がなかった。チャバネアオカメ

ムシは①LED UV84 トラップでの誘引数が多く、緑 LED

の輝度が高いほど誘引数が増加した。ドウガネブイブ

イは①LED UV84 トラップで誘引数が多く、緑 LED を付

加したトラップでは誘引数が少なかった。 

 

(2) LED トラップによるアオクサカメムシ・ミナミア

オカメムシ等の捕獲状況（センター内試験） 

目的 

センター内ほ場において、誘引剤や LED トラップを

活用し、吸実性カメムシ類の発生種や密度を明らかに

し、防除回数の検討を行うと共に大豆害虫発生状況を

調査する。 

方法 

試験はセンター内ダイズほ場（「サチユタカ」、2018

年 6 月 14 日播種）で、8 月上～11 月上旬に行った。試

験区は、①トレボン 2 回散布区；8 月 28 日と 9 月 12

日にトレボン乳剤 1,000 倍（200 L／10a）を散布。②

トレボン 1 回散布区；9 月 12 日にトレボン乳剤 1,000

倍（200 L／10a）を散布。③無処理区とした。トラッ

プ調査は、アオクサカメムシ、ミナミアオカメムシに

ついては LED トラップ（興南施設管理製 390 nm 主体、

設置高 1 m）、ホソヘリカメムシとイチモンジカメム

シについてはフェロモントラップ（フィールドキャッ

チに、ホソヘリカメムシフェロモンルアー4 個（80 mg）

とイチモンジカメムシ用フェロモンルアー80 mg をつ

けて使用、いずれも富士フレーバー製、設置高 0.3 m）

設置し、1 週間ごとに捕獲数を調査した。払落し調査

は、8 月から 10 月まで、1 週間おきに直径 60 cm の円

形ビーティングトラップで 100 茎あたりの払い落とし

虫数を調査し、カメムシ類のほ場密度を推測した。粒

調査は 10 月下旬に 10 茎ずつ 4 カ所（40 茎）をサンプ

リングした。脱粒後、6.8 mm の篩いに通し、健全粒、

カメムシ被害粒、チョウ目被害粒、フタスジ被害粒、

紫斑粒、褐斑粒、腐敗粒、健全粒に分け、被害粒率を
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算出した。 

結果 

アオクサカメムシは LED トラップでは 8 月上旬にピ

ークが認められ、ほ場の払い落とし調査では 10 月上旬

をピークに認められた。ホソヘリカメムシはフェロモ

ントラップでは、8 月下旬～9 月上旬をピークに、7 月

下旬～9 月中旬まで多く捕獲され、ほ場の払い落とし

調査では 9 月下旬から密度が高くなった。イチモンジ

カメムシはフェロモントラップでは、8 月中旬にピー

クが認められ、ほ場の払い落とし調査では 10 月上旬に

密度が高くなった。トレボン 2 回散布区とトレボン 1

回散布区は薬剤散布後の 4 種カメムシ類（ホソヘリカ

メムシ、イチモンジカメムシ、アオクサカメムシ、ミ

ナミアオカメムシ）は無処理区に比べ少なく推移し、

両区の間に差は認められなかった。トレボン 2 回散布

区とトレボン１回散布区のカメムシ類による被害粒率

は 3.2％程度で、無処理区（21.7％）に比べ低く、2

区間で差は認められなかった。 

 

(3) LED トラップによるアオクサカメムシ・ミナミア

オカメムシ等の捕獲状況（現地：赤郷） 

目的 

現地ほ場において、誘引剤や LED トラップを活用し、

吸実性カメムシ類の発生種や密度を明らかにする手法

を検討すると共に大豆害虫発生状況を調査する。 

方法 

試験は美祢市美東町赤郷のダイズほ場（「サチユタ

カ」、2018 年 6 月上旬播種、8 月 20 日アミスタートレ

ボン SE、9 月 2 日キラップフロアブル、9 月 20 日スタ

ークル液剤を散布）で行った。トラップ設置区は干害

による生育不良であったため、生育の良かった別ほ場

（約 150 m 離れたほ場 29a）を調査地点とした。試験期

間は、8 月上～11 月上旬、試験方法は(2)と同様とした。 

結果 

アオクサカメムシは LED トラップでは 8 月に捕獲さ

れ、ほ場の払い落とし調査では 8 月末まで発生はなく、

9 月中旬にピークが認められた。ミナミアオカメムシ

は LED トラップでは 7 月から少数捕獲され、ほ場では

発生が認められな無かった。防除後の 9 月下旬には密

度が低下した。ホソヘリカメムシはフェロモントラッ

プでは、7 月下旬と 8 月下旬にピークが認められ、ほ

場の払い落とし調査では 9 月中旬から密度が高くなっ

た。9 月下旬の防除後も密度がやや高かった。イチモ

ンジカメムシはフェロモントラップでは、7 月上旬と 8

月上旬、9 月下旬ピークが認められ、ほ場の払い落と

し調査では 9 月中旬から密度が高くなった。9 月下旬

の防除後も密度がやや高かった。ハスモンヨトウはフ

ェロモントラップで 8 月上旬から捕獲され、ほ場の払

い落とし調査では 9 月中旬に密度が増加した。防除後

の 9 月下旬には密度が低下した。ミツモンキンウワバ

は 8 月上旬、9 月上旬をピークに捕獲され、ほ場の払

い落とし調査では 9 月下旬に密度が増加した。オオタ

バコガは 7 月上旬、8 月上中旬、9 月下旬をピークに捕獲

されたが、ほ場の払い落とし調査では認められなかった。

被害粒率は、6.8 mm の篩いに通した場合は 15.3％、通さ

なかった場合は、42.9％であった。 

 

(4) LED トラップによるアオクサカメムシ・ミナミア

オカメムシ等の捕獲状況（現地：木田） 

目的 

現地ほ場において、誘引剤や LED トラップを活用し、

吸実性カメムシ類の発生種や密度を明らかにする手法

を検討すると共に大豆害虫発生状況を調べる。 

方法 

試験は、宇部市木田のダイズほ場（「サチユタカ」、

2018年 6月上旬播種、8 月下旬、9月中旬に防除実施）で、

8月上～11月上旬に行った。試験方法は(2)と同様とした。 

結果 

アオクサカメムシは LED トラップでは 8 月中下旬に

捕獲され、ほ場の払い落とし調査では 9 月下旬にピー

クが認められた。9 月下旬の防除後も密度がやや高か

った。ミナミアオカメムシは発生が認められなかった。

ホソヘリカメムシはフェロモントラップでは、7 月中

下旬と 8 月にピークが認められ、ほ場の払い落とし調

査では 9 月下旬から密度が高くなった。9 月下旬の防

除後も密度がやや高かった。イチモンジカメムシはフ

ェロモントラップでは、8 月上旬、9 月中旬にピークが

認められ、ほ場の払い落とし調査では 9 月下旬から密

度が高くなった。9 月下旬の防除後も密度がやや高か

った。ハスモンヨトウはフェロモントラップで 9 月上

旬にピークが認められ、ほ場の払い落とし調査では 9

月中旬に密度が増加した。防除後の 9 月下旬には密度

が低下した。ミツモンキンウワバは 8 月上旬、9 月上

旬にピークが認められ、ほ場の払い落とし調査では 9

月下旬に密度が増加した。防除後の 9 月下旬には密度

が低下した。オオタバコガは 7 月上旬、8 月上中旬、9

月下旬にピークが認められたが、ほ場では認められなか

った。被害粒率は、6.8 mm の篩いに通した場合は 8.8％、

通さなかった場合は、27.2％であった。 

 

(5) LED トラップによるアオクサカメムシ・ミナミア

オカメムシ等の捕獲状況（現地：(農)木地の郷） 

目的 

現地ほ場において、誘引剤や LED トラップを活用し、

吸実性カメムシ類の発生種や密度を明らかにすると共

に、防除回数と展着剤の加用効果を確認すると共に、

大豆害虫発生状況を調べる。 

方法 

試験は、田布施町・(農)木地の郷のダイズほ場（「サ

チユタカ」、2018 年 6 月上旬播種）で、8 月上～11 月
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上旬に行った。試験区は、スタークル＋スカッシュ区

：9 月 15 日にスタークル液剤にスカッシュ 1,000 倍を

加え、散布。スタークル区：9 月 15 日にスタークル液

剤を散布。慣行区：8 月 26 日トレボン乳剤、9 月 15

日スタークル液剤、10 月 8 日スタークル液剤を散布。

である。試験方法は(2)と同様である。 

結果 

アオクサカメムシは LED トラップでは捕獲されず、

ほ場の払い落とし調査では 9 月中旬に認められただけ

であった。ホソヘリカメムシはフェロモントラップで

は、7 月下旬と 8 月中旬にピークが認められ、ほ場の

払い落とし調査では 9 月中旬から密度が高くなった。9

月下旬の防除後も密度がやや高かった。イチモンジカ

メムシはフェロモントラップでは、7 月下旬と 9 月中

旬にピークが認められ、ほ場の払い落とし調査では 9

月中旬に密度が高くなった。防除後の 9 月下旬には密

度が低下した。ハスモンヨトウはフェロモントラップ

で 9 月上旬をピークが認められ、ほ場の払い落とし調

査では 9 月下旬に密度が増加した。防除後の 9 月下旬

には密度が低下した。ミツモンキンウワバは 8 月上旬、

9 月上旬にピークが認められ、ほ場の払い落とし調査

では 9 月下旬に密度が増加した。オオタバコガは 7 月

上旬、8 月上中旬、9 月下旬にピークが認められ、ほ場

の払い落とし調査では認められなかった。スタークル

＋スカッシュ区とスタークル区、慣行区の防除後の密

度はホソヘリ、イチモンジ、アオクサカメムシとも大

きな差はなかった。カメムシによる被害粒率はどの区

も 2～4％で差は認められなかった。展着剤の有無によ

る差は認められなかった。 

 

(6) 誘引植物を活用した吸実性カメムシ類の簡易防除

方法の開発（センター内） 

目的 

クレオメなど吸実性カメムシ類の誘引植物を活用し

た防除方法をセンター内で検討する。 

方法 

試験は、センター内（山口市大内）2 ほ場で行った。

試験区は①無防除区（81 号田、「サチユタカ」、2018

年 6 月 14 日播種、無防除、面積 15a）、②おとり防除区

（75 号田、「サチユタカ」、6 月 14 日播種、畝幅 5 m・

7 条、条間 70 cm×株間 15 cm、クレオメ（誘引植物）を

8 月 23 日にスタークル液剤（1,000 倍、200 L／10 a）で

防除、面積 2ａ）、③慣行防除区（81 号田、「サチユタ

カ」、6 月 14 日播種、畝幅 5 m・7 条、条間 70 cm×株間

15 cm、8 月 28 日と 9 月 11 日にトレボン乳剤（1,000 倍、

200 L／10a）を防除、面積 5ａ）である。試験期間は

2018 年 7 月 10 日～10 月 18 日。おとり防除区では 6

月 14 日にほ場の両脇（東西）側約 1 m 離して、クレオ

メ(苗)を 80 cm 間隔（畝幅 1m 黒マルチ被覆）で交互に

播種した。）調査方法はクレオメ 20 株×3 のアオクサ

カメムシとミナミアオカメムシの成幼虫を、ササゲ 20

株×3のホソヘリカメムシ成幼虫を 2～4日おきに見取

り調査。8 月から 10 月まで、各区とも 2～4 日おきに

直径 60 cm の円形ビーティングトラップで 100 茎あた

りの払い落とし虫数を調査し、カメムシ類のほ場密度

を推測した。両ほ場のダイズを、10 月末に 10 茎ずつ 4

か所（40 茎）をサンプリングした。脱粒後に 6.7 mm

の篩にかけ、吸実性カメムシの被害粒率を求めた。 

結果 

無防除区では 9 月中旬からホソヘリカメムシ、下旬

からイチモンジカメムシ、10 月上旬からアオクサカメ

ムシとミナミアオカメムシの成幼虫が増加した。おと

り防除区では、ほとんどカメムシ類の発生は認められ

なかった。クレオメ上では、8 月上旬からアオクサカ

メムシとミナミアオカメムシの幼虫が増加した。おと

り防除区では 8 月上旬の防除後に密度が低下した。8

月下旬の防除後は発生がみられなくなった。カメムシ

類による被害粒率と推定収量は、無防除区は 21.7％、

196 kg／10a、おとり防除区は 3.2％、235 kg／10a、

慣行防除区は 3.3％、280 kg／10a、であった。 

 

(7) 誘引植物を活用した吸実性カメムシ類の簡易防除

方法の開発（現地試験） 

目的 

クレオメやササゲなど吸実性カメムシ類の誘引植物

を活用した防除方法を現地で検討する。 

方法 

試験は美祢市赤郷の 2 ほ場で行った。試験区は①お

とり防除区（ダイズ 27a、「サチユタカ」、6 月上旬播

種、クレオメ（誘引植物）を 8 月 23 日にスタークル液

剤（1000 倍、200L/10a）で防除）、②慣行防除区（ダ

イズ 36a、「サチユタカ」、6 月上旬播種、8 月 20 日

にアミスタートレボン SE、9 月 2 日にキラップフロア

ブル、9 月 20 日にスタークル液剤（1000 倍）で防除）

を設置した。試験期間は 2018 年 6 月 27 日～10 月 10

日。おとり防除区では 7 月 12 日にほ場の両脇（東西）

側約 1 m 離して、クレオメ(苗)を 80 cm 間隔（畝幅 1 m

黒マルチ被覆）で交互に移植した。）調査方法は(6)

と同様とした。 

結果 

両区とも 9 月上旬からホソヘリカメムシ、イチモン

ジカメムシが増加し、両区とも 10 月上旬からアオクサ

カメムシの成幼虫が僅かに認められたが、2 区間の差

は認められなかった。カメムシ類による被害粒率と推

定収量は、慣行防除区は 7.7％、175.4 kg／10a、おと

り防除区は 8.8％、133.5 kg／10a であった。 

 

(8) イチモンジカメムシ、ホソヘリカメムシのフェロ

モントラップへの捕獲を増加させるための要因解

析 
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目的 

本県のダイズにおいて、誘引剤や LED トラップを活

用し、カメムシ類の発生種や密度を推定する手法を明

らかにし、害虫密度と被害粒率や収量との関係を解析

し、被害リスク推定技術を開発する。本年は、従来の

トラップでは捕獲数が少ないイチモンジカメムシ、ホ

ソヘリカメムシのフェロモントラップを、設置高を変

えることにより捕獲数の変動を確認する。 

方法 

試験は、①センター内 81号田（「サチユタカ」、2018

年 6 月 14 日播種）、②美東町赤郷ほ場（「サチユタカ」、

6 月上旬播種）、③宇部市木田ほ場（「サチユタカ」、

6 月上旬播種）、④田布施町・(農)木地の郷ほ場（「サ

チユタカ」、6 月上旬播種）で、7 月 11 日～9 月 26 日

に行った。試験区はトラップ上部の高さに応じて①設

置高 30 cm、②設置高 60 cm、③設置高 90cm、④設置

高 120cm とした。（各区とも、ダイズ株から 30 cm の

場所に、ホソヘリカメムシとイチモンジカメムシ対象

のフェロモントラップを設置した。トラップはフィー

ルドキャッチ R（富士フレーバー(株)製）に、ホソヘ

リカメムシフェロモンルアー4 個（80 mg）とイチモン

ジカメムシ用フェロモンルアー80 mg（いずれも富士フ

レーバー(株)製）を設置して使用した。各トラップは、

ほ場の端に、トラップを 10 m 間隔で設置し、おおむね

1 週間毎に捕獲数をまとめ、合計捕獲数を比較した。

粘着板は 1～2 週間おき、フェロモンは 1 か月おきに交

換した。 

結果 

センター内のイチモンジカメムシは、設置高が高く

なるにつれて捕獲数が減少した。ホソヘリカメムシは、

設置高 90 cm になると捕獲数が減少し、120 cm になる

と激減した。赤郷のイチモンジカメムシは、設置高が

高くなるにつれて捕獲数が減少した。ホソヘリカメム

シは、設置高 120 cm になると激減した。木田のイチモ

ンジカメムシは、設置高 60 cm より高くなると捕獲数

が減少した。ホソヘリカメムシは、設置高 120 cm にな

るとやや減少した。木地の郷のイチモンジカメムシは、

設置高 60 cm より高くなると捕獲数が減少した。ホソ

ヘリカメムシは、他地域と比較して設置高に捕獲数の

差は少なかった。4 地点 4 時期を総合すると、イチモ

ンジカメムシは設置高 60 cm を超えると捕獲数が減少

し、それ以降の設置高は高いほど捕獲数が少なかった。

ホソヘリカメムシは設置高 90 cm を超えると捕獲数が

減少した。 

 

(9) フェロモントラップによるホソヘリ、イチモンジ

カメムシの発生予測 

目的 

センター内ほ場において、誘引剤や LED トラップを

活用し、吸実性カメムシ類の発生種や密度を明らかに

する手法を検討する。本年は、フェロモントラップ誘

殺数を用いたほ場発生状況の予測方法を検討した。 

方法 

2016 年～2018 年の山口県、新潟県、三重県において

栽培されたダイズほ場の次のデータを用いた。2016 年

（センター内、美祢市赤郷、美祢市不動寺原、山陽小

野田市高泊）、2017 年（センター内、美祢市赤郷、美

祢市不動寺原、山陽小野田市高泊、新潟県稲田、新潟

県頸城、新潟県新井、新潟県妙高、三重県大安、三重

県畑新田、三重県田光、三重県笠岡）、2018 年（セン

ター内、美祢市赤郷、宇部市市木田、田布施町木地の

郷、新潟県稲田、新潟県頸城、新潟県新井、新潟県妙

高、三重県大安、三重県畑新田、三重県田光、三重県

笠岡）のデータを用いた。ホソヘリカメムシとイチモ

ンジカメムシについてはのフェロモントラップ（フィ

ールドキャッチに、ホソヘリカメムシフェロモンルア

ー4 個（80 mg）とイチモンジカメムシ用フェロモンル

アー80 mg を設置して使用、いずれも富士フレーバー

製、設置高 0.3 m）設置し、1 週間ごとに捕獲数を調査

した。8 月から 10 月まで、1 週間おきに直径 60 cm の

円形ビーティングトラップで 100 茎あたりの払い落と

し虫数を調査し、カメムシ類のほ場密度を推測した。

統計解析は、各年度、各地点における 8 月のホソヘリ

カメムシ、イチモンジカメムシの捕獲数を説明変数、9

月の最大ほ場密度を目的変数として、数値を対数変換

した後、ポアソン回帰に当てはめ、目的変数の予測式

を作成した。また、8 月のホソヘリカメムシ、イチモ

ンジカメムシの捕獲数を説明変数として、9 月のほ場

密度が 10 頭／100 株以上を 1、それ以下を 0 として、

ロジスティック回帰を行い、目的変数の予測式を作成

した。 

結果 

ホソヘリカメムシの 8 月のカメムシ捕獲数から 9 月

のほ場密度を推定した結果、9 月のほ場密度が 10 頭以

上となるのは、ポアソン回帰では 25 頭以上、ロジステ

ィック回帰では 20 頭以上であった。イチモンジカメム

シの場合は、ポアソン回帰では 40 頭以上、ロジスティ

ック回帰でも 40 頭以上であった。 

 

(10) 吸実性カメムシ類の防除時期決定試験（ポット試験） 

目的 

ポット試験において、吸実性カメムシ類の主要な防

除時期を明らかにする。 

方法 

試験はセンター内 F4 ハウス（山口市大内）で行い、「サ

チユタカ」を 2018 年 6 月 1 日に 1 ポット 3 粒播種し、6

月 8 日に 1 茎に間引き、6 月 14 日と 7 月 2 日に土寄せを

実施した。高温防止のため、6 月 14 日にハウスを寒冷紗

で被覆した。開花期は 7 月 15 日であった。試験期間は、

2018 年 6 月～10 月とした。試験区は 1 区 4 連制とし、1
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区1ポット以下の時期にホソヘリカメムシ雌成虫を0頭、

3 頭、5 頭を放虫した。①7 月 24 日～8 月 3 日・開花期、

②8 月 6 日～16 日・開花期～莢伸長期、③8 月 20 日～30

日・莢伸長期～子実肥大初期、④9 月 3 日～13 日・子実

肥大初期～中期、⑤9 月 18 日～28 日・子実肥大中期～後

期である。放虫終了後にはスタークル液剤（1,000 倍）

を散布して幼虫の発生を抑えた。莢調査は、放虫前、放

虫後、収穫期（10 月 25 日）に 1 ポット当たりの花数、

未熟莢数、莢数、板莢を計測した。また、10 月 25 日に

莢を回収し、小莢、板莢、健全莢に選別した後、脱粒し、

健全粒、カメムシ被害粒、不稔粒に分け、被害粒率を算

出した。 

結果 

開花期の放虫では、花や幼莢の時期に加害されると、

莢数はやや減少するが、収穫期には補完されて、莢数

は元に戻った。開花期～莢伸長期では、幼莢の時期に

加害されると莢数はやや減少するが、収穫期には補完

されて、莢数はやや多くなった。子実肥大期以降の放

虫では、加害されても莢数は落ちず、収穫期の莢数も

変わらなかった。開花期後 22～32 日の放虫に限り、放

虫密度が増加するにつれて、板莢がやや増加したが、

健全莢は相対的にあまり変化がなかった。開花期後 22

～32 日の放虫に限り、放虫密度が増加するにつれて、

不稔粒が増加した。開花期後 36 日以降の放虫では、放

虫密度が増加するにつれて、カメムシ被害粒が増加し

た。開花期後 50～60 日の放虫では、放虫密度が増加す

るにつれて、カメムシ被害粒特に多被害の被害が増加

した。開花期後 65～75 日の放虫では、放虫密度が増加

するにつれて、カメムシ被害粒特に中被害の被害が増

加した。各区の推定収量を見ると、開花期後 22～32

日の放虫では不稔粒の増加によりやや減収し、開花期

後 36 日以降、特に開花期後 50 日以降以降の放虫では、

カメムシ被害粒の増加により減収が顕著であった。以

上の結果から、開花期の放虫は、加害されて落莢する

が補償作用も働き、被害とはならない。開花期～莢伸

長期の放虫では、加害されて落莢するが補償作用によ

り回復するが不稔粒被害となる割合がやや増加する。

ただし、この時期にカメムシ密度が 1 頭／株以上とな

る可能性は低いため、ほとんど被害は問題とならない

と考えられる。子実肥大期の放虫では、加害されてカ

メムシ類被害粒が増加する。この時期にはカメムシ密

度が 1 頭／株以上となる可能性があるため、開花期後

50 日前後を中心に防除を実施すべきと考えられた。 

 

(11) ダイズ吸実性カメムシ類の防除時期、回数の改善

（現地試験） 

目的 

現地ほ場において、8 月の吸実性カメムシ類の防除

効果の確認と、展着剤の加用効果の確認を行う。 

方法 

試験は田布施町木地の郷のダイズほ場（「サチユタ

カ」、2018 年 6 月上旬播種）で、9 月～10 月に行った。

試験区は ①スタークル＋スカッシュ区（690 ㎡・9 月

15日にスタークル液剤 1,000倍＋スカッシュ 1,000倍、

150 L／10a をブームスプレーヤーで散布）、②スター

クル区（300 m2・9 月 15 日にスタークル液剤 1,000 倍、

150 L／10a をブームスプレーヤーで散布）、③慣行区

(8 月 26 日にトレボン乳剤 1000 倍、9 月 15 日にスター

クル液剤 1,000 倍、10 月 8 日にスタークル液剤 1,000

倍、150 L／10a をブームスプレーヤーで散布)とし、1

区 1 連制・1 区 3 か所調査した。8 月から 11 月 1 日ま

で、1 週間おきに直径 60 cm の円形ビーティングトラ

ップで 100 茎あたりの払い落とし虫数を調査し、カメ

ムシ類のほ場密度を推測した。幼虫の最盛期を中令幼

虫と見なし、有効積算温度から産卵した成虫の時期を

推定した。10 月末に各区 10 茎 4 か所（40 茎）をサン

プリングし、脱粒、6.8 mm の篩いに通した後、健全粒、

カメムシ被害粒、チョウ目被害粒、フタスジ被害粒、

紫斑粒、褐斑粒、腐敗粒、健全粒に分け、被害粒率を

算出した。 

結果 

ホソヘリカメムシは、散布前までは、スタークル＋

スカッシュ区でやや多かったが、散布後は 3 区とも同

レベルで低く推移した。イチモンジカメムシは、3 区

とも 7 月、8 月、9 月と低い密度で推移し、9 月に密度

が増加することは無かった。アオクサカメムシは、9

月に僅かに慣行区で認められたが、他の区では発生が

認められなかった。吸実性カメムシ類による被害粒率

は低く、慣行区の 3 回防除とスタークル区の 1 回防除

の違いは認められなかった。また、展着剤を添加した

場合の効果も認められなかった。 

 

65) 効率的なキルパー液剤等の使用方法の開発 

H30-31 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

本田善之・河村俊和・岩本哲弥 

(1) キルパーなどによるコナダニ被害の抑制効果 春

試験 

目的 

ホウレンソウケナガコナダニの防除にはキルバー液

剤を収穫後、未耕耘のまま散布し、3 日間ハウスを密

閉し、4 日間開放して耕耘後播種する方法が効果的で

ある。ただし、農薬登録された使用量は 60 L／10a

（37,000 円／10a）、登録予定の使用量でも 40 L／10a

（25,000 円／10a）と経費が高く、カスケード乳剤 2

回散布 2,880 円／10a と比べ約 8.5～13 倍の金額であ

る。キルパー液剤の使用量は、コナダニ及び藻類の抑制

のみであれば、更に削減できる可能性がある。そこで、

使用量を少なくした場合の効果を確認する。本年度はキ

ルパー液剤 10 L／10a、5 L／10a の投入による効果を確
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認する。また、播種前の藻類を抑制してコナダニ被害を

防止する方法として遮光被覆の効果を検討する。 

方法 

試験は周南市鹿野農家ハウス（幅 5 m×長さ 30 m）

で、2018 年 2 月 19 日～4 月 26 日に行った。試験区は、

①1 週間防草シート（8 日間（2 月 26 日～3 月 8 日）土

壌表面を防草シートで遮光被覆し、3 月 9 日に播種）、

②2 週間防草シート（15 日間（2 月 19 日～3 月 8 日）

土壌表面を防草シートで遮光被覆し、3月 9日に播種）、

③キレダー1 週間前（播種 1 週間前（3 月 2 日）にキレ

ダー100 倍駅を散布し、3 月 9 日に播種）、④カスケー

ド乳剤区（2 葉期(3 月 22 日)と 4 葉期（3 月 29 日）に

カスケード乳剤 4000 倍を 300 L／10a 電動散布器で散

布し、3 月 9 日に播種した。）、⑤キルパー40 区（3

月 15 日に 前作終了後の未整地状態で 40 L／10a を土

壌表面に散布し、処理後 4 日間ハウスサイドを閉め、3

月 22 日に播種）、⑥キルパー10 区（3 月 8 日に前作終

了後の未整地状態で 10 L／10a を土壌表面に散布し、

処理後 4 日間ハウスサイドを閉め、3 月 15 日に播種）、

⑦無処理区（3 月 9 日に播種）。試験区は、1 区 4 m2

（2 m×2 m）・3 連制とした。キルパー処理区は 150 

㎡。反復なしで、品種はトラッド 7 を用いた。1 区あ

たり土壌表面の藻類を含む深さ 0～3 cm の土壌 80 mL

を採取し、当日中にツルグレン装置に設置し、24 時間

後に抽出されたコナダニ成虫・若虫・幼虫の合計数を

実体顕微鏡下で計数した。調査は播種前から収穫時ま

で 1 週間おきに実施した。各区 50 株について、(一社)

日本植物防疫協会の新農薬実用化試験の基準（A：被害

なしの株数、B：コナダニによる奇形葉 2 枚以内の株数、

C：奇形葉 3～4 枚で褐変なしの株数、D：奇形葉の数に

関わらず中心部が褐変し，芯止まりの株数，被害度＝

（D×5＋C×3＋B×0.5＋A×0／調査株数×5）×100）

に準じて算出した。調査は 4 葉期から収穫時まで 1 週

間おきに実施した。4 月 12 日（収穫時）に 1 区 10 株

（5 列×2 株）を採集して持ち帰り、実体顕微鏡下で株

を分解し、コナダニの寄生株率、新芽に寄生している

コナダニ成虫・若虫・幼虫の合計数を計数した。 

結果 

コナダニ密度は、2 週間防草シート区とキレダー1

週間前区では、2 葉期まで低かったが、4 葉期以降は無

処理と差がなかった。カスケート乳剤区とキルパー40

区、キルパー10 区は 6 葉期まで無処理区に対して、コ

ナダニ密度が抑制された。 

被害度は、2 週間防草シート区と 1 週間防草シート

区、キレダー1 週間前区では、6 葉期以降は無処理区と

差がなかった。カスケート乳剤区は 8 葉期に被害が発

生したが、無処理区に比べ低かった。キルパー40 区、

キルパー10 区は 8 葉期まで、ほとんど被害が認められ

なかった。寄生虫数は、2 週間防草シート区と 1 週間

防草シート区、カスケート乳剤区は、ほぼ無処理区の

1／2 の密度であった。キレダー1 週間前区では、無処

理区の 1／3 の密度で、キルパー40 区、キルパー10 区

は無処理の 1／6 の密度であった。 

 

(2) キルパーなどによるコナダニ被害の抑制効果 秋

試験 

目的 

本年度はキルパー液剤 10 L／10a、5 L／10a の投入

による効果を確認する。また、同じ土壌消毒剤のダブ

ルストッパーのコナダニ被害抑制効果を検討する。 

方法 

試験は周南市鹿野農家ハウス（幅 5 m×長さ 30 m）

で、2018 年 10 月 12 日～11 月 27 日に行った。試験区

は、①キルパー10 区（10 月 16 日に前作終了後の未整

地状態で 10 L／10a を土壌表面に散布。処理後 4 日間

ハウスサイドを閉め、10 月 23 日に播種）②ダブルス

トッパー区（ダブルストッパーを 10 月 12 日に耕耘後、

30 L／10a（3 mL／穴）を手動のステッキ注入機（みの

る産業製、F1-21）をつかって注入し、その後すぐにビ

ニールで被覆。１週間後にビニール被覆を除去し、4

日間ガス抜きをした後、施肥、耕耘して 10 月 22 日に

播種）④無処理区（10 月 23 日に播種）試験区は 1 区 1

50 m2で反復なし。品種はトラッド 7 を用いた。 

結果 

処理前のコナダニ密度は、キルパー10 区で高かっ

た。処理後はキルパー10 区とダブルストッパー区では

8 葉期までほとんど発生が無かった。被害度は、キル

パー10 区は収穫期にやや被害が認められたが、キルパ

ー10 区とダブルストッパー区共に無処理と比較して、

ほとんど被害は認められなかった。寄生虫数は、キル

パー10 区は 43.7 頭／10 株で、無処理区の 1／14 であ

った。ダブルストッパー区では寄生しているコナダニ

は認められなかった。寄生株率はキルパー10 区では 4

6.7％で、無処理区の 1／2 であった。 

 

66) クリシギゾウムシの防除技術の開発 

H30 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

岩本哲弥・河村俊和・本田善之 

(1) クリシギゾウムシに対する MITC 剤の効果確認 

目的 

ヨウ化メチルくん蒸剤の代替として、メチルイソチ

オシアネートくん蒸剤(MITC 剤)のクリシギゾウムシ

に対する防除効果確認試験を実施する。 

方法 

試験区は、岩国市美和町産の岸根を用いて、①10 g／m3

・4時間処理区、②40 g／m3・2時間処理区、③100 g／m3

・2 時間処理区、④無処理区を設けた。1 区にクリ果実

5 ㎏（約 210果）を供試し、3連制した。 

供試果実を入れたプラスチック製の網カゴをビニー
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ル被覆して、くん蒸処理し、処理後、果実を網カゴに

入れたままガラス室内に静置し、脱出幼虫数を約 1 か

月間調査した。 

結果 

40 g／m3・2 時間処理区と 100 g／m3・2 時間処理区

からは脱出幼虫が見られなかった。10 g／m3・4 時間区

は、100 果あたり 8.5 頭と、無処理区の 88.0 頭と比較

すると少ないものの、クリシギゾウムシ脱出幼虫が確

認された。以上のことから、MITC 剤によるくん蒸処理

において、2 時間処理の場合、処理量が 40～100 g／m3

では、クリシギゾウムシ幼虫に対する防除効果が 100％

に達した。4 時間処理の場合、処理量 10 g／m3では対

無処理で約 10％のクリシギゾウムシ幼虫の脱出が認

められ、クリシギゾウムシに対する防除効果は得られ

ないと考えられた。 

 

(2) ヨウ化メチルくん蒸施設における MITC くん蒸に

よるクリシギゾウムシ防除効果および MITC 残留

量の確認 

目的 

ヨウ化メチルくん蒸剤の代替として、MITC 剤のヨウ化

メチルくん蒸施設におけるクリシギゾウムシに対する防

除効果確認試験および MITC 残留量測定を実施する。 

方法 

試験区は、岩国市美和町産の岸根を用いて、①20 g／m3

・2 時間処理区、②40 g／m3・1 時間処理区、③無処理

区を設けた。空コンテナと組み合わせて、クリ果実入

りコンテナを 1、2、4 段目に配置した 4 段積みとした。

岩国市美和町の JA 保有のヨウ化メチルくん蒸施設を

用いて、循環扇は使わずに MITC くん蒸処理した。処理

後、果実を網カゴに入れてガラス室内に静置し、脱出

幼虫数を約 1 ヵ月間調査した。20 g／m3・2 時間処理区

の果実について、処理 1、3、8、14 日後における果実

可食部の MITC 残留量を水蒸気蒸留-ガスクロマトグラ

フ質量分析により計測した。分析業務は山口県予防保

険協会食品環境検査センターに委託した。 

結果 

20 g／m3・2 時間処理区、40 g／m3・1 時間処理区の

どちらからも 100 果あたり 2.7 頭および 1.0 頭と、無

処理区の 88.0 頭と比較すると少ないものの、クリシギ

ゾウムシ脱出幼虫が確認された。昨年度の試験では未

確認の 20 g／m3・2 時間処理区で幼虫が確認されたが、

これは本年の無処理区の発生量が昨年の 5 倍以上多

く、今回の投薬量では防除しきれなかったためと考え

られた。20 g／m3・2 時間処理の MITC 残留量は、処理

1 日後が 58 ppm、処理 3 日後が 35 ppm、処理 8 日後が

30 ppm、処理 14日後が 23 ppm だった。2019年 1月の時

点で MITCのクリにおける残留基準暫定値になる 0.01 ppm

より大幅に高く、現在のくん蒸条件では農薬登録は困

難と考えられた。 

 

67) アスパラガス IPM 実践指標の策定 

H30-32 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

河村俊和・岩本哲弥・本田善之 

(1) 施設アスパラガスにおける寒冷紗のアザミウマ侵

入防止効果と天敵資材アカメガシワクダアザミウ

マの防除効果 

目的 

寒冷紗被覆によるアザミウマ類のハウス内への飛び込

みを抑制するとともに、侵入したアザミウマ類に対する

アカメガシワクダアザミウマの防除効果を確認する。 

方法 

宇部市二俣瀬の施設アスパラガス（ハウスサイドに

白色寒冷紗（0.8 mm 目合い）を設置）を天敵区とし、

2018 年 3 月 16 日に天敵定着のためノースポールをハ

ウス内のサイド通路に定植した。3 月 23 日、4 月 6 日

にアカメガシワクダアザミウマ（商品名：アカメ；石

原産業）を 15,000 頭／10a の割合でノースポール上に

放飼した。各区とも、ハウス内に黄色粘着板（ホリバ

ーイエロー）を設置し、ハウス内へのアザミウマ類の

侵入状況を確認するとともに擬葉の払い落としを 1 週

間おきに行い、ハウス内のアザミウマ類の発生推移を

確認した。 

結果 

払い落とし調査では、ネギアザミウマの発生量に天

敵区と慣行区の間に大きな差は認められず、アカメガ

シワクダアザミウマによる防除効果は認められなかっ

た。アカメガシワクダアザミウマの発生は、試験期間

中に 1 頭認められたのみであった。 アカメガシワクダ

アザミウマ放飼時には、ノースポールの花数が少なく、

アザミウマのハウス内への侵入量も少なかったことか

ら、アカメガシワクダアザミウマの増殖・定着に影響

したと思われる。 

 

(2) 施設アスパラガスにおける寒冷紗ネット障壁と光

反射資材地表被覆によるアザミウマ類の侵入防止

効果 

目的 

寒冷紗のネット障壁と光反射資材の地表面被覆によ

る、アザミウマ類のハウス内への飛び込みを抑制につ

いて効果を確認する。 

方法 

下関市王喜の雨よけアスパラガス 1 ハウスの片側ハウ

スサイドの奥行 80 m のうち半分に資材を設置した試験

区とし、残り半分を慣行区とした。ネット障壁は、ハウ

スサイドから 1.5 m 離して直管パイプの支柱（高さ 2 m）

を設置し、白色寒冷紗を張った。光反射資材は、2018 年

5 月 8 日～7 月 19 日は「ネオポリシャインクロス T87」

（日立化成社製）、7 月 20 日～10 月 25 日は「虫フラッ
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とシート」（小泉製麻社製）を設置した。各区とも、ハ

ウス内に黄色粘着板（ホリバーイエロー）を設置し、ハ

ウス内へのアザミウマ類の侵入状況を確認するとともに

擬葉の払い落としを 1 週間おきに行い、ハウス内のアザ

ミウマ類の発生推移を確認した。 

結果 

アザミウマ類のハウス内へ侵入抑制率は、白色寒冷

紗＋オポリシャインでは 39.8％、白色寒冷紗＋虫フラ

ッとシートでは 69.6％であった。白色寒冷紗と光反射

資材の組み合わせによる物理的防除は、効果が認めら

れ、ネット障壁に組み合わせる光反射資材の効果は、

ネオポリシャインクロス T87 に比べ虫フラッとシート

の方が優っていた。 

 

68) アブラナ科野菜根こぶ病の防除技術体系の確立 

(1) 化学合成農薬を用いない感染抑制技術の開発 

H29- 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

西見勝臣・吉岡陸人・角田佳則 

目的 

県内では集落営農法人の経営戦略作物として水田転

換によるアブラナ科野菜の作付けが増加しているが、

根こぶ病の多発が問題となっている。特に従来は発生

のなかったブロッコリーやはなっこりーで多発し、緊

急的な防除対策が求められている。本課題では、新た

な防除資材を探索するため、新農薬実用化試験等でト

マト青枯病など土壌病害を対象に防除効果試験が行わ

れている資材について、コンテナ試験により確認する。 

方法 

センター内のハウスで 2019 年 2 月 8 日～3 月 12 日に

試験を行った。区制及び面積は、66 cm×42 cm×20 cm

のコンテナに培土 40 L を詰め、3 連制、10 株／区とし

た。処理区は、①KF-37 水和剤（仮焼酸化マグネシウ

ム 70％）500 倍・100 mL／株・定植後・株元灌注処理、

②KIS-1103 水和剤（Trichoderma asperellum T-34 株

109cfu／g）1000 倍 100 mL／株・定植後・株元灌注処

理、③OAT-0810 水和剤（アミノ酸 5 種 38％））500 倍

 100 mL／株・定植後・株元灌注処理、④HNK-1（鉄ポ

リフェノール複合剤）＋カルパー粉粒剤 16・300 g／m2

＋1,500 g／m2・定植前・散布後土壌混和、⑤HNK-1 の

み、⑥HNK-1＋KF-37 水和剤、⑦オラクル粉剤 20 kg／

10a・定植前・全面土壌混和、⑧無処理とした。供試植

物は、はくさい「無双」を用い、1 月 18 日播種、2 月

8 日に定植し、株間 13 cm、条間 20 cm、2 条植えで栽

培した。処理方法は、HNK-1、カルパー粉粒剤及びオラク

ル粉剤は、2 月 7 日にコンテナ内に所定量の薬剤を散布

し、手打鍬で混和した。KF-37、KIS-1103 及び OAT-0810

水和剤は、2 月 8 日の定植直後に所定濃度に調製した

薬剤を如雨露により所定量、灌注処理した。培土への

接種は、2018 年にセンター内で採集、凍結保存したハ

クサイの根こぶから 1月 30日に休眠胞子懸濁液を調製

し、2 月 4 日に 2.9×10^9 個／乾土 g となるようジョウ

ロでコンテナ内に散布し、手打鍬で十分に混和した。

調査は、3 月 12 日（定植 32 日後）に根部を掘り起こ

し、根こぶの着生程度を 0～4 の基準により調査し、発

病度を算出した。薬害は、定植 3 日、7 日及び 14 日後

に目視により調査した。 

結果 

無処理の発病株率 90％、発病度 31.7 の多発生条件

下の試験において、HNK-1＋カルパー粉剤は発病が認

められず、オラクル粉剤に比べ発病株率及び発病度は

低く、防除効果が高かった。KF-37 水和剤は、オラク

ル粉剤に比べ効果は劣るものの防除価 47.3 と効果が

認められた。その他の処理は、無処理と比較して効果

が低いか認められなかった。薬害はいずれの処理区も

認められなかった。 

 

69) マグネシウム資材の植物病害に対する防除効果の

検討 

(1)トマト青枯病に対する仮焼酸化マグネシウムとプ

ロベナゾールの併用効果 

H30 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

西見勝臣・吉岡陸人・角田佳則 

目的 

県内メーカーによりマグネシウム及び生石灰を原

料に製造される仮焼酸化マグネシウム（C-MgO）は、

各種作物病害に対する抵抗性誘導剤として防除効果

が認められており、医薬品にも利用される安全性の

高い農薬として利用が期待されている。本課題では、

トマト青枯病に対する C-MgO とイネいもち病等で農

薬登録のあるプロベナゾールの併用による防除効果

についてポット試験により検討を行う。 

方法 

センター内の自然光型人口気象器で 2017年 10月 10

日～11 月 6 日に試験を行った。区制は、1 処理につき

1／5,000ａワグネルポット 5 ポットとした。処理区は、

①仮焼酸化マグネシウム製剤（C-MgO 70％）500 倍・

100 mL／株・株元灌注・定植 5 日前及び定植直後から

7 日おき計 5 回処理、②プロベナゾール粒剤（プロベ

ナゾール 8％）5 ｇ／株・定植 5 日前・株元散布及び

定植時植穴土壌混和の計 2 回処理、③C-MgO 製剤＋プ

ロベナゾール粒剤（①＋②）、④無処理、⑤無接種・

無処理とした。供試植物は、トマト「桃太郎 8」を用

い、8 月 18 日に播種し、10 月 10 日に定植した。処理

方法は、定植 5 日前の 10 月 5 日にポット苗の株元に

C-MgO 製剤の灌注及びプロベナゾール粒剤の散布を行

った。定植した 10 月 10 日には定植前の植穴にプロベ
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ナゾール粒剤を土壌混和し、定植直後の株元に C-MgO

製剤を灌注処理した。さらに C-MgO 製剤は定植後から

7 日おきに 3 回（10 月 17 日、24 日、31 日）、定植時

と同様の処理を行った。定植後はガラス温室で昼温

28℃（12h）、夜温 23℃（12h）に設定しに管理した。

培土の接種は、定植 4 日前の 10 月 6 日に当センター保

存のトマト青枯病菌株「山 4」を市販培土（ヤンマー

野菜養土 H-150）に菌密度が約 106cfu／乾土 g となるよ

うよう調製し、ワグネルポットに 3 L／ポット詰めた。

調査は、発病のあった 10 月 20 日（定植 10 日後）から

2 日～3 日おきに発病の程度を 0～4 の基準により調査

し、発病株率及び発病度を算出した。薬害は、定植 3

日、7 日及び 14 日後に目視により調査した。 

結果 

定植 10 日後の 10 月 20 日には無処理区で調査株 5

株すべてが青枯れ状となり、その 5 日後の 10 月 25 日

にはすべての株が枯死する甚発生条件下において、仮

焼酸化マグネシウム（C-MgO）製剤区は、定植 24 日後

の 11 月 3 日まで無処理区に比べ発病度が低く推移し、

発病抑制の効果がみられた。プロベナゾール粒剤区は、

C-MgO 製剤区に比べ期間は短いものの、定植 17 日後の

10 月 27 日まで無処理に比べ発病度が低かった。これ

に対し、C-MgO 製剤＋プロベナゾール粒剤区は、調査

期間を通し各単剤処理に比べ相加的に発病を抑制する

効果が認められた。 

 

(2)トマト青枯病に対する仮焼酸化マグネシウムとイ

ソチアニルの併用効果 

目的 

トマト青枯病に対する仮焼酸化マグネシウム（C-MgO）

とイネいもち病等で農薬登録のあるイソチアニルの併用

による防除効果についてポット試験により検討を行う。 

方法 

センター内の自然光型人口気象器で 2018 年 2 月 26

日～3 月 30 日に試験を行った。区制は、1 処理につき

1／5000a ワグネルポット 5 ポットとした。処理区は、

①仮焼酸化マグネシウム製剤（C-MgO 70％）500 倍・

100 mL／株・株元灌注及び定植直後から定植 11 日後の

計 3 回処理、②イソチアニル粒剤（イソチアニル 3.0％）

1.7 g／株・定植 5 日前・株元散布及び定植時植穴土壌

混和の計 2 回処理、③C-MgO 製剤＋プロベナゾール粒

剤（①＋②）、④無処理、⑤無接種・無処理とした。

供試植物は、トマト「桃太郎 8」を用い、8 月 18 日に

播種し、9 cm ポットで育苗後、10 月 10 日にワグネル

ポットに定植した。処理方法は、定植 5 日前の 2 月 21

日にポット苗の株元に C-MgO 製剤の灌注及びイソチア

ニル粒剤の散布を行った。定植した 2 月 26 日には、定

植前の植穴にイソチアニル粒剤を土壌混和し、定植直

後の株元に C-MgO 製剤を灌注処理した。C-MgO 製剤は

定植 11 日後の 3 月 9 日にも同様の処理を行った。定植

後はガラス温室で昼温 28℃（12h）、夜温 23℃（12h）

に設定し管理した。培土の接種は、定植 4 日前の 10

月 6 日に当センター保存のトマト青枯病菌株「山 4」

を市販培土（ヤンマー野菜養土 H-150）に菌密度が約

106cfu／乾土 g となるようよう調製し、ワグネルポッ

トに 3 L／ポット 詰めた。調査は、発病のあった 3 月

9 日（定植 11 日後）から発病の進展状況をみながら 2

日～7 日おきに、発病の程度を 0～4 の基準により調査

し、発病株率及び発病度を算出した。薬害は、定植 3

日、7 日及び 14 日後に目視により調査した。 

結果 

定植 11日後の 3月 9日にイソチアニル粒剤区に初発

生があり、定植 25 日後の 3 月 23 日まで無処理区に比

べ発病度が高く、同区の防除効果は低かった。また、

イソチアニル粒剤区は調査期間を通して無接種・無処

理区に比べ主茎が細く徒長し、葉脈間の褐変、葉の外

側へのカールがみられるなど薬害とみられる症状があ

った。一方、仮焼酸化マグネシウム（C-MgO）製剤区は、

定植 21 日後の 3 月 19 日まで発病株率 20％、発病度

10.0 と発病を抑制した。これに対し、C-MgO 製剤＋イ

ソチアニル粒剤区は、3 月 19 日まで C-MgO 製剤区に比

べ発病度が高く、両処理の効果が相殺されて推移した。 

 

70)新規殺菌剤実用化試験（水稲・小麦・野菜） 

(1) 水稲・小麦 

S44- 

資源循環研究室 病害虫管理グループ 

西見勝臣・吉岡陸人・角田佳則 

目的 

効率的な防除体系確立のため、防除効果の高い新規

薬剤を探索する。 

方法 

日本植物防疫協会調査基準の試験方法に準ずる。 

結果 

イネいもち病、紋枯病など本県で重要な病害に関わ

る殺菌剤 37 剤の試験を実施した。日本植物防疫協会の

委託試験検討会で適正な試験結果と評価された。 

 

(2) 野菜 

目的 

効率的な防除体系確立のため、防除効果の高い新規

薬剤を探索する。 

方法 

日本植物防疫協会調査基準の試験方法に準ずる。 

結果 

ハクサイ菌核病、各種アブラナ科野菜根こぶ病、ト

マト青枯病など本県で重要な病害に関わる殺菌剤 12

剤の試験を実施した。日本植物防疫協会の委託試験検

討会で適正な試験結果と評価された。 
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71)新規殺虫剤実用化試験（水稲・ダイズ・野菜） 

S44- 

資源循環研究室 病害虫管理グループ 

本田善之・河村俊和・岩本哲弥 

(1)水稲・ダイズ 

目的 

効率的な防除体系確立のため、害虫防除効果の高い

新規薬剤を探索する。 

方法 

日本植物防疫協会調査基準の試験方法に準ずる。 

結果 

ウンカ類、ツマグロヨコバイ、コブノメイガなど本

県イネで重要な虫害に関わる殺虫剤 27 剤、ダイズ 6

剤の試験を実施した。日本植物防疫協会の委託試験検

討会で適正な試験結果と評価された。 

 

(2)野菜 

目的 

効率的な防除体系確立のため、野菜の害虫防除効果

の高い新規薬剤を探索する。 

方法 

日本植物防疫協会調査基準の試験方法に準ずる。 

結果 

キュウリ、トマトのコナジラミ類、イチゴやナスの

ハダニ、ホウレンソウのホウレンソウケナガコナダニ

など本県で重要な虫害に関わる殺虫剤 15 剤の試験を

実施した。日本植物防疫協会の委託試験検討会で適正

な試験結果と評価された。 

 

72) 大豆の葉枯性（落葉性）病害の発生要因の解明と

対策 

H30-32 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

角田佳則、西見勝臣、吉岡陸人 

(1)発生実態の解明 

目的 

昨年、県内各地の大豆で病害によると考えられる、

これまでにない早期落葉と、それに伴う減収が認めら

れ、壊滅的な被害を被った地域も生じた。そのため、

被害の発生した現地から、早期落葉の原因究明と対策

技術の確立が要望された。本課題では、早期落葉の原

因となる病害の特定を行う。 

方法 

8 月から 10 月に、県内のダイズほ場から収集したサ

ンプルについて、褐変の認められる葉柄基部及び莢を

対象として、常法により組織分離を行った。分離株は

PDA 平板上で培養後、胞子を洗い出し、接種源とした。

接種用植物は、サチユタカを、10 月に播種し、早期の

開花を避けるため、夜間電照を行って育成し、3～4 葉

期のものを供試した。接種菌株には、分生胞子を形成

した 22 菌株と子嚢胞子を形成した 19 菌株、及びその

他 2 菌株を用いた。接種方法は、コンタミを防ぐため

ダイズをポットごとポリ袋に入れ、袋の中で噴霧接種

を行った。接種後は 25℃の恒温器内で 24 時間侵入処

理を行い、その後、25℃設定の暖房条件下で管理した。

接種 5 または 7 日後と 14 日後に発病調査を行った。 

結果 

本年、最も早く早期落葉の報告があったのは、9 月

下旬で、美祢市秋芳であった。その後、田布施町や美

祢市西厚保、美祢市美東など、相次いで発生が報告さ

れた。サンプルから糸状菌を分離した結果、子のう殻

及び子嚢胞子を形成する 40 菌株、棍棒状の分生胞子を

形成する 19 菌株、その他 Fusariumu 属菌、Alternaria

属菌など、合計 87 菌株を分離した。これらの菌株をダ

イズに接種した結果、棍棒状の胞子を形成した菌株は

全て病原性を認めた。その他の株は、強い病原性を認

めなかった。病原性を持つ菌株は、接種 3～5 日後には

病徴が出現し、20 日後には病斑上にやや湾曲した棍棒

状の胞子を形成し、接種後約 1 か月で下葉の落葉が認

められた。本菌は、Corynespora cassiicola と考えら

れ、早期落葉の原因の主たるものはダイズ褐色輪紋病

によるものではないかと推察された。 

 

(2)葉枯性（落葉性）病害に対する有効薬剤の選定 

目的 

病原性の認められた糸状菌に対する有効薬剤のスク

リーニングを行う。 

方法 

ダイズに登録があり、当面の入手が可能な薬剤を用

い、培地上で菌糸伸長抑制能を調査した。薬剤は、ア

ミスター20 フロアブル剤他計 10 薬剤を供試した。検

定濃度は登録実用濃度の範囲で倍率の高い方を基準と

し、その 1/2 及び２倍濃度とした。検定培地は PDA 平

板とし、薬剤の添加は日植防協の耐性菌検定マニュア

ルに従った。効果判定に用いる菌株は、病原性確認試

験で発病度が 3～4 の強病原性で、平板上での生育良好

な 6 菌株とし、25℃・9 日間培養後、径 5 mm のコルク

ボーラーで打ち抜いて用いた。菌株は 3 株を 1 枚の平

板培地に置床し、3 反復した。培養は 25℃で行い、3

日後及び 5 日後に菌叢の直径を計測し、平均菌糸長と

無処理の菌叢の伸びに対する抑制率を求めた。 

結果 

検定の結果、最も菌糸伸長を抑制する効果が高かっ

たのは、トップジン M 水和剤、ベンレート水和剤、ゲ

ッター水和剤の 3 剤で、100％の生育抑制が認められ

た。その他の薬剤については、アミスター20 フロアブ

ル、ロブラール水和剤、シルバキュアフロアブル、サ

ンリット水和剤が平均生育抑制率 80％台であった。た

だし、アミスター20 フロアブルについては、99.4～85.8

まで、菌株によってやや感受性に差が認められた。 
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(3)紫斑病との体系防除のための有効薬剤の検定 

目的 

サチユタカにおいて紫斑病が増加していることか

ら、登録薬剤の効果を再検証するとともに、落葉性病

害との効果的な体系防除技術の組み立てのためのデー

タを得る。 

方法 

既登録で当面の入手が可能な薬剤を用い、培地上の

菌糸伸長抑制能を調査した。検定薬剤は、アミスター20

フロアブル剤他計 10 剤とした。検定濃度は登録の範囲

で希釈倍率の高い濃度を基準とした。培地作成及び検

定手順は日植防協の耐性菌検定マニュアルに従った。

供試菌株は、2017 年度に県内各地の紫斑粒から常法に

よって分離した 53 菌株とした。平板培養しコルクボー

ラーで打ち抜いた供試菌株 3 株を、シャーレ 1 枚に置

床し、3 反復した。培養は 25℃で行い、7 日後及び 27

日後に菌叢の直径を計測し、平均菌糸長と無処理の菌

叢の伸びに対する抑制率を求めた。 

結果 

検定に供した 53 菌株は、周南地域 12 菌株、柳井地

域 20 菌株、美祢地域 5 菌株、山口地域 15 菌株である。

薬剤無添加の培地上の 7 日後の平均菌糸長は、10.2

～14.2 mm であった。薬剤を添加したもののでは、ロ

ブラール、ベルクート、サンリット、シルバキュア、

ファンタジスタ、プロポーズでは、菌糸の生育は無処

理の約 30～50％程度で、地域差は認められなかった。

ベンレートおよびトップジン M では地域差および菌株

間差が顕著であった。また、アミスターは菌糸の伸び

は全体に少ないが、地域及び菌株間で差があり、耐性

菌の発達が示唆された。薬剤の中では、ゲッターのみ

がいずれの菌株に対しても菌叢の伸びが認められなか

った。 

 

73) 山口県におけるイネカメムシの多発生と防除対策

H30 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

溝部信二 

(1) イネカメムシの年次別・時期別発生推移 

目的 

近年、山口県においてイネカメムシの発生が増加し

ているため、発生推移を解析する。 

方法 

県内 6 か所の予察灯誘殺数を集計し、年次別発生量

を比較した。2017 年および 2018 年の県内 6 か所の予

察灯誘殺数を解析し、発生時期を調査した。県内 86

ほ場の出穂後にすくい取り調査を実施し、斑点米カメ

ムシ類に含まれるイネカメムシの捕殺数を調査した。 

結果 

イネカメムシの誘殺は 2010 年から認められ、誘殺数

は 2015 年以降増加した。イネカメムシの誘殺ピークは

7 月下旬と 8 月下旬の 2 山型となった。出穂後の水田

でのすくい取り調査において、イネカメムシは 2012

年以降確認されており、その割合は徐々に高くなった。 

 

(2) 被害状況の解析 

目的 

近年、山口県のイネにおいてイネカメムシの発生や

被害が増加している。2018 年に山口市大内において多

発生ほ場が認められたため、防除効果および収量への

影響を調査した。 

方法 

山口市大内の一般農家の 1 ほ場（箱施用後は無防除

ほ場、「ヒノヒカリ」、出穂日：8 月 29 日）において、

9 月 9 日、エチプロール水和剤 1,000 倍、クロチアニ

ジン水和剤 4000 倍、9 月 16 日、クロチアニジン水和

剤 4000 倍を動力噴霧機で 80 Ｌ／10a 散布した。2018

年 9 月 9 日、15 日、22 日（イネ出穂後前～成熟期）に

40 回振りすくい取りで斑点米カメムシ類の成幼虫数

をカウントした。10 月 8 日にほ場内 3 か所において稲

穂を 100 穂採集し、籾摺りした後に玄米重、粒径別の

重量を測定し、整粒歩合を算出した。全ての玄米を観

察し、被害部位（上部、中部、基部）別にカメムシ被

害粒数を計数した。無作為に抽出した 20 穂について不

稔粒率を算出した。 

結果 

9 月 9 日のすくい取り調査では、斑点米カメムシの 20

回あたりすくい取り虫数は、イネカメムシ成虫 175.0頭、

幼虫 10.0 頭と最も多く、次いでクモヘリカメムシ成虫

32.0 頭、幼虫 1.5 頭、ミナミアオカメムシ成虫 3.0 頭

であった。9 月 15 日（防除の 6 日後）のすくい取り虫

数は、イネカメムシ成虫 8.0 頭、クモヘリカメム成虫

2.0 頭であった。9 月 22 日（2 回目防除の 6 日後）に

は斑点米カメムシ類は捕殺されなかった。収穫期には、

不稔粒と考えられる直立した穂が認められた。不稔粒

率は平均 31.9％で、ばらつきが大きかった。穂毎の不

稔粒率調査では、一部の穂は高い不稔粒率となったこ

とから、集中加害したと考えられた。イネカメムシに

よると考えられる基部斑点米の被害粒率は 0.03％と

低かったが、収量は 450 kg／10a であった。イネカメ

ムシによる収量減が示唆された。 

 

74) 薬剤耐性菌・抵抗性害虫の診断技術の確立 

（チュウゴクナシキジラミの各種薬剤に対する薬剤

感受性） 

H30 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

岩本哲弥・河村俊和・本田善之 

目的 

薬剤感受性の低下が疑われるチュウゴクナシキジラ
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ミについて、ナシに登録剤の多いネオニコチノイド系

を主体に幼虫の感受性検定を行った。 

方法 

薬剤は、クロチアニジン水溶剤(2,000倍)、ニテンピラ

ム水溶剤(1,000倍)、チアメトキサム水溶剤(3,000倍)、

イミダクロプリド水和剤(1,000 倍)、スピネトラム水

和剤(5,000 倍)、トルフェンピラド水和剤(2,000 倍)、

シアントラニリプロール水和剤(2,500 倍)、スルホキ

サフロル水和剤(2,000 倍)を供試した。供試虫には、

山口市阿東町のナシ園で採集した幼虫から累代飼育し

た本害虫の 1～3 齢幼虫を用いた。ナシ葉を希釈液に 30

秒間浸漬後、乾燥させた。供試虫を 5 頭放飼した後、

マンジャーセルで固定し、オアシスに水挿しにした上

で 25℃・16L8D の恒温器内に静置した。ニテンピラム

水和剤については、機能性展着剤（ソルビタン脂肪酸

エステル・ポリオキシエチレン樹脂酸エステル。商品

名スカッシュ）加用区と無加用区を設け、効果の変化

について調査した。 

結果 

クロチアニジン水溶剤、ニテンピラム水溶剤、チア

メトキサム水溶剤、イミダクロプリド水和剤のネオニ

コチノイド系薬剤とトルフェンピラド水和剤は、感受

性の低下が疑われた。スピネトラム水和剤は効果に低

下は見られなかった。シアントラニリプロールの効果

は高かったが、スルホキサフロルは低かった。ソルビ

タン脂肪酸エステル・ポリオキシエチレン樹脂酸エス

テルをニテンピラムに加用すると、効果の向上が見ら

れた。 

 

75) コムギ黄斑病の発生生態の解明および防除法の確立 

H29-32 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

吉岡陸人・角田佳則 

(1) 化学的防除技術の確立 

目的 

コムギ黄斑病に対する出芽後の抵抗性誘導剤の防除

効果について検証する。また、シンジェンタジャパン

が開発中の種子コート剤の防除効果を確認する。 

方法 

抵抗性誘導剤の効果確認では、9 cm ポットに品種

「せときらら」を 6 粒播種し、昼間 25℃夜間 18℃設定

の温室で管理し、播種 7 日後の出芽揃い時に、イソチ

アニル(ルーチン粒剤 1 kg／10a)、プロベナゾール(オ

リゼメート粒剤 4 kg／10a)、ピラクロストロビン(シ

グナム WDG 1 kg／10a)を手散布した。薬剤処理 21 日

後に、104 個／mL の濃度に調製した胞子懸濁液 30 mL

を均一に噴霧接種し、24 時間 20℃湿室条件下とし、そ

の後は温室内で上からの灌水を避けて管理した。調査

は接種 7日後の 11月 7日に葉上に形成された病斑数を

計数した。また、種子コート剤 SYJ-287FS の試験は、

品種「せときらら」の種子 1 kg と薬液 3 mL を播種前

日にビニール袋内で塗抹し風乾したものを、11 月 20

日に、罹病わらをすき込んだほ場に播種した。）調査

は、播種 17 日後、29 日後、35 日後に、各区の中央部

1.5 m2の全株の発病と薬害の有無を調査した。 

結果 

抵抗性誘導剤のポット試験における薬剤の防除価は、

オリゼメート粒剤 40.9、シグナム WDG36.7、ルーチン粒

剤 16.5 の順であった。また、種子コート剤 SYJ-287FS

処理区は、無処理区に比べて最終調査時の発病株数はほ

ぼ同程度であったが、出芽率が高く、播種 35 日後の防除

価は 38.7 であった。 

 

(2) 品種抵抗性の確認 

目的 

西日本農研でコムギ黄斑病の抵抗性遺伝子を導入し

て育成された「ふくほのか」および各品種について抵

抗性を確認する。 

方法 

供試品種は、「せときらら」、「ふくほのか BC-5」

（従来品種）、「ふくほのか」（抵抗性遺伝子導入）、

「ミナミノカオリ」、「キヌヒメ」、「イワイノダイ

チ」、「関東 138 号」、「ふくさやか」、「チクゴイ

ズミ」、「農林 61 号」、「農林 26 号」、「Glenlea」、

「Catepwa」の 13 品種・系統。これらを 9 cm ポットに

7 粒播種して発芽後 5 株に調整し、3 連制で試験を行っ

た。ポットは昼間 25℃夜間 18℃で 4 葉期まで栽培し、

2019年 2月 21日に、病原菌の分生子懸濁液 1×10４個／mL

を 4 mL／ポット噴霧接種し、20℃24 時間、湿室・暗黒

処理し、その後は温室に移し株元かん水で栽培した。

接種 7 日後と 16 日後に、接種時展開葉上位 2 枚の発病

を調査した。 

結果 

「農林 26 号」、「ふくさやか」、「イワイノダイチ」、

「キヌヒメ」、「ふくほのか」(抵抗性遺伝子導入)は、褐

点型の病斑で止まった。また、「Glenlea」、「Catepwa」、

「農林 61 号」、「チクゴイズミ」、「ミナミノカオリ」、

「関東 138 号」、「ふくほのか BC5」（従来品種）、「せ

ときらら」は、病斑の拡大進展が認められた。 

 

76) その他委託試験等 

H28- 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

本田善之・岩本哲弥・河村俊和 

(1) クラレネット試験成績 2018-1 

目的 

近年、アザミウマ類の薬剤感受性が低下し、薬剤防

除以外のアザミウマ対策が求められている。2014 年の

試験で白寒冷紗の効果が高かったのは毛羽立ち有無が

影響していると考え、毛羽立ちのある寒冷紗と毛羽立
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ちのない SL 網との比較効果試験を行う。 

方法 

試験はセンター（山口市大内）内の 3 ほ場（32 号：

タマネギほ場に隣接、F4 ハウス周辺：キュウリ栽培ハ

ウスに隣接）、81 号：6 月播種のダイズほ場に隣接）

で、2018 年 9 月 19 日～10 月 18 日、19 日～31 日に実施

した。試験区は、①SL4200(0.4 mm)、②SL3200(0.6 mm)、

③SL2700(0.8 mm)、④ハイブリッド赤#300-HB（1.04 mm）、

⑤ハイブリッド黄色#300-HB（1.04 mm）、⑥ハイブリッ

ド#300-HB（1.04 mm）、⑦クレモナ寒冷紗(#100 1.4 mm)、

⑧防虫ネット(1.0 mm)、⑨無処理を設置し、各区 3 反

復実施した。円柱形のポリエチレンシール容器（直径

130 mm 高さ 125 mm，サナダ精工株式会社）を上下に 2

等分し、20 cm の間を開けて各ネットを巻き付け、害

虫の侵入を防止するため、ゴムテープを巻き付けて固

定した。内部に黄色粘着板（ホリバー黄色）を設置し、

網トラップを作成した。各トラップは地表 30 cm の高

さに 30 cm 間隔で設置した。各トラップはダンポール

で固定した。各トラップ内の黄色粘着板は、1 週間ご

とに交換し、実体顕微鏡下でアザミウマ類成虫数を種

別に計数した。 

結果 

本試験で発生したアザミウマ類の優占種はヒラズハ

ナアザミウマであった。本試験では寒冷紗の捕獲数が

少なく、ハイブリッド#300-HB (1.04 mm)の寒冷紗は S

L4200（0.4 mm）以上の侵入防止効果を示した。ハイブ

リッド赤色#300-HB は、白色のハイブリッド寒冷紗と

同等の侵入防止効果を示した。ハイブリッド黄色#300

-HB は、白色のハイブリッド寒冷紗と同等の侵入防止

効果を示した。ハイブリッド赤色#300-HB は日光、風

雨により退色した。ハイブリッド白色#300-HB では、

別試験でハウスのサイドに使用したところ破損が見ら

れ、耐久性に課題が残った。 

 

(2) クラレネット試験成績 2018-2 

目的 

近年、アザミウマ類の薬剤感受性が低下し、薬剤防

除以外のアザミウマ対策が求められている。2014 年の

試験で白寒冷紗の効果が高かったのは毛羽立ち有無が

影響していると考え、毛羽立ちのある寒冷紗と毛羽立

ちのない SL 網との比較効果試験を行う。 

方法 

＜試験 1＞ 

試験は、センター（山口市大内）内の 3 ほ場（32 号

:タマネギほ場に隣接、75 号:イネ科雑草地に隣接、81

号:6 月播種のダイズほ場に隣接）で、2018 年 3 月 20

日～4 月 26 日、27 日～5 月 2 日に実施した。試験区は、

①SL4200(0.4 mm)、②SL3200(0.6 mm)、③SL2700(0.8 mm)、

④SL2200(1.0 mm)、⑤防虫ネット(1.0 mm)、⑥ハイブ

リッド#300-HB（1.04 mm）、⑦クレモナ寒冷紗(#200 

2.10 mm)、⑧クレモナ寒冷紗(#100 1.4 mm)、⑨クレモ

ナ寒冷紗(#300 1.04 mm)レモンイエロー、⑩無処理を

設置し、各区 3 反復実施した。 

＜試験 2＞ 

試験は、センター（山口市大内）内の 3 ほ場（32 号：

タマネギほ場に隣接、F9 ハウス周辺：イチゴハウスに隣

接、81 号：6 月播種のダイズほ場に隣接）で、2018 年 5

月 2 日～8 日、8 日～14 日、14 日～24 日、24 日～29

日、29 日～6 月 8 日に実施した。試験区は、①SL4200

(0.4 mm)、②SL3200(0.6 mm)、③SL2700(0.8 mm)、④

エステル赤(1.0 mm)、⑤防虫ネット(1.0 mm)、⑥ハイ

ブリッド#300-HB（1.04 mm）、⑦クレモナ寒冷紗(#200 

2.10 mm)、⑧クレモナ寒冷紗(#100 1.4 mm)、⑨クレモ

ナ寒冷紗(#300 1.04 mm)レモンイエロー、⑩無処理を

設置し、各区 3 反復実施した。 

＜試験 1、2 共通＞ 

円柱形のポリエチレンシール容器（直径 130 mm 高さ

125 mm，サナダ精工株式会社）を上下に 2等分し、20 cm

の間を開けて各ネットを巻き付け、害虫の侵入を防止

するため、ゴムテープを巻き付けて固定した。内部に

黄色粘着板（ホリバー黄色）を設置し、網トラップを

作成した。各トラップは地表 30 cm の高さに 30 cm 間

隔で設置した。各トラップはダンポールで固定した。

各トラップ内の黄色粘着板は、1 週間ごとに交換し、実

体顕微鏡下でアザミウマ類成虫数を種別に計数した。 

結果 

本試験で発生したアザミウマ類の優占種はヒラズハ

ナアザミウマであった。試験１では、クレモナ寒冷紗

#100（1.4 mm）、#200(2.1 mm)、#300(1.04 mm)の捕獲

数が少なく、SL4200（0.4 mm）以上の侵入防止効果を

示した。試験 1 では、レモンイエローのクレモナ寒冷

紗は白色の寒冷紗と同等の侵入防止効果を示した。試

験 1 では、縦糸を SL に、横糸を寒冷紗にしたハイブリ

ット#300-HB はクレモナ寒冷紗と同等の侵入防止効果

を示した。試験 2 では、#100（1.4 mm）、#200(2.1 mm)、

#300(1.04 mm)のクレモナ寒冷紗は SL4200（0.4 mm）以

上の侵入防止効果を示した。試験 2 では、レモンイエロ

ー、エステル赤のクレモナ寒冷紗は白色のクレモナ寒冷

紗と同等以上の侵入防止効果を示した。試験 2 では、縦

糸を SL に、横糸を寒冷紗にしたハイブリット#300-HB は

クレモナ寒冷紗と同等の侵入防止効果を示した。 

 

(3) イチゴにおけるハイブリッド寒冷紗のアザミウマ

類侵入防止効果の確認 

目的 

近年、アザミウマ類の薬剤感受性が低下し、薬剤防

除以外のアザミウマ対策が求められている。2014 年の

試験で白寒冷紗の効果が高かったのは毛羽立ち有無が

影響していると考え、毛羽立ちのある寒冷紗と毛羽立

ちのない SL 網との比較効果試験をイチゴ施設におい
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て行う。 

方法 

試験は、センター（山口市大内）内のイチゴハウス 2

棟（39 m2）で、2017 年 3 月 9 日～6 月 6 日に実施した。

試験区は、①寒冷紗区（ハイブリッド#300-HB(1.04 mm)

をハウスサイドに設置）、②対照区（防虫ネット 1 mm

 をハウスサイドに設置）。両区とも、3 月 12 日と 3

月 28 日にマイトコーネフロアブル、サンクリスタル

を、4 月 20 日にモスビラン顆粒水溶剤を散布した。黄

色ホリバー（アリスタライフサイエンス（株）製）を

ハウスの内側の両サイドに 2 つずつ、高さ 1 m の位値

に設置した。トラップは 1 週間おきに回収し、アザミ

ウマ類の種類別頭数を実態顕微鏡下で計数した。各区

20 株×3 列、合計 60 株の花を見取り調査し、アザミウ

マ類の種別の成幼虫数ほ計数した。 

結果 

本試験で発生したアザミウマ類の優占種はヒラズハ

ナアザミウマであった。トラップ捕獲数は 5 月中旬以

降に増加した。寒冷紗区の総捕獲数は対照区の 1／3

以下と少なかった。花寄生数も 5 月中旬から増加し、5

月 22 日、29 日、6 月 6 日の寒冷紗区の花寄生数は対照

区と比較して同等であった。寒冷紗区では、4 月 19 日

に花寄生数が増加したが、これは 3 月上旬から侵入して

いた個体が増殖したと考えられた。このため、4 月 20 日

にモスピラン顆粒水溶剤を散布したが、生き残った個

体が増加して、5 月下旬のアザミウマ花寄生数に影響

したと思われた。 

 

(4) 密苗における農薬の側条施肥の効果 2018 

目的 

近年はトビイロウンカの発生が多い年があり、発生

要因の 1 つとして薬剤に対する抵抗性発達が問題視さ

れている。現在、箱剤では 6 月 20 日播種の場合、8 月

末に増殖するトビイロウンカに効果のある剤は無いた

め、多発時には散布剤の追加が必要となる。しかし、

薬剤抵抗性の発達により、効果的な散布剤が少ない状

態である。そこで、2013 年から新たに開発されたウン

カ類に残効が長く、効果の高いとされる箱剤のウンカ

類、ツマグロヨコバイに対する効果を確認し、将来的

なウンカ対策を検討する。本年度は密苗における側条

施用での効果を確認する。 

方法 

試験は、山口市大内センター内（91・92 号、2018

年 6 月 19 日～21 日移植、「ヒノヒカリ」9a）で、7

月 4 日～7 月 31 日に行った。品種は「ヒノヒカリ」、

播種：5 月 22 日、出穂期 8月 25 日、播種量：360 g／箱

（催芽籾）。移植は、6 月 7 日に機械幼苗移植、栽植

密度：30 cm×17 cm、10a／12 箱（密苗）とした。試

験区は、①ビルダーフェルテラチェス粒剤（移植時側条

施用 1 kg／10a）、②ビルダーフェルテラゼクサロン粒

剤（移植時側条施用 1 kg／10a）、③フェルテラゼクサ

ロン箱粒剤（移植時側条施用 1 kg／10a）、④Dr.オリゼ

アドマイヤー箱粒剤（移植時側条施用 1 kg／10a）、⑤

KUM-1501 箱粒剤（移植時側条施用 1 kg／10a）、⑥ビ

ルダーフェルテラチェス粒剤（箱施用 50 g／箱）、⑦無

処理を設置した。試験区は 1 区 61.5 m2（4.１×15.0 m）

2 連制で 1 区 2 か所を調査した。各 12 株について成虫

・幼虫別に見取り調査した。なお、薬害調査を移植前

日と試験の調査日に肉眼で観察した。 

結果 

セジロウンカに対する効果は、トリフルメゾピリム

を含む②ビルダーフェルテラゼクサロン粒剤、③フェ

ルテラゼクサロン箱粒剤、⑤KUM-1501 箱粒剤で高く、

ほとんど発生が見られなかった。④Dr.オリゼアドマイ

ヤー箱粒剤では若干の成虫が認められたが、効果は高

かった。①ビルダーフェルテラチェス粒剤 移植時側条施

用は移植 47 日後で無処理の約半分の幼虫が確認され、⑥

ビルダーフェルテラチェス粒剤 箱施用 50 g／箱でも、

約半分の幼虫が確認された。ツマグロヨコバイに対す

る効果は、トリフルメゾピリムを含む②ビルダーフェ

ルテラゼクサロン粒剤、③フェルテラゼクサロン箱粒

剤、⑤KUM-1501 箱粒剤で高かった。④Dr.オリゼアド

マイヤー箱粒剤もトリフルメゾピリムを含む剤と同等

の効果が認められた。①ビルダーフェルテラチェス粒

剤 移植時側条施用は移植 47 日後で無処理の約半分の

幼虫が確認された。⑥ビルダーフェルテラチェス粒剤 

箱施用 50 g／箱は、無処理の 1／4 の幼虫が確認され

た。チェス剤を含む剤は、側条施用にすることで、箱

施用より、セジロウンカでは同等、ツマグロヨコバイ

では同等以下の効果となった。側条施用にした場合、

薬剤の吸収が低くなる可能性が考えられた。 

 

77）植物防疫法に係る病害虫防除所業務 

(1) 指定有害動植物発生予察対策 

H24- 

ア ヒメトビウンカのイネ縞葉枯ウイルス保毒虫検定 

資源循環研究室発生予察グループ 

畑中 猛・唐津達彦・小田裕太 

目的 

発生予察情報の参考とするため、コムギ（飛来前）お

よび水稲（飛来後）で採集したヒメトビウンカの RSV 保

毒虫率の検定を実施する。 

方法 

供試虫は、2018 年 5 月に 11 地点の小麦ほ場、8～9

月に 29 地点の水田ですくいとり調査により虫を採集

し、冷蔵保存後、検定した。検定は、簡易 ELISA 法に

より実施した。 

結果 

5月下旬のコムギほ場での 20回すくい取り（飛来前）

での成幼虫数は 38.1 頭(平年 42.0 頭)で平年並みであ
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った。 

コムギほ場で出穂後採取したヒメトビウンカ（飛来

前）の RSV 保毒虫率は 1.7％で平年(3.5％)に比べやや

低かった。 

水稲ほ場で出穂後採取したヒメトビウンカ（飛来後）

の RSV 保毒虫率は 2.4％でコムギほ場で出穂後採取し

たヒメトビウンカ（飛来前）と同様に低かった。 

巡回調査（86 ほ場、各ほ場 25 株調査）では、縞葉

枯病の発生は確認できなかった。 

 

(2) 指定外有害動植物発生予察対策 

資源循環研究室発生予察グループ 

唐津達彦・小田裕太 

目的 

国が指定する指定有害動植物以外の重要病害虫につ

いて、県内の発生消長を調査する。 

方法 

月 2 回、巡回調査等により発生状況を調査した。 

結果 

2019年 3月 7日、コムギ黄斑病の技術資料を発表した。 

 

(3) 農薬耐性菌・抵抗性害虫の診断技術の確立 

S54- 

ア ダイズ紫斑病菌の薬剤感受性検定 

資源循環研究室発生予察グループ 

小田裕太・唐津達彦・谷崎司 

目的 

ダイズ紫斑病防除薬剤の EBI 剤とストロビルリン系

殺菌剤について、耐性菌の発生状況を確認し、防除指

導の基礎資料とする。 

方法 

2017 年 10 月～11 月に、山口県内の巡回調査ほ場か

ら、収穫期のダイズの莢を無作為に一か所あたり 100

莢収集し、乾燥後に莢を分解して紫斑粒を採集した。

また、農林事務所等から紫斑粒の提供を受けた。紫斑

粒は病斑部分の種皮を切り取って 70％エタノールと 1％

次亜塩素酸ナトリウムで表面殺菌を行った後、PDA 培

地（クロラムフェニコール含有）に静置し、紫斑病菌

を分離した。 

〔検定方法〕 

イミベンコナゾール剤とアゾキシストロビン剤の感

受性検定培地の有効成分濃度は 100 ppm とした。なお、

アゾキシストロビン含有培地には没食子酸 n-プロピル

（最終濃度 4mM）をジメチルスルホキシド（DMSO.最終

濃度 0.25％）に溶解してから添加した。対照は、薬剤

無添加の PDA 培地を用いた。 

得られた紫斑病菌株を径 9 cm のシャーレに分注し

た PDA 平面培地に移植し、25℃、暗黒条件の恒温器内

で 10 日間培養した。十分に生育した菌叢の内縁部を、

直径 5 mm のコルクボーラーで打ち抜き、得られた菌叢

ディスクを前述の薬剤添加培地に置床した。25℃、暗

黒条件下で培養し、4 日後に菌糸の生育の有無を調査

した。 

結果 

菌糸が伸長したものの割合は、イミベンコナゾール

剤処理区では 100％、アゾキシストロビン剤処理区で

は 32.2％であり、これらの菌株が耐性菌であることが

疑われた。 

イ ナシ黒斑病菌の薬剤感受性検定 

資源循環研究室発生予察グループ 

唐津達彦・谷崎司・小田裕太 

目的 

ナシ黒斑病防除薬剤のストロビルリン剤と EBI 剤に

対する耐性菌の発生状況を確認し、防除指導の基礎資

料とする。 

方法 

2018 年 6～9 月に、3 市 4 ほ場からナシ黒斑病に罹病

した葉、果実を採取し、常法により本病菌を分離した。

分離菌を野菜ジュース寒天培地に移植し、12 時間周期

で BLB を照射して分生子を形成させた後に、単胞子分

離によって得られた本病菌 50 菌株を供試した。 

クレソキシムメチル：有効成分濃度が 0、1、10、100 

ppm となるようにクレソキシムメチルを添加した PDA

（クレソキシムメチル添加 PDAには没食子酸 n-プロピ

ル最終濃度 1mM 加用）に、PDA で培養した供試菌の菌

叢を直径 4 mm のコルクボーラーで打ち抜いて作成し

た菌叢ディスクを、菌叢面を下にして置床した。25℃

で 3 日間培養後、菌叢生育量（mm）を計測し、0 ppm

に対する各濃度の割合を算出した。100ppm におけるこ

の値が 80％以上の菌を耐性菌とした。 

ジフェノコナゾール：有効成分濃度が 0、1 ppm となる

ようにジフェノコナゾールを添加した PDA に、上記と

同様に作成した菌叢ディスクを、菌叢面を下にして置

床した。24℃で 3 日間培養後、菌叢生育量（mm）を計

測し、0 ppm に対する 1 ppm の生育合を算出した。こ

の値が 50％以上の菌を耐性菌とした。 

結果 

クレソキシムメチル剤耐性ナシ黒斑病菌の発生ほ場

率は 75.0％で、株率は 26.0％であった。 

ジフェノコナゾール剤耐性ナシ黒斑病菌は認められ

なかった。 

 

(4) ミバエ類の侵入警戒トラップ調査（侵入警戒病害

虫調査） 

資源循環研究室発生予察グループ 

東浦祥光 

目的 

侵入警戒害虫であるミバエ類について、県内におけ

る発生の有無を調査する。 

方法 
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2018 年 4 月～11 月に県内 10 か所に 2 種類のトラッ

プを設置し、毎月誘殺された虫を調査した。 

結果 

侵入警戒対象とされているミバエ類の発生は認めら

れなかった。 

 

(5) ナシ火傷病調査（侵入警戒病害虫調査） 

資源循環研究室発生予察グループ 

唐津達彦 

目的 

侵入警戒病害であるナシ火傷病について、県内のナ

シ栽培産地における発生の有無を調査する。 

方法 

2018 年 4 月と 5 月に 4 市 10 ほ場において、1 園あた

り 40 樹について、本病の発生状況を調査した。 

結果 

本病の発生は認められなかった。 

 

(6) PPV（ウメ輪紋ウイルス）調査 

資源循環研究室発生予察グループ 

唐津達彦 

目的 

侵入警戒病害である PPV（ウメ輪紋ウイルス）につ

いて、県内における発生の有無を調査する。 

方法 

2018 年 6 月に県内 16 ほ場において、見取り調査及び

葉のサンプリングを行って神戸植物防疫所へ送付した。 

本病の発生は認められなかった。 

 

(7) キウイフルーツかいよう病調査 

資源循環研究室発生予察グループ 

唐津達彦 

目的 

キウイフルーツかいよう病について、県内における

発生の有無を調査する。 

方法 

2018 年 4～6 月に県内 3 ほ場において、見取り調査

を行った。 

結果 

1 ほ場で発生が認められた。 

 

(8) 病害虫防除所運営 

資源循環研究室発生予察グループ 

畑中 猛・唐津達彦・東浦祥光 

・谷崎 司・小田裕太 

目的 

県内で新たに発生した病害虫の調査を実施した。 

方法 

農林水産事務所等からの情報や持ち込まれた検体に

ついて調査した。 

結果 

ブラックベリーにおいてムナブトヒメスカシバを、

デンドロビウムにおいてチャノキイロアザミウマ在来

系統を確認し、特殊報を発表した。 

 

78) イチゴＩＰＭ実践指標の策定 

(1) 高濃度炭酸ガス処理によるイチゴ苗のハダニ類防

除の現地実証試験 

H30 

資源循環研究室発生予察グループ 

畑中 猛 

目的 

ハダニ類はイチゴの重要害虫であり、近年増加傾向

であるが、特にナミハダニは農薬に対する抵抗 

性の発達による防除効果の低下が問題となっている。

そのため、高濃度炭酸ガスによるイチゴ苗のハダニ類

防除について検討し、総合的病害虫管理（IPM)技術を

確立する。 

方法 

2018 年 9 月 3 日～5 日、山口市佐山のイチゴ「かお

り野」において、高濃度炭酸ガス処理と天敵（ミヤコ

カブリダニ）導入による防除効果試験を実施した。高

濃度炭酸ガス処理は、アグリクリーナーⓇ（村井式イ

チゴ苗炭酸ガス処理ハダニ防除システム）を使用し、

炭酸ガス濃度 60％で約 22 時間処理した。天敵放飼は、

2018 年 11 月 16 日、ミヤコカブリダニのバンカーシー

ト（商品名；ミヤコバンカ－）100 パック／10ａを設

置した 

調査は、9 月 3 日、処理前のイチゴ苗 200 株の全葉

について、ハダニ類を計数した。また、定植後に月に

2 回、イチゴ 50 株の 3 葉について、ハダニ類とカブリ

ダニ類を計数した。 

結果 

被覆内の最低気温は 1 回目、2 回目、3 回目がそれぞ

れ 26.6℃。25.5℃、23.6℃となり、（株）アグリクリ

ニック研究所のマニュアルの基準気温（25℃以上）は

概ね確保できた。処理前のイチゴ苗では、ハダニ類は

認められなかった。本ぽにおける調査では、慣行区の

調査株外の株でのみハダニ類の発生を確認した。カブ

リダニ類は確認できなかった。ハダニ類以外の害虫の

発生状況は、ハスモンヨトウが 9月 28日に炭酸ガス（天

敵なし）区において、アブラムシ類が炭酸ガス施用し

た 2 区で認められた。アザミウマ類はすべての区で散

見されたが、3 月以降増加した。 

 

79) 輸出植物検疫協議迅速化対策 

(1) 植物検疫上問題となる病害虫発生状況の全国 

調査（落葉果樹害虫）  

H30 

資源循環研究室発生予察グループ 
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東浦祥光 

目的 

植物検疫上問題となる落葉果樹の 6 害虫（モモシン

クイガ、スモモヒメシンクイ、リンゴコシンクイ、ナ

シマダラメイガ、ブドウホソハマキ、オウトウショウ

ジョウバエ）につき山口県における文献上の発生記録

確認と発生確認調査を行い、今後の防除対策等の基礎

資料とする。 

方法 

5 害虫について病害虫発生予察事業年報等の県公文

書または学術誌における各害虫の記録を調査した（モ

モシンクイガは全年度実施済み）。 

モモシンクイガについて、萩市小川(ナシ・リンゴ

園)、山口市大内長野(ナシ・リンゴ・モモ園)、山口市

阿東徳佐（リンゴ園）、周南市須金(ナシ園)において

専用フェロモンによるフェロモントラップ（以下 PT）

調査を実施した。 

スモモヒメシンクイについて、萩市小川(ナシ・リン

ゴ園)、山口市大内長野(ナシ・リンゴ・モモ園)、山口

市阿東徳佐(リンゴ園)、周南市須金(ナシ園)、柳井市

大畠(スモモ園)において専用フェロモンによる PT 調

査を実施した。 

リンゴコシンクイについて、萩市小川(ナシ・リンゴ

園)、山口市大内長野(ナシ・リンゴ・モモ園)において、

ナシヒメシンクイ用フェロモンによる PT 調査を実施

した（混獲が知られているため）。 

ナシマダラメイガについて、萩市小川（ナシ・リン

ゴ園）、山口市大内長野(ナシ園)において、専用フェ

ロモンによる PT 調査を実施した。また、3 月下旬、5

月下旬、9 月下旬の巡回調査時に、越冬芽、幼果、秋

芽において、幼虫を調査した。 

ブドウホソハマキについて、6～7 月に山口市大内長

野、防府市牟礼、周南市須金のブドウ園において、果

房において幼虫を調査した。また、5～8 月上旬に県内

6 地点(下関市清末、宇部市楠町、山口市大内氷上、山

口市大内長野、萩市大井、岩国市玖珂)の予察灯による

捕獲の有無を確認した。 

オウトウショウジョウバエについて、6 月に山口市

大内長野のブルーベリー園より果実を持ち帰えり、羽

化後に本虫を調査した。 

結果 

文献調査で山口県の記録が認められたのは、ナシマ

ダラメイガ、ブドウホソハマキ、オウトウショウジョ

ウバエのみであった。 

モモシンクイガは萩市小川の PT で捕獲され、2010

年の山口県病害虫防除所情報記録簿に残る同地点の記

録が再確認された。 

スモモヒメシンクイは山口市阿東の PT に捕獲され、

山口県に分布することが判明した。 

リンゴコシンクイは萩市、山口市（阿東、大内長野）、

周南市で捕獲され、山口県に分布することが判明した。

萩市と大内長野ではナシヒメシンクイ PT で捕獲され

たが、阿東と周南市ではスモモヒメシンクイ PT の捕獲

虫に混獲された。 

ナシマダラメイガは PT でも巡回調査でも確認され

なかった。 

ブドウホソハマキは果実調査では確認されず、宇部

市の予察灯において 6 月に捕獲された。 

オウトウショウジョウバエは山口市においてブルー

ベリー果実からの羽化が確認された。 

 

(2) 外部形態によるナシヒメシンクイフェロモントラ

ップ捕獲物の精査 

資源循環研究室発生予察グループ 

東浦祥光 

目的 

ナシヒメシンクイ PT（以下「ナシヒメ PT」）にはター

ゲット外の近縁種が混獲されることが知られており、こ

の知見を根拠に近縁種のリンゴコシンクイ(Grapholita 

inopinata)の全国分布調査にナシヒメ PT が用いられ

ている。そのため、ナシヒメ PT に捕獲される種類を、

一度精査しておく必要がある。そこで、粘着板に付着

した段階から判定を試み、それ以降のどの作業段階で

判定が可能か検討を行う。 

方法 

ナシヒメシンクイと判定する基準として、駒井(1976)

等に示される♂後翅後縁の淡色紋を構成する淡色鱗片

（他の部分より色が薄く、細長い）の有無および♂交

尾器を用いた。体長 8 mm 程度までで総体的に黒褐色の

ナシヒメシンクイと疑われる個体のみを検討した。粘着

板は概ね 1 か月に一度ルアー交換と共に回収し、5℃の冷

蔵庫に保管して 12 月に形態観察を行った。ナシヒメ PT

は萩市上小川（ナシ・リンゴ混植園）に 2018 年 3 月 30

日～11 月 5 日に設置し、概ね 1 か月に 1 度回収した。 

ア 剥離前の判定 

前翅を閉じて付着した個体は、実体顕微鏡下でピン

セットを用いて前翅端の会合部を破り、後翅鱗片を観

察した。前翅を開いたて付着した個体は、そのまま後

翅鱗片の確認を行った。この段階で淡色鱗片が観察で

きた個体はナシヒメシンクイと判定し、後に一部を剥

離して追加確認を行った。 

イ 乾燥後展翅前の判定 

剥離前判定が不可能な個体は個別剥離を行い、バイ

アル瓶内のヘキサンで粘着剤を除去した後に乾燥させ、

実体顕微鏡下で後翅鱗片の観察を行った。 

ウ 軟化展翅後の判定 

剥離乾燥後も判定不能な個体は、密閉性の高いプラ

スチック箱に氷酢酸を浸した綿花と共に入れて数時間

軟化させた後、展翅して鱗片観察を行った。 

エ 交尾器観察による判定 
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軟化展翅後も判定不能な個体は、腹部を取り外して

交尾器を観察した。 

結果 

萩市上小川のナシ・リンゴ混植園に 4～10 月に設置

したナシヒメ PT に捕獲されたナシヒメシンクイと疑

われる個体のうち、ナシヒメシンクイは 224 個体、そ

れ以外の種が 12 個体（うちリンゴコシンクイ 1 個体）

であった。ナシヒメシンクイ以外の種が捕獲されたの

は 4 月が最も多く 10 個体、9 月が 2 個体であった。 

全期間を通し、判定ができた段階は、剥離前が 154

個体、乾燥後展翅前が 44 個体、軟化展翅後が 25 個体、

交尾器観察が 13 個体であった。 

今回の事例において、ナシヒメ PT によるナシヒメシ

ンクイ捕獲効率は高く、5 月以降の他種混獲はほぼ問

題にならないレベルであると考えられる。4 月は紛ら

わしい種が捕獲された上、後翅の淡色鱗片が少なく交

尾器観察に至ったナシヒメシンクイ個体も見られ、今

後の精査が必要である。 

 

５ 柑きつ振興センター 

80) 夏季の高温に起因するカンキツの果皮障害軽減技

術の確立 

H28-30 

柑きつ振興センター 

中村友香・西岡真理 

 

(1) 果皮障害の発生実態の把握 

ア 発生に及ぼす果実表面温度の解析 

目的 

カンキツにおける日焼けの発生しやすい時期と温度

を明らかにする。 

方法 

シートマルチ栽培の「宮川早生」26 年生を供試した。

電熱線にアルミテープを貼り、温度調節器（アズワン

社製 TXN-400）、ボルトスライダー（山菱電機株式会

社製 TYPE V-130-5）を用い、40℃、45℃、50℃の温

度で、処理時間を 1、3、5 時間とし、各温度と各処理

時間の組み合わせを果皮表面に処理した。処理は、8

月（2018 年 8 月 8 日～8 月 26 日）と 9 月（9 月 11 日

～26 日）の 2 時期に行った。調査は、処理部を達観調

査した。試験は 1 区 3 果 1 反復で実施した。 

結果 

8 月処理区は、45℃では 1、3、5 時間、50℃では 1、

3、5 時間の条件で日焼けが発生した。処理温度が高く、

処理時間が長くなるほど、日焼けの程度は大きかった。

9 月処理区では、40℃では 3、5 時間、45℃では 1、3、

5 時間、50℃では 1、3、5 時間の条件で日焼けが発生し

た。以上の結果から、日焼けは、果皮表面温度が 40℃で

3 時間以上になると発生し、果皮の成熟が進むほど発

生しやすくなるなることが示唆された。 

 

(2) 発生要因の解明 

ア 強日照下の果実における黒点病の感染時期お

よび感染メカニズムの特定 

目的 

極早生・早生ウンシュウでは、果実上面で強日照が

当たる部位に激しい黒点症状（以下「陽光面黒点症状」）

が発生し、等級落ちの要因となっている。そこで、そ

の発生要因を明らかにする。 

方法 

「宮川早生」を供試した。2018 年 8 月 14 日までは

慣行防除を行い、以降は無防除とした。2018 年 10 月 5

日に、葉片法で培養したカンキツ黒点病菌（Diaporthe 

citri）の柄胞子を 10^6 spores／mL に調整し、1 果に

つき、直射日光の当たる陽光面と、直射日光の当たら

ない日陰面の 2 か所に接種した。接種には、パッチテ

スト用テープ「パッチテスタートリイ（鳥居薬品）」を

用い、直径 9 mm のパッチにそれぞれ菌懸濁液を 40μL

滴下し、果皮に貼りつけた。接種後の果実は、水分を

含んだ布と一緒にポリ袋で包み、4 日間湿室条件に保

った。調査は、収穫直前の 11 月 5 日に、接種部分にお

ける黒点病の発病度を調査した。発病程度は、0（無）、

1（少）、3（中）、5（多）の 4 段階とし、一般社団法

人日本植物防疫協会の調査基準に準じて発病率および

発病程度を算出した。 

結果 

陽光面における黒点病発病度は 65.3 で、日陰面にお

ける発病度 20.0 より大きいことから、陽光面黒点症状

の多発の一要因として、陽光面の果皮において黒点病

の感受性が高くなったと考えられた。 

 

(3) 軽減対策の確立 

ア 樹冠散布剤による軽減方法の確立 

(ｱ) 炭酸カルシウム水和剤の濃度の違いや水和硫

黄フロアブルの混用による日焼け軽減効果 

目的 

日焼けによる果皮障害軽減効果が認められる炭酸カ

ルシウム水和剤の処理濃度および水和硫黄フロアブル

剤との混用効果を明らかにする。 

方法 

シートマルチ栽培の「宮川早生」26 年生を供試し、

以下の①～④の試験区を設けた。 

試験区：①炭酸カルシウム水和剤（炭酸カルシウム

95.0％）（25 倍）、②炭酸カルシウム水和剤（50 倍）、

③炭酸カルシウム水和剤（100 倍）、④炭酸カルシウ

ム水和剤（25 倍）＋水和硫黄フロアブル（硫黄 52.0

％）（500 倍）、⑤無処理 

2018 年 7 月 24 日および 8 月 29 日に各処理区に薬剤

を散布した。10 月 13 日に、樹冠赤道部の 40～50 果に

ついて、日焼けの発生程度を 0～4 の 5 段階指数で調査
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した。試験は 1 区 1 樹 3～5 反復で実施した。 

結果 

試験区①～④では、日焼け発生率は 8.5～13.5％で、

無処理区の 27.2％と比較して日焼けの発生を抑制し

たが、炭酸カルシウム水和剤の濃度の違いによる差は

認められなかった。また、水和硫黄フロアブル剤の混

用による効果の向上は認められなかった。 

(ｲ) 炭酸カルシウム水和剤の白斑除去方法 

目的 

果実に付着した炭酸カルシウム水和剤の除去方法を

検討する。 

方法 

〔試験 1〕樹上散布後の洗浄における白斑除去程度の

確認 

現地ほ場の「宮川早生」6 年生を供試し、2018 年 7

月 23 日および 8 月 30 日に炭酸カルシウム水和剤（25

倍）を散布した。10 月 25 日に収穫した果実を、11 月

1 日に JA 山口大島柑橘選果場の選果ラインで水洗、ブ

ラッシングおよび鮮度保存被膜剤塗布し、白斑の残留

程度を調査した。 

〔試験 2〕散布直後の洗浄における白斑除去程度の確認 

2018 年 12 月 4 日に、収穫後のウンシュウミカンに、

以下の異なる濃度の炭酸カルシウム水和剤を散布し、

風乾した。 

試験区：炭酸カルシウム水和剤 25 倍、50 倍、100

倍、250 倍、500 倍、1,000 倍、2,000 倍 

12 月 5 日に、JA 山口大島柑橘選果場の選果ラインで

水洗、ブラッシングおよび鮮度保存被膜剤塗布し、白

斑の残留程度を調査した。 

結果 

〔試験 1〕樹上散布後の洗浄における白斑除去程度の

確認 

炭酸カルシウム水和剤（25 倍）を散布 56 日後に収

穫した場合、洗浄後に白斑は残らなかった。 

〔試験 2〕散布直後の洗浄における白斑除去程度の確認 

炭酸カルシウム水和剤 25 倍～250 倍を散布し、直後

に洗浄した結果、いずれの濃度とも果実に白斑が残っ

た。一方、500 倍～2,000 倍の濃度では、白斑は残らな

かった。 

以上の結果から、炭酸カルシウム水和剤 25 倍液は、

収穫 60 日前程度に散布すれば、選果時に白斑が除去さ

れ、通常出荷が可能であることが判明した。 

イ 着果実管理による日焼け果軽減効果の検討 

目的 

摘果方法の違いが日焼けの発生に及ぼす影響を調査

する。 

方法 

シートマルチ栽培の「宮川早生」26 年生を供試し、

樹冠表層摘果区（陽光面の果実を摘果し、葉裏に位置

する果実を残す摘果方法）と通常摘果区を設置した。

2018 年 8 月 7 日～23 日に、樹冠表層摘果区は、樹冠表

層の果実や内なりの小玉果実を摘果し、通常摘果区で

は、内なり果を中心に摘果した。試験は、1 区 1 樹 5

反復とした。 

10 月 13 日に、樹冠赤道部の 40～50 果について、日

焼けの発生率を調査した。 

結果 

樹冠表層摘果区では、日焼けの発生率は 15.7％で、

通常摘果区の 27.2％と比較して、日焼け果の発生を有

意に抑制した。 

ウ 各種軽減対策の組合せ実証 

目的 

近年の夏秋期における高温により、ウンシュウミカ

ンおよび中晩柑においても日焼け果の発生が増加して

いる。そこで、炭酸カルシウム水和剤の散布と樹冠表

層摘果の日焼け軽減効果を実証する。  

方法 

シートマルチ栽培の「宮川早生」26 年生を供試し、

以下の①～④の試験区を設けた。 

試験区：①炭酸カルシウム水和剤（25 倍）＋樹冠表

層摘果、②炭酸カルシウム水和剤（25 倍）＋通常摘果、

③無散布＋樹冠表層摘果、④無散布＋通常摘果 

①および②は、2018 年 7 月 24 日および 8 月 29 日に

炭酸カルシウム水和剤（25 倍）を散布した。また、8

月 7 日～23 日にかけて、①および③は樹冠表層摘果、

②および④は慣行摘果を行った。試験は 1 区 1 樹 4～5

反復で実施した。 

10 月 13 日に、樹冠赤道部の 40～50 果について、日

焼けの発生程度を 0～4 の 5 段階指数で調査した。11

月 14 日に収穫し、着色程度、糖度およびクエン酸含量

を調査した。 

結果 

7 月下旬および 8 月下旬における炭酸カルシウム水

和剤（25 倍）の 2 回散布と樹冠表層摘果は、慣行栽培

（無散布＋通常摘果）と比較して、早生ウンシュウミ

カンの日焼けをそれぞれ 50％、41％抑制した。また、

両技術を組み合わせることで、慣行栽培と比較して、

日焼けを 74％抑制した。なお、着色、糖度、クエン酸

は、処理区間の差は認められなかった。 

エ 強日照下の果実における黒点病の防除対策 

目的 

極早生・早生ウンシュウは、果実上面で強日照が当

たる部位に激しい黒点症状（以下「陽光面黒点症状」）

が発生し、等級落ちの要因となっている。そこで、適

切な防除方法を検討する。 

方法 

「宮川早生」を供試した。2018 年 8 月 14 日まで慣

行防除を行い、その後、マンゼブ水和剤の散布濃度お

よび散布間隔の異なる以下の 5 試験区を設け、9 月 19

日または 26 日まで防除を行った。 
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試験区：①600 倍・高頻度（前回散布から 15 日後ま

たは累積降水量 150 mm おき）、②600 倍・通常頻度（前

回散布から 30 日後または累積降水量 200 mm おき）、

③400 倍・高頻度、④400 倍・通常頻度、⑤無処理 

2018 年 10 月 5 日に、葉片法で培養したカンキツ黒点

病菌（Diaporthe citri）の柄胞子を 10^6 spores／mL

に調整し、1 果につき、直射日光の当たる陽光面と、直

射日光の当たらない日陰面の 2 か所に接種した。接種

後の果実は、水分を含んだ布と一緒にポリ袋で包み、4

日間湿室条件に保った。調査は、収穫直前の 11 月 5

日に、接種部分における黒点病の発病度を調査した。

発病程度は、0（無）、1（少）、3（中）、5（多）の

4 段階とし、一般社団法人日本植物防疫協会の調査基

準に準じて発病率および発病程度を算出した。 

結果 

陽光面黒点症状の発病度は、いずれの処理区におい

ても、無処理区より低く抑えられたが、処理区間の差

は認められなかった。ただし、本年は陽光面黒点症状

の発生が極少であったため、多発年において再試験を

行う必要がある。 

 

81) せとみ（ゆめほっぺ）の生産拡大に向けた熟期促

進技術等の開発 

H29-32 

柑きつ振興センター 

中島勘太、岡崎芳夫 

(1) 熟期促進技術の開発 

ア 樹体乾燥ストレスの付与による糖度向上、着色促進 

目的 

結実方法の違いと樹体水分ストレスの付与が、糖度

向上および着色促進に及ぼす影響を検討する。 

方法 

［試験１］半樹結実法の摘果時期の違いが果実品質に

及ぼす影響 

センター内水田埋立造成ほ場の「せとみ」（「興津

早生」を中間台木として 2005 年に高接更新）を供試し

て、以下の試験区を設定した。①半樹結実 6 月下旬粗

摘果区（8 月下旬に仕上げ摘果）、②半樹結実 8 月上

旬摘果区、③慣行結実区（6 月下旬粗摘果、8 月上旬仕

上げ摘果）とし、半樹結実の着果量は慣行の 1.5 倍量

とした。なお、半樹結実とは、樹冠を東西に 2 分割し

て一方を全摘果する方法である。試験区は１区１樹 3

反復とした。また、袋かけについて 20 果／樹程度無袋

果を設定し、有袋果との果実品質を比較した。収穫は

2019 年 1 月 24 日に行い、果実分析は 1 月 24 日、収量

および階級調査は 1 月 25 日に行った。 

[試験２]半樹結実法の摘果程度の違いが果実品質に及

ぼす影響 

センター内水田埋立造成ほ場の「せとみ」（「興津

早生」を中間台木として 2005 年に高接更新）を供試し

て、次の試験区を設定した。①半樹結実 1.5 倍量区、

②半樹結実 2.0 倍量区、③慣行結実区とし、試験区は

1 区 1 樹 3 反復とした。①②の粗摘果は 6 月下旬、仕

上げ摘果は 8 月上旬とした。 

本試験においても試験 1と同様に 20果／樹程度無袋

果を設定し、果実品質を比較した。 

収穫は 2019 年 1 月 24 日に行い、果実分析は 1 月 24

日、収量および階級調査は 1 月 25 日に行った。 

［試験３］半樹結実法とフィガロン乳剤の樹冠散布と

の組み合わせが果実品質に及ぼす影響 

センター内の「せとみ」16 年生を供試して、以下の

試験区を設定した。①半樹＋フィガロン乳剤 2,000 倍

区（処理時期：8 月下旬・9 月中旬）、②慣行＋フィガ

ロン乳剤 2,000 倍区（処理時期：8 月下旬・9 月中旬）

③半樹＋無処理区、④慣行＋無処理区。 

試験区は 1 区 1 樹 4 反復とし、試験樹は無袋とし、そ

のうち 20 果／樹程度有袋果を設定し、果実品質を比較

した。 

半樹結実区の遊休部は 6 月下旬に全摘果し、フィガ

ロン乳剤は 8 月 31 日と 9 月 19 日に処理した。半樹結

実区は慣行区の 1.5 倍量を結実させ、摘果時期は 6 月

下旬～7 月中旬に粗摘果、7 月下旬～8 月上旬に仕上げ

摘果を行った。 

収穫と収量調査は 2019 年 1 月 10 日に行い、果実分

析は 1 月 9 日に行った。 

[試験４]樹体乾燥ストレス(潅水時期)が果実品質に及

ぼす影響 

移動上屋の「せとみ」8 年生を供試し、以下の試験

区を設定した。①前期弱乾燥区（樹体水分ストレス-0.7

～-0.9MPa）、②前期強乾燥区（樹体水分ストレス-0.9

～1.1MPa）、③全期湿潤区（-0.5MPa～-0.7MPa）。乾

燥ストレスは 7 月下旬～9 月にかけて行い、10 月～11

月はすべての試験区を湿潤処理とした。午前 0 時にプ

レッシャーチャンバー法による樹体水分ストレスを測

定して、潅水の間隔を調査した。なお、試験区は 1 区

1 樹 4 反復とした。 

収穫は 2019 年 1 月 23 日に行い、果実分析は 1 月 30

日に行った。 

［試験５］シートマルチ短期被覆が果実品質に及ぼす

影響 

センター内水田埋立造成ほ場の「せとみ」15 年生を

供試し、シートマルチ被覆時期が果実品質に及ぼす影

響を検証するため、以下の試験区を設定した。①8～9

月被覆区、②10～11 月被覆区、③8～11 月被覆区、④

無処理区で、試験区は 1 区 1 樹 3 反復とした。シート

マルチは中国製紙工業㈱製「美味シ～ト」を敷設した。

袋かけについては試験１と同様に 20 果／樹程度無袋

果を設定し、果実品質を比較した。 

2019 年 1 月 23 日に収穫し、1 月 30 日に果実分析を

行った。 
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結果 

［試験１］半樹結実法の摘果時期の違いが果実品質に

及ぼす影響 

樹冠容積あたりの収量および果数は慣行区に比べ

て、6 月下旬摘果区、8 月上旬摘果区とも少なかった。

なお、半樹結実の摘果時期の違いによる収量の差は認

められなかった。また、L・2L 階級比、1 果平均重は区

間の差は認められなかった。そして、今年度は冬期の

気温が高く推移したため、各区とも収穫時期にはほぼ

完着で、半樹結実による着色促進効果は判然としなか

った。 

収穫時の糖度およびおクエン酸含量は慣行区に比べ

て、8 月上旬摘果区で高かった。これは有袋、無袋と

もに同様の傾向が認められた。貯蔵後(3 月 11 日)の糖

度、クエン酸含量ともほぼ同等で、着色はいずれの区

もほぼ完着であり、区間の差は認められなかった。 

[試験２]半樹結実法の摘果程度の違いが果実品質に及

ぼす影響 

樹冠容積あたりの収量および果数は、処理区は慣行

区より少ない傾向にあったが、摘果量の違いによる差

は認められなかった。階級割合は、L・2L は慣行区が

最も高く、次に 1.5 倍量区、2 倍量区と着果量が多い

ほど小さくなった。それに伴い 1 果平均重も着果量が

多いほど小さくなった。今年度は冬期の気温が高く推

移したため、各区ともほぼ完着となり、区間の差は認

められなかった。 

収穫時の糖度は各区 13.7～14.1 とほぼ同等であっ

たが、クエン酸含量は慣行区 1.38％に対して、２倍量

区で 1.49％と高い傾向にあった。これは有袋無袋とも

同様であった。着色は各区ともほぼ完着となり区間の

差は認められなかった。 

貯蔵後(3月 11日)の糖度およびクエン酸含量の差は

認められなかった。 

［試験３］半樹結実法とフィガロン乳剤樹冠散布の組

み合わせが果実品質に及ぼす影響 

樹冠容積あたりの収量および果数は、慣行区と比べ

て半樹で少なかった。フィガロン処理による果実品質

の差は認められなかった。区間による階級と 1 果均重

の差は認められなかった。着色は各区ともほぼ完着と

なり区間の差は認められなかった。 

［試験４］樹体乾燥ストレス(潅水時期)が果実品質に

及ぼす影響 

樹冠容積あたりの収量と果数は、区間の差は認めら

れなかった。L・2L 階級、1 果平均重とも区間の差は認

められなかった。 

収穫時の果実品質は湿潤区で糖度 14.6、クエン酸含

量 1.60％に対して、弱乾燥区で糖度 14.7、クエン酸含

量 1.81％、強乾燥区で 15.8、クエン酸含量 1.89％と

ストレスがかかるほど高糖高酸となった。今年度は冬

期の気温が高く推移したため、着色の差は認められな

かった。果皮色値は湿潤区 0.389 に対し、弱乾燥区

0.396、強乾燥区 0.405 とストレスが強いほど高くなっ

た。貯蔵後(3 月 11 日)の糖度は各区ともゆめほっぺ基

準の 13.5 をクリアしたが、クエン酸含量については、強

乾燥区で 1.48％と、基準の 1.35％以下にならなかった。 

以上から 7 月下旬～9 月に乾燥ストレスを付与する

と果実品質は向上するが、強乾燥では減酸が遅れて出

荷はできなくなるため、水管理は弱乾燥ストレスがか

かる程度にとどめ、栽培基準にある 10 日間降雨がない

場合には潅水を行うことが望ましい。 

［試験５］シートマルチ短期被覆が果実品質に及ぼす

影響 

樹冠容積あたりの収量と果数は、無処理区に比べて

処理区で多かった。階級は無処理区と 8～9 月被覆区で

L・2L が約 90％となったが、10 月～11 月被覆区と、8

～11 月被覆区は M 階級以下が多くなった。 

収穫時の糖度は各区、無袋有袋とも 14度程度だったが、

クエン酸含量は無処理区と 8 月～11 月被覆区で 1.7％と

高い傾向にあった。貯蔵後(3 月 11 日)の糖度は各区とも

差は認められず、8 月～11 月被覆区ではクエン酸含量が

有袋で 1.50％、無袋で 1.39％とやや高かった。 

 

(2)ツボミタマバエの防除対策の確立 

目的 

「せとみ」の蕾を食害するミカンツボミタマバエに

よる落蕾が多発して、裏年の樹では着果不足に到る園

地も認められている。そのため、ツボミタマバエ被害

の防止に効果のある薬剤を選抜する。 

方法 

センター内の「せとみ」14 年生を供試し、下記の試 

験区を設定し、蕾が 1～5 mm 時の 2018 年 5 月 1 日に薬

剤を樹冠散布した。 

①スタークル顆粒水溶剤 2,000 倍、②モスピラン顆

粒水溶剤 4,000 倍、③キラップ J 水和剤 3,000 倍、④

テルスターフロアブル 6,000 倍、⑤無処理、なお、試

験区は 1 区 1 樹 3 反復とした。5 月 9 日、17 日～18 日

の 2 回、樹冠下に落ちている蕾を採収し、子房への食

害および幼虫の寄生を調査した。 

結果 

スタークル顆粒水溶剤 2,000 倍およびモスピラン顆

粒水溶剤 4,000 倍区は、無処理と比較して、ミカンツ

ボミタマバエへの防除効果は高く、「せとみ」の落蕾

を防ぎ、着果安定に有効と考えられた。 

 

82) 「南津海シードレス」の施設栽培拡大に向けた栽

培技術の確立 

H29-33 

柑きつ振興センター 

西岡真理・中村友香 

(1) わい性台木・中間台利用技術の開発 
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ア わい性台木（ヒリュウ台）の利用 

目的 

収穫期が 4 月以降となる「南津海シードレス」は、

寒害や鳥害を回避するために施設栽培が有効である。

しかし、既存施設（棟高 4 m）では高所作業での施設

管理や多額の施設導入費が必要であるため、低軒高施

設栽培の導入を検討している。そこで、低軒高施設栽

培が可能となるコンパクトな樹冠維持のために、わい

性台木の利用が樹体の生育に及ぼす影響を調査する。 

方法 

水田埋立造成園地に設置した棟高 4 m の高軒高ハウ

ス（慣行）および棟高 3.3 m の低軒高ハウスに植栽した

カラタチ台、ヒリュウ台の「南津海シードレス」（2017

年 4 月 1 年生定植）を供試した。定植後毎年 12～1 月

に、幹周（接木部の 5 ㎝上部）、台木周（接木部の 2 ㎝

下部）、樹冠容積（7 掛け法）を調査した。試験は、1

区 1 樹 11 反復とした。なお、定植後は慣行管理とし、

定植 2 年目まで未結果とした。 

結果 

樹高は、定植 1 年目も 2 年目もヒリュウ台区がカラ

タチ台区に比べて有意に低かった。樹冠容積も同様に

ヒリュウ台区が小さかった。なお、1 年目は施設軒高

による差は認められなかったが、2 年目では低軒高ハ

ウスのカラタチ台区が高軒高ハウスの同区と比べて

生育が大きかった。 

ヒリュウ台区の幹周は、定植 1 年目はカラタチ台区

と比べて小さく、2 年目にはその差はより拡大した。 

幹周／台木周比は、ヒリュウ台区がカラタチ台区と

比べて有意に小さかったが、施設軒高による差は認め

られなかった。 

以上の結果から、「南津海シードレス」におけるヒ

リュウ台の利用は、カラタチ台と比べて生育を大きく

抑制する。ただし、定植後 2 か年の結果であるため、

生育および果実品質に及ぼす影響について継続して

調査する必要がある。 

イ 中間台探索 

目的 

収穫期が 4 月以降となる「南津海シードレス」は、

寒害や鳥害を回避するために施設栽培が有効である。

しかし、既存施設（4 m）では高所作業での施設管理や

多額の施設導入費が必要である。そこで、低軒高施設

栽培が可能となるコンパクトな樹冠維持のために、樹

勢の異なる中間台の利用が樹体の生育に及ぼす影響を

調査する。 

方法 

水田埋立造成園地露地栽培の「南津海シードレス」

を供試した。なお、2017 年 5 月 2 日に強樹勢品種として

「青島温州」を、弱樹勢品種として「ゆら早生」（2017

年 4 月 2 年生定植）を中間台として、それぞれ中間台

長 30 ㎝および 10 ㎝の位置に「南津海シードレス」を接

木した。接木後毎年 12～１月に幹周（接木部の 5 ㎝上

部）、中間台幹周（接木部の 2 ㎝下部）、樹高を調査

した。試験は、1 区 1 樹 5～6 反復とした。なお、接ぎ

木後は慣行管理とし、接木 2 年目まで未結果とした。 

結果 

樹高は、「ゆら早生」区が「青島温州」区に比べて

小さい傾向で、中間台長 30 ㎝区では、「ゆら早生」

区が「青島温州」区より有意に低かった。 

幹周は、「ゆら早生」区が「青島温州」区に比べて

小さい傾向で、接木 2 年目では「青島温州」区、「ゆ

ら早生」区とも、中間台長 30 ㎝区が 10 ㎝区より小さ

くなった。 

以上の結果から、中間台として弱樹勢の「ゆら早生」

を利用することは、接木後の生育抑制に有効であり、

中間台長が長いほど、その抑制効果は高くなると示唆

された。しかし、接木後 2 か年の結果であるため、生

育および果実品質に及ぼす影響を継続して調査する必

要がある。 

 

83) β-クリプトキサンチンの供給源となる国産カン

キツの周年供給技術体系の実証 

H28-30 

柑きつ振興センター 

西岡真理・岡崎芳夫・中島勘太・中村友香 

(1) 「せとみ」における長期貯蔵技術 

目的 

晩生カンキツ「せとみ」の出荷時期は、現在 3 月上

旬から 4 月上旬と限られているが、生産量拡大への対

応や、県ブランド基準である「ゆめほっぺ」基準（完

着、糖度 13.5 度以上、酸度 1.35％以下）に達しない

果実が基準を満たすために、長期貯蔵による出荷期間

の延長を目指している。 

そこで、採収時の酸度別あるいは着色程度別に貯蔵期

間中の果実品質の推移を調査し、最適な貯蔵条件および

出荷時期を明らかにする。また、平成 29 年度に JA 山口

大島が馴化室を兼備した大型冷蔵貯蔵施設を整備した

ため、夏季の出庫時における結露や果皮障害を軽減す

る昇温馴化処理技術について、現地実証する。 

方法 

［試験１］酸高果実の最適出荷時期の解明 

2018 年 1 月中旬に採収した「せとみ」果実を、クエ

ン酸含量 1.8％程度の高酸果区と、1.5％程度の中酸果

区に選別し、減量歩合 3％の予措後、裸果あるいはフ

ィルム個包装で、2 月 2 日から 7 月 23 日まで恒温恒湿

庫（8℃、90％）に貯蔵した。 

果汁内容は、採収時（1 月中旬）と貯蔵開始時（2

月 2 日）、貯蔵中（3 月 2 日、3 月 29 日、4 月 27 日、

5 月 25 日、6 月 22 日、7 月 23 日）に調査した。減量

歩合は、3 月 2 日から 7 月 23 日まで、萎凋等の果皮障害

は、3 月 29 日から 7 月 23 日まで 4 週間毎に調査した。
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なお、試験は、容量 31.3L（486 mm×329 mm×202 mm）

のコンテナに 1 区 30 果～50 果入れて、各試験区 4 反

復で行った。 

［試験２］着色遅延果の最適出荷時期の解明 

2018 年 1 月中旬に採収した「せとみ」果実を、採収

時の着色歩合によって、1～3 分区、4～6 分区、7～9

分区に選別した。その後、減量歩合 3％の予措後、裸

果で、2 月 5 日から 5 月 1 日まで常温貯蔵と、恒温恒

湿庫（8℃、90％）に貯蔵した。なお、常温貯蔵は、

容量 31.3L（486 mm×329 mm×202 mm）のコンテナに

果実を入れ、貯蔵シートを被覆した。試験は 1 区 10

果 3 反復で行った。 

着色歩合は、貯蔵開始日から 2 週間間隔で調査した。

なお、糖度およびクエン酸含量は、貯蔵開始時の 2 月

5 日と、4 月 2 日、4 月 16 日、5 月 1 日に調査した。 

［試験３］長期貯蔵「せとみ」果実の夏季出荷時にお

ける馴化処理技術の現地実証 

2018 年 1 月中旬に収穫した「せとみ」果実を、減量

歩合 3％の予措後、ポリエチレンの微細孔フィルムで

個包装し、容量 31.3 L（486 mm×329 mm×202 mm）のコ

ンテナに 50 果程度入れ、2 月中旬から恒温恒湿庫（8℃、

90％）に貯蔵した。そして、7 月中旬に JA 山口大島の

大型冷蔵貯蔵施設に搬送し、同条件下（8℃、90％）で

貯蔵を継続した。その後、馴化室を使用した馴化処理

区と、無処理区を設定した。 

馴化処理区は、8月 8日から 1日毎に 8℃・90％→15℃

・75％→22℃・60％→29℃・60％に昇温処理し、8 月 10

日に 29℃・60％下に置いた。一方、馴化無処理区は、

8 月 10 日に、8℃・90％から出庫直ちに 29℃・60％下

に置いた。なお、出庫後の形態は、貯蔵時の個包装の

ままとし、両区とも 29℃・60％の状態で出庫 5 日後と

12 日後に果皮障害を調査した。なお、試験は 1 区 50

果程度 3 反復とした。 

結果 

［試験１］酸高果実の最適出荷時期の解明 

クエン酸含量は、高酸果区および中酸果区とも、概

ね 0.1～0.2％／月で減酸した。高酸果区は貯蔵 8 週間

後に、中酸果区では貯蔵 4 週間後に、「ゆめほっぺ」

基準となる 1.35％以下となった。 

糖度は、高酸果区は採収時の糖度が 14.9 度と高いこ

とから、高酸果区の個包装区では 7 月下旬でも「ゆめ

ほっぺ」基準である 13.5 度以上を満たした。中酸果区

の個包装区では、5 月以降、糖度は緩やかに低下した。 

果実の減量歩合は、フィルム個包装区では 0.3％／

月であったが、裸果区では、5 月下旬に 10％程度減量

した。 

貯蔵中の果皮障害は、高酸果区の裸果貯蔵において、

こはん症が 3 月下旬から発生し始め、高酸果および中

酸果区とも、5 月下旬には個包装区と比べて有意に多

くなった。また、萎凋は、高酸果および中酸果区とも、

裸果区において、果実の減量が 10％を超えた 5 月下旬

以降から発生し始め、その後増加した。 

以上の結果から、温度 8℃、湿度 90％の恒温恒湿庫

における「せとみ」果実の貯蔵において、4 月下旬ま

での短期貯蔵であれば裸果でも可能である。一方、5

月から 7 月下旬にかけての長期貯蔵では、果実の減量

および果皮障害軽減のために、微細孔フィルムでの個

包装を必要とする。なお、7 月下旬までの長期貯蔵に

おいては、出荷時に「ゆめほっぺ」基準を満たすこと

と、食味が良好であることから、採収時の糖度および

クエン酸含量の高い果実が、長期貯蔵用果実として適

していると考えられる。 

［試験２］着色遅延果の最適出荷時期の解明 

7～9 分区の果実は、貯蔵 6 週間（3 月 19 日）で、4

～6 分区は貯蔵 8～10 週間（4 月 2 日～16 日）で、1

～3 分区では貯蔵 10～12 週間（4 月 16 日～5 月 1 日）

でほぼ完着した。 

減量歩合は、常温貯蔵で 4 月 2 日以降、急速に進み、

4月 16日には常温区の減量歩合は、10％程度となった。

果皮の萎凋は、4 月 16 日に常温区で発生が認められ、

5 月 1 日には大幅に増加した。 

着色遅延果は、貯蔵開始時の糖度が低い傾向であっ

たが、常温貯蔵は 8℃貯蔵に比べて減量の進行が早く、

貯蔵中に糖度が上昇した。ただし、採収時の着色歩合

が低い果実ほど、糖度は低い傾向であった。 

以上の結果から、着色遅延果が完着に達するには、

常温貯蔵あるいは温度 8℃、湿度 90％の恒温恒湿庫貯

蔵ともに、7～9 分着色果では 6～8 週間（3 月中下旬）、

4～6 分着色果では 8～10 週間（4 月上中旬）、1～3 分

区では 10～12 週間（4 月中下旬）の貯蔵期間が必要と

なる。したがって、7～9 分着色果は、糖度の上昇が認

められ、かつ萎凋が発生する以前に完着に達するた

め、常温貯蔵が可能である。6 分以下の果実は、常温

貯蔵では、完着に達するまでに、果皮の萎凋が発生す

ることから、恒温恒湿庫での貯蔵を必要とする。また、

着色遅延果は、採収時点で低糖であり、さらに、貯蔵

中の糖度上昇が小さい傾向にあるが、「せとみ」基準

での生果出荷は可能である。 

［試験３］長期貯蔵「せとみ」果実の夏季出荷時にお

ける馴化処理技術の現地実証 

出庫時の結露は、馴化処理区は認められなかったが、

無処理区では出庫直後にフィルムの外側に結露が発生

し、出庫 5 日後には個包装内に結露の発生が認められた。 

出庫 5 日後と 12 日後の果皮障害は、無処理区で腐敗

とこはん症の発生が多く、正果率は馴化処理区と比べ

て低かった。 

以上の結果から、JA 山口大島が整備した大型冷蔵貯

蔵施設を活用した馴化処理の実証試験では、8℃以下で

の昇温馴化処理が、結露の発生抑制と、腐敗およびこ

はん症の発生軽減に有効である。 
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84) ウイルス無毒化運営・原母樹管理 

柑きつ振興センター 

中村友香・西岡真理 

「せとみ」1,000 g、「南津海シードレス」500 g の

穂木を配布した。 

 

85) スマートマルドリを活用したカンキツの少水・低

コスト型マルドリシステムの構築 

H29-32 

柑きつ振興センター 

岡崎芳夫、中島勘太、西岡真理 

(1) 基盤整備園などに対応した少水・低コスト型マル

ドリシステムの構築 

目的 

本県産地の大規模経営体に適したスマートマルドリ

(IoT 対応型マルドリシステム)技術を構築するため、

安価な液肥や少水型チューブを実用化することで、低

コスト省力化を実現する。 

ア 既存システム導入園での基礎データ収集 

方法 

柑きつ振興センターほ場に設置したマルドリと周防

大島町久賀地区の団地型マルドリ、同町安下庄地区の 

マルドリ栽培園において、運用方法およびトラブルに

ついて、調査した。 

結果 

最も多かったトラブルは電磁弁の故障で液肥が止ま

らなかったり、施用されなかったりと、コストや樹勢

に影響を与えた。電磁弁の電池切れで液肥が施用され

ないこともあった。また、フィルターの汚れで流量が

減少し、液肥の量が減少する事例も多い。そのため、

スマートマルドリにおいては、モニタリング機能を整

備し、異常があれば通知するアラート機能も必要であ

る。 

イ 品種に応じた少量多頻度潅水技術の確立(チュ

ーブの種類) 

方法 

センター内水田埋立造成ほ場の「せとみ」（「興津

早生」を中間台木として 2005 年に高接更新）およびシ

ートマルチ栽培「興津早生」28 年生を供試して、次の

試験区を設定した。①少水型チューブ潅水 1 日 1 回区

(以下「少水型 1 日 1 回区」：１回の潅水時間 20 分)、

②少水型チューブ 1日 2回区(以下「少水型 1 日 2 回区」

：１回の潅水時間 10 分)、③慣行型チューブ 1 日 1 回

区(以下「慣行区」：1 回の潅水時間 10 分)、④慣行施肥

区(「せとみ」のみ 30 ㎏／10a)。液肥の濃度は 150ppmと

し、10aあたりの年間窒素施用量は「せとみ」15 ㎏／10a、

「興津早生」12.5 ㎏／10a とする。試験区は 1 区 1 樹

4 反復とした。 

収穫は 2019 年 1 月 24 日に行い、果実分析は 1 月 24

日、収量調査は 1 月 25 日に行った。 

「興津早生」は 10 月 30 日に収穫、収量調査、10 月

25 日に果実分析を行った。 

結果 

「せとみ」の樹冠容積あたりの収量および果数は、

少水型 1 日 2 回区は他の処理区と比べて多かった。果

実品質は全区とも糖度は 13.6～13.9、クエン酸含量が

1.45～1.56％と差は認められなかった。 

「興津早生」では樹冠容積あたりの収量および果数

は処理区間の差は認められなかった。果実品質も糖度

12.2～12.5、クエン酸含量は 0.85～0.94％で処理区間

の差は認められなかった。 

ウ 品種に応じた少量多頻度潅水技術の確立(液肥

の種類) 

方法 

センター内水田埋立造成ほ場の「せとみ」15 年生を

供試して、次の試験区を設定した。①くみあい液肥 1

号施用区、②味の素社液体硫安施用区、③慣行施肥区

（30 ㎏／10a）。潅水チューブは慣行型チューブを用

い、液肥の濃度は 150 ppm とし 1 日 1 回 10 分程度施用

した。試験区は 1 区 1 樹 4 反復とした。 

2018 年 10 月 11 日に樹一本あたり東西南北の無着果

新梢を一本ずつ採取し、その中の中庸な葉を 5 枚取り、

1 樹あたり 20 枚、1 区あたり 4 樹合計 80 枚を 1 サンプ

ルとし、資源循環研究室土壌環境グループの住友化学

社製 NC アナライザーで葉中全窒素濃度を分析した。 

「せとみ」収穫は 2019 年 1 月 21 日に行い、果実分

析は 1 月 21 日、収量調査は 1 月 25 日に行った。 

結果 

葉中窒素濃度は、くみあい液肥 3.27％、慣行施肥

3.34％と比較して、味の素液体硫安が 3.48％とやや高

くなった。 

樹冠容積あたりの収量は慣行施肥 1.2 ㎏／m3と比較

して、味の素液体硫安と、くみあい液肥は 1.4 ㎏／m3

と多く、果数も慣行施肥区 7.4 果/㎥と比較して 8.0

果／m3と多くなった。果実品質は全区とも糖度 13.7～

13.8、クエン酸含量 1.48～1.55％と処理区間の差は認

められなかった。 

 

(2) スマートマルドリを活用するため、テレモニタリ

ング、テレマネジメント機能の実用化 

目的 

スマートマルドリ(IoT 対応型マルドリシステム)技

術を構築するため、モニタリングや遠隔操作の具体的

な手法を検討し、実用化をめざす。 

結果 

システム内に各種センサーを配置することにより、

システム内の液肥や水の状態をモニタリングした。さ

らに、LPWA の通信規格を用いることにより、広域での

通信環境を構築することとし、スマートマルドリシス
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テムの試作機を柑きつ振興センターほ場内に設置し

た。今後、システムのモニタリングと遠隔操作を確認

し、実用化を図る。 

 

86) 柑きつ優良品種系統の育成選抜 

S51- 

柑きつ振興センター 

中島勘太・西岡真理・田村彰士・大久保吉和 

(1) ウンシュウミカン系統適応性試験 

目的 

県内から新系統を収集・導入し、本県の栽培条件 

に適した中生系統を選抜する。 

方法 

①供試系統：山本系、廣岡系 対 照：南柑 20 号 

②高接年次・試験区 

2015 年に普通温州を中間台として大津式一挙更新

法で更新した。1 系統 1 枝（主枝または亜主枝）、2

反復とした。土壌管理・施肥法は慣行（県基準）に従

った。 

結果 

今年度は着花量が非常に少なく 11 月に糖度 11 度に

達した系統は認められず、対照の「南柑 20 号」が 10.

1 度と最も高く、「廣岡系」及び「山本系」は 9.8 度

とやや低かった。一方、減酸は、対照の「南柑 20 号」

が最も早かった。 

 

(2) 中晩生カンキツ類系統適応性試験 

目的 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構

果樹茶業研究部門（以下「果樹茶業研究部門」）の育

成系統をはじめ、主要な中晩生柑きつの新品種系統を

収集・導入して、本県での適応性を検討する。 

方法 

果樹茶業研究部門が育成した第 11 回育成系統適応

性検定系統の樹体特性、果実特性を調査した。 

・興津 67 号（はれひめ×興津 56 号） 

・口之津 52 号(津之輝×ありあけ) 

結果 

本県における系統適応性を評価した。なお、2019 年

8 月に開催される令和元年度果樹系統適応性検定試験

成績検討会において各関係機関と協議の予定である。 

 

87) カンキツにおける果実品質向上効果の検討 

H30 

柑きつ振興センター 

西岡真理 

目的・方法 

民間企業の依頼により、次の調査を実施した。①「南

柑 20 号」を供試して、リン酸剤の樹冠散布による糖度向

上効果を調査した。②「宮川早生」を供試して、カルシ

ウム剤の樹冠散布による日焼け果および浮皮の発生に及

ぼす影響を調査した。③「せとみ」を供試して、カルシ

ウム剤の樹冠散布による裂果抑制効果を調査した。 

 

88) カンキツの苗木における生育促進効果の検討 

H30 

柑きつ振興センター 

西岡真理 

目的・方法 

民間企業の依頼により、「せとみ」の苗木を供試し

て、液状保水材の潅注処理が生育に及ぼす影響を調査

した。 

 

89) カンキツにおける着色促進、果実品質向上効果に

及ぼす影響 

H30 

柑きつ振興センター 

中島勘太 

目的・方法 

民間企業の依頼により、下記の調査を実施した。 

①「興津早生」を供試して、カルシウム＋リン酸剤の

樹冠散布による着色促進および浮皮軽減効果を調査し

た。②「はるみ」を供試して、カルシウム＋リン酸剤

の樹冠散布による果皮障害軽減および果実品質向上効

果を調査した。 

 

90) 総合的なミカンバエ防除へ向けた新規防除技術の

開発 

H27-32 

柑きつ振興センター 

岡崎芳夫・中島勘太・河村康夫 

(1) 卵・弱齢幼虫防除方法の開発 

ア ミカンバエにおけるヨウ化メチルくん蒸の感受

性比較試験 

(ｱ) ミカンバエ卵におけるヨウ化メチルくん蒸寄

生果実のくん蒸効果の解析 

目的 

カンキツ輸出促進の障壁となるミカンバエにおい

て、ミカンバエ寄生果でのヨウ化メチル（以下「MI」）

くん蒸処理が有効であり、その処理基準の確立が求め

られている。しかし、ミカンバエの態、齢での MI くん

蒸の最耐性が未解明であることから、（一社）日本く

ん蒸技術協会（以下「日くん協」）でミカンバエの卵、

若齢幼虫、老熟幼虫を MI くん蒸し、感受性が最も低い

生育ステージを確認する。 

方法 

現地耕作放棄園において、ミカンバエ産卵痕が 

認められる果実に随時、印を付けて、2018 年 8 月 6、1

4、23 日に採収した。それぞれ、MI 30 g／m3用 35 果、

MI 50 g／m3用 35 果、無処理 30 果、計 100 果を発砲ス
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チロールに入れて、クール便で日くん協に送付し、併

せて、生育ステージ調査用果実を 25℃に設定した昆虫

飼育室で保管した。日くん協で 8 月 9、16、23 日にく

ん蒸され、返送された果実を微細孔フィルム（P プラ

ス）に 10～15 果ずつ入れて、20℃に設定したインキュ

ベーターで 10 月 1 日まで保管した。また、8 月 9、16、

23 日のくん蒸日に、保管していた果実を 20 果ずつ、10

月 1 日に返送された果実を切開して、生育ステージと

卵、幼虫数を確認した。 

結果 

くん蒸日の切開調査では、生育ステージはいずれ 

も卵の状態であり、55～77％の果実でミカンバエの寄

生が認められた。10 月１日の切開調査では、8 月 16

日くん蒸の無処理 2 果で 3 齢幼虫 1 頭ずつ、1 果で 2

齢幼虫 1 頭の計 3 頭の生存が確認された。一方、MI 3

0 g／m3、MI 50 g／m3処理はいずれも幼虫は確認でき

なかった。なお、8 月 9、23 日のくん蒸処理 

では処理区、無処理区とも生存虫は確認できなかっ 

た。 

(ｲ) ミカンバエ若齢幼虫におけるヨウ化メチルく

ん蒸 

目的 

ミカンバエの態、齢での MI くん蒸の最耐性が未解明

であることから、日くん協でミカンバエの卵、若齢幼

虫、老熟幼虫を MI くん蒸し、ミカンバエの卵、若齢幼

虫、老熟幼虫での感受性が最も低い生育ステージを確

認する。 

方法 

現地耕作放棄園において、ミカンバエ産卵痕確認 

果を 9 月 10、17、25 日に採収し、卵調査と同様に、9

月 13、20 日くん蒸分はクール便で、27 日くん蒸分は

常温で日くん協に送付し、生育ステージ調査用の果実

は 20℃に設定した昆虫飼育室で保管した。日くん協で

MI くん蒸され、返送された果実をタッパーに移し、20℃

に設定した昆虫飼育室で 10 月 10 日まで裸果の状態で

保管した。また、9 月 13、20、27 日のくん蒸日に、採

収後に保管していた 20 果ずつ、10 月 10 日に返送され

た果実をを切開して、生育ステージと卵および幼虫数

を確認した。 

結果 

くん蒸日の切開調査で、確認できた幼虫 44 頭すべ

て、実体顕微鏡での観察が必要な大きさであることか

ら若齢幼虫であることが確認できた。若齢幼虫へのく

ん蒸処理は、無処理区は、生存幼虫が確認できたが、

処理区では確認できなかったことから、若齢幼虫では

MI 30 g／m3および MI 50 g／m3、15℃ 2 時間処理での

感受性は高いと考えられた。 

(ｳ) ミカンバエ老熟幼虫におけるヨウ化メチルく

ん蒸 

目的 

ミカンバエの態、齢での MI くん蒸の最耐性が未解明

であることから、日くん協で MI くん蒸し、ミカンバエ

の卵、若齢幼虫、老熟幼虫での感受性が最も低い生育

ステージを確認する。 

方法 

現地耕作放棄園において、10 月 10、17、25 日にミ

カンバエ寄生果を採収し、常温で日くん協に送付した。

日くん協で MI くん蒸され、返送された果実は MI くん

蒸 5～8 日後に切開調査して、齢ごとに生存、苦悶、死

亡を確認した。切開調査後、MI くん蒸処理 10 日後ま

で、生存虫はスライスした果実を入れたシャーレで飼

育し、死亡の有無を確認した。 

結果 

老熟幼虫では、MI 30 g／m3・2h、MI 50 g／m3・2h

処理とも処理 10 日後においても生存虫が確認された

ことから、卵や若齢幼虫に比べて、老熟幼虫の感受性

が最も低く、老熟幼虫を用いて大規模試験を実施する

ことが可能と考えられた。 

イ 処理基準確立のための大規模殺虫試験 

(ｱ) 箱詰め果実のヨウ化メチルくん蒸 

目的 

平成 31 年から実施する大規模殺虫試験として日く

ん協において、出荷箱でのくん蒸処理を行い、その殺

虫効果を調査する。 

方法 

現地耕作放棄園において、2018 年 11 月 26 日にミカ

ンバエ寄生果を採収して、31×21×37cm（容量 10kg）の

出荷箱に入れ、MI 50 g／m3･3h 用 3 箱、MI 60 g／m3･

3h 用 3 箱、無処理用 2 箱、計 8 箱を日くん協に送付した。 

日くん協において、果実から脱出していた幼虫を取り除

き、内容量 0.25 m３の箱詰め果実くん蒸設備を使用し、1

1月 30日に MI 50 g／m3･3h、12月１日には MI 60 g／m3･

3hで箱ごとくん蒸処理した。 

12 月 3 日に返送された箱を開封して、MI くん蒸区は果

実を取り出して平型コンテナに入れた。さらに、ハウス

用ビニールを敷いて水を入れたコンテナの上に、MI くん

蒸果を入れたコンテナを置き、水に落ちた脱出虫を確認

した。無処理区は 1 果ずつプリンカップに入れて、脱出

虫を調査した。2019 年 1 月 4 日に無処理区、翌 5 日に

MI くん蒸区の果実を切開し、幼虫の生死を調査した。 

結果 

出荷箱ごと MI くん蒸処理した結果、MI 50 g／m3・3h、

MI 60 g／m3・3h とも脱出虫は認められなかった。切

開調査でも、両処理ともすべて死虫と確認できたこと

から、大規模試験において MI 50 g／m3・3h 処理で対

応できると考えられた。 

(ｲ) ウンシュウミカンにおけるヨウ化メチルくん

蒸による果実への障害 

目的 

平成 31 年から実施する大規模殺虫試験として、日く
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ん協において、出荷箱でのくん蒸処理を行い、ウンシ

ュウミカンにおける障害果の有無や障害の種類、程度

を調査する。 

方法 

12 月 1 日に JA 柑橘選果場で選果し、カンキツ用被

膜剤でワックス処理された「大津四号」のＬ階級 3 箱

（10 kg）と 12 月 1 日にワックス無処理として、柑き

つ振興センターほ場で採収した「大津四号」L 階級 1

箱を、12 月 3 日に日くん協に送付した。日くん協にお

いて、12 月 6 日に MI 60 g／m3・3h・15℃の条件でく

ん蒸され、返送された処理果および無処理果を、処理

5 日後の 12 月 11 日、処理 20 日後の 12 月 27 日、処理

40 日後の 2019年 1月 16日に果実障害および食味を調

査した。なお、果実は温度 8℃、湿度 80％に設定した

プレハブ冷蔵庫で貯蔵した。 

結果 

MI くん蒸処理後、食味調査で異味は認められないこ

とから、ウンシュウミカンにおいて、MI くん蒸処理に

よる味の変化は極めて少ないと考えられた。しかし、

貯蔵期間が長くなると、MI 処理区において、へた枯れ

が増加し、さらに、無処理ワックス処理に比べて、MI

くん蒸ワックス処理は腐敗果が多いことから、処理後

の長期貯蔵は難しいと考えられる。 

(ｳ) 中晩柑におけるヨウ化メチルくん蒸による果

実への障害 

目的 

平成 31 年から実施する大規模殺虫試験として、日く

ん協において、出荷箱でのくん蒸処理を行い、中晩柑

における障害果の有無や障害の種類、程度を調査する。 

方法 

柑きつ振興センターほ場で採収した「はるみ」、 

「不知火」、「せとみ」および「せとか」を 2019 年 2

月 18 日に日くん協に送付した。日くん協において、M

I 60 g／m3・3h・15℃の条件で、2 月 20 日に「はるみ」、

21 日に「せとみ」、22 日に「不知火」、「せとか」を

くん蒸し、返送された。このとき、一部果実にはカン

キツ用被膜剤でワックス処理が施された。処理果およ

び無処理果を、それぞれ、処理 5 日後と処理 20 日後に

果実障害および食味を調査した。なお、果実は温度 8

℃、湿度 80％に設定したプレハブ冷蔵庫で貯蔵した。 

結果 

「はるみ」、「せとか」、「不知火」および「せと

み」を 60 g／m3・3h でくん蒸処理した結果、いずれの

品種とも食味は苦みや異味が認められ、こはん症やへ

た枯れ、腐敗が発生した。 

また、くん蒸処理後、軟化している果実が認められ、

凍害のようなす上がりが発生した。 

 

(2) 補完防除方法の開発 

ア 樹冠散布による成虫防除法の開発 

(ｱ) ピリフルキナゾン顆粒水和剤処理によるミカ

ンバエの産卵抑制効果 

目的 

ピリフルキナゾン顆粒水和剤はミカンバエ成虫に農

薬登録されたが、室内試験では死虫率が低く効果の確

認が必要である。そのため、ピリフルキナゾン顆粒水

和剤処理によるミカンバエの産卵抑制効果を確認す

る。 

方法 

2018 年 8 月 21 日に 40 L ポットに植栽「宮川早生」

5 年生に背負い式動力噴霧機を使用し、ピリフルキナ

ゾン顆粒水和剤 3,000 倍を 1 樹当たり 3 L、したたり

落ちる程度に散布した。乾燥後、その日のうちに 1 樹

当たり 5 果結実した枝を 2 枝切除し、200 mL の三角フ

ラスコに水差しした。無処理区の樹も同様とした。縦

30 cm、横 45 cm、高さ 29 cm の枠にゴースを被覆し、

処理区および無処理区とも昆虫飼育室に 3 ゴースずつ

計 6 ゴースを設置した。1 ゴース当たり処理区、無処

理区とも 2 枝（10 果結実）を入れ、ミカンバエ成虫雄

10 頭、雌 10 頭を放虫して、死虫数および果実への産

卵の有無を調査した。また、随時、交尾および産卵の

状況を観察した。なお、放虫したミカンバエは 2017

年 11 月に現地放任園から被害果を持ち帰って得た囲

蛹を保存し、2018 年 7 月 22 日から 29 日まで羽化した

個体を供試した。放虫直後から、水およびミーストと

白砂糖を 1:4 の割合として水で練り、乾燥させた餌を

与えた。8 月 28 日（処理 7 日後）に死虫数と、果実を

採収して 1 果当たりの産卵痕を調査した 

結果 

ピリフルキナゾン顆粒水和剤を処理した枝葉や果実

に接触したミカンバエでは、交尾行動は認められず、

果実への産卵もなかったことから、成虫防除剤剤とし

ての実用性は高いと考えられた。 

(ｲ) ミカンバエ成虫におけるピリフルキナゾン顆

粒水和剤の効果の持続 

目的 

ピリフルキナゾン顆粒水和剤におけるミカンバエ成虫

の産卵抑制効果が認められたが、効果の持続が確認され

ていない。そのため、前回試験で産卵が抑制されている

成虫が継続して産卵しないかを確認する。さらに、処理

1 週間後の樹における産卵抑制効果を調査する。 

方法 

①効果継続区は、産卵抑制効果を確認した試験での

生存虫を用いた。雌はそのまますべて使用し、雄は死

虫数が多いことから生存虫を除去し、新たに 5 頭放虫

した。これに、5 果結実している枝を無処理樹から切

除し、200 mL の三角フラスコに水差して、ゴース内に

設置した。②処理 7 日後区は 8 月 21 日にピリフルキナゾ

ン顆粒水和剤 3,000 倍を処理した樹において、7 日後の

28 日に 1 樹当たり 5 果結実した１枝を切除し、200 mL
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の三角フラスコに水差してゴースに設置した。これに

ミカンバエ雄雌を放虫した。なお、薬剤処理樹では、8

月 21 日から 28 日までは無降雨であり、降雨の影響は

受けていない。③無処理区 8 月 21 日設置の無処理区に

おける生存虫をそのまま継続使用し、無処理樹から新

たに 5 果結実している枝を切除し、200 mL の三角フラ

スコに水差してゴース内に設置した。なお、いずれの

区も 1 区 1 ゴース 3 反復とした。 

9 月 7 日（処理 10 日後）、死虫数と、果実を採収し

て１果当たりの産卵痕を調査した。 

結果 

ピリフルキナゾン顆粒水和剤に接触したミカンバエ

雌成虫は接触 7 日以降も産卵抑制が持続する。無降雨

ではあるが、薬剤処理 7 日は効果の持続が認められる

ことから、ピリフルキナゾン顆粒水和剤はミカンバエ

成虫への産卵抑制効果が高く、実用性は高いと考えら

れた。 

イ ベイトスプレーによる成虫防除法の開発 

(ｱ) ベイトスプレー処理の薬剤選抜 

目的 

ミカンバエ成虫の密度を抑制する補完防除として、

園地周辺の林緑部へのベイトスプレー処理導入を検討

しており、ベイトスプレー処理剤としてミバエ類に登

録されているサンケイマラソン乳剤は室内試験におい

てミカンバエ成虫に対して高い殺虫効果があることが

認められた。そこで、本試験では成虫防除剤として効

果の高いエチプロール・シラフルオフェン水和剤のベ

イトスプレー処理剤としての効果を調査する。 

方法 

2018 年 6 月 12 日に「青島温州」の春枝を剪除し、5

葉に調整して第 3 葉の葉裏 1／2 にのみ、エチプロール

・シラフルオフェン水和剤 2,000 倍液に餌物質として

ショ糖 0.5％溶液と蛋白加水分解物 200 倍液（商品名

：プロテイン 20E）を加え、ハンドスプレーで処理し、

そのまま室内で乾燥させた。対照として、サンケイマ

ラソン乳剤 1,000 倍液を同様に処理した。また、通常

の樹冠散布として、エチプロール・シラフルオフェン

水和剤 3,000 倍および 4,000 倍液を「青島温州」に散

布し、春枝を 5 葉に剪除して使用した。併せて、薬液

を処理しない無処理区を設定した。 

6月 13日に処理枝を 50 mLバイアル瓶で作った給水

器と共にプラスチック製の容器(縦 8.5 cm、横 12 cm、

高さ 5 cm、蓋なし)に入れ、それを三角コーナー用ネ

ット（縦 28 cm×横 25 cm）に収容し、その内部にミカ

ンバエ成虫 5 頭を放虫し、30 分後から経時的に生虫、

苦悶虫、死虫の別に計数した。なお、ミカンバエ成虫

は、2017 年 11 月に現地放任園から被害果を持ち帰っ

て得た囲蛹を保存し、2018 年 6 月上旬に羽化したもの

を供試した 

結果 

エチプロール・シラフルオフェン水和剤のベイトス

プレー処理は、放虫後から生存率 0％まで 5 日間を要

し、殺虫までの時間は遅いことから実用性は低いと考

えられた。サンケイマラソン乳剤は、放虫から 3 時間

で生存率 0％と速効的な効果でベイトスプレー剤とし

ての実用性は高い。 

(ｳ) ベイトスプレー処理の薬剤選抜 

目的 

「ミバエ類」に登録のある「サンケイマラソン乳 

剤」を野外でベイトスプレー処理し、ミカンバエへ 

の効果を確認する。 

方法 

対照園 1 において、2018 年 8 月 1 日および 17 日に

ベイトスプレー処理によるミカンバエの斃死虫を確保

するため、ウンシュウミカンの樹冠内及び林縁部の雑

木に 1 m平方のテフロン製布を 2 枚重ねて縦 1 m横 2 

m とし、その四隅を紐で枝に結び盃状に張った。これ

を 3 か所に設置し、その上の枝にサンケイマラソン乳

剤 1,000 倍、プロテイン 20E 200 倍、ショ糖 0.5％の

混用液を電動噴霧機で 1 か所当たり 2 L 程度散布し、

散布後 3 日間、斃死虫を調査した。8 月１日はウンシ

ュウ枝 2 か所、林縁部の雑木 1 か所に処理し、17 日は

3 か所すべて林縁部の雑木に処理した。 

結果 

対照園 1 におけるサンケイマラソン乳剤のベイトス

プレー処理は、8 月 1 日処理は、ウンシュウの枝 1 か

所に雄 1 頭、雌 1 頭、林縁部で雄 1 頭の斃死虫が確保

された。8 月 17 日処理でも林縁部で雄１頭の斃死虫が

確保されたことから、野外での林縁部におけるサンケ

イマラソン乳剤のベイトスプレー処理はミカンバエ成

虫への緩衝効果はあると考えられた。 

ウ ミカンバエ被害果の混入を無視できる無発生生

産園地の実証 

(ｱ) 無発生生産園地の実証 

目的 

ミカンバエ発生地域において、ミカンバエを対象と

した検疫措置の実証園として、ミカンバエの活動しに

くい園地を設定する。実証園は成虫及び卵・若齢幼虫

防除を行い、耕種的防除としての園地周辺環境整備、

樹上選果を徹底することで、ミカンバエ発生地域にお

いても被害果の混入を無視できる無発生生産用地が可

能であることを実証する。 

方法 

①園地の選定 

ミカンバエ発生地域において、放任園や雑木林化し

た放任園と近接していない、日照条件が良い園地を検

疫措置案の実証園として 5 園地設定した。この実証園

において、ミカンバエの活動しにくい園地は無防除で

も被害果が発生することは極めて少ないことを実証す

るため、各実証園地に無防除樹を 5～10 樹程度設定し、
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ミカンバエ寄生の有無を確認した。一方、昨年、ミカ

ンバエの発生が確認された放任園 2 園地を対照園とし

て設定した。 

②薬剤防除 

実証園の薬剤防除として、各実証園地において、成

虫防除で 2018 年 7 月 31 日から 8 月 1 日にエチプロー

ル・シラフルオフェン水和剤 3,000 倍を散布した。さ

らに、卵・若齢幼虫防除として、8 月 14 日から 24 日

にアセタミプリド SL 液剤 2,000 倍を散布した。 

③樹上選果による被害果除去 

実証園の樹上調査は、品種に応じて、9 月 26 日から

11 月 9 日に園地当たり累計 30,000 果を目安に実施し

た。調査方法は、目視で早期着色した果実を手で軽く

持ち上げて、落果の有無を調査した。このとき、落果

した果実と著しく早期に着色している果実は切開して

幼虫の有無を確認した。対照園 No.1 は 9 月 26 日に「上

野早生」、No.2 は 10 月 14 日に「興津早生」において、

実証園と同様に樹上選果を実施し、幼虫の有無を確認

した。 

④選果時におけるミカンバエ確認 

実証園は品種に応じて 10 月 11 日から 12 月 5 日に、

1 園地当たり 600 果を目安に収穫した果実を切開調査

した。さらに、各実証園地に設定した無防除樹は収穫

したすべての果実を切開調査した。 

結果 

ミカンバエを対象とした検疫措置として、①放任園

および雑木林化した放任園に近接していない日当たり

の良い園地の選定、②成虫防除と卵・若齢幼虫防除、

③樹上選果を組み合わせた結果、2017 年度に引き続

き、今回設定した実証 5 園地ともミカンバエは確認さ

れなかった。さらに、実証園に設定した無防除樹はす

べてミカンバエの寄生は確認されないことから、ミカ

ンバエの活動しにくい園地は無防除でも被害果が発生

することは極めて少ないことが示唆された。以上の結

果から、ミカンバエ発生地域内においても無発生生産

用地を設定することは可能と考えられた。 

(ｲ) ガロントラップ設置によるミカンバエ成虫発

生状況の確認 

目的 

ミカンバエ被害果の混入を無視できるミカンバエ無

発生生産用地の設定を可能とする検疫措置として、ガ

ロントラップ設置によるミカンバエ成虫発生状況を確

認する。 

方法 

ミカンバエ成虫の発生状況を確認するため、実証園

および対照園とも、2018 年 6 月 29 日から 11 月 28 日

まで、プロテイン 20E の 10 倍液 500 mL を入れたガロン

トラップを設置した。この時、シトロネラ油 25 mL を脱

脂綿に染み込ませてアルミホイルで包み、それをガロン

トラップの蓋の内側に吊した。調査は 1 週間程度の間隔

とし、11 月 28 日まで実施した。なお、プロテイン 20E

は調査毎に、シトロネラ油は 1 か月で交換した。 

結果 

実証園は、ガロントラップにおけるミカンバエの誘

殺はいずれの園とも認められなかった。昨年、被害果

の多かった対照園 1 は 7 月 20 日から 8 月 30 日まで継

続して誘殺されたことから、実証試験地域はミカンバ

エ発生地域であることが確認された。 

(ｳ) 無発生生産用地の実証における樹上選果の精度 

目的 

ミカンバエ発生地域において、ミカンバエを対象と

した検疫措置として、ミカンバエの活動しにくい園地

の設定、成虫及び卵・若齢幼虫防除、そして、耕種的

防除として樹上選果を項目として実証している。この、

検疫措置のうち、樹上選果において、早期着色果や落

果を寄生果として判断し除去することとしているが、

その精度を確認する。 

方法 

樹上選果の精度を確認するために、2018 年 10 月 29

日に対照園 No.1 の「南柑 4 号」を供試して、20～50

歳の生産者 7 名がそれぞれ、主枝単位にミカンバエ寄

生果、正常果を選別して採収した。10 月 30 日に選別

した果実を切開し、寄生果として判断した果実、正常

果として判断した果実での寄生の有無を調査した。 

結果 

樹上選果の精度を調査した結果、ミカンバエ正常果と

判断した正解率は 91.8％～100％、平均正解率は 96％で

あった。一方、ミカンバエ寄生果と判断した正解率で

は 50.8％～82.1％、平均正解率は 70.9％で、正常果の

正解率が高い生産者ほど、寄生果と判断した正解率は

低くなった。 

以上の結果から、樹上選果では完全に寄生果を除去で

きないため、無発生生産用地設定には、ミカンバエの発

生しにくい園地の選定と薬剤防除が基本と考えられた。 

 

91) 新規殺菌剤・殺虫剤実用化試験（常緑果樹） 

S44- 

柑きつ振興センター 

目的 

新規殺菌剤・殺虫剤の効果を調査し、適用性および

使用法確立の資とする。 

方法 

一般社団法人日本植物防疫協会の平成 30 年度新農

薬実用化試験計画書の試験方法に準じて行った。 

結果 

殺菌剤は、カンキツ灰色かび病に対する 1 剤、カン

キツ黒点病に対する 3 剤、カンキツ小黒点病に対する

１剤、カンキツ炭疽病に対する 1 剤、キウイフルーツ

灰色かび病に対する 1 剤の効果確認について受託試験

を実施した。殺虫剤は一般社団法人日本植物防疫協会
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の実施する試験成績検討会において、適正な試験結果

と評価された。 

 

92) 新規除草剤、植物調節剤実用化試験（常緑果樹） 

柑きつ振興センター 

目的 

新規植物生育調節剤・除草剤の効果を調査し、適用

性および使用法確立の資とする。 

方法 

除草剤 2 剤において、公益財団法人日本植物調節剤

研究会の平成 30 年度試験計画書に準じて行った。 

結果 

除草剤 2 剤の効果確認について受託試験を実施し 

た。公益財団法人日本植物調節剤研究会の実施する試

験成績検討会において、適正な試験結果と評価された。 

 

93)農作物生育診断予測（カンキツ生態調査） 

H2- 

柑きつ振興センター 

中村友香 

目的 

早生温州から中晩柑の主要品種について、毎年生育

状況を調査することにより、気象と生育の関係を把握

し、県のカンキツ栽培の指導の基礎資料とする。 

方法 

「宮川早生」、「南柑 4 号」、「青島温州」、「宮

内伊予柑」および「せとみ」の 5 品種について、開花

期、生理落果等の生育調査を実施した。また、「南津

海」を加えた 6 品種について肥大調査と果実分析を収

穫まで実施した。 

結果 

発芽期は、「宮川早生」、「南柑 4 号」および「せ

とみ」は平年より 5 日程度早く、「宮内伊予柑」では

1 日早かった。開花盛期は、いずれの品種とも 2～4 日

早かった。生理落果は、「青島温州」と「せとみ」は

平年に比べて多く、「南柑 4 号」、「宮内伊予柑」は

平年並み、「宮川早生」では平年に比べて少なく推移

した。果実肥大は、ウンシュウミカンは裏年傾向であ

ったため、平年より大きく推移した。一方、「せとみ」

等の中晩柑は、平年よりやや大きいものの、梅雨明け

以降の少雨により肥大は抑制された。 

 果実品質については、「せとみ」を除く 5 品種では、

糖度は平年並み～やや高く、クエン酸含量は平年より

やや低い傾向であった。「せとみ」では、糖度は平年

並み、クエン酸含量は平年よりやや高い傾向であった。

ウンシュウミカンが低酸傾向であったのは、9 月に平

年比 2 倍の降雨があったことと、11 月以降の気温が高

く、成熟が進んだことが要因として考えられる。 

 

６ 花き振興センター 

94) 新たな需要を開拓するオリジナルユリの育成と増

殖産地拡大に対応する増殖方法の確立 

H28-32 

花き振興センター 

尾関仁志・福光優子・石光照彦 

(1) 新品種の育成 

ア 有望系統の選抜 

(ｱ) 種間雑種の育成 

目的 

やまぐちオリジナルユリ「プチシリーズ」について、

無花粉性等新規性が高く、球根増殖特性に優れる新品

種を育成するため、市販品種や県育成系統の中から花

粉レス系及び極小輪系を中心に交雑し、同特性を有す

る雑種を育成する。 

方法 

交配親として、アジアティックハイブリッド（八重

咲品種、葯退化品種）、山口県育成品種・育成系統

（LI05745(葯退化)、LI10912（葯無し）、LI11921（葯

退化）、LI13951（花糸弁化））等を用いた。交雑は花

柱切断法により行った。交雑により子房が肥大したも

のについては、交雑 60 日後に胚珠を摘出した。胚珠培

養はショ糖 8％、寒天 0.9％、pH 6.3 の MS 培地で培養

し、発芽個体はショ糖 3％、寒天 0.8％、pH 5.8 の LS

培地に移植した。 

結果 

55 組合せ、235 花の交雑を行った結果、2018 年 12

月 17 日までに得られた雑種個体は、37 交雑組合せで

1,598 個体であった。 

(ｲ) 育成個体の１次選抜 

目的 

やまぐちオリジナルユリ「プチシリーズ」について、

無花粉性等新規性が高く、球根増殖特性に優れる新品

種を育成するため、花色や花径、花粉の有無等を調査

し、これまでの品種にない優れた形質を有する個体を

1 次選抜する。 

方法 

試験場所は花き振興センターフッ素フィルムハウス

とした。 

供試材料は、2015 年度の交雑によって得られた種間

雑種 3,253 個体を用いた。 

交雑によって得られた種間雑種は、LS 培地内で培養

した後順化し、施設内で球根を養成した。栽植密度は

2 株／15×15 ㎝とし、N-P2O5-K2O の各成分 0.5 ㎏／a

を 2 回施用、無加温、換気温度 25℃で管理した。 

選抜指標は、花径（花の大きさ）、これまでにない

花色、花形や花粉レス、八重、草姿のバランスが良い

等の項目とした。総合評価を○、△、×の 3 段階で評

価し、△以上を１次選抜個体とした。 

結果 

2018 年度に１次選抜した個体は 84 個体で、そのう
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ち○の高評価の個体は 29 個体であった。 

また、１次選抜個体のうち、開葯しないまたは花粉

がない個体は 69 個体であった。 

イ 有望系統の特性把握 

(ｱ) 花粉レス系統の母本特性の把握 

目的 

やまぐちオリジナルユリ「プチシリーズ」について、

無花粉性等新規性が高く、球根増殖特性に優れる新品

種を育成するため、花粉のない有望系統等を母本に育

成した後代について、花粉レスの発現等を調査し、各

有望系統の交配母本としての特性を評価する。 

方法 

試験場所は花き振興センターフッ素フィルムハウス

とした。 

供試材料は、2015 年度の交雑によって得られた種間

雑種 3,253 個体を用いた。交雑によって得られた種間

雑種は、LS 培地内で培養した後順化し、施設内で球根

を養成した。栽植密度は 2 株／15×15 ㎝とし、

N-P2O5-K2O の各成分 0.5 ㎏／a を 2 回施用、無加温、

換気温度 25℃で管理した。 

開花した株について、選抜評価に関わらず花粉の有

無、花糸の弁化の有無、花径を調査し、交雑組合せご

とに集計し、1 次選抜個体数を含めて評価した。 

結果 

無花粉の特性を有する育成系統およびアジアティック

ハイブリッドを交配親に用いることで雑種個体に無花粉

の個体が発生しやすかった。さらに、八重咲品種を用い

ることで花糸が花弁化する半八重の個体が得られた。 

また、子房親だけでなく、花粉親の組み合わせによ

り花粉が無い雑種個体が得られる割合は異なり、2017

年の結果と比較して LI05745 は花粉が無い個体が多く

得られたものの、LI06923 の発生率は低くなった。 

ウ 品種育成期間および産地化期間の短縮 

(ｱ) 効率的な培養方法の検討 

目的 

有望系統を急速に増殖する手法として、簡易で効率

的な培養方法を確立するため、固体培地での静置培養

と液体培地での浸透培養を比較する。 

方法 

外植体は、無菌培養により養成した「プチセレネ」

と「プチアンジェ」の培養小球からりん片を剥皮して

準備し、クリーンベンチ内で置床後 23℃の培養室内で

2018 年 2 月 16 日から 5 月 23 日まで培養し、調査した。 

MS ゲランガム固体培地での静置培養と MS 液体培地で

の浸透培養、バーミキュライト：MS 液体培地を 10:1

で混合した培地での静置培養を比較した。また、培養期

間中の照明の有無が子球形成に及ぼす影響を調査した。 

結果 

子球の形成数と子球径、子球を形成するりん片の割

合から MS 固体培地での培養が最も効率的であった。MS

液体培地での浸透培養は、りん片の褐変枯死やカルス

化が見られ、子球を形成しないりん片が多く発生し、

バーミキュライトによる静置培養は形成された子球が

肥大せず、大きな子球が得られなかった。 

(ｲ) 無菌操作が不要な培養方法の検討 

目的 

有望系統を急速に増殖する手法として、クリーンベ

ンチなど特別な設備を必要としない簡易な培養方法を

確立するため、抗菌剤を入れた培地等を用いて、コン

タミ等の汚染が低く抑えられる培養方法を検討する。 

方法 

抗菌剤を添加した MS 培地を用い、オートクレイブで

滅菌処理およびクリーンベンチ内での無菌操作をせず

に、実験室内で置床して培養した。外植体は、無菌培

養により養成した「プチセレネ」の培養小球からりん

片を剥皮して準備し、置床後 23℃の実験室内で 2018

年 4 月 20 日から 6 月 22 日まで管理し、調査した。 

培地には、簡易培養用市販培地（ヴィトロプランツ社

・eVIP 培地）と MS 培地に次亜塩素酸ナトリウム（有

効塩素濃度 100 ppm）を添加した培地、MS 培地に次亜

塩素酸カルシウム（2 mg/L）を添加した培地、MS 液体

培地に次亜塩素酸ナトリウム（有効塩素濃度 100 ppm）

を添加した培地を供試した。 

結果 

供試したすべての培地において、滅菌処理および無

菌操作を省いた簡易培養でもカビ類や細菌等によるコ

ンタミネーションは低く抑えることができた。しかし

ながら、次亜塩素酸ナトリウムを添加した培地では、

褐変枯死するりん片が多く、形成される子球数は少な

くなった。 

培養小球をもとにした継代培養において、次亜塩素

酸カルシウムを添加した培地または市販の簡易培養用

培地を用いることでコンタミネーションを低く抑える

ことができた。 

(ｳ) 培養苗休眠打破方法の検討 

目的 

培養個体を本ぽに定植可能な苗に生育させるため

に、速やかに発根・発芽する方法を検討し、ユリに適

した順化手順を確立する。 

方法 

23℃・12 時間照明下で培養した苗を各試験区に合わ

せて低温処理し、2018 年 5 月 11～12 日に育苗用セル

成型トレイに移植した。トレイ移植前の培養苗への低

温処理は、5℃で 10 週間、15℃・5 週間＋5℃・5 週間、

5℃・4 週間、低温処理なしの 4 区を設けた。供試品種

は、「プチソレイユ」、「プチシュミネ」、「プチセ

レネ」、「プチアンジェ」の 4 品種とした。移植後育

苗用ハウス内で管理し、2018 年 5 月 25 日と 6 月 11 日

に発芽率および葉数を調査した。 

結果 
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4 品種とも冷蔵処理が長いほど発芽率と葉数は高く

なった。特に「プチセレネ」と「プチアンジェ」では

低温処理を実施していない苗の発芽率は移植 1 か月後

でも 10.5％と低くなった。「プチソレイユ」と「プチ

シュミネ」でも移植 2 週間後の発芽率と葉数は低温処

理を実施していない苗で低くなった。 

「プチソレイユ」と「プチセレネ」では、5℃・4 週

間処理で速やかに発芽するが、「プチアンジェ」 

では移植 1 か月後でも 76.3％とやや低く、5℃の低温

処理期間を長くする必要があった。 

 

(2) 球根を安定生産するための母球生産技術の確立 

ア 効率的な小球根生産技術の開発 

(ｱ) コンテナを利用した小球根生産方法の検討 

a 施肥時期および回数の検討 

目的 

ユリ球根輸送用コンテナ（40×60×25 ㎝）を活用した

小球根生産技術について、コンテナに投入するりん片量

を増やすことで増加する 2 g 未満の小球を、球 2 g 以上

に肥大させるための施肥時期および回数を検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センターフッ素フィルムハウス

とした。供試品種は「プチソレイユ」を用い、球根か

ら剥皮したりん片をバーミキュライトで包埋し、2017

年 12月 21日から 23℃暗黒条件で冷蔵処理して子球形

成させる。その後 2018 年 3 月 14 日から 15℃、4 月 16

日から 5℃で低温処理した。2018年 5月 31日に定植し、

施肥回数（1 回分の施肥量：N 6 kg／10a）を通常栽培

時の 2 回（5 月 31 日、7 月 30 日）および 3 回（5 月 31

日、7 月 30 日、10 月 2 日）、4 回（5 月 31 日、7 月 18

日、10 月 2 日、11 月 1 日）、5 回（5 月 31 日、7 月 18

日、6 月 20 日、10 月 2 日、11 月 1 日）施肥し、11 月

20 日に収穫した。 

結果 

収量は、施肥回数は 3回が最もよく、284 g・2 g以上

球数は 45球であった。2回では 249 g・34球、4回では

266 g・38球、5回では 257 g・41球であった。大きさ別

収穫球数はどの回数でも同様の傾向を示し、6～9 gが約 1

～3％、2～6 gが 29～38％、2 g未満が 78～85％となった。 

(ｲ) 育苗トレイでの小球根生産方法の検討 

a 育苗方法の検討 

目的 

育苗トレイ（200 穴セルトレイ等）を活用した小球

根生産技術について、育苗方法と期間が小球生産に及

ぼす影響を検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内研究 7 号温室（ガラ

ス室）とした。 

供試品種は「プチセレネ」、「プチリアン」を用い

た。十分に低温処理した球根を剥皮し、子球を形成せ

ずに、2018 年 8 月 8 日に育苗容器（200 穴セルトレイ）

に培養土を充填し、セルあたりりん片を 1 個移植した。

灌水方法は上部ミスト灌水とし、温度管理は最低 8℃

加温とした。2018 年 5 月 28 日に収穫し調査した。 

結果 

発芽は 9 月上旬に始まり、冬期に一度上部が枯死し

たのち、4 月に再発芽した。「プチセレネ」の小球は、

247 球であった。1 g 以上は 41 球、0.5～1 g は 117 球、

他は 0.5 g 未満で再発芽時の抽苔率は 10％であった。

「プチリアン」の小球は、183 球であった。1 g 以上は

50 球、0.5～1 g は 60 球、他は 0.5 g 未満で再発芽時

の抽苔率は 14％であった。 

b 培養土の検討 

(a) りん片無し子球 

目的 

育苗トレイ（128 穴セルトレイ等）を活用した小球

根生産技術について、市販の育苗培養土の種類がりん

片無し子球の生育に及ぼす影響を検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内研究 1 号温室（ガラ

ス室）とした。 

供試品種は「プチロゼ」を用い、球根から剥皮した

りん片をバーミキュライトで包埋し、2018 年 5 月 10

日から 23℃暗黒条件で冷蔵処理して子球形成させた。

その後、8 月 1 日から 15℃、10 月 4 日から 5℃で低温

処理した。12 月 27 日に育苗容器(セルトレイ 200 穴)

に各培養土を充填し、セルあたりりん片を除去した子

球 1 個を移植した。灌水方法は底面吸水とし、温度管

理は最低 15℃加温とした。 

培養土の商品名はバーミキュライト、BM2、さしめちゃ

ん、たねまき培土、与作 V-1 号、システムソイル 101 号、

ニッテンハードソイル、ピートモス（pH 調整）、ピート

モス（pH 無調整）、水稲培土、パーライトの 11 種類と

した。2019 年 3 月 15 日時点の生育状況を調査した。 

結果 

発芽は 1 月中旬に始まり、発芽率は水稲培土 64％、

調整ピートモス 62％、与作 V-1 号 61％の順に高く、パ

ーライト 32％、システムソイル 101 号 32％、さしめち

ゃん 44％の順に低かった。草丈は与作 V-1 号 11.6cm、

ニッテンハードソイル 11.4cm、たねまき培土 11.3cm

の順に長く、システムソイル 101 号 3.8cm、パーライ

ト 4.5cm、さしめちゃん 5.2cm の順に短かった。パー

ライト、システムソイル 101 号、さしめちゃんは発芽

率が低く、生育量も小さいことから培養土としては不

適であった。 

(b) りん片付き子球 

目的 

育苗トレイ（128 穴セルトレイ等）を活用した小球

根生産技術について、市販の育苗培養土の種類がりん

片付き子球の生育に及ぼす影響を検討する。 
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方法 

試験場所は花き振興センター内研究 1 号温室（ガラ

ス室）とした。 

供試品種は「プチロゼ」を用い、球根から剥皮した

りん片をバーミキュライトで包埋し、2018 年 5 月 10

日から 7 月 31 日まで 23℃暗黒条件で冷蔵処理して子

球形成させる。その後、8 月 1 日から 15℃、10 月 4 日

から 5℃で低温処理した。12 月 28 日に育苗容器(セル

トレイ 200 穴)に各培養土を充填し、セルあたりりん片

付き子球を 1 個移植した。灌水方法は底面吸水とし、

温度管理は最低 15℃加温とした。 

培養土の商品名はバーミキュライト、BM2、さしめちゃ

ん、たねまき培土、与作 V-1 号、システムソイル 101 号、

ニッテンハードソイル、ピートモス（pH 調整）、水稲

培土、パーライトの 10 種類とした。2019 年 3 月 15 日

時点の生育状況を調査した。 

結果 

発芽は 1 月中旬に始まり、発芽率は与作 V-1 号 95.0％、

水稲培土 87.5％、ニッテンハードソイル 86.3％の順に

高く、パーライト 37.5％、さしめちゃん 66.3％、バー

ミキュライト 70.0％の順に低かった。草丈はたねまき

培土 15.7 cm、与作 V-1 号 15.0 cm、ニッテンハードソ

イル 13.1 cm の順に長く、さしめちゃん 6.5 cm、パー

ライト 8.0 cm、バーミキュライト 8.1 cm の順に短か

った。パーライトとさしめちゃんは発芽率が低く、生

育量も小さいことから培養土としては不適であった。 

c 品種とりん片有無の検討 

目的 

育苗トレイ（128 穴セルトレイ等）を活用した小球

根生産技術について、品種と子球のりん片の有無が生

育に及ぼす影響を検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内研究 1 号温室（ガラ

ス室）とした。 

供試品種は「プチソレイユ」、「プチアンジェ」、

「プチセレネ」、「プチブラン」を用い、球根から剥

皮したりん片をバーミキュライトで包埋し、2018 年 5

月 10 日（「プチセレネ」は 5 月 22 日）から 23℃暗黒

条件で冷蔵処理して子球形成させる。その後、8 月 1

日から 15℃、10 月 4 日（「プチセレネ」は 9 月 4 日）

から 5℃で低温処理した。12 月 27 日に育苗容器(セル

トレイ 200 穴)にバーミキュライトを充填し、セルあた

り 1 個の子球（りん片の有無）を移植した。灌水方法

は底面吸水とし、温度管理は最低 15℃加温とした。 

2019 年 3 月 15 日時点の生育状況を調査した。 

結果 

発芽は「プチソレイユ」のりん片無しが 1 月 11 日で

最も早く、「プチアンジェ」、「プチセレネ」、「プ

チブラン」の順となった。発芽率は「プチソレイユ」

のりん片有りが 99.2％で最も高く、「プチブラン」の

りん片有りが 78.1％で最も低く、りん片の有無が発芽

に及ぼす影響は品種で異なり、はっきりしなかった。

草丈は「プチソレイユ」のりん片有りが 21.3 cm で最

も長く、いずれの品種もりん片有りが長くなった。 

d 温度の検討 

目的 

育苗トレイ（128 穴セルトレイ等）を活用した小球

根生産技術について、育苗温度がりん片無し子球の生

育に及ぼす影響を検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センター生物実験室内のインキ

ュベータ・恒温室とした。 

供試品種は「プチロゼ」を用い、球根から剥皮した

りん片をバーミキュライトで包埋し、2018 年 5 月 10

日から 23℃暗黒条件で冷蔵処理して子球形成させる。

その後、8 月 1 日から 15℃、10 月 4 日から 5℃で低温

処理した。 

5℃の低温処理は、12 月 20 日まで（77 日間）と 201

9 年 2 月 1 日まで（120 日間）とし、育苗容器(セルト

レイ 200 穴)を 40 穴に 5 分割して、バーミキュライト

を充填し、セルあたりりん片を除去した子球 1 個を移

植し、40 穴・子球 40 個を試験区とした。灌水方法は

底面吸水とした。 

温度管理は、10、15、20、25℃の恒温・12 時間照明

（蛍光灯）条件とした。5℃・120 日間の低温処理区は

対照として 15℃加温温室区を設けた。 

5℃・77 日間処理区は 3 月 15 日時点、5℃・120 日間

処理区は 4 月 30 日時点の生育状況を調査した。 

結果 

5℃・77 日間処理区においては、発芽は 25℃が 1 月

4 日で最も早く、20℃、15℃、10℃の順となった。発芽

率は、25℃、20℃、15℃が 7.5％で低く、10℃は 25％で

あった。草丈は 15℃が 16.0 cm で最も長かった。 

5℃・120 日間処理区においては、発芽は 25℃が 2 月

6 日で最も早く、20℃、15℃、10℃の順となった。発芽

率は、25℃が 57.5％、20℃が 65.0％、15℃が 70.0％、

10℃が 92.5％と温度が低いほど高くなった。草丈は

10℃が 20.0 cm で最も長かった。対照の 15℃加温温室

区は、発芽率が 92.5％と高く、草丈は 8.6 cm で最も短

かった。 

5℃の低温処理期間は、120 日が 77 日に比べ発芽率

は高くなり、発芽には 10℃の温度管理が適していた。 

 

95）球根類ネット栽培技術のユリ増殖における適応性

検討 

H29-31 

花き振興センター 

尾関仁志・福光優子・石光照彦 

(1) ユリ増殖栽培における適応性 

目的 
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球根栽培の省力化に向けてチューリップで先行的に

開発されているネット栽培体系について、ユリ球根増

殖への適応性を検討する。 

方法 

花き振興センター露地ほ場において、母球をネット

に挟んで土中に定植し、ネットともに肥大した球根を

収穫するネット栽培を行った。供試材料には「プチソ

レイユ」と「プチアンジェ」の子球形成処理したりん

片および小球根を用い、りん片は2017年11月16日に、

小球根は2018年2月1日に定植し、2018年7月12日に掘り

上げ調査を行った。 

試験区は、母球の上下ともにネットを設置して覆土

する方法とネットを設置しない慣行法とし、生育に及

ぼす影響を調査した。調査項目は、作業時間、抽苔茎

数、大きさ別収穫球数、収穫球重、掘り上げ時の作業

性とした。 

結果 

本作型において、ユリの生育および収量にネットの

設置による影響は見られなかった。収穫された球根重

量は、「プチソレイユ」の小球根において、ネット栽

培で4.8倍、慣行栽培で5.4倍となり、顕著な差は見ら

れなかった。しかしながら、ネット栽培の収穫球は、

ネット下部に伸びた球根の下根を切りながら収穫する

こととなるため、下根が少ない球根となった。 

作業時間は、収穫作業が大幅に省力化され、「プチ

ソレイユ」において小球根区で71％、りん片区で28％

削減された。 

ネット栽培の機械化に際し、ユリは上下に設置する

ネットに根が絡んで球根が外れにくくなるため、ネッ

トを巻き取りながら自動収穫する上で課題となること

が明らかになった。 

 

(2)ネット栽培収穫球の切り花栽培への影響 

目的 

ネット栽培により収穫される球根は、下根が切れた

球根が多くなるため、下根の少ない球根を切り花栽培

に用いた時に切り花品質に及ぼす影響を調査する。 

方法 

2018年7月12日に花き振興センター露地ほ場で収穫

した球根を冷蔵処理により休眠打破処理し、2018年11

月9日に花き振興センターガラス温室に定植した。最低

気温10℃で加温し、開花日、切花長、花蕾数、茎径、

葉数について調査した。 

「プチソレイユ」は球重6-9 g（球周6-8 cm）、「プ

チアンジェ」は球重9-16 g（球周8-10 cm）の球根を用

い、下根の少ない球根と下根が多い球根の切り花品質

を比較した。 

結果 

「プチソレイユ」と「プチアンジェ」の2品種とも下

根の有無は切り花品質に顕著な影響を及ぼさなかった。

「プチソレイユ」では下根の少ない球根の開花が遅く

なった。 

 

96) オリジナルユリの原原種・原種増殖 

H19- 

花き振興センター 

尾関仁志・福光優子・石光照彦 

(1) 原原種の増殖 

目的 

本県が育成したオリジナルユリの原原種を生産す

る。 

方法 

2017 年度に増殖した原原種球を母球として花き振

興センター温室で球根を増殖した。生育期間中には、

異品種および病害虫罹病株の抜き取り廃棄を行った。

球根は 2018 年 6 月から 2019 年 3 月に収穫し、洗浄・

選別・消毒して低温処理を行った。 

結果 

原原種として「プチソレイユ」5,870 球、「プチフ

ィーユ」2,236 球、「プチエトワール」3,941 球、「プ

チシュミネ」5,274 球、「プチフレーズ」579 球、「プ

チブラン」3,012 球、「プチルナ」996 球、「プチロゼ」 

3,927 球、「プチセレネ」5,144 球、「プチリアン」3,444

球、「プチアンジェ」4,192 球、「サンフレア」1,045

球、「プリンセスマリッジ」745 球、計 13 品種、40,434

球を生産した。 

収穫した球根は、一部を抜き取り調査により、

RT-PCR 法でウイルス検定を行い、ウイルス病に罹病し

ていないことを確認した。 

 

(2) 原種の増殖 

目的 

本県が育成したオリジナルユリの原種を生産する。 

方法 

2017 年度に増殖した原原種球を母球として花き振

興センター温室および農林総合技術センター本部温

室で球根を増殖した。生育期間中には、異品種および

病害虫罹病株の抜き取り廃棄を行った。球根は 2018

年 6 月から 2019 年 3 月に収穫し、洗浄・選別・消毒

して低温処理を行った。 

結果 

原種として「プチソレイユ」6,788 球、「プチフィ

ーユ」1,846 球、「プチエトワール」2,315 球、「プ

チシュミネ」3,262 球、「プチフレーズ」1,760 球、

「プチブラン」5,291 球、「プチルナ」2,131 球、「プ

チロゼ」8,263 球、「プチセレネ」10,215 球、「プチ

リアン」3,916 球、「プチアンジェ」3,449 球、「サン

フレア」4,413 球、計 12 品種、53,649 球を生産した。 

 

97) 暖地リンドウにおける長期継続出荷を可能とする
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耐暑性品種シリーズの育成と均一栽培および促成

栽培技術の確立 

H28-32 

花き振興センター 

岡田知子・川野祐輔 

(1) 新品種育成 

ア 中間母本育成（交配） 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能なリンドウの耐

暑性品種シリーズを育成するため、形質の固定した育

成系統を中心に交配し、雑種を作出する。 

方法 

花き振興センター内ガラスハウスにて 5 号から 10

号ポット栽培及び露地土耕栽培した交配母本を用い、

主に開花期が①6月から 8月の白色、②8月の白青複色、

③9 月の青色（エゾ系統）、④9 月から 11 月の赤紫色

および青紫色（ササ系統）の株を交配した。 

ポット栽培における培養土の配合割合は、ピートモス

：赤玉土：パーライト＝1：1：1、露地土耕栽培は、畝幅

170 cm、株間 15 cm、条間 45 cm、2 条植えとし、各栽培

ともに年間施肥量を N-P2O5-K2O 各成分 15 kg／10a とし

た。交配は各系統の開花期である 2018 年 6 月から 11

月に実施した。結実した莢は、交配から 3 週間以降に

採種した。 

結果 

延べ 369（他殖 344、自殖 25）組合せの交配を行い、

283（他殖 273、自殖 10）組合せで雑種を得た。別途、

122 種類の自然交配種子を採種した。以上のうち、延

べ 96（他殖 87、自殖 9）組合せ及び 111 種類（自然交

配）の種子を 2019 年 2 月から 3 月にかけて播種し、3

粒播きで成苗率 90％以上の 36 系統（他殖 33、自殖 3）

及び 40 種類（自然交配）を選抜した。 

また、育種素材であるムラサキセンブリについて、延

べ 175（他殖 96、自殖 79）組合せの交配を行い、165（他

殖 91、自殖 74）組合せで雑種を得た。以上のうち、延

べ 28（他殖 15、自殖 13）組合せの種子を 2019 年 2 月

から 3 月にかけて播種し、3 粒播きで成苗率 90％以上

の 11（他殖 6、自殖 5）系統を選抜した。 

なお、2017 年に交配し、2018 年 2 月に播種した 374

系統については、3 粒播きで成苗率 90％以上の 4 系統

を選抜し、2018 年度 1 次選抜試験に供試した。 

イ 中間母本育成（選抜） 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能な耐暑性品種シ

リーズを育成するため、耐暑性試験を実施して耐暑性

を有する系統を選抜した後、形質が優良な系統を選抜

する。 

方法 

(ｱ) 1 次選抜（1 年生株、耐暑性選抜） 

2017 年度に交雑した育成系統 1 年生株に対し、2018

年 8 月 16 日から 9 月 10 日までの 25 日間、花き振興セン

ター内パイプハウスにて夜間を 30℃に加温して、2019

年 3 月時点で欠株率 10％以下の系統を選抜した。 

栽培方法は、3 号ポット（培養土配合割合は、赤玉

土：バーク堆肥（樹皮）：もみ殻燻炭＝5：14：1）、

年間施肥量を N-P2O5-K2O 各成分 7.5 kg／10a とした。 

(ｲ) 1 次選抜（1 年生株、優良個体選抜） 

花き振興センター内露地土耕栽培にて、2017 年度交

雑育成系統 1 年生株について、草丈 60 cm 以上、花段

数 3 段以上、花器形質および草姿のバランスの優れたも

の（下位節から頂花節までの開花期間を含む）を○、△、

×の 3 段階で総合評価し、△以上を選抜個体とした。 

栽培方法は上記（1）アと、施肥量は上記（1）イ(ｱ)

と同様とした。 

(ｳ) 2 次選抜（形質固定度評価） 

花き振興センター内ガラスハウス及び露地土耕栽培

にて、育成系統の自殖後代（2 年生株 5 系統）を供試

した。栽培方法は、上記（1）アと同様とした。1 系統

10 株以上を調査対象とし、生育調査（開花開始期、草

丈、茎数、着花節数）ならびに形質達観調査（開花状

況、草型、草丈、花部、葉部の形質揃いの固定度を評

価）を実施した。 

結果 

(ｱ) 1 次選抜（1 年生株、耐暑性選抜） 

201 系統 902 株を供試し、2019 年 3 月末時点で 58

系統 84 株の欠株が発生した。全体の欠株率は 9.3％で

あり、選抜基準「10％以下」に適合した。 

6 株以上供試した 98 系統のうち、欠株の発生しなか

った 70 系統 438 株を選抜した。2019 年度に施設及び

露地栽培にて 2 年生株を形質評価する。 

なお、花色が赤紫色から桃色の株は 15 系統 67 株が

であった。 

(ｲ) 1 次選抜（1 年生株、優良個体選抜） 

1 年生株の草丈は 60 cm 以下であったため、花器形

質で評価し、50 個体を選抜した。 

(ｳ) 2 次選抜（形質固定度評価） 

2 年生株 5 系統から 2 系統（LB6、BS10）を選抜した。 

(ｴ) その他（2 年生株、優良個体選抜） 

2 年生株 13 系統から 3 系統 3 個体（LB6、B8、DBST9

-16-4 の各 1 組合せ）を選抜した。 

ウ 中間母本育成（純系育成） 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能な耐暑性品種シ

リーズを育成するため、未受精胚珠培養技術を本県育

成系統に適用し純系を育成する。 

方法 

供試材料の採取場所は花き振興センター内とし、2018

年度までの育成系統のうちの 25 系統を供試した。開

花直前の未授精胚珠を採取し、培養系へ取り込み後、

1/2NLN-10固形培地にて 25℃、16時間日長で培養した。
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胚様体形成以降は 1/2MS-3 固形培地にて 15 ℃、16 時

間日長で培養した。 

結果 

2017年度に胚珠培養で得た再生植物体 197個体を順

化し、16 個体を得た。 

2018 年 11 月から 12 月に本県育成 25 系統の未授精

胚珠 62 子房個体を培養し、9 系統 9 個体の再生植物体

を得た。その後順化して 1 個体を得た。 

 

(2) 組み合わせ能力検定 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能な耐暑性品種シ

リーズを育成するため、形質の固定した育成系統を用

いた交配により雑種を育成する。 

方法 

花き振興センター内ガラスハウスにて 5 号から 10

号ポット栽培及び露地土耕栽培した交配母本を用い、

交雑組み合わせ調査では、2017 年度までの 2 次選抜系

統を用いた。ポット栽培及び露地土耕栽培の方法は(1)

アと同様とした。 

交配時期は各系統の開花期である 5月から 11月に実

施した。交配後、結実した莢について採種を行い、組

合わせ別発芽率および成苗率を調査、3 粒播きで 90％

以上の系統を選抜した。 

形質調査では、2016 年度の交雑によって得られた 9

組合せの 2 年生株を用いて、上記交雑組合せ調査と同

様の栽培方法により、開花期に１系統 10 株以上で生育

調査（花部形質、開花時期、形質固定度、草丈、着花

節数、茎立数）を実施した。 

結果 

交雑組み合わせ調査及び形質調査において、各形質

の均一性が並以上の系統は認められなかった。 

参考情報として、前年度形質調査を経て選抜した 17

S01（エゾ系 8 月中旬開花）及び 17S02（ササ系とエゾ

系の交雑種、8 月中旬開花）の 2 系統は、成苗率が選

抜基準に及ばないため、両系統共に親株の再選抜もし

くは形質の再固定が必要であることが分かった。 

 

(3) 育成系統の特性把握 

ア 生産力検定 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能な耐暑性品種シ

リーズを育成するため、育成した中生系 2 系統につい

て、現地で切り花栽培適応性を確認するため生産力検

定を行う。 

方法 

試験場所は、花き振興センター露地ほ場とし、耕種

概要は(1)アと同様とした。 

供試系統 16S02、16S03 は、対照品種「スカイブルー

しなの 4 号」、「深山秋」の 2 年生株を用い、1 区 10

株 2 反復から 3 反復にて開花期特性調査（花器形質、

開花期、収穫本数、草丈、花段数、病害抵抗性、欠株

率）を実施した。 

供試系統 17S01、17S02 は、対象品種「西京の夏空」

の 1 年生株を用い、1 区 8 株～12 株、1 反復～4 反復で

生育調査を実施した。 

結果 

(ｱ) 16S02、16S03 

2 年生株は、一部に茎枯病や白絹病による欠株が発

生した。開花期特性調査では、16S02 は 9 月中旬に開

花を開始し、株当たり収穫本数は 7.5 本で、16S03 は 9

月下旬に開花を開始し、株当たり収穫本数は 6.5 本で

あり、対照と概ね同等であり、切り花栽培に適するこ

とを確認した。 

16S03 は、花色が青紫色と赤紫色に分離したため、

親株の再選抜もしくは形質の再固定が必要であること

が分かった。 

(ｲ) 17S01、17S02 

1 年生株は、病害虫による被害は認められなかっ

たが、活着不良もしくは耐暑性不良と思われる欠株

が 17S01 で 33％、17S02 で 11％発生し、対照の 0％に

比べ耐暑性が劣った。 

花器形質を確認できた株のうち、17S01は純白が 100％、

17S02 は青紫色が 81.5％、赤紫色が 14.8％、薄桃色が

3.7％となり、17S02 は親株の再選抜もしくは形質の再

固定が必要であることが分かった。 

イ 現地栽培特性 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能な耐暑性品種シ

リーズを育成するため、育成した 3 系統について、現

地で切り花栽培を行い、西南暖地における栽培適応性

を確認する。 

方法 

(ｱ) 2 年生株 

試験場所は、柳井市新庄（花き振興センター）、周

南市須々万、周南市鹿野、周南市大潮、下関市彦島の

5 地点とした。栽培方法は現地露地慣行とし、供試品

種および系統に「西京の白露」（16S01）、16S02 およ

び 16S03、対照品種に「マイファンタジー1」、「スカ

イブルーしなの 4 号」、「深山秋」の 2 年生株を用い、

１区 10 株、2 反復～3 反復で開花期特性調査（花器形

質、開花期、収穫本数、草丈、花段数、病害抵抗性、

欠株率）を実施した。 

(ｲ) 1 年生株 

試験場所は、柳井市新庄（花き振興センター）、周

南市須々万の 2 地点とした。栽培方法は現地露地慣行

とし、供試系統に 17S01、17S02、対照品種に「西京の

夏空」（周南市須々万は、対照を「しなの 2 号」に変

更）の 1 年生株を用い、1 区 8 株～50 株、1 反復～4

反復で生育調査を実施した。 
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結果 

(ｱ) 2 年生株 

1 地点は、黄化による生育不良が認められたため、

栽培特性評価から除外し、他の 4 地点で評価した。 

a 「西京の白露」 

「西京の白露」は、対照の「マイファンタジー1」と比

べ開花期が 3 週間程度遅い 9 月中旬で、草丈、花段数は

勝り、高温障害及び葉枯病の発生はやや少なかった。葉

枯病の発生株率が平均 88.4％と高いため、2019 年も調査

を継続し、再度栽培適応性を確認することとした。 

また、柳井市新庄では、7 組合せ 140 株中 10％（4

組合せ 14 株；青色が花冠外側面積の 8 割以上を占める

花を含めると 14％、6 組合せ 24 株）で青色の花が確認

された。青色の花が確認されなかった 1 組合せは花粉

親株の枯死により、再現が不能となった。 

b 16S02 

16S02 は、対照の「スカイブルーしなの 4 号」と概

ね同等で、高温障害はほとんど発生せず、今回の栽培

地点に相当する標高 0～440 mの地域では 2年生株の適

応性はあると判断された。 

c 16S03 

16S03 は、対照の「深山秋」と比べ草丈が 15 cm 程

度高く、その他は概ね同等であり、高温障害は発生せ

ず、今回の栽培地点に相当する標高 0～440 m の地域で

は 2 年生株の適応性はあると判断された。 

なお、花色が青紫色と赤紫色に分離したため、親株

の再選抜もしくは形質の再固定が必要であることが分

かった。 

(ｲ) 1 年生株 

a 17S01 

17S01 は病害虫による被害は認められなかったが、

柳井市新庄では欠株が 33％、未抽苔株 33％、周南市須

々万では欠株が 13％、未抽苔株が 31％発生し、対照の

0％に比べ耐暑性が劣った。 

花器形質は、柳井市新庄では純白が 100％、周南市

須々万では未開花のため確認できなかった。 

2019 年に引き続き開花期特性調査を実施する。 

b 17S02 

17S02 は病害虫による被害は認められなかったが、

柳井市新庄では欠株が 11.3％、未抽苔株が 6.8％、周

南市須々万では欠株が 0％、未抽苔株が 14.4％発生し、

対照の 0％に比べ耐暑性が劣った。 

花器形質を確認できた株のうち、柳井市新庄では青

紫色が 81.5％、赤紫色が 14.8％、薄桃色が 3.7％、周

南市須々万では青紫色が 69.6％、赤紫色 23.9％、薄桃

色 6.5％に分離し、親株の再選抜もしくは形質の再固

定が必要であることが分かった。 

 

(2) 安定栽培技術の確立 

ア 均一栽培技術の確立 

(ｱ) 栽培試験品質調査 

目的 

コンテナ等を利用した栽培管理方法を確立し、栽培

技術に左右されない均一な品質のリンドウ生産の実現

を図る。 

方法 

2016 年 5 月定植の「西京の初夏」、「西京の涼風」、

「西京の夏空」を用いて、以下の 3 処理区で試験を行

った。①コンテナ栽培区(ユリの球根輸送コンテナを使

用)、②シートベンチ栽培区(直管パイプと防草シート

で組んだもの)、③慣行栽培区(露地に直に植えたもの) 

各処理区 12 株 3 反復で収穫調査を行った。 

結果 

各品種ともシートベンチ区、コンテナ区ともに、草

丈および花段数の切り花品質は良好であり、慣行栽培

区と比較すると一部有意差は生じたものの出荷規格に

影響を及ぼさない程度であった。 

株当たり切り花本数も多く確保出来た。 

欠株率については、「西京の夏空」の慣行栽培区以

外に生じなかった。 

イ 促成栽培技術の確立 

(ｱ) 加温温度の差による生育差の解明 

目的 

他県に先駆けて咲くという本県オリジナル早生品種

の特徴を活かし、安定した早期出荷を可能にする促成

栽培技術の確立を図る。 

方法 

2016 年 5 月定植の「西京の初夏」を用いたコンテナ

栽培において、以下の 4 処理区で試験を行った。 

①10℃加温ハウス区、②5℃加温ハウス区、③無加温ハ

ウス区、④露地対照区 

暗黒条件の 2℃設定冷蔵庫に①～③は 400 時間静置

したのち、各条件のハウスに移した。各処理区 6 株 3

反復で収穫調査を行った。 

結果 

処理区①、②、③、④の順に開花し、草丈は②と③

が①と④より有意に高かった。切花本数に有意差は見

られなかった。以上のことから、西京の初夏の促成栽

培において、露地栽培と同等以上の品質が収穫数を減

らすことなく得られて早期出荷も実現可能である。 

 

98) オリジナルリンドウの原原種・原種増殖 

H23- 

花き振興センター 

岡田知子・川野祐輔 

目的 

本県が育成したオリジナルリンドウの原種を生産する。 

方法 

花き振興センター環境制御室内および露地ほ場におい

て栽培した「西京の初夏」、「西京の涼風」、「西京の
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夏空」および「西京の白露」の親株を用いて、2018 年 6

月から同年 12 月にかけて交配、採種を行った。 

結果 

原種として「西京の初夏」の種子を 8,357 mg（12.7

万粒)、「西京の涼風」の種子を 3,805 mg（6.9 万粒）、

「西京の夏空」の種子を 550 mg（0.6 万粒）、「西京

の白露」の種子を 870 mg（0.9 万粒）を生産した。 

 

99）第 35 回全国都市緑化やまぐちフェア（山口ゆめ花

博）植栽支援 

H30 

花き振興センター 

(1) 山口ゆめ花博幼苗生産等植栽支援 

ア 花育等に向けた幼苗生産業務及び学校栽培技術指導 

(ｱ) 幼苗生産業務 

目的 

小中学校が栽培するサルビア、マリーゴールド、農

業高校がハンギングバスケット用に栽培するビンカ、

ペチュニアの幼苗を生産する。 

方法 

サルビアは 6 月 25 日～26 日に播種し約 2 週間管理

した。マリーゴールドは 8 月 7 日～8 日に播種し約 2

週間管理した。ペチュニアは 5 月 29 日、ビンカは 6

月 5 日に播種し 5～6 週間管理した。 

結果 

サルビアは小中学校 87 校分 51,900 株を 7 月 11 日

～12 日に納品した。マリーゴールドは小中学校 145

校分 80,920 株を 8 月 21 日～22 日に納品した。ビン

カ、ペチュニア（ハンギングバスケット用）は農業高

校 6 校分 2,250 鉢（11,250 株）を 7 月 11 日～12 日納

品した。 

(ｲ) 花苗栽培技術指導 

目的 

幼苗の花苗生産において、定期的な栽培指導を行い、

ゆめ花博会場へ納品する。 

方法 

栽培マニュアルを作成・配布し、定期的な栽培指導

を実施した。花育に取り組む学校等での栽培管理状況

を映像情報等により、モニタリングを行い、栽培指導

を実施した。 

結果 

花苗の栽培を通じて、ゆめ花博への参加意識が醸成さ

れた。 

イ やまぐちオリジナルユリ「プチシリーズ」冷凍

球根生産指導 

目的 

山口ゆめ花博における花の谷植栽用球根および体験

イベント用球根供給に向け冷凍球根の生産、パッキン

グ指導を行う。 

方法 

球根増殖産地の生育状況の確認、球根の掘り上げ、

パッキング処理指導、冷凍処理指導を行った。 

結果 

花の谷植栽用球根は次のとおり供給することができ

た。「プチソレイユ」21,000 球、「プチルナ」150 球、

「プチフレーズ」600 球、「プチフィーユ」300 球、「プ

チエトワール」4,500 球、「プチシュミネ」9,000 球、

「プチロゼ」9,000 球、「プチリアン」1,600 球、「プ

チアンジェ」15,100 球、「プチブラン」8,950 球、「プ

チセレネ」6,000 球、合計 76,200 球。体験イベント

用球根は次のとおり供給することができた。「プチシ

リーズ」12,000 球。 

ウ 修景植物の生産・栽培技術指導 

(ｱ) 花苗・ハーブ類・やまぐちオリジナルユリ生

産業務 

目的 

山口ゆめ花博会場への植栽用品目の栽培供給支援を

行う。 

方法 

ペチュニア他花苗 15 品目、ハーブ類 34 品目、やま

ぐちオリジナルユリ「プチシリーズ」について花き振

興センター研修 4 号、9 号、13 号ハウスにおいて栽培

管理した。 

結果 

7 月 20 日にペチュニア他花苗 15 品目 22,182 鉢を、

8 月 30 日、10 月 17 日にハーブ類 34 品目合計 750 鉢、

の供給を行った。やまぐちオリジナルユリは、9 月 20

日、10 月 2 日、10 月 17 日に 3 品種各 350 鉢の供給を

行った。 

(ｲ) 栽培技術指導等 

目的 

花の谷エリアに植栽する植物は、鉢苗生産者 15 名

が、また、花の谷エリア外の修景植物は、草花生産者

55 名および球根切り花生産者 31 名が各 400,000 固体

生産する。栽培指導を行い、ゆめ花博会場へ納品基準

を満たしたものを納品する。 

方法 

各鉢苗、修景植物の種苗の分配および栽培マニュア

ルを作成・配布し、定期的な栽培指導を実施した。栽

培管理状況を映像情報等により、モニタリングを行い、

栽培指導を実施した。 

結果 

鉢苗生産者においては、新品種や希少品種、人気品

種等約 200,000 個体を生産、草花生産者 55 名がヒマワ

リ、コスモス等約 100,000 個体を生産した。会場全体

を修景した山口県育成品種やまぐちオリジナルユリ

「プチシリーズ」、リンドウ「西京シリーズ」につい

ては、球根切り花生産者 31 名が約 100,000 個体を生産

し、ゆめ花博会場へ納品した。 

エ ゆめ花博会場各種イベントへの山口県育成品
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種の提供 

目的 

オープニングテーマ展示「華道家 假屋崎省吾 ゆめ花

の宴」への山口県産や山口県育成品種の提供や、花の谷

への鉢花展示等を通じてオリジナル品種の PR を行う。 

方法 

山口県育成品種のやまぐちオリジナルユリ「プチシ

リーズ」は、球根冷凍貯蔵し、イベント時期に合わせ

て栽培し切り花を提供した。「西京シリーズ」におい

ては 2 番花等を活用した。 

結果 

ゆめ花博の多くの来場者へ山口県育成品種の PR がで

き、認知度が高まった。今後の需要拡大が期待できる。 

 

100) 有望花きの品種特性と栽培特性の解明 

(1) ロックウール栽培におけるバラの品種特性 

（スタンダード系およびスプレー系品種の特性調査） 

H18- 

花き振興センター 

福光優子・川野祐輔・岡田浩二 

目的 

バラは、毎年多くの新品種が育成・販売されており、

生産者は新品種の特性等の情報収集に苦慮しており、

品種比較試験の要望が強い。 

そこで、バラの種苗メーカー各社から提供されたス

タンダードタイプ 33品種およびスプレータイプ 5品種

のロックウール栽培における品種特性明らかにし、生

産者が品種選定する際の参考となる資料とする。 

方法 

試験場所は花き振興センターガラス温室とした。栽

培様式をロックウール栽培、整枝方法は切り上げ方式

とし、株間 15 cm、条間 35 cm の 2 条植えで、2018 年

6 月に定植した。養液管理は、ハイスピリット液肥を

使用し、夏期は 1.0 mS／㎝、他の時期は 1.5 mS／㎝に

設定した。温度管理は、昼温 25℃、冬季温度 15 ℃を

目標にした。 

結果 

スタンダードタイプ 33品種およびスプレータイプ 5

品種の品種のメーカー特性および栽培特性を一覧表に

まとめた。 

 

(2) カーネーション品種比較試験 

H18- 

花き振興センター 

河村佳枝・斉藤さつき 

ア スタンダード系品種の生育特性 

目的 

カーネーションはスタンダード系品種の養液土耕栽

培における生育特性を調査し、本県に適した有望品種

を選定する資とする。 

方法 

試験場所は、花き振興センターフッ素系フィルム温

室とした。供試品種はスタンダード系 40 品種とし、定

植を 2017 年 6 月 21 日～27 日に行い、採植密度を 33.3

株／m2（6 条隔列植え）とした。整枝は一回半ピンチ

（2017 年 7 月 13 日～14 日に摘心、8 月 21 日～9 月 4

日に 4 本／株に整枝）とし、点滴潅水同時施肥法（養

液土耕栽培）で全窒素 60 kg／10a を施肥し、冬期最低

温度を 10℃とした。 

結果 

本県への適応性が高いスタンダード系品種としては

「HYB12-ST-3630R」、「11ST044」、「タマリンド」、

「エルメスオレンジ」、「セレヴィーヌ」、「ミネル

バ」、「オレンジスカッシュ」、「f-428」、「f-357」、

「e-3」の 10 品種が有望と評価した。 

イ スプレー系品種の生育特性 

目的 

カーネーションのスプレー系品種の養液土耕栽培に

おける生育特性を調査し、本県に適した有望品種を選

定する資とする。 

方法 

試験場所は、花き振興センターフッ素系フィルム温

室とした。供試品種はスプレー系 39 品種とし、定植を

2017 年 6 月 21 日～27 日に行い、採植密度を 33.3 株／

㎡（6 条隔列植え）とした。整枝は一回半ピンチ（2017

年 7 月 13 日～14 日に摘心、8 月 21 日～9 月 4 日に 4

本／株に整枝）とし、点滴潅水同時施肥法（養液土耕

栽培）で全窒素 60 kg／10a を施肥し、冬期最低温度を

10℃とした。 

結果 

本県への適応性が高いスプレー系品種としては「マ

ントバ」、「フィービー」の 2 品種が有望と評価した。 

 

(3)  シクラメンの品種特性調査 

H30 

農業技術部花き振興センター 

斉藤さつき・河村佳枝 

目的 

県内の育種家が保有する 4 倍体固定種のシクラメン

は、バラや柑橘類のような香りを持っており、希少性

が高く有望である。しかし、交配の精度が低いため形

質がばらついている。 

そこで 2016 年度に、有望な形質をもつ個体を固定化

するため、選抜を行った。そのグループから採種した

種を播種し、更に花の形質別にグルーピングし、それ

ぞれ 10 株の供試株について系統特性を調査した。 

方法 

試験場所は花き振興センターのガラス温室とした。

2016 年度に採種した 6 系統を、2017 年 12 月 21 日に播

種、2018 年 4 月 18 日に 3 寸鉢上げ、7 月 17 日に 5 寸
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鉢に定植した。肥培管理は週 1 回の溶脱水分析を行い、

慣行栽培に準じた肥料設計とした。また、灌水は定植

までは上部灌水、定植後は底面給水で管理した。 

開花後、花色・花形別にグルーピングし、12 月 10

日に株高・株幅・開花輪数・蕾数を調査した。 

結果 

供試した 6 系統は、花の形質別にグルーピングし、4

系統に分けられた。その結果、「白」、「ピンクフリ

ル」が株幅・株高が 35 cm 程度と草姿がコンパクトで

外観に優れ、開花数が出荷基準の 10 輪以上を確保でき

た。「淡パープル」、「濃パープル」は株幅・株高と

もに約 40 cm で、開花数はそれぞれ 15 輪、12 輪だった。 

 

(4) パンジー・ビオラの有望品種特性 

H27- 

花き振興センター 

河村佳枝・斉藤さつき 

目的 

パンジー・ビオラは、近年、消費者の嗜好性が多様

化しており、希少性のある品種の人気が高く、カタロ

グ、インターネット、専門店では、メーカー品種の 3

～5 倍の売価が付いている。本試験では、県内生産者

が山口セレクションパンジーとしてブランド化するた

めに、希少品種の栽培特性を把握し、本県の栽培条件

に適した品種を選定する。 

方法 

試験場所は、花き振興センターハウスとした。供試

品種は有望品種 13 品種とし、1 品種 10 株の試験規模

とした。播種を 2018 年 8 月 2 日、鉢上げを 3.5 寸ポッ

トに 2018 年 9 月 6 日～10 日に行った。摘心・矮化剤

処理は実施しなかった。調査項目は生育調査及び嗜好

聞取り調査とした。 

結果 

「ファンタジアクリーム赤ボツ」、「結ローズ」、

「ミニマンゴ」、「ブロンズシェード」が、比較的発

芽率も良く、草姿もコンパクトに仕上がり有望と評価

した。 

 

(5) 小ギクの品種特性試験（電照盆出し作型における

小ギク品種の適応性と LED 電球が生育開花に及ぼ

す影響） 

H30 

花き振興センター 

石光照彦・福光優子 

目的 

電照用途の白熱電球や電球型蛍光灯は生産中止や減

産の方向にある。近年の代替え光源として LED 電球の

利用が進んでいる。しかし、市販の LED 電球は用いる

LED のピーク波長や照度が異なるため、花芽抑制効果

に違いが生じている。 

そこで、電照盆出し作型で使用する LED 電球の影響を

明らかにする。 

方法 

試験場所は花き振興センター内研修 5 号温室(フッ

素系フィルム）とした。育苗容器(200 穴セルトレイ)

に育苗用土(商品名「さし芽ちゃん」)を充填し、2018

年 4 月 16 日に挿し穂する。定植は 5 月 1 日、栽植密度

は畝幅 75cm、通路幅 50cm、条間 15cm、株間 15cm、4

条植え(4 条の中 1 条抜き)、施肥は点滴潅水同時施肥

法（養液土耕栽培）とした。摘心は 5 月 8 日、整枝（3

本／株）は 5 月 23 日に実施し、挿し芽時から消灯日（6

月 6 日）まで暗期中断 5 時間（22:00～3:00）電照した。 

供試品種は、花色が赤色の「精ちぐさ」、「精はん

な」、黄色の「精こまき」、「精かりやす」、白色の

「精しずえ」、「精かざね」の 6 品種、LED 電球は、

ディーマーケット製「アグリランプ」エース白、エー

スピンク、遠赤入り FR-HP、対照（電球型蛍光灯）を

使用した。 

結果 

供試 6 品種は盆出し出荷の適応性が高く、LED 電球

は対照の電球型蛍光灯と同程度の開花抑制効果があ

り、遠赤入りの電球は切り花長がやや長くなる傾向を

示した。 

 

101) 新規植物調節剤実用化試験（シクラメン生育調節

剤） 

H30 

花き振興センター 

斉藤さつき・河村佳枝 

目的 

農薬メーカーから委託されたシクラメン生育調節剤

について、その適応性の判定と使用法を確立し、生育

調節剤使用指導基準の作成に資する。 

方法 

試験薬剤はベンジルアミノプリン(20 g／1 L)、供試

材料はシクラメン「ハリオスカーリーライチフクシア」

とし、5 号鉢での栽培を行った。2017 年 12 月 21 日に

播種、2018 年 4 月 18 日に 3 寸鉢上げ、7 月 13 日に 5

寸鉢に定植した。肥培管理は週 1 回の溶脱水分析を行

い、慣行栽培に準じた肥料設計とした。また、灌水は

定植までは上部灌水、定植後は底面給水で管理した。

定植時期は 7 月 13 日、薬剤処理時期は 9 月 28 日、処

理濃度は 20 ppm、50 ppm、70 ppm と倍量区の 140 ppm

の 4 区とした。株高・株幅・花蕾数・開花期を調査し、

開花促進と開花揃いの実用性について判定を行った。 

結果 

開花始めの 11 月の調査では、株高・株幅・開花輪数

に差はなかった。12 月の出荷期調査でも、株高・株幅

・葉数・花蕾数・花梗長に差はなかった。 

出荷基準である 10 輪以上開花した日を出荷日すると、



- 81 - 

処理区はいずれの区も 11 月に 10％から 20％出荷でき

たのに対し、無処理区は 0％だった。しかし無処理区

も 12 月 10 日までには 90％が出荷できた。ことから、

薬剤処理区で開花促進効果は確認できたが、出荷揃い

は無処理区の方が良かった。 



- 82 - 

１ 企画情報室 

1) 国研修への研究員派遣 

目的 

農林総合技術センターの研究業務に携わる職員の

資質向上を図る。 

対象者 

ア 農業・食品産業技術総合研究機構短期集合研修 

（数理統計 応用編）  1 名 

（経営評価）   1 名 

イ 農林水産関係若手研究者研修 1 名 

 

2) 研究倫理研修会（主催・講師：企画情報室） 

目的 

研究倫理に対する研究員の理解向上を図り、適切

な研究活動を促進するため、研修会を開催する。 

対象者 

農林総合技術センター職員（所長及び関係部長、

室長、研究職員）、その他当センターの研究に参加

する職員等で受講を希望する者 

研修内容 

ア 研究倫理及び本県における不正行為への対応

について 

イ 農林総合技術センターでの不正防止及び研究

記録の取り組みについて 

受講状況 

・2018 年 4 月 17 日（火） 

柳井市（花き振興センター会議室）  14 名 

山口市（農林総合技術センター講堂） 29 名 

・2018 年 4 月 20 日（金） 

美祢市（畜産技術部会議室）     15 名 

・2018 年 4 月 26 日（木） 

山口市（農林総合技術センター講堂）  7 名 

 

２ 経営高度化研究室 

1) 平成 30年度鳥獣被害防止対策アドバイザー養成研修 

（主催：農林水産政策課、講師：経営高度化研究室） 

目的 

 イノシシ、シカ及びサル等の野生鳥獣による農作

物等の被害に対して、被害相談の対応や被害防止対

策指導を行う者を養成する。 

対象者 

 市町、JA、森林組合、県農業共済組合、県農林水

産事務所等の職員 

研修内容（3 日間） 

・山口県における野生鳥獣による農林業被害の発生

状況 

・鳥獣被害防止特措法及び鳥獣保護管理法 

・主要鳥獣の生態及び防除対策 

・防護柵の基礎知識 

・防護柵の設置の実習 

・みのりの丘ジビエセンター及びサル捕獲用大型囲

いわなの視察 

・集落環境調査について（講義・実習） 

・山口型放牧実施場所の視察 

・地域ぐるみの鳥獣害対策取組事例 

受講状況 

 106 名 

 

2) 平成 30 年度鳥獣被害対策研修 

（主催：農林水産政策課、講師：経営高度化研究室） 

目的 

 本県の野生鳥獣による農林業被害は、近年約 5 億

円の被害額で高止まりし、依然と深刻な状況である

ことから、農業者の鳥獣被害対策に係る知識・技術

を向上することによりその低減を図る。 

対象者 

 集落営農法人の農業者及び県農林水産事務所職員 

研修内容（4 会場、1 日間） 

・鳥獣被害対策の実態と対策について 

・集落環境調査の進め方 

・集落環境調査（実習） 

受講状況 

 140 名 

 

３ 資源循環研究室（発生予察グループ） 

1) 農業協同組合農薬販売窓口職員研修会 

目的 

農協の農薬販売業務に携わる者に対して病害虫や

農薬に対する専門的な知識を習得させ、農薬の取扱

等について指導的な役割を果たしてもらうととも

に、農薬安全使用指導の効率的な推進を図る。 

対象者 

 農協、全農の農薬販売窓口職員 

研修内容 

ア 病害虫防除対策 

イ 農薬の適正使用 

ウ 農薬販売者、使用者の責務 

エ 農薬使用基準の考え方 

オ 農薬飛散防止対策 

受講状況 

2018 年 5 月 17 日 

山口市（セミナーパーク） 39 名 

 

2) 農薬適正使用推進員養成研修会 

目的 

 農薬に関する知識を習得する機会を設け、自らが

農薬の適正使用を実践するとともに他の農業者にそ

の知識や取組を広めるリーダーとなる農業者を山口

Ⅳ 研修等に関する報告 
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県農薬適正使用推進員として養成することにより、

農薬使用に伴う事故防止等の推進体制を強化するこ

とを目的とする。 

対象者 

 山口県内に居住又は勤務している者で、次の各号

のいずれかに該当する者とする。 

ア 自らが農薬適正使用を実践し、他の農業者に

農薬に係る知識やその取組を広めるリーダーと

して活動する意欲ある者 

イ 農産物直売施設等の責任者又は当該施設で農

作物を出荷する農業者を指導する者 

研修内容 

ア 農薬一般（講義) 

イ 農薬関係法令（講義） 

ウ 農薬の適正使用、危被害防止対策等 

（講義、実習） 

エ 農薬適正使用推進員の役割（講義） 

受講状況 

2018 年 6 月 30 日 

山口市（セミナーパーク） 53 名 

 

3) 農薬管理指導士養成研修 

目的 

農薬販売及び防除等に携わる者に対して専門的な

知識を習得させ、農薬取扱者の資質向上を図るとと

もに、農薬の取扱等について指導的な役割を果たす

「農薬管理指導士」として認定することにより、農

薬安全使用指導の効率的な推進を図る。 

対象者 

 農薬管理指導士の受験資格は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

ア 満 20 歳以上の農薬販売者又はその従業員で

現に農薬の販売に従事している者のうち、実務

経験が概ね 2 年以上あり、原則として毒物及び

劇物取締法に基づく毒物劇物取扱責任者の資格

を有している者 

イ 満 20 歳以上で現に防除に従事している者の

うち、実務経験が概ね 2 年以上ある者。 

 

研修内容 

ア 農薬管理指導士の役割 

イ 関係法令（農薬取締法） 

ウ 雑草概論と防除 

エ 植物防疫一般 

オ 病害虫概論と防除 

カ 農薬の安全性評価及び各種基準の設定 

キ 農薬一般 

ク 農薬の安全性、危害防止対策等 

ケ 関係法令（毒物及び劇物取締法） 

受講状況 

 2019 年１月 15 日 

 山口市（セミナーパーク）59 名受験、55 名合格 

 

4) 農薬管理指導士更新研修 

目的 

農薬販売及び防除等に携わる者に対して専門的な知

識を習得させ、農薬取扱者の資質向上を図るととも

に、農薬の取扱等について指導的な役割を果たす「農

薬管理指導士」として認定することにより、農薬安

全使用指導の効率的な推進を図る。 

対象者 

 農薬管理指導士の受験資格は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

ア 満 20 歳以上の農薬販売者又はその従業員で

現に農薬の販売に従事している者のうち、実務

経験が概ね 2 年以上あり、原則として毒物及び

劇物取締法に基づく毒物劇物取扱責任者の資格

を有している者 

イ 満 20 歳以上で現に防除に従事している者の

うち、実務経験が概ね 2 年以上ある者 

研修内容 

ア 農薬管理指導士の役割 

イ 関係法令（農薬取締法） 

ウ 農薬危害防止運動 

エ 侵入警戒病害虫 

オ 農薬適正使用、短期暴露評価への対応 

受講状況 

 2019 年１月 17 日、18 日  

山口市（セミナーパーク） 82 名 

 

5) 農薬商業協同組合技術研修会 

目的 

農薬販売業者の農薬販売業務に携わる者に対して

専門的な知識を習得させ、農薬の取扱等について指

導的な役割を果たしてもらうとともに、農薬安全使

用指導の効率的な推進を図る。 

対象者 

 農薬商業協同組合の農薬販売窓口職員等 

研修内容 

ア 病害虫の発生消長と問題点について 

イ 農薬の適正使用 

ウ 農薬販売者、使用者の責務 

エ 農薬使用基準の考え方 

オ 農薬飛散防止対策 

受講状況 

2018 年 11 月 27 日 

山口市 10 名 

 

４ 花き振興センター 

1) 花き生産の新たな担い手育成のための長期研修 

ア 就農支援研修 

目的 
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 花き生産の中核を担う新たな人材を養成する。 

対象者 

 県内において花き経営での就農を希望し、通年（2

年以内）の研修に参加できる者。 

研修内容 

当施設の研修用温室を使用し、研修生の就農計画

に沿った品目を中心として、栽培計画の作成から栽

培、出荷に至る一連の作業を研修生が主体的に行い、

花き生産者として必要な知識、栽培技術の習得や経

営感覚を養成する。 

受講状況 

なし 

 

イ 新規花き生産参入者研修 

目的 

新たに露地栽培やパイプハウス栽培等に取り組む

生産者を養成する。 

対象者 

新たに花き栽培に取り組む意欲があり、原則とし

てやまぐち就農支援塾の講座を修了した者等。 

研修内容 

当施設の研修用温室を使用し、リンドウ、トルコ

ギキョウ、苗鉢物、ユリの栽培技術を習得する。 

受講状況 

 なし 

 

2) 花き生産のリーダー等の育成のための短期研修 

目的 

花き生産者のレベルアップを図るとともに、指導

者等を養成する。 

対象者 

より専門的な技術・知識を希望する生産農家、農

林事務所、農協の花き指導者等。 

研修内容 

①先進技術コース 

当施設の研究成果等、先進的技術をテーマとする研

修会や県内外の講師による先進技術講座を開催する。 

②課題解決コース 

花き生産グループ等からの依頼に応じて、栽培上

の技術課題をテーマにした研修会を開催する。 

受講状況 

①先進技術コース 

25 回開催し、延べ 588 名に研修を実施した。 

②課題解決コース 

やまぐちフラワーランドと連携して 6 回開催し、

延べ 122 名に研修を行った。また、花き生産グルー

プ等からの依頼に対応して 16 回開催し、延べ 232

名に研修を行った。 
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平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 6-7, 2019.3

酒米「山田錦」の特性を発揮する安定栽培技術の
確立

土地利用
作物研究
室

前岡庸介・金子和
彦・陣内暉久・中野
邦夫・池尻明彦

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 8-9, 2019.3

レーザー式生育センサ等を活用した「山田錦」の
穂肥量予測技術の確立

資源循環
研究室

有吉真知子・原田夏
子・中島勘太

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 10-11, 2019.3

水稲の密播疎植による省力・低コスト栽培
土地利用
作物研究
室

陣内暉久・来島永
治・渡辺大輔・村田
資治

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 12-13, 2019.3

カドミウム低吸収性イネ品種の育成
土地利用
作物研究
室

渡辺大輔・金子和
彦・陣内暉久・杉田
麻衣子・松永雅志・
羽嶋正恭

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 14-15, 2019.3

最近の水稲箱施用殺虫剤の動向～新剤の登録を中
心に～

資源循環
研究室

本田善之・河村俊
和・岩本哲弥

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 16-17, 2019.3

冬春トマトの少量培地耕による高糖度安定生産技
術の確立

園芸作物
研究室・
資源循環
研究室

重藤祐司・鶴山浄
真・平田俊昭

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 18-19, 2019.3

種子繁殖型イチゴ「よつぼし」の特性を活かした
栽培体系

園芸作物
研究室

西田美沙子・鶴山浄
真

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 20-21, 2019.3

種子繁殖型イチゴ品種「よつぼし」の安定生産技
術開発

園芸作物
研究室

鶴山浄真・西田美沙
子

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 22-23, 2019.3

低コストで耐候性に優れるパイプハウス仕様の提
案

園芸作物
研究室

茗荷谷紀文・重藤祐
司・鶴山浄真

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 24-25, 2019.3

果実袋が日本ナシ「甘太」の果実品質に与える影
響について

園芸作物
研究室

岡崎仁・村上哲一・
安永真

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 26-27, 2019.3

晩生カンキツ「せとみ」の出荷期間延長に向けた
長期貯蔵技術の実証

柑きつ振
興セン
ター

西岡真理・兼常康
彦・岡崎芳夫

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 28-29, 2019.3

附　試験研究業績一覧表
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発表誌・巻(号)・掲載頁・発行年月

やまぐちオリジナルユリの夏秋期におけるポット
栽培技術

花き振興
センター

福光優子・尾関仁志
平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 30-31, 2019.3

簡易隔離床を利用したリンドウ栽培技術
花き振興
センター

川野祐輔・友廣大
輔・藤田淳史・岡田
知子

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 32-33, 2019.3

農業法人で働く若手就業者の育成・定着に向けて
経営高度
化研究室

高橋一興・尾崎篤史
平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 34-35, 2019.3

「体験型教育旅行」の実態と集落営農法人への導
入可能性

経営高度
化研究室

高橋一興・尾崎篤史
平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 36-37, 2019.3

小規模未回収ため池の管理省力化技術～ため池遠
隔監視、自動排水システム～

経営高度
化研究室

同前浩司・橋本誠・
西村美和・尾崎篤
史・鈴木昭彦

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 38-39, 2019.3

新たな補助孔疎水材の適用性
経営高度
化研究室

橋本誠・尾崎篤史・
鈴木昭彦

平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 40-41, 2019.3

サル追い払い技術向上試験～リアルタイムGPS発
信機によるサル群の追跡～

経営高度
化研究室

田戸裕之・中村聡
平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 42-43, 2019.3

鳥獣被害対策へのドローン活用実証試験
経営高度
化研究室

田戸裕之・中村聡
平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 44-45, 2019.3

県産プレミアム地鶏の雄系種鶏の特性－第3報－
～「やまぐち黒鶏」の後継系統の造成～

家畜改良研
究室・経営
高度化研究
室

伊藤直弥・岡崎亮
平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 52-53, 2019.3

県産プレミアム地鶏のおいしさに関する研究～
「長州黒かしわ」の内臓（筋胃、肝臓等）の品質
特性～

経営高度化
研究室・家
畜改良研究
室

岡崎亮・伊藤直弥
平成30年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 54-55, 2019.3

白おくらの周年供給に向けた冷凍貯蔵技術の確立
経営高度
化研究室

平田達哉
新たに普及に移しうる試験研究等の成果,
No.43, 1-2, 2018.10

小麦「せときらら」の葉面散布による開花期追肥
技術

土地利用作物
研究室・資源
循環研究室・
経営高度化研
究室

村田資治・原田夏
子・平田達哉

新たに普及に移しうる試験研究等の成果,
No.43, 3-4, 2018.10

飼料用米新品種「みなちから」の省力・低コス
ト・多収栽培法

土地利用作
物研究室・
資源循環研
究室

金子和彦・池尻明
彦・中野邦夫・河野
竜雄

新たに普及に移しうる試験研究等の成果,
No.43, 5-6, 2018.10

花茎も収穫できる畑わさびの超促成栽培（第1
報）

園芸作物
研究室

日高輝雄・木村靖・
鶴山浄真・藤井宏
栄・茗荷谷紀文

新たに普及に移しうる試験研究等の成果,
No.43, 7-10, 2018.10

「せとみ」の貯蔵中に発生する腐敗果抑制技術の
確立

柑きつ振
興セン
ター

村本和之・兼常康
彦・中村友香

新たに普及に移しうる試験研究等の成果,
No.43, 11-12, 2018.10

イチゴのアザミウマ類とハダニ類多発期（2～6
月）における点滴による害虫防除体系

資源循環
研究室

岩本哲弥・河村俊
和・本田善之

新たに普及に移しうる試験研究等の成果,
No.43, 13-14, 2018.10

山口米のブランド化戦略について(「恋の予感」
奨励品種化と今後の展開)

土地利用
作物研究
室

来島永治・渡辺大
輔・杉田麻衣子・松
永雅志

日本作物学会中国支部研究集録, 第58号, 10-
11, 2018.07

飼料用米「みなちから」の省力・低コスト・多収
栽培法

土地利用
作物研究
室

金子和彦・池尻明彦
日本作物学会中国支部研究集録, 第58号, 10-
11, 2018.07

クロロフィル指数と日射量による大豆地上部乾物
重の推定

土地利用
作物研究
室

村田資治・稲村達也 日本作物学会第246回講演会要旨集, 72, 2018.9
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異なる追肥または遮光条件下で生育したパン用コ
ムギ「せときらら」におけるリモートセンシング
による子実タンパク質含有率の予測

土地利用
作物研究
室

村田資治・原田夏子 日本作物学会第247回講演会要旨集, 77, 2019.3

山口県薬用作物栽培マニュアル（平成30年度改定
版）

園芸作物
研究室

安永真 山口県農林総合技術センター発行, 2019.3

農林水産省委託プロジェクト研究　薬用作物の国
内生産拡大に向けた技術の開発

園芸作物
研究室

甲村浩之(県立広島
大学)、安永真

薬用作物コンソーシアム発行, 4及び21, 2018.8

山口県における薬用作物栽培の取り組み
園芸作物
研究室

安永真 JATAFFジャーナル, 6(12), 40-43, 2018.12

各地で輝く中堅園芸施設のUECS活用スマート化に
よる生産力アップの提案

園芸作物
研究室

鶴山浄真
UECSスマート施設園芸実証研究コンソーシアム
発行, 11, 2019.2

イチゴの品種と休眠抑制処理が果実糖度に及ぼす
影響

園芸作物
研究室

鶴山浄真・平田俊昭 園芸学研究, 17(別2), 180, 2018.9

耐暑性に優れた濃緑色葉ネギ系統の科学内容成分
特性について

園芸作物
研究室

樋口誠人（山口
大）・藤井宏栄・日
高輝雄ら

園芸学研究, 17(別2), 223, 2018.9

ワサビ超促成栽培における保温開始時期が生育お
よび収量に及ぼす影響（第２報）

園芸作物
研究室

重藤祐司・日高輝
雄・木村靖

園芸学研究, 17(別2), 242, 2018.9

濃緑色葉ネギ品種の特性を活かした夏季における
積極的多灌水栽培

園芸作物
研究室

藤井宏栄・渡辺卓
弘・西田美沙子・重
藤祐司

園芸学研究, 17(別2), 483, 2018.9

ワサビ超促成栽培における保温開始時期が生育お
よび収量に及ぼす影響（第３報）

園芸作物
研究室

日高輝雄・重藤祐司 園芸学研究, 17(別2), 490, 2018.9

太陽エネルギーの蓄熱利用によるイチゴ省エネル
ギー栽培システムの性能評価（第２報）

園芸作物
研究室

日高輝雄・鶴山浄真 園芸学研究, 17(別2), 573, 2018.9

収穫時期がイチゴ品質に及ぼす影響
園芸作物
研究室

執行正義（山口
大）・藤井宏栄・日
高輝雄ら

園芸学研究, 17(別2), 575, 2018.9

種子繁殖型イチゴ‘よつぼし’の長日処理期間の
温度が花成に及ぼす影響

園芸作物
研究室

鶴山浄真・西田美沙
子

園芸学研究, 18(別2), 133, 2019.3

UECS統合環境制御によるイチゴの高効率生産体系
の構築
2.改善したハウス温度管理の‘見える化’と優良
生産者事例との比較

園芸作物
研究室

鶴山浄真・木村靖・
平田俊昭

農業情報学会2018年度年次大会講演要旨集, 19-
20, 2018.5

Growth and Flowering Responses of Seed-
Propagated Strawberry Seedlings to
Artificial Lighting with Different
Photoperiods

園芸作物
研究室

鶴山浄真・渋谷俊夫
（大阪府立大）

HortTechnology, 28(4), 453-458, 2018.8

オリジナル新野菜「はなっこりー」の開発と展望
園芸作物
研究室

藤井宏栄 種苗界, 72(3), 19-21, 2019.3

底面給水かけ流し法でワサビを１年１作
園芸作物
研究室

重藤祐司 現代農業, 97(5), 245-247, 2018.5

畑ワサビの「超促成栽培法」の開発
園芸作物
研究室

重藤祐司 農耕と園芸, 73(11), 54-57, 2018.10

伝統野菜っておもしろい
園芸作物
研究室

藤井宏栄 JATAFFジャーナル, Vol.6, No.10, 52, 2018.10
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山口県のナシ栽培園で発生した果実腐敗症と病原
細菌の同定

資源循環
研究室

唐津達彦・岡崎仁・
殿河内寿子・堀田光
生

日本植物病理学会,第85巻第1号,71,2019,2

着色期の柑橘類を加害するハナアザミウマとその
防除対策

資源循環
研究室

東浦祥光 植物防疫, 73(3), 144-149, 2019.3

光反射資材によるブドウのクビアカスカシバの被
害抑制効果

資源循環
研究室

河村俊和 植物防疫, 73(2), 96-100, 2019.2

ダイコン残渣を用いた生物的土壌くん蒸によるホ
ウレンソウ萎凋病の防除とホウレンソウケナガコ
ナダニの防除対策

資源循環
研究室

吉岡陸人・本田善之
有機農業研究者会議2018　2018年10月23日～24
日

コムギ黄斑病の伝染環の確認と有効薬剤の探索
資源循環
研究室

吉岡陸人・西見勝
臣・角田佳則

平成31年度日本植物病理学会大会

ホウレンソウケナガコナダニに対するカーバムナ
トリウム塩液剤の少量・簡易化処理の防除効果

資源循環
研究室

本田善之・河村俊
和・岩本哲弥・溝部
信二

第63回日本応用動物昆虫学会大会 2019年3月26
日

カーバムナトリウム塩液剤（キルパー液剤）の簡
易少量散布はコナダニ防除に有効か

資源循環
研究室

本田善之・河村俊
和・岩本哲弥・溝部
信二

第23回農林害虫防除研究会広島大会 2018年6月4
日

クレオメをおとり植物として防除した場合のダイ
ズのカメムシ類の防除効果（第２報）

資源循環
研究室

本田善之・河村俊
和・岩本哲弥

第97回九州病害虫研究会　2019年1月31日

クレオメをおとり植物として防除した場合のダイ
ズのカメムシ類の防除効果

資源循環
研究室

岩本哲弥・本田善
之・河村俊和

カメムシ類等難防除害虫の発生状況と防除対策
に関する検討会　2019年2月28日

ポット試験によるダイズカメムシ類の防除時期の
決定試験

資源循環
研究室

本田善之・岩本哲
弥・河村俊和

カメムシ類等難防除害虫の発生状況と防除対策
に関する検討会　2019年2月28日

コガネムシ類を抑えたアオクサカメムシ、ミナミ
アオカメムシのLED光源の探索２

資源循環
研究室

本田善之・岩本哲
弥・河村俊和

平成30年度西日本応用動物昆虫研究会・中国地
方昆虫学会合同例会　2108年10月5日

ポット試験によるダイズカメムシ類の防除時期の
決定試験

資源循環
研究室

本田善之・岩本哲
弥・河村俊和

第71回北陸病害虫研究会　2019年2月19日

各種薬剤に対するチュウゴクナシキジラミの薬剤
感受性について

資源循環
研究室

岩本哲弥 第63回日本応用動物昆虫学会大会 2019.3.26

イネごま葉枯病の発生生態と防除
資源循環
研究室

角田佳則 植物防疫, 72(9), 602-607, 2018.9

甘露排泄を利用したアブラムシ類の簡易薬剤感受
性検定法

資源循環
研究室

溝部信二 植物防疫, 72(9), 592-597, 2018.9

果実浸漬法によるオウトウショウジョウバエ卵の
薬剤感受性検定の試行

資源循環
研究室

溝部信二 植物防疫, 72(11), 722-726, 2018.11

山口県におけるイネカメムシの発生
資源循環
研究室

溝部信二
第63回日本応用動物昆虫学会大会　2019.3.25-
27

仮焼酸化マグネシウムの抵抗性誘導剤との併用処
理によるトマト青枯病に対する防除効果

資源循環
研究室

西見勝臣・渡辺国
男・吉岡陸人・角田
佳則

平成31年度日本植物病理学会大会

施設アスパラガスにおける天敵を活用したアザミ
ウマ類の防除

資源循環
研究室

河村俊和 第28回天敵利用研究会大阪大会
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施設アスパラガスのネギアザミウマの物理的防除
における光反射資材の検討

資源循環
研究室

河村俊和・本田義
之・岩本哲也

第63回日本応用動物昆虫学会大会 2019．3．26

光反射資材によるブドウのクビアカスカシバの被
害抑制効果

資源循環
研究室

河村俊和 植物防疫, 73(2), 96-100, 2019.2

着色期の柑橘類を加害するハナアザミウマとその
防除対策

資源循環
研究室

東浦祥光 植物防疫, 73(3), 144-149, 2019.3

ホウレンソウケナガコナダニの防除対策
資源循環
研究室

本田善之 2019サカタのタネ【野菜特集　春】P18～21

かんきつの病害虫とその対策（5，6月）
柑きつ振
興セン
ター

岡崎芳夫 山口のかんきつ, 70(5-6), 11-20, 2018.5

土壌改良を通じた隔年結果対策（9，10月）
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ, 70(9-10), 12-17, 2018.9

かんきつの秋期管理（9，10月）
柑きつ振
興セン
ター

中島勘太 山口のかんきつ, 70(9-10), 18-23, 2018.9

かんきつにおける果皮障害対策（11,12月）
柑きつ振
興セン
ター

岡崎芳夫 山口のかんきつ, 70(11-12), 19-25, 2018.11

平成31年産カンキツ栽培のポイント（1，2月）
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ, 71(1-2), 26-31, 2019.1

平成30年度柑きつ振興センター試験成績検討会を
開催しました（3，4月）

柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ, 71(3-4), 19-24, 2019.3

柑きつの病害虫防除（5，6月）
柑きつ振
興セン
ター

中村友香 山口のかんきつ, 70(5-6), 34-37, 2018.5

柑きつの病害虫防除（7，8月）
柑きつ振
興セン
ター

中村友香 山口のかんきつ, 70(7-8), 33-36, 2018.7

柑きつの病害虫防除（9，10月）
柑きつ振
興セン
ター

中村友香 山口のかんきつ, 70(9-10), 43-47, 2018.9

柑きつの病害虫防除（11，12月）
柑きつ振
興セン
ター

中村友香 山口のかんきつ, 70(11-12), 41-45, 2018.11

柑きつの病害虫防除（1，2月）
柑きつ振
興セン
ター

中村友香 山口のかんきつ, 71(1-2), 51-54, 2019.1

柑きつの病害虫防除（3，4月）
柑きつ振
興セン
ター

中村友香 山口のかんきつ, 71(3-4), 50-52, 2019.3

オリジナルかんきつの栽培管理（5，6月）
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ, 70(5-6), 6-10, 2018.5

オリジナルかんきつの栽培管理（7，8月）
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ, 70(7-8), 6-11, 2018.7

オリジナルかんきつの栽培管理（9，10月）
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ, 70(9-10), 6-11, 2018.9
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オリジナルかんきつの栽培管理（11，12月）
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ, 70(11-12), 8-13, 2018.11

オリジナルかんきつの栽培管理（1、2月）
柑きつ振
興セン
ター

中島勘太 山口のかんきつ, 71(1-2), 12-20, 2019.1

オリジナルかんきつの栽培管理（3，4月）
柑きつ振
興セン
ター

中島勘太 山口のかんきつ, 71(3-4), 8-12, 2019.3

カンキツ‘せとみ’の夏季出荷における出庫後の
結露防止および果実品質保持の検討

柑きつ振
興セン
ター

西岡真理・兼常康
彦・岡崎芳夫

園芸学研究, 17(別2), 339, 2018.9

特集　カンキツの高品質生産のための技術開発
『晩生カンキツ「せとみ」の長期貯蔵による出荷
期間の延長』

柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 果実日本, 73(12), 66-70, 2018.12

カンキツ果実への鮮度保存被膜剤塗布によるカン
キツ緑かび病および青かび病の発病抑制効果の検
討

柑きつ振
興セン
ター

中村友香
平成30年度　近畿・中国・四国果樹研究会資
料,24-26,2018.7（豪雨災害のため中止）

山口県オリジナル晩生カンキツ「せとみ」に発生
する緑斑症状とその対策について

柑きつ振
興セン
ター

中村友香
平成30年度近畿中国四国農業試験研究推進会議
病害虫推進部会　問題別研究会「病害分科会・
虫害分科会」講演要旨集, 26, 2019.3

山口県における「せとみ」を中心としたマルドリ
方式の導入について

柑きつ振
興セン
ター

岡崎芳夫 土づくりとエコ農業, 50(3), 11-15, 2018.5

やまぐちオリジナルユリ「プチシリーズ」夏秋期
切り花栽培技術の開発

花き振興
センター

福光優子 施設と園芸（ミニ情報）, 183, 40, 2018.10

育種の着眼点と実際　ユリ（小輪ユリ）
花き振興
センター

尾関仁志
農業技術大系, 花卉編第5巻, 330の1の240-330
の1の245, 2019.3
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気象データ  2018年度　山口市氷上場内データ

月 日射

平均 最高 最低 平均 最高 最低 雨量 降雨日数 月
(℃) (℃) (℃) (％) (％) (％) (mm) (日) (MJ/㎡)

2018  4 上 13.4 26.7 0.0 74.2 99.5 33.5 22.0 4 138.02
中 15.0 28.6 5.3 67.9 99.5 13.1 33.5 3 144.01
下 16.6 27.1 5.2 73.5 99.5 29.5 55.0 1 152.56

月集計 15.0 28.6 0.0 71.9 99.5 13.1 110.5 8 434.59
5 上 16.3 27.0 7.1 75.9 99.5 24.5 98.5 6 132.54

中 19.3 30.8 6.0 78.1 99.5 31.9 65.0 3 148.30
下 20.6 31.7 10.8 73.5 99.5 13.3 31.0 2 154.66

月集計 18.8 31.7 6.0 75.8 99.5 13.3 194.5 11 435.50
6 上 21.9 31.3 13.6 80.1 99.5 35.7 69.5 4 139.83

中 21.4 30.1 12.3 81.8 99.5 45.5 124.0 5 147.23
下 23.9 32.7 16.0 84.3 99.5 31.6 181.5 4 103.50

月集計 22.4 32.7 12.3 82.1 99.5 31.6 375.0 13 390.56
7 上 25.7 32.5 21.2 87.4 99.5 59.9 274.0 7 111.22

中 29.4 37.5 22.2 74.5 99.5 46.8 0.0 0 203.87
下 29.6 38.4 23.1 75.8 99.5 46.7 20.5 1 188.18

月集計 28.2 38.4 21.2 79.1 99.5 46.7 294.5 8 503.27
8 上 29.3 37.7 21.0 74.5 99.5 31.7 3.5 1 186.30

中 28.0 36.7 16.8 75.4 99.5 39.1 6.5 3 177.12
下 29.2 36.0 23.0 76.4 99.5 44.2 13.0 3 171.18

月集計 28.8 37.7 16.8 75.5 99.5 31.7 23.0 7 534.60
9 上 24.1 32.7 18.6 85.5 99.5 41.2 91.0 7 100.45

中 23.7 31.1 17.9 87.6 99.5 41.4 56.5 5 84.70
下 20.8 29.6 12.2 83.9 99.5 37.2 56.0 6 88.34

月集計 22.9 32.7 12.2 85.7 99.5 37.2 203.5 18 273.49
10 上 20.6 30.7 11.5 81.9 99.5 44.1 0.5 1 99.31

中 15.9 24.2 8.3 77.5 99.5 38.3 0.0 0 113.00
下 14.2 23.7 5.9 80.6 99.5 36.5 0.0 0 114.42

月集計 16.8 30.7 5.9 80.0 99.5 36.5 0.5 1 326.73
11 上 12.8 22.2 4.0 81.0 99.5 37.9 0.0 0 70.48

中 11.1 20.5 2.7 83.6 99.5 39.1 0.0 0 75.06
下 8.7 19.6 -2.0 83.5 99.5 30.9 1.0 2 63.18

月集計 10.7 22.2 -2.0 82.8 99.5 30.9 1.0 2 208.72
12 上 10.2 23.5 0.1 80.7 99.5 40.0 5.5 2 49.62

中 5.7 13.5 -1.7 86.1 99.5 42.7 9.0 2 43.09
下 5.8 18.0 -2.7 83.0 99.5 35.5 3.5 1 60.98

月集計 7.2 23.5 -2.7 83.3 99.5 35.5 18.0 5 153.69
2019  1 上 4.1 13.0 -3.9 77.2 99.5 36.0 0.5 1 64.72

中 5.6 14.5 -2.2 80.8 99.5 38.1 6.0 1 75.27
下 4.3 13.6 -2.4 77.9 99.5 31.2 27.5 3 86.61

月集計 4.7 14.5 -3.9 78.6 99.5 31.2 34.0 5 226.60
2 上 5.9 18.1 -2.9 82.0 99.5 34.5 11.0 5 61.71

中 5.7 16.5 -3.4 75.2 99.5 29.1 38.5 1 68.74
下 7.7 16.5 -0.5 71.1 99.5 29.0 19.0 2 81.15

月集計 6.3 18.1 -3.4 76.5 99.5 29.0 68.5 8 211.60
3 上 8.4 17.2 -1.7 81.1 99.5 31.5 70.5 5 92.38

中 8.0 19.2 -2.1 74.5 99.5 25.6 19.0 7 129.63
下 11.2 22.9 -0.1 69.7 99.5 22.3 10.0 2 142.78

月集計 9.2 22.9 -2.1 74.9 99.5 22.3 99.5 14 364.79

気温 湿度 雨量

- 91 -



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30年度（2018年度） 

業 務 年 報 

 

発行日 令和 2年（2020年）1月 

発 行 山口県農林総合技術センター 

（本部・農業技術部） 
〒753-0231 

山口県山口市大内氷上一丁目 1番 1号 

TEL 083-927-0211 FAX 083-927-0214 

 

 

 





 
 

平 

成 

三 

十 

年 

度(

二
〇
一
八
年
度) 

業 

務 

年 

報        
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

 
   

 

山
口
県
農
林
総
合
技
術
セ
ン
タ
ー
（本
部
・農
業
技
術
部
） 


	空白ページ
	空白ページ



